
地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
小学校１２校、中学校６校、市内教育関連施設５施設の運営
及び管理

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

81 学校教育

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

81

所 在 地 埼玉県戸田市上戸田１－１８－１

事 業 者 番 号 2101

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,059 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 戸田市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 戸田市教育委員会事務局教育総務課 048-424-9582 kyo-somu@city.toda.saitama.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 戸田市教育委員会事務局教育総務課

所 在 地 １ 埼玉県戸田市上戸田１－１８－１

閲 覧 可 能
時 間 １

平日の午前８時３０分から午後５時１５分まで

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,059

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210100 戸田第一小学校 2,059

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:048-424-9582kyo-somu@city.toda.saitama.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,936 4,025

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,936 4,025

「戸田市地球温暖化対策実行計画」により、地球温暖化対策の推進と環境負荷の低減を目的と
し、温室効果ガスの排出抑制を推進するために取り組むこととします。

地球温暖化対策推進者を選任し、実施していくこととします。詳細は、別紙「戸田市教育委員会
エネルギー管理組織図（地球温暖化対策推進条例）」のとおりです。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



別添

令和３年度 戸田市教育委員会エネルギー管理組織図　（地球温暖化対策推進条例）

　●エネルギー管理企画推進者（温暖化条例）
　　　　講習修了者 【教育総務課副主幹】

　○エネルギー管理組織事務局
　　　　　　　　【教育総務課施設管理担当】連絡・調整
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特定事業者・特定排出者
【戸田市教育委員会】

代表者 【教育長】

　●エネルギー管理統括者（省エネ法）

　●地球温暖化対策推進者（温暖化条例）

　　　　　　　　　　　【教育部長】
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和元年度二酸化炭素排出量3,537t－CO2に対して、令和６年度末
までに５％削減（3,361t－CO2）を目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,537 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 22

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

事 業 活 動 の 概 要

小学校１２校、中学校６校、市内教育関連施設５施設の運営及び
管理

4 事業者番号 2101 事業所番号 210100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 戸田市

字 ・ 地 番 上戸田３－７－５

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 戸田第一小学校



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22 彩湖自然学習センター 戸田市内谷２８８７

23

20 給食センター 戸田市新曽南４－３－４５

21 図書館・郷土博物館 戸田市新曽１７０７

18 笹目中学校 戸田市笹目４－３８－１

19 教育センター 戸田市上戸田１－１９－１４

16 喜沢中学校 戸田市喜沢南１－６－２９

17 新曽中学校 戸田市大字新曽１４４８

14 戸田東中学校 戸田市下戸田１－１１－１５

15 美笹中学校 戸田市美女木５－１２－６

12 芦原小学校 戸田市大字新曽１９６１

13 戸田中学校 戸田市本町５－８－４６

10 新曽北小学校 戸田市大字新曽１３６７

11 美女木小学校 戸田市美女木２－３３－１

8 喜沢小学校 戸田市喜沢１－４８－６

9 笹目東小学校 戸田市笹目３－１７－１２

6 戸田東小学校 戸田市下戸田１－３－３

7 戸田南小学校 戸田市本町４－８－２

4 笹目小学校 戸田市笹目６－９－１

5 美谷本小学校 戸田市美女木７－１１－３

2 戸田第二小学校 戸田市喜沢南２－２－３７

3 新曽小学校 戸田市新曽南２－１３－８

番号 事業所名 所 在 地

1 戸田第一小学校 戸田市上戸田３－７－５

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

137,802.00 145,202.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0286 0.0277

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,936 4,025

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -11.3 -13.8

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,537 3,936 4,025

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,007 2,059

事業所番号 210100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

市全体の人口増加に伴い児童・生徒数や教職員数が増加していることや、設備改修工事
のために閉館していた図書館が工事の完了に伴い令和2年度から再開したため。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

市全体の人口増加に伴い児童・生徒数や教職員数が増加していることや、戸田東小学
校・中学校改築等事業により、既存校舎より規模の大きな新校舎が完成したこと。ま
た、コロナウイルス感染症対策として、換気しながらの空調使用を行っていたこと。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 210100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

R1以前

2

1 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

ウォーミングアップ時の外気遮断（第３計画
期間も継続）

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 210100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 210100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
【越ヶ谷小学校の概要】
事業内容：地方教育行政業務

区 分 その他

百万円

2,112従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号

事 業 者 番 号 2102

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

4,003 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 越谷市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 学校教育部学校管理課 048-963-9282 gakkokanri@city.koshigaya.lg.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 越谷市教育委員会学校教育部学校管理課

所 在 地 １ 越谷市越ヶ谷四丁目２番１号

閲 覧 可 能
時 間 １ ８：３０～１７：１５

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 4,003

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210200 越ヶ谷小学校 4,003

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:gakkokanri@city.koshigaya.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 7,854 8,305

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 7,854 8,305

１．エネルギー使用量の削減に努めるとともに、環境負荷の少ない製品の導入を図ります。
２．建物の建築・管理にあたっては、環境負荷の削減に配慮した施設整備・計画の推進に努め
ます。
３．職員に対し環境意識に関する啓発活動を行い、環境意識の向上を図ります。

　環境推進会議を設置し、計画の進行管理を行います。
　また、環境推進会議を円滑に運営していくために、環境推進指導会議を設置し、各部局等に
環境推進指導員、各課等に環境推進実行員を置き、より一層の計画の推進を図ります。
※詳細は別紙組織図を参照

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0211 t-CO2/㎡

平成29年度に市内全小中学校45校に空調機器を設置し、平成30年
度より通年での稼働となったことから、平成30年度二酸化炭素排
出量原単位0.0211t-CO2に対し、削減期間の平均削減率を1％削減
(0.0002t-CO2)します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 64

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

事 業 活 動 の 概 要

【越ヶ谷小学校の概要】
事業内容：地方教育行政業務
職員数：46人、敷地面積：12,201㎡

4 事業者番号 2102 事業所番号 210200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 越谷市

字 ・ 地 番 中町１番４１号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 越ヶ谷小学校



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 （別紙参照） （別紙参照）

3

番号 事業所名 所 在 地

1 越ヶ谷小学校 越谷市中町１番４１号

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

375,108.00 376,103.50

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.8 -4.7

前 年 度 比 （ ％ ） － 5.5

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0211 0.0209 0.0221

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 7,854 8,305

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 5.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 7,854 8,305

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,791 4,003

事業所番号 210200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス感染予防対策として、断続的な換気の実施、（分散学習等のため
の）環境整備、スポットクーラーをはじめとする空調設備の導入等により、電気と燃料
ともに使用量が増大したことが、二酸化炭素排出量前年度比約２％増加の要因となっ
た。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新型コロナウイルス感染拡大により、令和３年度は令和２年度ほど休校等が発生するこ
となく、通常に近い運用となったことで、前年度比で大きく増加となった。また、令和
２年度に引き続き、感染予防対策として、断続的な換気の実施やスポットクーラーをは
じめとする空調設備の利用等により、電気と燃料ともに使用量が増加していることが、
二酸化炭素排出量前年度比５％を超える増加の要因となった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 210200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

ＬＥＤ蛍光灯の導入 R4

5 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

節水型のトイレへの更新 R1以前

R1以前

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

省エネ型の空調機への更新 R1以前 R1以前

3 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光パネルの設置 R1以前

R1以前

2 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

屋上緑化、建物の断熱対策（窓ガラスの断
熱フィルム等）

R1以前 R1以前

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

蛍光灯の間引き、不要時間帯消灯、省エ
ネ型蛍光灯への交換

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 210200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 210200



教 育 長

議 長：副市長

副議 長：環境経済部長

メンバー：各部等の部長

市 長

事務局

(環境政策課)

各課等の環境推進実行員

環境推進会議

・教育委員会 各部長

・消防本部 消防長

・議会事務局長 含む

各課等の環境推進実行員 各課等の環境推進実行員 各課等の環境推進実行員

地球温暖化

対策推進者



番号 事業所名 所在地

1 越ヶ谷小学校 越谷市中町1-41

2 大沢小学校 越谷市大沢2-13-21

3 新方小学校 越谷市北川崎178

4 桜井小学校 越谷市大泊1140

5 大袋小学校 越谷市大竹147

6 荻島小学校 越谷市南荻島902

7 出羽小学校 越谷市谷中町2-69

8 蒲生小学校 越谷市蒲生旭町1-84

9 大相模小学校 越谷市大成町2-1

10 増林小学校 越谷市増林2-512

11 川柳小学校 越谷市川柳町1-471-1

12 南越谷小学校 越谷市南越谷4-21-1

13 蒲生第二小学校 越谷市蒲生旭町1-75

14 東越谷小学校 越谷市東越谷6-1040

15 大沢北小学校 越谷市大林580

16 大袋北小学校 越谷市袋山515

17 蒲生南小学校 越谷市南町1-8-1

18 北越谷小学校 越谷市北越谷3-10-38

19 大袋東小学校 越谷市袋山1750

20 平方小学校 越谷市平方2784

21 弥栄小学校 越谷市北川崎725

22 大間野小学校 越谷市大間野町2-115

23 宮本小学校 越谷市宮本町5-85

24 西方小学校 越谷市西方2-12-1

25 鷺後小学校 越谷市東大沢2-1-1

26 明正小学校 越谷市川柳町1-401

27 千間台小学校 越谷市千間台西5-4

28 桜井南小学校 越谷市下間久里226

29 花田小学校 越谷市花田4-14-1

30 城ノ上小学校 越谷市増林6066-1

31 中央中学校 越谷市宮前1-18-1

32 東中学校 越谷市東越谷9-3160

事業所リスト



事業所リスト

33 西中学校 越谷市神明町2-385

34 南中学校 越谷市川柳町1-198

35 北中学校 越谷市袋山870

36 富士中学校 越谷市新越谷1-85

37 北陽中学校 越谷市大松450

38 栄進中学校 越谷市大沢659-1

39 光陽中学校 越谷市川柳町1-498

40 平方中学校 越谷市平方2115

41 武蔵野中学校 越谷市大間野町4-357

42 大袋中学校 越谷市大竹236

43 新栄中学校 越谷市大吉435

44 大相模中学校 越谷市相模町3-165

45 千間台中学校 越谷市三野宮1141

46 科学技術体験センター　ミラクル 越谷市新越谷1-59

47 第1学校給食センター 越谷市相模町3-48-1

48 第2学校給食センター 越谷市大杉470

49 第3学校給食センター 越谷市砂原520

50 越谷市保存民家 大間野町旧中村家住宅 越谷市大間野町1-100-4

51 日本文化伝承の館こしがや能楽堂 越谷市花田6-6-1

52 越谷コミュニティセンター 越谷市南越谷1-2876-1

53 総合体育館 越谷市増林2-33

54 第1体育館 越谷市大沢2-10-21

55 第2体育館 越谷市大沢2-10-21

56 北体育館 越谷市大杉510

57 南体育館 越谷市川柳町4-20

58 西体育館 越谷市七左町4-223

59 市民球場 越谷市増林3-1

60 しらこばと運動公園事務所 越谷市砂原81

61 市立図書館 越谷市東越谷4-9-1

62 旧東方村中村家住宅 越谷市レイクタウン9-５１

63 緑の森公園越谷市弓道場 越谷市越ヶ谷2579

64 越谷市教育委員会 越谷市越ヶ谷4-2-1



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

主な活動：地方公務
延床面積：①市庁舎　　　　　　４，９６５.４９㎡
　　　　　②蕨市民会館　　　　６，１４７．９１㎡
　　　　　③総合社会福祉ｾﾝﾀｰ　６，９９１．０８㎡
など

区 分 その他

百万円

590従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 蕨市中央５丁目１４番１５号

事 業 者 番 号 2103

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,915 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 蕨市

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 安全安心推進課 生活環境係 048-443-3706 skankyou@city.warabi.saitama.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 蕨市 安全安心推進課 生活環境係事務所

所 在 地 １ 蕨市北町５－１３－２３

閲 覧 可 能
時 間 １ 自　平日午前８時３０分　至　同午後５時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,915

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.city.warabi.saitama.jp/kurashi/kankyo/eco/1001350.html

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210300 蕨市役所　本庁 1,915

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:skankyou@city.warabi.saitama.jp
https://www.city.warabi.saitama.jp/kurashi/kankyo/eco/1001350.html


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,539 3,526

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,539 3,526

持続可能な循環型社会・低炭素社会への着実な歩みを進めるために「蕨市環境基本計画」を策定
し、環境施策の総合的かつ体系的な再構築を図り、環境に配慮した施策を実施する。
　また、多数の施設が、設備の改変までは至らないものの、短期的な計画を策定し、積極的に省
エネルギーを推進することで、二酸化炭素排出量の削減に努めている。

市民生活部長が地球温暖化対策推進者となり、地球温暖化対策を推進している。
各課・施設等の実行責任者は、各課・所属長とし、各課における取組の推進を行う。各職場では
前年に比べてエネルギー使用量が増加した場合、その理由と改善策を提出し、実行に移す。各職
場の自主点検をふまえ、改善策も含めた実績報告書を作成し、温室効果ガスの排出削減を進め
る。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/人

第３計画期間（令和2年度～6年度）については令和6年度末までに令和2年度の
排出量(3,948t-CO2)を基準として3％削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,948 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数

41

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

主な活動：地方公務
延床面積：①市庁舎　　　　　　　　　４，９６５.４９㎡
　　　　　②蕨市民会館　　　　　　　６，１４７．９１㎡
　　　　　③総合社会福祉ｾﾝﾀｰ　 　　 ６，９９１．０８㎡

4 事業者番号 2103 事業所番号 210300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 蕨市

字 ・ 地 番 中央5丁目14番15号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 蕨市役所　本庁



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 蕨市役所　本庁 蕨市中央5丁目14番15号

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

1 本庁 蕨市中央5-14-15

2 市民会館 蕨市中央4-21-29

3 南町自転車保管所 蕨市南町３丁目４番

4 塚越自転車保管所 蕨市塚越５丁目３２番２号

5 蕨自治会館 蕨市中央５丁目１３番２号

6  生活環境係事務所 蕨市北町5-13-23

7 勤労青少年ホーム 蕨市中央4-21-29

8 総合社会福祉センター 錦町3-3-27

9 さくら保育園 蕨市中央2-13-12

10 みどり保育園 蕨市北町3-1-27

11 さつき保育園 蕨市錦町2-7-11

12 たんぽぽ保育園 蕨市塚越5-6-5

13 くるみ保育園 蕨市南町2-20-1

14 中央東地区留守家庭児童指導室 蕨市中央7-21-5

15 北町地区留守家庭児童指導室（A館） 蕨市北町2-11-33

16 北町地区留守家庭児童指導室（B館） 蕨市北町2-11-6

17 塚越地区留守家庭児童指導室 蕨市塚越5-7-15

18 南町地区留守家庭児童指導室（Ｂ館） 蕨市南町2-23-19

19 けやき荘 蕨市塚越５－６－１０

20 交流プラザさくら・南町児童館事務所 蕨市南町2-21-2

21 福祉・児童センター 蕨市中央4－9－22

22 錦町児童館 蕨市錦町2－15－23

23 塚越児童館 蕨市塚越2－11－8

24 北町児童館 蕨市北町1－27－15

事業所リスト



25 保健センター 蕨市北町2-12-15

26 蕨市民公園　　　　管理事務所 蕨市塚越５丁目　１番

27 塚越公園　　　　　グランド 蕨市塚越３丁目　19番

28 富士見公園　　　　　　　野球場 蕨市錦町２丁目　12番

29 富士見公園　　　　　　　テニスコート 蕨市錦町２丁目　11番

30 南町ﾎﾟﾝﾌﾟ場 蕨市南町4-24-8

31 塚越ﾎﾟﾝﾌﾟ場 蕨市塚越5-26-1

32 中央浄水場 蕨市中央2-10-6　外3箇所（検針票は統合）

33 塚越浄水場 蕨市塚越5-3-16　外4箇所（検針票は統合）

34 市立病院 蕨市北町２－１２－１８

35 消防本部 蕨市錦町5-1-22

36 塚越分署 蕨市塚越4-1-6

37 消防団第2分団詰所 蕨市中央1-16-26

38 消防団第3分団詰所 蕨市中央5-18-16

39 消防団第4分団詰所 蕨市錦町3-3-41

40 消防団第5分団詰所 蕨市南町2-23-19

41 消防団第6分団詰所 蕨市中央2-23-9

42

43

44

45

46

47

48

49



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

職員数 人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

588.00 590.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.7

エネルギー起源CO2排出量原単位 6.0187 5.9763

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,539 3,526

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 10.4 10.7

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,948 3,539 3,526

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,005 1,915

事業所番号 210300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　省エネルギーを推進するため、７月、８月を定時退庁強化月間に位置づけ、照明や空
調の使用を削減した。
　あわせて、全庁における上着及びネクタイの不着用（クールビズ）について、約６か
月実施することで、空調の使用の削減を図った。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

主たる要因として、蕨市役所本庁舎建て替えに伴い、仮設庁舎や市民会館へ行政機能が
移転し、冷暖房範囲（建物容積）が相対的に小さくなったため、エネルギーの使用が全
般的に抑えられた。
　省エネルギーを推進するため、７月、８月を定時退庁強化月間に位置づけ、照明や空
調の使用を削減した。
　クールオアシスとして来客のある公共施設につき、涼みに来る市民を受け入れたこと
で、冷房の使用が大きくなった。また、新型コロナウィルス感染拡大防止のため、扉を
常時開放し換気を行ったことも電気使用量を押し上げたが、集会所の使用が控えられた
ため、電気の使用が抑えられた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 210300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15 180200 その他 18_その他 太陽光発電システムによる発電 R5

R1以前

14 180200 その他 18_その他 低炭素電力の導入 R1以前 R1以前

13 160200 昇降機、建物 16_建物の省エネルギー 窓の断熱性、気密性(第３計画期間も継続) R1以前

R1以前

12 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の管理 待機電力の削減(第３計画期間も継続) R1以前 R1以前

11 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理 適正照度の管理(第３計画期間も継続) R1以前

R1以前

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理
照明器具及びランプの適正な選択(第３計
画期間も継続)

R1以前 R1以前

9 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理 給湯温度設定(第３計画期間も継続) R1以前

R1以前

8 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転管理 局所換気(第３計画期間も継続) R1以前 R1以前

7 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理 外気冷房（外気利用）(第３計画期間も継続) R1以前

R1以前

6 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
運転時間、ファン動力の軽減対策(第３計画
期間も継続)

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
ウォーミングアップ運転時の外気遮断(第３
計画期間も継続)

R1以前

R1以前

4 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転管理 空調区画の管理(第３計画期間も継続) R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理 外気導入量の制御(第３計画期間も継続) R1以前

R1以前

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
設定温度、湿度の適正化(第３計画期間も
継続)

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 管理台帳の整備(第３計画期間も継続) R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 210300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 210300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別

Ⅰ類

事 業 者 名 新座市

所 在 地 埼玉県新座市野火止一丁目１番１号

事 業 者 番 号 2104

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,652 kL／年

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

事 業 内 容
地方公務
　　職員数：１，１５３人
　　床面積：１２６，１５４．２８㎡

区 分 その他

資 本 金 百万円

従 業 員 数 人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事業活動の
概 要

前
年
度



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210400 新座市 2,652

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,652

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.city.niiza.lg.jp/soshiki/15/tikyuuonndannkagannnenn.html

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 市民生活部環境課 048-481-6769 kankyou@city.niiza.lg.jp

2

3

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

名 称
（複数可）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

基本目標

　地球にやさしい循環型の「まち」をめざそう
　健康で安心して暮らせる「まち」をめざそう
　自然と調和した潤いのある快適な「まち」をめざそう
　環境保全のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう

　市長　―　　地球温暖化対策推進者（市民生活部長）┬―総合政策部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―総務部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―財政部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―市民生活部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―総合福祉部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―こども未来部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―いきいき健康部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―まちづくり未来部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　├―インフラ整備部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　└―その他部局

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

エネルギー起源CO2 5,201 5,205

そ の 他 ガ ス

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,201 5,205



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2104 事業所番号 210400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別

A

代 表 事 業 所 名 新座市
前年度にお

ける事業所数 138

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

市 区 町 村 新座市

字 ・ 地 番 野火止一丁目１番１号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

代 表 事 業 所 所 在 地

事 業 活 動 の 概 要

地方公務
　職員数：１，１５３人

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

基準となる
排 出 量 4,981 t-CO2

基準となる
原 単 位 0.0409 t-CO2/㎡

第２計画期間の平均排出量（4,981ｔ-CO2）を基準として、令和６年度末
までに年平均１％削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

番号 事業所名 所 在 地

1 新座市 新座市野火止一丁目１番１号

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

19

20

15

16

17

24

25

21

22

23

18











事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,649 2,652

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハイドロフルオロカーボン

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 い お う

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0409 0.0414 0.0413

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.4

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -1.3 -0.9

活 動 規 模 の 指 標 単 位

床面積 ㎡
125,534.86 126,154.28

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -4.4 -4.5

計 画 期 間

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,981 5,201 5,205

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.1

原油換算エネルギー
使用量(kL)

事業所番号 210400

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

三 ふ っ 化 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,201 5,205

そ
の
他
ガ
ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210400

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　電気使用量について、今般の新型コロナウイルス感染症の予防の観点から、換気しながらも冷
暖房などのエアコン機器を使用したため、使用量が全体として増加した。また、加えて本市で水
を供給している新座団地給水場の電動バルブが令和２年８月に落雷の影響を受け、故障し、揚水
ポンプを利用し高架水槽に水を送ったことで、電気を多く使用したことから、大幅に使用量が増
加となった。
　都市ガスの使用量について、市の本庁舎と市民が利用する第二老人福祉センターの使用量が増
加した。本庁舎については、電気と同様、新型コロナウイルス感染症の予防等により、換気のた
めにガス空調機器を多く利用したこと、また、第二老人福祉センターでは、従前の施設では、重
油を使用して水を沸かしていたが、新しい施設では、都市ガスへ移行したことから、昨年と比べ
て皆増となり、使用量が増加した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

排出量は以下の主要な要因により微増となった。
　電気使用量は減
　　市役所本庁舎が感染症対策のワクチン接種等による利用で増加したほか
　　保育園や放課後児童保育室などの保育施設においても利用頻度の増加や
　　施設の新設などで増加したが、総合福祉部の福祉の里が令和３年４月
　　から営業時間を短縮したこと（３時間減／日）や都市整備部の総合運動
　　公園で夜間照明の点灯時間を短縮したことにより、合計としては減少
　ガス使用量は増
　　例年に比べ冬が寒かったため各施設の給湯関係で増加

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210400

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
第１次新座市地球温暖化対策実行計画（Ｈ
１８～２２）の策定

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
第２次新座市地球温暖化対策実行計画（Ｈ
２３～２７）の策定

R1以前

3 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
第３次新座市地球温暖化対策実行計画（Ｈ
２８～３４※）の策定
※令和２年度に計画を２年延長した。

R3 R3

4 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

各公共施設のエネルギー使用量の把握(第
三計画期間も継続運用)

R3 R3

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

夏季２８℃、冬季２０℃の室温設定(第三計
画期間も継続運用)

R3 R3

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

業務上やむを得ない場合を除く冷蔵庫の
使用禁止(第三計画期間も継続運用)

R3 R3

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

昼休み等の時間帯における消灯や事務室
の蛍光灯の間引き(第三計画期間も継続運
用)

R3 R3

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

公共施設の改修工事や建替えに併せて、Ｌ
ＥＤ照明を導入する(第三計画期間も継続
運用)

R3 R3

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

道路照明灯へのＬＥＤ照明の導入 R1以前 868.0

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

公共施設のＥＳＣＯ事業を活用したＬＥＤ照
明の導入

R1以前 59.0

11 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

電源をこまめに切る等のＯＡ機器の適正な
使用(第三計画期間も継続運用)

R3 R3

12 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

２ＵＰ３ＤＯＷＮによるエレベーターの利用
抑制(第三計画期間も継続運用)

R3 R3

13 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

公共施設への緑のカーテンの設置(第三計
画期間も継続運用)

R3 R3

14 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
公共施設の改修工事や建替えに併せて、
太陽光発電システムを導入する(第三計画
期間も継続運用)

R3 R3

15 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
公共施設への太陽光発電設備(２６３KＷ)の
導入（R４．３．３１現在設置済の合計）

R3 R3 130.1

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210400

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事業活動の
概 要

前
年
度 従 業 員 数 人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

事 業 内 容

小学校１７校、中学校６校、公民館等７館、歴史民俗資料
館、図書館３館（室）、生涯学習センター、総合体育館、運
動施設９施設、市民会館、ふるさと新座館（野火止公民館を
含む）、文化施設（睡足軒の森）

区 分 その他

資 本 金 百万円

事 業 者 番 号 2105

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,291 kL／年

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別

Ⅰ類

事 業 者 名 新座市教育委員会

所 在 地 埼玉県新座市野火止一丁目１番１号



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

○
事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

名 称
（複数可）

2

3

その他

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 教育総務部教育総務課 048-477-6056 kyousou@city.niiza.lg.jp

所 在 地 １ 埼玉県新座市野火止一丁目１番１号

閲 覧 可 能
時 間 １ 午前８時３０分～午後５時１５分

閲 覧 場 所 ２

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

合　　計 2,291

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

閲 覧 場 所 １ 新座市教育委員会事務局教育総務課窓口

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210500 新座市立大和田小学校 2,291

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,418 4,551

エネルギー起源CO2 4,418 4,551

そ の 他 ガ ス

新座市では、「人と自然が共生するまち新座」を目指して、新たな環境政策を推進し、継続的な
環境負荷の低減を図るため、PDCAサイクルを基本とした新座市環境マネジメントシステムを構築
した。併せて、本市における環境の保全等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため新座
市環境基本計画を策定し、環境基本計画に沿って市が事務事業を実施するに当たり、環境の保全
等に努めるための具体的な方針として、新座市環境配慮方針を定めた。
　この環境基本計画に位置付けた省エネルギー及び省資源施策等により、温室効果ガスの排出量
削減に向け努力を続けているが、地球温暖化問題は人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題
の一つであることから、「新座市地球温暖化対策実行計画」を策定し、環境基本計画に定めた施
策を継続して推進するとともに、教育委員会としても更なる温室効果ガスの排出量の削減に努め
ていく。また、本市では、新座市節電推進本部を設置し、今年度は節電数値目標は定めないが、
引き続き総使用電力の抑制に努めている。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

教育長

地球温暖化対策推進者（教育総務部長）

教育総務課

生涯学習

スポーツ課

小・中学校

生涯学習センター、市民会館、ふるさと新座館、睡足

軒の森

総合体育館、各運動施設

中央公民館

中央図書館

中央公民館、各公民館等

中央図書館、福祉の里図書館、新座団地図書室



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

令和元年度の二酸化炭素排出量4,428t-CO2に対し、令和6年度まで
毎年１％ずつ削減することを目標とします。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

事 業 活 動 の 概 要

小学校１７校、中学校６校、公民館等７館、歴史民俗資料館、図
書館３館（室）、生涯学習センター、総合体育館、運動施設９施
設、市民会館、ふるさと新座館（野火止公民館を含む）、文化施
設（睡足軒の森）

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

基準となる
排 出 量 4,428 t-CO2

基準となる
原 単 位

t-CO2/㎡

市 区 町 村 新座市

字 ・ 地 番 大和田一丁目１番３０号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

代 表 事 業 所 所 在 地

4 事業者番号 2105 事業所番号 210500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別

A

代 表 事 業 所 名 新座市立大和田小学校
前年度にお

ける事業所数 48

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

21

22

23

18

19

20

15

16

17

12

13

14

9

10

11

6

7

8

3

4

5

事業所リスト

番号 事業所名 所 在 地

1 新座市立大和田小学校 新座市大和田一丁目１番３０号

2 その他別紙のとおり



新座市教育委員会事業所リスト  

施設名  所在地（新座市）  設置年  

大和田小学校  大和田１－１－３０  明治 7 年  

西堀小学校  西堀２－１８－３  明治 13 年  

片山小学校  片山１－８－３１  明治 7 年  

第四小学校  馬場３－６－１  昭和 43 年  

八石小学校  野寺２－８－４５  昭和 44 年  

東北小学校  北野３－１－１  昭和 44 年  

野火止小学校  野火止４－９－１  昭和 46 年  

野寺小学校  野寺５－１－２４  昭和 47 年  

池田小学校  池田４－８－４９  昭和 48 年  

新堀小学校  新堀１－１６－５  昭和 49 年  

東野小学校  野火止６－２２－１２  昭和 49 年  

栄小学校  新塚１－１－１  昭和 51 年  

石神小学校  石神１－１０－２０  昭和 51 年  

新開小学校  大和田１－２２－１０  昭和 52 年  

栗原小学校  栗原１－５－１  昭和 53 年  

陣屋小学校  野火止１－１８－２０  昭和 54 年  

新座小学校  新座３－４－１  平成 16 年  

新座中学校  野火止２－４－１  昭和 40 年  

第二中学校  野火止７－１７－１０  昭和 46 年  

第三中学校  池田１－１－１  昭和 48 年  

第四中学校  大和田４－１７－１  昭和 52 年  

第五中学校  野寺４－８－１  昭和 52 年  

第六中学校  堀ノ内３－１１－１  昭和 55 年  



中央公民館  道場２－１４－１２  昭和 53 年  

ふるさと新座館  
※野火止公民館を含む  野火止６－１－４８  平成 24 年  

栄公民館  新塚１－４－２  昭和 58 年  

栗原公民館  栗原３－８－３４  昭和 59 年  

畑中公民館  畑中１－１５－５８  昭和 61 年  

大和田公民館  大和田１－２６－１６  昭和 62 年  

東北コミュニティセンター  東北２－２８－５  昭和 56 年  

西堀・新堀コミュニティセンター  新堀１－５－９  昭和 60 年  

歴史民俗資料館  片山１－２１－２５  昭和 56 年  

生涯学習センター  東北２－３６－１１  平成 14 年  

中央図書館  野火止１－１－２  昭和 54 年  

福祉の里図書館  新塚１－４－５  平成 5 年  

新座団地図書室  新座３－３－１６  昭和 54 年  

市民総合体育館  本多２－１－２０  昭和 63 年  

殿山運動場  堀ノ内３－４－１６  昭和 46 年  

馬場運動場  馬場４－８－５６  昭和 52 年  

大和田運動場  大和田３－８－９  昭和 53 年  

堀ノ内少年運動場  堀ノ内３－９－４４  昭和 52 年  

野火止運動場  野火止４－２－５  昭和 57 年  

西堀庭球場  本多２－５－１５  昭和 47 年  

本多庭球場  本多２－７－８７  昭和 52 年  

大和田ファミリープール  大和田５－５－１６  昭和 62 年  

片山ファミリープール  道場１－１３－５４  昭和 56 年  

市民会館  野火止１－１－２  昭和 54 年  

睡足軒の森  野火止１－２０－１２  平成 14 年  

 



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

そ
の
他
ガ
ス

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

三 ふ っ 化 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,418 4,551

原油換算エネルギー
使用量(kL)

事業所番号 210500

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.2 -2.8

計 画 期 間

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,428 4,418 4,551

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.0

活 動 規 模 の 指 標 単 位

床面積 ㎡
264,248.00 264,279.00

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.0

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0167 0.0172

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 い お う

一 酸 化 二 窒 素

ハイドロフルオロカーボン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,229 2,291



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス感染拡大予防のための小中学校の臨時休業及び
施設の利用制限により排出量が減少したものと考えられる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

換気を多く行ったこと及び気候（猛暑及び厳寒）により、空調機の使用が増加したこと
を主要因に排出量が増加(+3%)したと考えられる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

事業所番号 210500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

15

13

14

11

12

9 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

小中学校教室内のエアコン清掃実施(H30
～H32)

R2 R2

10 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

小中学校教室内のエアコン清掃実施(H30
～H32)

R2 R2

7 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 学校への太陽光発電設備の設置 R1以前 R1以前

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 学校への太陽光発電設備の設置 R1以前 R1以前

5 170100 負荷平準化 17_負荷平準化対策
学校にエアコンを導入することにより、熱効
率を改善

R1以前 R1以前

6 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
新設施設及び学校への太陽光発電設備の
設置

R1以前 R1以前

3 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 学校への太陽光発電設備の設置 R1以前 R1以前

4 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

学校、公民館等への緑のカーテン実施（毎
年度）

R1以前 R1以前

R3

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

学校の廊下、トイレ等の高効率蛍光灯（人
感センサー）を採用

R1以前 R1以前

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策実施計画の策定、実施 R3

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 210500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210500

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社モンテローザ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 東京都武蔵野市中町1-17-3

事 業 者 番 号 2106

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,683 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 ・事業内容：外食事業

区 分 企業

3,570 百万円

22,527従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210600 山内農場　春日部西口駅前店 2,683

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,683

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

○ その他 ホームページ内での公表までは下記担当部署にて対応

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 店舗開発部不動産管理課 0422-36-8188 hudou@monteroza.co.jp

mailto:0422-36-8188hudou@monteroza.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 7,124 5,260

株式会社モンテローザは、大自然の恵みに感謝し、地球環境に配慮するフードサービス企業とし
て、本社・店舗の「省資源・省エネルギーの推進」を図り、次の省エネ対策に取り組みます。

・省エネ型の設備や照明を導入し、省エネ型店舗の開発・導入を順次行います。
・空調や設備の温度管理、日常点検を実施し、エネルギー使用量の適正化に努めま
　す。
・全社ベースのエネルギー使用量を集計し、削減対策に運用致します。
・省エネ意識の向上のため、従業員教育に努めます。

上記対策を通じ、モンテローザ全体で温暖化防止に取り組み、環境に配慮した企業として努めて
参ります。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 7,124 5,260

そ の 他 ガ ス

会長兼社長

ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者 ｴﾈﾙｷﾞｰ管理企画推進者

本社 営業部

店舗責任者
不動産管理課 設計積算課

設備課
店舗
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ課

営業幹部

（地球温暖化対策推進者）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2106 事業所番号 210600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 春日部市

字 ・ 地 番 中央1丁目8番地19　34.モンテローザ春日部第一ビル2階

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 山内農場　春日部西口駅前店
前年度にお

ける事業所数 132

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：外食事業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

60.2300 t-CO2/店舗

1店舗あたりの二酸化炭素排出量を原単位で令和6年までに、令和1
年度対比で年1％の削減を目標として取り組む。

令和1年度基準排出量：9,035t-CO2（再計算後）　150店舗

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 9,035 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 山内農場　春日部西口駅前店 春日部市中央1丁目8番地19　34.モンテローザ春日部第一ビル2階

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



部門 業態 店名 市区町村

1 魚民 羽生東口駅前店 羽生市南1-2-3
2 魚民 新所沢西口駅前店 所沢市緑町 1-20-1
3 魚民 南越谷南口駅前店 越谷市南越谷1-19-3
4 魚民 狭山市東口駅前店 狭山市祇園4-62
5 魚民 入間市南口駅前店 入間市河原町1-7
6 魚民 東川口北口駅前店 川口市東川口2-1-1
7 魚民 狭山ヶ丘東口駅前店 所沢市東狭山ヶ丘1-3-1
8 魚民 三郷南口駅前店 三郷市三郷2-1-5
9 魚民 鶴瀬西口駅前店 富士見市鶴馬2606-2

10 魚民 飯能北口駅前店 飯能市仲町9-3
11 魚民 浦和東口駅前店 さいたま市浦和区東高砂町2-3
12 魚民 坂戸南口駅前店 坂戸市南町2-12
13 魚民 川口東口駅前店 川口市栄町3-2-1
14 魚民 杉戸高野台東口駅前店 北葛飾郡杉戸町高野台東1-7-3
15 魚民 加須北口駅前店 加須市中央1-7-56
16 魚民 南浦和西口駅前店(鶏のジョージ)さいたま市南区南本町1-2-7
17 魚民 西川口西口駅前店 川口市西川口1-5-22
18 魚民 新河岸駅前店 川越市砂915-6
19 魚民 久喜西口駅前店 久喜市久喜中央3-1-5
20 魚民 浦和西口駅前店 さいたま市浦和区仲町1-3-2
21 魚民 武蔵浦和駅前店 さいたま市南区沼影1-8-17
22 魚民 蕨東口駅前店 蕨市塚越1-2-15
23 魚民 東松山東口駅前店 東松山市箭弓町1-12-11
24 魚民 高麗川駅前店 日高市高麗川2-3-13
25 魚民 北戸田東口駅前店 戸田市新曽2182
26 魚民 南大塚北口駅前店 川越市南台2-6-6
27 寿司と居酒屋 魚民 大宮東口駅前店 さいたま市大宮区宮町1-49
28 魚民 武蔵嵐山東口駅前店 比企郡嵐山町むさし台2-16-10
29 魚民 東大宮東口駅前店 さいたま市見沼区東大宮5-2-12
30 魚民 フレスポ籠原店 熊谷市新堀1030-1
31 魚民 北与野駅前店 さいたま市中央区上落合2-11-31
32 魚民 大宮西口駅前店 さいたま市大宮区桜木町1-1-10
33 魚民 八潮南口駅前店 八潮市大瀬6-1-6
34 魚民 越谷レイクタウン南口駅前店 越谷市レイクタウン8-11-1
35 魚民 東所沢駅前店 所沢市東所沢1-3-14
36 魚民 霞ヶ関南口駅前店 川越市霞ヶ関東1-2-23
37 魚民 戸田西口駅前店 戸田市大字新曽423
38 魚民 川越西口駅前店 川越市脇田本町1-9
39 魚民 南桜井南口駅前店 春日部市米島1185-111
40 魚民 武蔵高萩北口駅前店 日高市大字高萩字蔵脇171-3
41 魚民 大袋西口駅前店 越谷市袋山1347-6
42 笑笑 北朝霞駅前店 朝霞市浜崎1-3-6
43 笑笑 南越谷南口駅前店 越谷市南越谷1-19-3
44 笑笑 草加西口駅前店 草加市氷川町2121-5
45 笑笑 東川口北口駅前店 川口市東川口3-1-1
46 笑笑 北浦和西口駅前店 さいたま市浦和区北浦和4-5-2
47 笑笑 三郷南口駅前店 三郷市三郷2-1-5
48 笑笑 鳩ヶ谷駅前店 川口市大字里1639-1
49 笑笑 東松山東口駅前店 東松山市箭弓町1-13-16
50 わらわら 狭山市西口駅前店 狭山市入間川1-3-2
51 笑笑 深谷北口駅前店 深谷市西島町3-9-1
52 笑笑 武蔵浦和駅前店 さいたま市南区沼影1-8-17
53 四十五縁家 鶴ヶ島西口駅前店 鶴ヶ島市鶴ヶ丘69-17
54 鶏のジョージ 蕨東口駅前店（みつえちゃん） 蕨市塚越1-2-15
55 鶏のジョージ 久喜東口駅前店 久喜市久喜東1-2-2



56 鶏のジョージ 南浦和西口駅前店 さいたま市南区南本町1-2-7
57 鶏のジョージ 蒲生西口駅前店 越谷市蒲生茜町12-9
58 鶏のジョージ 越谷東口駅前店 越谷市弥生町3-24
59 鶏のジョージ 春日部東口駅前店 春日部市粕壁1-1-4
60 N白木屋 春日部西口駅前店 春日部市中央1-9-2
61 千年の宴 東岩槻駅前店 さいたま市岩槻区東岩槻1-7-5
62 千年の宴 新座駅前店 新座市野火止5-2-10
63 千年の宴 ふじみ野西口駅前店 富士見市ふじみ野西1-20-1
64 千年の宴 栗橋東口駅前店 久喜市栗橋中央1-13-1
65 千年の宴 久喜西口駅前店(ホルモン) 久喜市久喜中央1-1-20
66 千年の宴 南浦和西口駅前店 さいたま市南区南本町1-2-7
67 千年の宴 戸田西口駅前店 戸田市大字新曽809-1
68 千年の宴 与野本町西口駅前店 さいたま市中央区本町東2-4-10
69 福福屋 宮原東口駅前店 さいたま市北区宮原町3-323
70 福福屋 八潮駅前店 八潮市大瀬1-2-5
71 ホルモンおいで屋 久喜ホルモン おいで屋 久喜市久喜中央1-1-20
72 横濱魚萬 久喜西口駅前店 久喜市久喜中央2-10-26
73 みつえちゃん 南浦和西口駅前店 さいたま市南区南本町1-2-7
74 目利きの銀次 本川越駅前店 川越市新富町1-19-2
75 目利きの銀次 三郷南口駅前店 三郷市三郷1-4-8
76 目利きの銀次 東所沢駅前店 所沢市東所沢1-1-7
77 目利きの銀次 越谷東口駅前店 越谷市弥生町3-24
78 目利きの銀次 春日部西口駅前店 春日部市中央1-8-19
79 目利きの銀次 和光市南口駅前店 和光市丸山台1-1-14
80 目利きの銀次 草加西口駅前店 草加市氷川町2121-5
81 目利きの銀次 上尾西口駅前店 上尾市谷津2-1-50-10
82 目利きの銀次 熊谷駅前店 熊谷市筑波2-49-1
83 目利きの銀次 北本西口駅前店 北本市中央2-171-2
84 目利きの銀次 北浦和東口駅前店 さいたま市浦和区北浦和3-8-14
85 目利きの銀次 獨協大学前（草加松原）東口駅前店草加市栄町2-11-7
86 目利きの銀次 吉川北口駅前店 吉川市木売1-4-11
87 目利きの銀次 新座駅前店 新座市野火止5-2-58
88 目利きの銀次 若葉東口駅前店 坂戸市千代田3-21-1
89 目利きの銀次 鴻巣西口駅前店 鴻巣市栄町2-12
90 目利きの銀次 南浦和西口駅前店（みつえちゃん）さいたま市南区南本町1-2-7
91 目利きの銀次 東武動物公園東口駅前店 南埼玉郡宮代町百間2-3-37
92 目利きの銀次 北越谷西口駅前店 越谷市北越谷2-42-11
93 目利きの銀次 岩槻東口駅前店 さいたま市岩槻区本町1-2-4
94 目利きの銀次 小手指タワーズ店 所沢市小手指町1-6
95 目利きの銀次 北朝霞東口駅前店 朝霞市浜崎1-2-10
96 目利きの銀次 東川口北口駅前店 川口市東川口3-1-1
97 目利きの銀次 川口東口駅前店 川口市栄町3-2-1
98 目利きの銀次 春日部東口駅前店 春日部市粕壁1-1-4
99 山内農場 狭山市西口駅前店 狭山市入間川1-3-2

100 山内農場 春日部西口駅前店 春日部市中央1-8-19
101 山内農場 所沢西口駅前店 所沢市日吉町11-19
102 山内農場 草加西口駅前店 草加市氷川町2121-5
103 山内農場 大宮西口駅前店 さいたま市大宮区桜木町1-1-10
104 山内農場 和光市南口駅前店 和光市丸山台1-1-14
105 山内農場 川越西口駅前店 川越市脇田本町6-9
106 山内農場 北上尾東口駅前店 上尾市原新町19-6
107 山内農場 みずほ台東口駅前店 富士見市東みずほ台2-1-11
108 山内農場 飯能北口駅前店 飯能市仲町11-21
109 山内農場 上尾西口駅前店 上尾市谷津2-1-50-10
110 山内農場 岩槻東口駅前店 さいたま市岩槻区本町1-2-2
111 竹取酒物語 春日部西口駅前店 春日部市中央1-9-2
112 丹波黒どり農場 武蔵浦和西口駅前店 さいたま市南区沼影1-8-17



113 魚民 花園インター店 深谷市荒川714-1
114 魚民 吹上南口駅前店 鴻巣市南1-12-23
115 魚民 行田市南口駅前店 行田市中央11-1
116 豊後高田どり酒場 東大宮東口駅前店 さいたま市見沼区東大宮5-44-1
117 豊後高田どり酒場 川口東口駅前店 川口市栄町3-2-1
118 豊後高田どり酒場 東武動物公園東口駅前店 南埼玉郡宮代町百間2-3-37
119 キタノイチバ 熊谷駅前店 熊谷市筑波2-49-1
120 キタノイチバ 草加西口駅前店 草加市氷川町2121-5
121 キタノイチバ 高坂西口駅前店 東松山市元宿1-11-3
122 キタノイチバ 北本東口駅前店 北本市北本1-37-1
123 キタノイチバ せんげん台東口駅前店 越谷市千間台東1-10-1
124 キタノイチバ 武蔵藤沢西口駅前店 入間市下藤沢1333-1
125 キタノイチバ 浦和西口駅前店 さいたま市浦和区仲町1-3-2
126 バリヤス酒場 志木南口駅前店 新座市東北2-37-10
127 バリヤスサカバ 獨協大学前東口駅前店 草加市栄町2-8-21
128 カミナリステーキ使用分 春日部西口駅前店 春日部市中央1-8-19
129 からあげの鉄人 春日部西口駅前店 春日部市中央1-8-19
130 勝手にサワー 白木屋 大宮東口駅前店 さいたま市大宮区仲町1-1
131 俺の店 南越谷南口駅前店 越谷市南越谷1-19-3
132 俺の店 花園インター店 深谷市荒川714-1



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,620 2,683

前 年 度 比 （ ％ ） － -26.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 9,035 7,124 5,260

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 21.2 41.8

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 7,124 5,260

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 60.2300 49.8182 39.8485

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 17.3 33.8

前 年 度 比 （ ％ ） － -20.0

店舗数 店舗
活 動 規 模 の 指 標 単 位

143.00 132.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210600

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

①緊急事態宣言による営業の制限
　　・休業、時短営業による営業時間数の減少
　　・感染拡大による来店客数の減少
②店舗数の減少
上記①②が要因となりエネルギー使用量が減少した

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

①休業、時短営業による営業時間数の減少
　感染拡大による来店客数の減少
②店舗数の減少
上記①②が要因となりエネルギー使用量が減少した

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 210600

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

店舗設備の日常点検の実施
＜第３計画期間継続＞

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
従業員教育による省エネ意識の向上
＜第３計画期間継続＞

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

エアコンの温度管理の徹底
＜第３計画期間継続＞

R1以前 R1以前

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

エネルギー使用量の集計
＜第３計画期間継続＞

R1以前

R1以前

6 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

節水型設備の導入
＜第３計画期間継続＞

R1以前 R1以前

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

エアコンフィルターの定期清掃の徹底
＜第３計画期間継続＞

R1以前

R1以前

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

省エネ型照明の導入
＜第３計画期間継続＞

R1以前 R1以前

7 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

省エネ型設備の導入
＜第３計画期間継続＞

R1以前

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 210600



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

国内物流事業
　・一般貨物/重量品等の輸送/搬入/据付作業　倉庫業、他
海外物流事業
　・国際3PL事業　海外現地物流業務　他
その他事業
　・物流コンサルティング業　他

区 分 企業

16,802 百万円

2,000従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

44 道路貨物運送業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

44

所 在 地 東京都中央区京橋2-9-2

事 業 者 番 号 2107

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,950 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　日立物流

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 本社経営戦略本部　サステナビリティ推進部  03-6263-2800 -

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,950

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/profile/csr/environment/activity.html#section5

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 210700 埼玉営業所 埼玉MDC 1,950

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

https://www.hitachi-transportsystem.com/jp/profile/csr/environment/activity.html#section5


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,336 3,752

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,336 3,752

＜環境方針＞次の四つの方針に基き、「環境に配慮した事業活動」を推進します。
　　　　　　また、地球温暖化対策については、グリーンロジスティクスを強化し、
　　　　　　協力会社とも一体となって取り組んでいきます。
1．事業所で発生する環境負荷の削減
　　・電気、ガソリン、LPガス等の消費抑制、廃棄物の再資源化等
2．環境負荷の少ない物流・サービスの提供
　　・CO2削減、資源循環による顧客への貢献
3．環境意識と環境管理のレベル向上
　　・グローバルな環境意識向上と関連法規、会社規則の遵守
4．自然との共生と環境コミュニケーション促進
　　・生物多様性・生態系保全と顧客・地域との環境協調

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

該当営業部

（業務課長）

該当事業所

（所長または拠点長）

営業企画部

事業企画グループ

[投資計画・まとめ]

安全品質環境部

（地球温暖化対策推進者）
東日本統括本部

（本部長）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0216 t-CO2/㎡

平成27～31年度の原単位を基準（0.0216t-CO2/m2)として、令和6
年度末までに５％低減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 5

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 47 倉庫業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 47

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：在庫管理、受発注管理、流通加工、
　　　　　　　物流センター運営、輸配送など物流業務

4 事業者番号 2107 事業所番号 210700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 久喜市

字 ・ 地 番 菖蒲町三箇6201-6

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼玉営業所 埼玉MDC



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 埼玉北営業所　第二MDC 埼玉県加須市北大桑152-1

5 東関東営業部　春日部物流センター 春日部市南栄町３　ランドポート春日部

2 埼玉北営業所　東日本ＰＦＣ 加須市南篠崎1-5-1

3 埼玉北営業所　Ⅲ期物流センター 加須市南篠崎1-2-1

番号 事業所名 所 在 地

1 埼玉営業所 埼玉MDC 久喜市菖蒲町三箇6201-6

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

169,275.50 201,866.20

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 8.8 14.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.7

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0216 0.0197 0.0186

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,336 3,752

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 12.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,336 3,752

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,734 1,950

事業所番号 210700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

三芳トランクヴィラ閉鎖(19年度)と機工統括部大宮事務所の移転(20年8月)による減少
と、春日部物流センターの業容拡大による使用量増加。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

埼玉北ＰＦＣの照明ＬＥＤ化による削減と埼玉北第二ＭＤＣ開設による増加。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 210700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

R1以前

6

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

過剰照明灯の取り外し
・過剰照度の適正化
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室温の規定値順守
＜第３計画期間も継続＞

R1以前 R1以前

3 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
電力使用状況監視によるピーク電力抑止
・契約電力500kwh以上の拠点
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
月次エネルギー使用量を把握
＜第３計画期間も継続＞

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
環境研修の定期開催（２回/年）
・従業員対象・地球温暖化対応他
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 210700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 210700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事業活動の
概 要

前
年
度 従 業 員 数 923 人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

事 業 内 容
事業内容：飯能市の市長部局の業務
職員数：９２３人

区 分 その他

資 本 金 百万円

事 業 者 番 号 2110

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,912 kL／年

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別

Ⅰ類

事 業 者 名 飯能市

所 在 地 埼玉県飯能市大字双柳１番地の１



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

○
事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

名 称
（複数可）

2

3

その他

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 飯能市役所　財務部　資産経営課 042-973-2111 kanzai@city.hanno.lg.jp

所 在 地 １ 飯能市大字双柳１番地の１

閲 覧 可 能
時 間 １ ８時３０分から１７時１５分

閲 覧 場 所 ２

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

合　　計 1,912

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

閲 覧 場 所 １ 飯能市役所　財務部　資産経営課

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211000 飯能市役所 1,912

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,812 3,794

エネルギー起源 CO2 3,812 3,794

そ の 他 ガ ス

　市の事務・事業に関わる温暖化対策をより一層推進するために、前計画の成果と課題、社会
状況の変化を踏まえ、平成３１年３月に「第３次飯能市地球温暖化対策実行計画（事務事業
編）」を策定し、計画期間は、平成３１年度から令和５年度までの５年間である。排出量実績
を適切に把握できる直近の年度である、平成２９年度を基準年とし、基準年から２．０％削減
することを温室効果ガス削減目標とします。

　平成３１年３月に「第３次飯能市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、温室
効果ガスの排出量を削減していくため、各職場において全職員が地球温暖化問題に関する認識
を深め、一丸となって主体的かつ積極的に計画を定めた取り組みを推進する。

〇地球温暖化対策の推進・・・産業環境部　環境緑水課
〇本庁舎・別館・第２庁舎の管理・・・財務部　資産経営課（地球温暖化対策推進者）

別紙飯能市行政機構図のとおり

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

平成２９年度の二酸化炭素排出量を、令和６年度末までに２．
０％削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

事 業 活 動 の 概 要

業務内容：飯能市役所の市長部局の業務
職員数：９２３人（非常勤職員含む）

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

基準となる
排 出 量 5,263 t-CO2

基準となる
原 単 位

t-CO2/人

市 区 町 村 飯能市

字 ・ 地 番 大字双柳１番地の１

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

代 表 事 業 所 所 在 地

4 事業者番号 2110 事業所番号 211000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別

A

代 表 事 業 所 名 飯能市役所
前年度にお

ける事業所数 55

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

21

22

23

18

19

20

15

16

17

12

13

14

9

10

11

6

7

8

3

4

5

事業所リスト

番号 事業所名 所 在 地

1 飯能市役所 飯能市大字双柳１番地の１

2 別添事業所リストのとおり



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

そ
の
他
ガ
ス

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

三 ふ っ 化 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,812 3,794

原油換算エネルギー
使用量(kL)

事業所番号 211000

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 27.6 27.9

計 画 期 間

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,263 3,812 3,794

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.5

活 動 規 模 の 指 標 単 位

職員数 人
761.00 923.00

前 年 度 比 （ ％ ） － -17.9

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

エネルギー起源CO2排出量原単位 5.0092 4.1105

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 い お う

一 酸 化 二 窒 素

ハイドロフルオロカーボン

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,916 1,912



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

天候や気温、市役所庁舎内の温度を定期的に計測し、冷暖房を適切に使用することや、
職員の意識、休み時間や使用しないときには機器の電源を切るなどの心掛けがあり、昨
年度より排出量を削減することができた。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

　会計年度職員を動員することで開庁時間内の作業効率を高めたことで開庁時間外の勤
務を削減し、電気設備等の使用率が減少したことにより、CO2排出量を削減することが
できた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

事業所番号 211000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

15 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

本庁舎敷地内にある照明灯を自動調光シ
ステムに変更する。

R1以前 R1以前

13 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

冷温水機発生機改修工事を実施する。 R1以前 R1以前

14 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

エレベーター改修工事を実施する。 R1以前 R1以前

11 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

昼休みの窓口以外は消灯を実施してい
る。【毎年継続】

R1以前 R1以前

12 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

クーリングタワー改修工事を実施する。 R1以前 R1以前

9 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

冷房運転時間の短縮を実施している。
【毎年継続】

R1以前 R1以前

10 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

グリーンカーテンを実施している。
【毎年継続】

R1以前 R1以前

7 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

昇降機の定期的な保守･点検については、
規定に基づき実施する。

R1以前 R1以前

8 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

事務用ＯＡ機器等は、不要時においては
適宜電源を切る措置を行う。【毎年継続】

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

配管、ダクトについて定期的に保守･点検
を行い、漏洩及び断熱性能の低下を防止
する。【毎年継続】

R1以前 R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

適宜照明器具の消灯を行い、過剰又は不
要な照明をなくしている。【毎年継続】

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

冷暖房の温度について、国等が推奨する
設定温度を勘案し設定する。【毎年継続】

R1以前 R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

冷房時において、窓からの強い日差しを遮
断することにより、侵入熱量を低減し、冷房
負荷を軽減している。【毎年継続】

R1以前 R1以前

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
事業所におけるエネルギーの使用に関す
る数値等を記録する管理台帳を整備する。
【毎年継続】

R1以前 R1以前

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
削減対策を実施するため、削減目標を設
定し実施している。【毎年継続】

R1以前

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 211000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211000

（※希望者のみ記載）



　 飯能市行政機構図

市議会 事務局 議会総務課

市長 副市長 秘書室

防災危機管理室

行政不服審査室

企画総務部 企画課

広報情報課

庶務課

職員課

契約検査課

財務部 財政課

資産経営課

市民税課

資産税課

収税課

市民生活部 市民協働推進課

市民課

生活安全課

交通政策課

市民会館

産業環境部 産業振興課

観光・エコツーリズム推進課

ふるさと納税課

環境緑水課

資源循環推進課

農林部 農業振興課（鳥獣被害対策室）

森林づくり推進課



（ 福 祉 事 務 所 ）

福祉子ども部 地域・生活福祉課

障害福祉課

介護福祉課

子育て支援課

保育課

健康推進部 保険年金課（医療政策室）

健康づくり支援課
（新型コロナウイルスワクチン接種対策室）

建設部 都市計画課（移住支援室）

道路公園課

街路整備推進課

建設管理課

建築課

区画整理課

会計管理者 会計課

市長 上下水道部 水道業務課

水道工務課

下水道課

選挙管理委員会

監査委員 事務局

公平委員会

農業委員会 事務局

固定資産評価審査委員会



教育委員会 教育部 教育総務課

学校教育課

中学校（７）

図書館（２）

博物館

教育センター

生涯学習課

スポーツ課

幼稚園

小学校（１２）



№ 住　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 所 備　 　 　 考

1 飯能市大字双柳1－1

2 飯能市大字下畑7 6 8 －1

3 飯能市征矢町3 1 -1

4 飯能市征矢町3 1 -1 7

5 飯能市大字笠縫1 1 2 -1

6 飯能市大字双柳3 7 1 -1 3

7 保健センター名栗分室 飯能市大字上名栗3 0 8 6

8 飯能市大字下直竹1 0 9 1 -1

9 原市場福祉センター 飯能市大字原市場5 9 9

1 0 南高麗福祉センター 飯能市大字上畑2 0 2

1 1 飯能市大字飯能2 2 6 -2

1 2 あけぼの子どもの森公園 飯能市大字阿須8 9 3 -1

1 3 飯能市大字双柳4 2 9 -1

1 4 飯能市大字飯能1 0 5 1 -６

1 5 飯能市大字芦苅場5 7 0 －4

1 6 飯能市大字小瀬戸1 9－1

1 7 飯能市大字双柳1 1 8 5 －3

1 8 飯能市大字川寺5 3 1－4

1 9 飯能市大字岩沢1 2 8 3 －1

2 0 飯能市美杉台1－2－1

2 1 飯能市大字長沢7 8－1

2 2 飯能市大字原市場1 0 4 8 －1

2 3 飯能市山手町1 ９ －４

2 4 飯能市大字飯能６ ０ －１

2 5 飯能市大字双柳１ －１ ６

2 6 飯能市大字小久保５ ５ －１

2 7 飯能市大字双柳９ ７ ０ －２

2 8 飯能市大字笠縫５ ９ －１

2 9 飯能市美杉台１ －２ －１

3 0 飯能市大字下直竹１ １ ２ ２ －２

3 1 飯能市大字吾野１ ８ ６ －１

3 2 飯能市大字虎秀１ ４ －５

3 3 飯能市大字上名栗３ １ ２ ５ －１

3 4 飯能市大字下名栗８ ４ ６ －１

3 5 飯能市大字上名栗１ ７ ３ ６

3 6 飯能市八幡町１ ２ ９ －５

3 7 飯能市稲荷町２ ７ ９ －１ ６

事業所リ スト （ 飯能市役所市長部局）

施　 設　 名

飯能市役所本庁舎・ 別館・ 第２ 庁舎
防災行政無線

ク リ ーンセンター

環境センター

浄化センター

区画整理課

保健センター

南高麗診療所

市民会館

旧勤労青少年ホーム
富士見保育所

観光案内所

つぼみ園

第二区保育所
第二区地区行政センター

浅間保育所

加治保育所

加治東保育所
加治東地区行政センター

美杉台保育所

吾野保育所

原市場保育所
原市場地区行政センター
総合保育所
子育て総合センター

飯能中央地区行政センター

富士見地区行政センター

精明地区行政センター

双柳地区行政センター

加治地区行政センター

美杉台地区行政センター

南高麗地区行政センター

吾野地区行政センター

東吾野地区行政センター

名栗地区行政センター

名栗地区行政センター分館あすなろ会館

名栗地区行政センター分館ふるさ と 会館

飯能消防団第１ 分団

飯能消防団第２ 分団



3 8 飯能市山手町２ １ ６ －４

3 9 飯能市大字大河原１ ２ ６ －１ １

4 0 飯能市大字小瀬戸１ －６

4 1 飯能市大字下直竹１ １ ０ １ －１

4 2 飯能市大字下畑１ ５ １ －２

4 3 飯能市大字岩沢１ ５ １ ９ －２

4 4 飯能市大字平松２ ３ ６ －１

4 5 飯能市大字双柳６ ４ ２ －３

4 6 飯能市大字赤沢１ ９ ０ －４

4 7 飯能市大字中藤中郷１ ４ ８ －３

4 8 飯能市大字井上１ ５ １ －１

4 9 飯能市大字坂石町分２ ３ ８ －４

5 0 飯能市大字吾野６ ３ ５ －３

5 1 飯能市大字下名栗８ ６ ２ －１

5 2 飯能市大字下名栗１ １ ３ ３ －２

5 3 飯能市大字上名栗２ ７ ５ ０ －３

5 4 飯能市大字上名栗３ １ ４ ７ －２

5 5 飯能市大字上名栗１ ７ ３ ７

飯能消防団第３ 分団１ 部

飯能消防団第３ 分団２ 部

飯能消防団第４ 分団

飯能消防団第５ 分団１ 部

飯能消防団第５ 分団２ 部

飯能消防団第６ 分団１ 部

飯能消防団第７ 分団１ 部

飯能消防団第７ 分団２ 部

飯能消防団第８ 分団１ 部

飯能消防団第８ 分団２ 部

飯能消防団第９ 分団１ 部

飯能消防団第１ ０ 分団１ 部

飯能消防団第１ ０ 分団２ 部

飯能消防団第１ １ 分団１ 部

飯能消防団第１ １ 分団

飯能消防団第１ １ 分団２ 部

飯能消防団第１ １ 分団２ 部

飯能消防団第１ １ 分団３ 部

合計　５５施設



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 冷凍・冷蔵食材の保管配送事業

区 分 企業

1,218 百万円

1,879従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

47 倉庫業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

47

所 在 地 東京都新宿区若松町３３番８号

事 業 者 番 号 2112

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

6,584 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

事 業 者 名 株式会社ヒューテックノオリン

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ㈱C&Fﾛｼﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 施設企画部 03-5291-8102

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １
関東支店第二センター内
㈱C&Fﾛｼﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ施設企画部

所 在 地 １ 越谷市流通団地２-３-５

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日10時～12時、13時～15時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 6,584

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 211201 株式会社ヒューテックノオリン　埼玉支店 1,713

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211200 株式会社ヒューテックノオリン 関東支店第二センター 4,871

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 12,790 12,974

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 12,790 12,974

１．基本理念
冷凍食品物流の統合化・体系化・効率化などの確信を画期的に進めるとともに、
環境保全活動に積極的に取り組み、企業の社会的責任を果たす。
２．基本方針
①環境関連法規制を遵守し、環境保全に努める。
②電気や燃料などのエネルギー効率の向上を図り、省エネルギーを推進する。
③環境保全活動に関する教育、啓蒙活動を継続して実施する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

ヒューテックノオリン
代表取締役社長

営業本部

埼玉県下
事業所

C&Fロジホールディングス
代表取締役社長

施設担当

施設企画部

※地球温暖化
対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0990 t-CO2/㎡

令和元年度二酸化炭素排出量原単位(0.0990)を基準として、令和6
年度までに5％(0.00945)以上削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 9,420 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 6

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 47 倉庫業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 47

事 業 活 動 の 概 要

冷凍・冷蔵食材の保管配送事業

4 事業者番号 2112 事業所番号 211200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 越谷市

字 ・ 地 番 流通団地2-3-5

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社ヒューテックノオリン 関東支店第二センター



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6 蓮田センター 蓮田市大字井沼字清水５５０

7

4 関東支店第一センター 越谷市流通団地2-2-6

5 関東中央支店 第二センター 白岡市下大崎638-10

2 関東中央支店 白岡市下大崎684-1

3 戸田支店 戸田市新曽南3-2-17

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社ヒューテックノオリン 関東支店第二センター 越谷市流通団地2-3-5

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

96,948.27 107,713.79

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 2.2 9.9

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.9

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0990 0.0969 0.0892

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 9,391 9,607

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.3 -2.0

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 9,420 9,391 9,607

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

4,753 4,871

事業所番号 211200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

①新型コロナウイルスの影響で荷動きが鈍重となり、冷凍機の稼働率が低下し、電力使
用量が減少した。
②庫内設定温度を見直し、電力使用量の削減に努めた。
③関東支店第二センターにおいて冷却設備の更新を行い、電力使用量の削減となった。
（脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業採
択）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

①新型コロナウイルスの影響で荷動きが鈍重となっていたが、2021年度は物量が若干回
復した他、蓮田センターの本格稼働に伴い、前年度比では全体の電力使用量は増加と
なった。
②関東支店第二センターにおいて冷却設備の更新を行い（脱フロン・低炭素社会の早期
実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業採択）、エネルギー期限CO2排出量
原単位は削減となった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 211200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

R2

12 180200 その他 18_その他 冷却設備の更新 R3 R3 84.0

11 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効
率管理

冷凍庫の温度設定の見直し
※品質保持を前提とする

R2

R1以前

10 180200 その他 18_その他 冷却設備の更新 R2 R2 143.0

9 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

乗用エレベーターの使用を自粛し、階段の
使用を励行（第一計画期間からの継続実
施）

R1以前

R1以前 465.0

8 180200 その他 18_その他
動力機器の制御改善（インバータパラメー
タ調整）（第一計画期間からの継続実施）

R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

既存照明をLEDに更新 R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明の間引き、および点灯時間の削減
（第一計画期間からの継続実施）

R1以前 R1以前

5 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管
理

冷凍機を主体としたデマンド管理
（第一計画期間からの継続実施）

R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照度の適正化（部分点灯、自動点滅）
（第一計画期間からの継続実施）

R1以前 R1以前

3 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

侵入熱の抑制（窓のブラインド、UVカット
フィルム）（第一計画期間からの継続実施）

R1以前

R1以前

2 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効
率管理

温度設定、除霜設定、運転制御の改善、
再調整

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
基本方針を策定し、推進体制の確立、省
エネ活動の実施（第一計画期間からの継
続実施）

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 211200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 211200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 2,299 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第１区分－（１）

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

令和2年度から令和4年度は基準排出量に対し平均削減率を8％以上
とする。
令和5年度、令和6年度は基準排出量に対し平均削減率15％以上と
する。

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 18,981 ｔ-CO2

年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 47 倉庫業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 47

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

冷凍・冷蔵食材の保管配送事業

4 事業者番号 2112 事業所番号 211201

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあって
は、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所
（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 株式会社ヒューテックノオリン　埼玉支店

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市

字 ・ 地 番 岩槻区長宮1544-1

計 画 期 間 2



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

47,043.00 47,043.00

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0723 0.0716

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,399 3,367

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,399 3,367

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,729 1,713

事業所番号 211201



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

無

①冷凍機デマンド監視装置を活用し、冷蔵倉庫の冷凍機を自動制御することで、確実に
デマンド低減を図っている。
②新型コロナウイルスの影響で荷動きが鈍重となり、冷凍機の稼働率が低下し、電力使
用量が減少した。
③庫内設定温度を見直し、電力使用量の削減に努めた。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

①冷凍機デマンド監視装置を活用し、冷蔵倉庫の冷凍機を自動制御することで、確実に
デマンド低減を図っている。
②新型コロナウイルスの影響で荷動きが鈍重となり、冷凍機の稼働率が低下し、電力使
用量が減少した。
③庫内設定温度を見直し、電力使用量の削減に努めた。
④納品事業所の増加に伴い、折畳みコンテナ洗浄枚数が増加し、ガス使用量が増加し
た。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

事業所番号 211201



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

1,746

各年度の排出量の検証 未実施 未実施

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 857 889

6,766

削 減 率
（F＝（ A - E） /A） 20.14% 20.89% －

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 3,399 3,367

2,299

目 標 削 減 率 (B) 8.00% 8.00% 8.00% 15.00% 15.00%

トップレベル認定

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 4,256 4,256 4,256 4,256 4,256 21,280

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 18,981

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

第１区分－（１）

2 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 実施済

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

事業所番号 211201

基 準 排 出 量 4,256 t-CO2/年



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

R1以前

9

8 180200 その他 18_その他
車輛接車時の外気流入防止措置の徹底
<第3計画期間も継続>

R1以前

R1以前

7 180200 その他 18_その他
動力機器の制御改善（インバータパラ
メータ調整）
<第3計画期間も継続>

R1以前 R1以前

6 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

乗用エレベーターの使用を自粛し、階
段の使用を励行
<第3計画期間も継続>

R1以前

R1以前

5 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

侵入熱の抑制（窓のブラインド、ＵＶ
カットフィルム）

R1以前 R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明の間引き、および点灯時間の削減
<第3計画期間も継続>

R1以前

2 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効
率管理

冷凍庫の温度設定の適正化、除霜設
定、運転制御の改善及び再調整
※品質保持を前提とする<第3計画期間
も継続>

R1以前 R1以前

3 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管
理

冷凍機を主体としたデマンド管理
<第3計画期間も継続>

R1以前 R1以前

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備

事業所番号 211201

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

基本方針を策定し、推進体制の確立、
省エネ活動の実施
<第3計画期間も継続>

R1以前 R1以前



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（６）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211201

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

事 業 者 名 ＳＭＣ株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

25 はん用機械器具製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

25

所 在 地 東京都千代田区外神田4丁目14番1号

事 業 者 番 号 2113

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,495 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

61,000 百万円

21,620従 業 員 数

1.粉末冶金法による焼結体の製造
2.各種濾過装置の製造
3.自動制御機器製品の製造加工

企業



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211300 ＳＭＣ株式会社　草加第二工場 1,026

Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 211301 ＳＭＣ株式会社　草加第一工場 1,469

合　　計 2,495

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ＳＭＣ株式会社　草加第一工場　事務課

所 在 地 １ 埼玉県草加市稲荷６－１９－１

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00～15:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2 製造草加 050-3539-5788

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 事務課 048-935-5707 048-930-1221 s-jimuka@smcjpn.co.jp

048-930-1221

mailto:s-jimuka@smcjpn.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 4,512 4,881

ＳＭＣ株式会社　環境方針
基本方針
１．事業活動、製品、サービスの環境影響を把握し、環境負荷の低減と汚染の予防に努め環境
マネジメントシステムを継続的に改善します。
２．環境に関する法規制及び協定等を順守し、顧客並びに近隣、地域社会との連携を深めま
す。
３．設計・開発及び生産活動で、環境への影響を最小にします。
　(1)環境に優し良い製品の開発を推進します。
　(2)エネルギーを効率的に使用し、地球温暖化を防止します。
　(3)廃棄物の削減・リサイクルを推進します。
４．環境目的・目標を達成するため、実施計画を着実に実行します。
５．この方針を全員に周知するとともに、一般に公開します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,512 4,881

そ の 他 ガ ス

代表取締役 推進役員

筑波地区

草加地区

釜石地区

矢祭地区

技術センター

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2113 事業所番号 211300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 草加市

字 ・ 地 番 青柳１－７－１４

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ＳＭＣ株式会社　草加第二工場
前年度にお

ける事業所数 4

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 25 はん用機械器具製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 25

事 業 活 動 の 概 要

１．粉末冶金法による焼結濾過体の製造
２．各種濾過装置の製造
３．自動制御機器製品の製造加工

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0676 t-CO2/百万円/年

【第3計画期間】
平成27年度　排出標準原単位（0.0676ｔ-CO2/百万円)　に対し、令和6年度末
までに23％削減。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 SMC株式会社　大宮営業所 埼玉県さいたま市北区宮原町2-78-36

3 SMC株式会社　川越営業所 埼玉県川越市並木100-1　S-imageビルド参番館１階

番号 事業所名 所 在 地

1 ＳＭＣ株式会社　草加第二工場 草加市青柳１－７－１４

6

7

4 SMC株式会社　三郷工場 埼玉県三郷市鷹野5-301

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

904 1,026

前 年 度 比 （ ％ ） － 13.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 1,769 2,009

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 1,769 2,009

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0676 0.0530 0.0500

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 21.5 26.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.7

生産高 百万円/年

活 動 規 模 の 指 標 単 位
33,355.00 40,162.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

前年との比較
生産高　　　　　　　30,196百万⇒33,355百万　  10％増加
エネルギー起源CO2　1,599ｔ-CO2⇒1,769ｔ-CO2　 10％増加
排出量原単位　　　　　0.0530⇒0.0530　　　　　増減なし

生産高の増加にともない使用エネルギーも増加し、原単位では
前年同等となった。コロナ禍の換気徹底による冷暖房効率の悪化が
削減幅縮小の大きな要因となった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年との比較
生産高　　　　　　　33,355百万⇒40,162百万　  20％増加
エネルギー起源CO2　1,769ｔ-CO2⇒2,009ｔ-CO2　 14％増加
排出量原単位　　　　　0.0530　⇒0.0500　　 　　6％向上
生産量が増えて排出量も増加したが、生産効率の良い製品の製造が増えたため原単位が
改善された。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 310200
一般管理事
項

31_主要設備等の保
全管理

洗浄設備の稼働管理
R1以前 R1以前 1.0

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
ISO14001　認証取得に伴い推進体制　整
備

R1以前

R1以前 1.0

4 310200
一般管理事
項

31_主要設備等の保
全管理

マシニング加工:カッター径を変更しサイク
ルタイム短縮

R1以前 R1以前 5.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

駐車場の照明時間管理と食堂の照明を削
減
<第３計画期間も継続>

R1以前

R1以前 1.0

6 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

生産現場　蛍光灯⇒LED化 R2 R2 1.0

5 410700 事務用機器
41_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

生産帳票用　プリンターの更新による省電
力化

R1以前

R1以前 2.0

8 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

室内換気ファンの運転を温度制御すること
で電力の削減<第３計画期間も継続>

R1以前 R1以前 2.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

冷暖房の温度設定<第３計画期間も継続> R1以前

R1以前 1.0

10 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

クリーンルーム　空調機4台中1台停止し電
力削減

R1以前 R1以前 3.0

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

ＬＥＤライトの導入<第３計画期間も継続> R1以前

13 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

OA機器　省エネ仕様の更新と使用方法管 R1以前

R1以前 1.0

12 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不要照明の消灯等管理実施 R1以前 R1以前

11 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

自動シャッターの導入により電力（都市ガ
ス）削減

R1以前

15

R1以前

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 211300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2113 事業所番号 211301

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあって
は、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所
（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 ＳＭＣ株式会社　草加第一工場

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 草加市

字 ・ 地 番 稲荷６－１９－１

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 25 はん用機械器具製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 25

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

１．粉末冶金法による焼結濾体の製造
２．各種濾過装置の製造
３．自動制御機器製品の製造加工

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 2,611 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第２区分

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

令和2年度から令和4年度は、基準排出量に対し、平均削減率を６％以上とす
る。
令和5年度から令和6年度は、基準排出量に対し、平均削減率を13％以上とす
る。

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 27,054 ｔ-CO2

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211301

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,403 1,469

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,743 2,872

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,743 2,872

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

前 年 度 比 （ ％ ） － -19.8

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.0349 0.0280

生産高 百万円/年

活 動 規 模 の 指 標 単 位
78,588.00 102,575.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211301

無

前年との比較
生産高　　　　　　　78,158百万⇒78,588百万　  0.5％増加
エネルギー起源CO2　2,689ｔ-CO2⇒2,743ｔ-CO2　 　2％増加
排出量原単位　　　　　0.0344⇒0.0349　　　　　1.4％増加

生産高・使用エネルギーは増加
原単位1.4％の増加となった。種々省エネ施策生産性向上の取組を実施したが、
コロナ禍の換気徹底による冷暖房効率の悪化が増加の要因となった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

前年との比較
生産高　　　　　　　78,588百万⇒102,575　 　　 30％増加
エネルギー起源CO2　2,743ｔ-CO2⇒2,872ｔ-CO2　 4.7％増加
排出量原単位　　　　　0.0349　⇒0.0280　　　 　20％向上

生産高　30％増加・使用エネルギー　微増
原単位20％向上となった。種々省エネ施策生産性向上の取組を実施。
工場照明のLED化と生産性向上の合理化が推進できた。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211301

基 準 排 出 量 5,933 t-CO2/年

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 実施済

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

第２区分

2 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 5,933 5,933 5,933 5,933 5,933 29,665

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 27,054

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 2,743 2,872

2,611

目 標 削 減 率 (B) 6.00% 6.00% 6.00% 13.00% 13.00%

トップレベル認定

6,251

各年度の排出量の検証 未実施 未実施

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 3,190 3,061

5,615

削 減 率
（F＝（ A - E） /A） 53.77% 51.59% －



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備

事業所番号 211301

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

ISO14001　認証取得に伴い推進体制
整備

R1以前 R1以前

2 310200
一般管理事
項

31_主要設備等の保
全管理

洗浄設備の稼働管理 R1以前 R1以前 1.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

駐車場の照明時間管理と食堂の照明を
削減
<第３計画期間も継続>

R1以前 R1以前 1.0

R1以前 1.0

5 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

生産現場　蛍光灯⇒LED化 R1以前 R1以前 1.0

4 410700 事務用機器
41_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

生産帳票用　プリンターの更新による
省電力化

R1以前

R1以前 2.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

室内換気ファンの運転を温度制御する
ことで電力の削減＜第３計画期間も継
続＞

R1以前 R1以前 2.0

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

冷暖房の温度設定＜第３計画期間も継
続＞

R1以前

R1以前 3.0

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

ＬＥＤライトの導入　誘導灯の変更
５９台

R1以前 R1以前 1.0

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

ＬＥＤライトの導入 R1以前

R1以前 3.0

11 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

自動シャッターの導入により電力（都
市ガス）削減

R1以前 R1以前 1.0

10 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

焼結炉3台　断熱塗料の塗布により熱損
失削減

R1以前

1.0

13 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

焼結炉2台　断熱ジャケットの取り付け
により熱損失削減と作業環境保全

R3 R3 13.0

12 490200 その他
49_その他の削減対
策

加工設備の更新 R1以前

15 490200 その他
49_その他の削減対
策

太陽光発電を設置 R4

14 490200 その他
49_その他の削減対
策

再生可能エネルギーによる電力供給へ
の切換実施

R4

R1以前



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（６）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211301

（※希望者のみ記載）

・ＩＳＯ１４００１　の認証取得（１９９９年）を機会に、環境改善活動を全社をあげて推進してき
た。これにより組織的なマネジメントが実行され・維持向上している。

・当初活動は、紙・ゴミ・電気の削減に注力。ムダ削減を徹底化した。
照明機器のインバーター化・コンプレッサー運転管理など注力実施した。
従業員一人一人の取り組みは十分に行われていると判断している。

・近年は環境活動の主体を本来業務に移し、より効率的な生産活動（合理化）になる行動を計画し実行
している。

・2020年よりSDGsに対する全社的な行動が開始され更なる環境改善活動が推進されている。
敷地内の緑化をはじめ、再生可能エネルギーの導入も計画されている。
　2022年度から再生可能エネルギーによる電力供給への切換実施。
　2022年度から太陽光発電を草加第一工場に設置。



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
地方公務
人口　９０，２９７人
（Ｒ３．４．１　現在）

区 分 その他

百万円

799従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 東松山市松葉町１－１－５８

事 業 者 番 号 2114

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

6,441 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 東松山市

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 環境産業部環境政策課 0493-63-5006 KANKYOSEISAKUKA@city.higashimatsuyama.lg.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 東松山市環境産業部環境政策課

所 在 地 １ 埼玉県東松山市松葉町１－１－５８

閲 覧 可 能
時 間 １ 午前8時30分～午後5時15分

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 6,441

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211400 東松山市役所 6,441

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:KANKYOSEISAKUKA@city.higashimatsuyama.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 25,302 25,640

そ の 他 ガ ス 13,164 12,714

エネルギー起源 CO2 12,138 12,926

当市は、地球温暖化対策の重要性を認識し、東松山市地球温暖化対策実行計画により実施してい
る温室効果ガスの排出削減対策に取り組みます。

１．日常の事務や行動に伴う地球温暖化対策の推進
２．事務・事業における環境配慮の積極的推進
３．施設の適正管理と環境負荷の低減

             地球温暖化対策推進者（環境産業部長）
 

　市長 　 副市長     　秘書室  　　　都市計画部    議会事務局
                     　政策財政部　　建設部      　農業委員会
                     　総務部  　  　市民病院    　選挙管理委員会
                     　環境産業部  　学校教育部    監査委員事務局
　　　　　　　　　　 　市民生活部  　生涯学習部    会計管理者
　　　　　　　　　　 　健康福祉部　　子ども家庭部
 

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/人

平成25年度の排出量（12,789 t-CO2）を基準として、令和6年度末
までに26%削減する。

その他ガス

平成25年度の排出量（12,728 t-CO2）を基準として、令和6年度末
までに4.3%削減する。

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 12,789 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 74

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

地方公務　職員　７９９人　人口　９０，２９７人
（Ｒ３．４．１　現在）

4 事業者番号 2114 事業所番号 211400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 東松山市

字 ・ 地 番 松葉町１－１－５８

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東松山市役所



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 唐子浄水場 下唐子814

25 クリーンセンター 神戸2272

22 高坂浄化センター 宮鼻372-1

23 環境センター 古凍730

20 高坂区画整理事務所 高坂1033-5

21 市野川浄化センター 山崎町22-1

18 保健センター 材木町2-36

19 市民病院 松山2392

16 総合福祉エリア 松山2183

17 健康増進センター 神戸885-1

14 高坂図書館 元宿2-6-1

15 市民福祉センター 松本町1-7-8

12 埋蔵文化財センター 下野本528-1

13 市立図書館 本町2-11-20

10 野本コミュニティセンター 下野本1157-1

11 きらめき市民大学 松山2688-8

8 平野市民活動センター 東平567-1

9 大岡コミュニティセンター 大谷1140-1

6 野本市民活動センター 下野本610-1

7 高坂丘陵市民活動センター 松風台8-2

4 唐子市民活動センター 下唐子1604-4

5 高坂市民活動センター 宮鼻860-2

2 松山市民活動センター 松本町1-9-35

3 大岡市民活動センター 大谷3400-10

番号 事業所名 所 在 地

1 東松山市役所 東松山市松葉町１－１－５８

事業所リスト



日本工業規格Ａ列４番

松山第二小学校 東平519-1

50

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

大岡小学校 大谷3699

唐子小学校 新郷642

44

松山第一小学校 松葉町1-1-16

学校給食センター 下野本527-1

総合教育センター 松山2616

39

36

37

42

40

41

38

事業所リスト

27

49

47

48

45

46

43

30

31

28

29

34

35

32

子育て支援センターソーレ 松本町1-9-19

きらめきクラブまつに 東平555-3

ウォーキングセンター 松本町1-9-37

きらめきクラブたかさか 高坂1138

きらめきクラブしんめい 御茶山町7-2

新郷8-2

きらめきクラブいちのかわ 市ノ川132-4

番号 事業所名 所在地

26

33

わかまつ保育園 若松町1-18-1

たかさか保育園 高坂1122

まつやま保育園 加美町6-16

からこ保育園 新郷1

いちのかわ保育園 松山町1-13-49

きらめきクラブからこ

市民体育館 松葉町4-8-22

市民文化センター 六軒町5-2

唐子地区体育館 下唐子1169-1

松山2681

総合会館 松葉町1-2-3

北地区体育館 東平567-1

南地区体育館 宮鼻860-2

東松山庭球場



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

人口 人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

90,187.00 90,297.00

基 準 と な る原 単 位 に 対 す る削 減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 6.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1346 0.1431

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 25,302 25,640

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素 938 898

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 11,869 11,479

メ タ ン 357

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 5.1 -1.1

ハイドロフルオロカーボン

337

前 年 度 比 （ ％ ） － 6.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 12,789 12,138 12,926

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

6,051 6,441

事業所番号 211400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

2019年度は、令和元年度東日本台風の影響により、施設の利用を制限するなどを行った
ため、2018年度と比較し、電力の使用量が6％低下するなど、エネルギーの使用が大幅
に低下したが、2020年度に施設の利用を再開するなどしたため、省エネに取り組んでき
たが、2019年度と比較すると約3％増加した。その結果、エネルギー起源ＣＯ₂排出量が
対前年度に比べ増加した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新型コロナウイルスの影響に伴い、2020年度に使用を制限していた施設についても、
2021年度においては制限が緩和されたことに伴い、施設の稼働状況が増加したことに加
え、換気をしながらの空調を行う等により、電気やガスの使用量も増加した。その結
果、エネルギー起源ＣＯ₂排出量が対前年度に比べ増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 211400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

12.4

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明のLED化（子育て支援センター・ソー
レ）

R5 4.3

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

体育館照明のLED化（きらめき市民大学） R4

2.4

8 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調機等の更新（保健センター・1階及び2
階）

R4 7.7

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

施設内照明のLED化（埋蔵文化財セン
ター）

R4

R3 184.3

6 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調機等の更新（保健センター・3階ほか） R3 0.6

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調機等の更新（総合福祉エリア）

R2 1.0

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調機等の更新（南地区体育館） R3 12.7

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明のLED化（唐子市民活動センター）

R2 3.0

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

避難誘導灯のLED化（クリーンセンター） R2 1.0

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

街路灯のLED化（きらめき市民大学）

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 211400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

　東松山市では、平成24年度から令和2年度までの10年間を対象にした「第1次東松山市地球温暖化対策
実行計画(事務事業編)」策定し、市役所の事務・事業から排出される温室効果ガスの排出削減に向けた
取組を推進していきました。令和2年度に第1次計画が期間満了となったため、第1次計画の目標及び取
組等を見直し、令和3年度に「第2次東松山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)」を策定しました。
　本計画における基本方針及び具体的な取組項目は以下のとおりです。

〇基本方針

１　本計画の目標を達成するために、職員一人一人が主体的かつ継続して温室効果ガス削減取組を実行
し、組織が一丸となり目標達成を目指します。

２　世界的な目標である「持続可能な開発目標（SDGs）」の視点を取り入れます。

３　国の「地球温暖化対策計画」の長期目標である「2050年度に温室効果ガスの排出量を80％削減」と
いう目標を意識し、本市においても「脱炭素化」を目指す効果的な地球温暖化対策を実行します。

〇具体的な取組項目

施策１　電気使用量の削減取組　～節電・省エネの徹底～

施策２　公用車の燃料使用量の削減取組　～エコドライブの推進～

施策３　ごみの排出量の削減取組　～３R活動の推進～

施策４　用紙使用量の削減取組　～ペーパーレスの推進～

施策５　水道使用量の削減と給湯機器等の適正管理　～節水の心がけ～

施策６　創・省・蓄エネルギー化の推進　～エネルギーの地産地消～

施策７　緑化の推進　～二酸化炭素吸収作用の確保～

施策８　環境に配慮した物品等の購入　～グリーン購入の推進～

施策９　業務を外注する際の環境配慮　～環境配慮契約～

事業所番号 211400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別

Ⅰ類

事 業 者 名 和光市

所 在 地 埼玉県和光市広沢１－５

事 業 者 番 号 2115

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,530 kL／年

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

事 業 内 容
行政
延べ床面積　66,885.77㎡

区 分 その他

資 本 金 百万円

従 業 員 数 446 人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

（類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

事業活動の
概 要

前
年
度



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211500 和光市役所 2,530

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,530

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス http://www.city.wako.lg.jp/

閲 覧 場 所 １ 和光市役所　総務人権課

所 在 地 １ 埼玉県和光市広沢１－５

閲 覧 可 能
時 間 １ 8：30～17：15

閲 覧 場 所 ２

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部総務人権課 048-424-9093 a0400@city.wako.lg.jp

2

3

○
事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

名 称
（複数可）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

和光市環境方針
1　和光市環境基本条例の基本理念に沿って、和光市環境基本計画及びその関連計画に掲げ
　た環境施策や事業を実施します。
2　市が行う事務・事業の実施にあたり、省エネルギー、3R(ごみの発生抑制【リデュー
　ス】・再使用【リユース】・再生利用【リサイクル】）、グリーン購入など、環境への
　配慮に率先して取組みます。
3　新エネルギーの普及を図るため、公共施設への新エネルギーの導入を研究します。
4　職員の環境に対する意識向上を図るため、全職員を対象とした研修を行います。
5　これら環境方針を、環境に対する市の姿勢として広く内外に公表します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

エネルギー起源 CO2 4,475 5,031

そ の 他 ガ ス

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,475 5,031



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2115 事業所番号 211500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事業所種別

A

代 表 事 業 所 名 和光市役所
前年度にお

ける事業所数 34

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）

市 区 町 村 和光市

字 ・ 地 番 広沢１－５

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

代 表 事 業 所 所 在 地

事 業 活 動 の 概 要

行政
職員数　446人

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

基準となる
排 出 量 5,749 t-CO2

基準となる
原 単 位

t-CO2/㎡

平成21年度（基準年度）二酸化炭素排出量5,749ｔ－CO2を、令和6
年度末までに、7.5％削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

番号 事業所名 所 在 地

1 和光市役所 和光市広沢１－５

2 別紙参照

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

19

20

15

16

17

24

25

21

22

23

18



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,244 2,530

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

一 酸 化 二 窒 素

ハイドロフルオロカーボン

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

六 ふ っ 化 い お う

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0669 0.0752

前 年 度 比 （ ％ ） － 12.4

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

活 動 規 模 の 指 標 単 位

床面積 ㎡
66,886.00 66,886.00

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 22.2 12.5

計 画 期 間

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,749 4,475 5,031

前 年 度 比 （ ％ ） － 12.4

原油換算エネルギー
使用量(kL)

事業所番号 211500

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

三 ふ っ 化 窒 素

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,475 5,031

そ
の
他
ガ
ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211500

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス感染対策のため、施設の稼働停止や利用数の減少がエネルギー起源
CO2排出量の減少につながった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令和３年度は、コロナウイルス感染感染拡大の影響による社会経済活動の規制が徐々に
緩和された。これらの要因により、各エネルギーの消費が令和２年度よりも増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211500

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

トイレ洗面台の自動水洗化 R1以前

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不要照明の消灯・間引き　第三計画期間も
継続

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

冷暖房温度設定の適正化　第三計画期間
も継続

R1以前 R1以前

4 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

トイレ擬音装置設置 R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

中間期の空気調和器停止　第三計画期間
も継続

R1以前 R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

屋内照明のＬＥＤ化　第三計画期間も継続 R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

誘導灯省エネ改修　第三計画期間も継続 R1以前 R1以前

8

9

10

11

12

13

14

15

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所の温室効果ガス排出量の削減目標について、令和４年度から第５次和光市地球温暖化防止実行計
画の計画期間となるため、適時見直しを行う予定です。

事業所番号 211500

（※希望者のみ記載）



施設名 住所

1 和光市役所 広沢１－５

2 市民文化センター 広沢１－５

3 清掃センター 下新倉６－１７－１

4 旧ゴミ焼却場 新倉８－１７

5 リサイクル活用センター 新倉８－１７－２５

6 リサイクル展示場 新倉８－１７－２５

7 保健センター 広沢１－５

8 駅南口自転車駐車場 本町３－３５

9 勤労青少年ホーム 新倉１－２０－４０

10 勤労福祉センター 新倉７－１０－７

11 農業体験センター 新倉８－１０－３０

12 新倉コミュニティセンター 新倉２－２６－１

13 牛房コミュニティセンター 白子２－２８－１３

14 白子コミュニティセンター 白子２－１５－５１

15 吹上コミュニティセンター 白子３－１４－１０

16 白子宿地域センター 白子２－２０－４０

17 新倉北地域センター 新倉２－９－１０

18 本町地域センター 本町３－３

19 南地域センター 南１－８－４７

20 向山地域センター 白子１－３３－２０

21 城山地域センター 白子３－４－５５

22 総合児童センター 広沢１－５

23 下新倉児童センター 下新倉５－２１－８

24 さつき苑 下新倉１－３－５

25 新倉高齢者福祉センター 新倉１－２０－３９

26 福祉の里 新倉８－２３－１

27 総合福祉会館 南１－２３－１

28 北口土地区画整理事務所 新倉１－１１－１６

29 みなみ保育園 南２－３－３

30 にいくら保育園 新倉１－３６－２

31 しらこ保育園 白子３－２９－１０

32 ほんちょう保育園 本町３１－１８

33 南児童館 南１－５－１

34 新倉児童館 新倉１－３８－１

計

事業所リスト



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 埼玉トヨタ自動車株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

59 機械器具小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

59

所 在 地 さいたま市中央区下落合６丁目１番１８号

事 業 者 番 号 2116

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,712 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

自動車（新車：トヨタ車、中古車）の販売及び整備・修理・
リース。レクサス事業、損害保険の販売代理店・生命保険の
取次店。携帯電話（ａｕ）などのマルチメディア商品の販
売。ＴＯＹＯＴＡ　ＴＳ　ＣＵＢＩＣ　ＣＡＲＤ・純水器の
販売　他

区 分 企業

100 百万円

1,134従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211600 埼玉トヨタ自動車株式会社　本社 1,712

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,712

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 埼玉トヨタ自動車株式会社　ＳＤＧｓ推進室

所 在 地 １ さいたま市中央区下落合６－１－１８

閲 覧 可 能
時 間 １ １０：００～１８：００

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ＳＤＧｓ推進室 048-833-3300 iso@saitamatoyota.co.jp

mailto:iso@saitamatoyota.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,303 3,348

別紙参照

別紙参照

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,303 3,348

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2116 事業所番号 211600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市中央区

字 ・ 地 番 下落合６丁目１番１８号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼玉トヨタ自動車株式会社　本社
前年度にお

ける事業所数 54

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 59 機械器具小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 59

事 業 活 動 の 概 要

自動車（新車：トヨタ車、中古車）の販売及び整備・修理・リー
ス。レクサス事業、損害保険の販売代理店・生命保険の取次店。
携帯電話（ａｕ）などのマルチメディア商品の販売。TOYOTA　TS
CUBIC　CARD・純水器の販売　他

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/人

令和元年度二酸化炭素排出量3,294t-CO2に対し、令和６年度末ま
でに２.５％削減（８２t-CO2）します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,294 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 埼玉トヨタ自動車株式会社　本社 さいたま市中央区下落合６丁目１番１８号

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,686 1,712

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,294 3,303 3,348

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -0.3 -1.6

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,303 3,348

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 2.8923 2.9524

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.1

従業員数 人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

1,142.00 1,134.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211600

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス感染拡大に伴う、緊急事態宣言による時短営業の実施により、全体
的には削減傾向であったが、前年度までの報告に灯油使用量が過小に算出されるミスが
発覚し、本年度報告分より大幅増となったため、0.3％超過となった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年度は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う、緊急事態宣言による時短営業の実施が
あったが、本年度は、時短営業が行われなかった。また、当社としては規模の大きい新
店舗の開設、従業員数の若干の減少などにより、排出量で1.4％、排出量原単位で2.1％
の増加となった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211600

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
従業員に対し、省エネに関する環境教育
を実施（１回／年）
【毎年継続】

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
温暖化対策推進組織を構築
【毎年継続】

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

クールビズ・ウォームビズの導入
【毎年継続】

R1以前 R1以前

3 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

エネルギー使用量を把握（電気、燃料、ガ
ス）し、月報を作成（電気）
【毎年継続】

R1以前

R1以前

6 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

老朽化した空調設備を省エネタイプに入
れ替え（一部店舗）

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室内温度を夏期２８℃、冬季２２℃に設定
【毎年継続】

R1以前

R1以前

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

ＬＥＤ照明への入れ替え R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

昼休み及び窓際消灯の実施
【毎年継続】

R1以前

R1以前

10 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

パソコンモニターの省エネモード設定の実
施
【毎年継続】

R1以前 R1以前

9 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

コピー機の省エネモード設定の実施
【毎年継続】

R1以前

13 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
ノー残業デイ（毎週水曜日）の導入
【毎年継続】

R1以前

R1以前

12 180200 その他 18_その他
冬季以外の暖房便座の利用禁止
【毎年継続】

R1以前 R1以前

11 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

グリーンカーテンの採用
【毎年継続】

R1以前

15

R1以前

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

平成１３年９月　ＩＳＯ１４００１認証取得（３拠点）
平成１４年９月　ＩＳＯ１４００１認証取得（５拠点）
平成１５年９月　ＩＳＯ１４００１認証取得（全拠点）
平成１６年度より、省エネに関する活動に具体的目標値を設定し、活動を開始
平成１６年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成１７年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成１８年度より、埼玉県　温暖化対策キャンペーンへの協力開始
平成１８年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成１８年度　エコアップ宣言を実施
平成１９年６月より、ＣＯＯＬ　ＢＩＺを導入
平成１９年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成１９年１２月　ＷＡＲＭ　ＢＩＺを導入
平成１９年度　エコアップ宣言
平成２０年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２０年度　エコアップ宣言
平成２１年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２１年度　エコアップ宣言
平成２２年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２３年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２４年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２５年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２６年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２７年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２８年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成２９年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
平成３０年９月　ＩＳＯ１４００１認証継続
令和４年２月　エコアクション２１認証取得

事業所番号 211600



EA01・210401・初版 

保管期間：次版発行まで 

埼玉トヨタ自動車株式会社 
 

環境方針 
 

 

《 基本理念 》 

 

弊社は、地域社会に適合し貢献できる事業の展開を図ることを、永年

にわたり基本理念として掲げ、自動車ディーラーとして車の販売及

び整備を通じて、その努力を続けております。 

また、地域の皆様に愛され、親しまれる企業で在り続けるため、環境

マネジメントシステムによる環境パフォーマンスの継続的改善が、

経営の重要課題であることを確信しております。 

弊社は、『満足を超えた感動を与えられるお客様対応』を目指し、地

域の皆様と共に環境改善活動に積極的に取り組むことを宣言します。 

 

《 基本方針 》 

 

１． 弊社が行う自動車の販売、自動車の整備、保険商品の販売、通

信環境機器の販売等の事業活動が、環境に与える影響を正しく

認識し、環境活動計画及び目標を定め、監査と見直しを定期的

に実施し、全社員で継続的な環境改善活動に取り組みます。 

２． 適用可能な法的要求事項及び弊社が同意するその他の要求事項

を順守し、汚染の予防、環境保護に努めます。 

３． 環境方針の理解と環境保全の意識向上を図るため、全社員に対

し計画的に適切な環境教育、訓練を実施します。また、関係各

社に対し、弊社の活動に理解と協力を要請します。 

４． お客様並びに地域の皆様を含む利害関係者とのコミュニケーシ

ョンを積極的に図り、地域の環境保護活動に協力します。 

５． お客様へ、弊社が販売する商品に関する環境情報を積極的に提

供し、低燃費車、低公害車の普及に努めます。 

 

令和３年４月１日 

埼玉トヨタ自動車株式会社 

代表取締役 嶋田光剛 



EA06・210401・初版 

保管期間：次版発行まで 

環境活動推進組織表 

 
 
 
 
 
 
環境活動推進委員会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営責任者 
（代表取締役社長） 

環境活動統括責任者 
（営業本部長） 

新車部責任者 
（新車部長） 

総合企画部責任者 
（総合企画部長） 

U-Car部責任者 
（U-Car部長） 

サービス部責任者 
（サービス部長） 

レクサス事業部責任者 
（レクサス事業部長） 

ＣＳＲ監査責任者（管理本部長） 
ＣＳＲ監査員 

環境活動推進室 
 
室長： 

各
拠
点
長 

総務部責任者 
（総務部長） 
地球温暖化対策推進者 

人事部責任者 
（人事部長） 

関連事業部責任者 
（関連事業部長） 

財務部責任者 
（財務部長） 

新車特販部責任者 
（新車特販部長） 



埼玉トヨタ自動車株式会社 本社

事業所リスト

令和４年３月３１日現在

番号 事業所名 所在地

1
本社
さいたま中央店

さいたま市中央区下落合６丁目１番１８号

2 上尾西店 上尾市向山３丁目５７番地１３

3 大宮天沼店 さいたま市大宮区天沼町２丁目６０１番

4 上尾店 上尾市上平中央１丁目１１番地９

5 岩槻店 さいたま市岩槻区城南２丁目７番８号

6 鴻巣店 鴻巣市東３丁目２番６

7 桶川店 桶川市西２丁目８番４７号

8 熊谷店 熊谷市銀座七丁目５１番地

9 加須店 加須市愛宕１丁目９番２６号

10 久喜店 久喜市江面１７９番地１

11 熊谷南店 鴻巣市新宿二丁目１７６番地２

12 所沢店 所沢市上新井５丁目１番地の２

13 狭山店 狭山市上奥富２０７番地の１

14 川越店 川越市大仙波３９５番地１

15 入間店 入間市小谷田１丁目１１番２６号

16 川越西店 川越市的場８０２番地１

17 川口店 川口市栄町１丁目１６番１２号

18 浦和東店 さいたま市緑区道祖土２丁目１７番２０号

19 戸田店 戸田市美女木３丁目９番地の１

20 蕨店 蕨市錦町１丁目９番３号

21 東川口店 川口市戸塚４丁目２６番２３号

22 川口北店 川口市柳根町１８番１０号

23 越谷店 越谷市谷中町１丁目１１１番地

24 越谷東店 越谷市東大沢３丁目１２番地１１

25 吉川店 吉川市栄町１４０３番地



26 三郷店 三郷市戸ヶ崎３丁目１０５番地１

27 草加店 草加市松江２丁目３番４６号

28 春日部店 春日部市緑町４丁目６番３２号

29 杉戸店 北葛飾郡杉戸町杉戸２５０３番地

30 本庄店 本庄市城下９６１番地８

31 深谷店 深谷市上柴町東２丁目１７番地１１

32 朝霞店 朝霞市膝折町２丁目１２番５０号

33 ふじみ野店 ふじみ野市ふじみ野一丁目１番４７号

34 志木富士見店 富士見市水子４２２０番地１

35 東松山店 東松山市古凍５７２番地１

36 鶴ヶ島店 鶴ヶ島市脚折町１丁目４０番２６号

37 秩父店 秩父市大野原１２７６番地１

38 イオンレイクタウン店 越谷市レイクタウン３丁目１番地１

39 レクサス浦和 さいたま市浦和区北浦和５丁目６番１号

40 レクサス越谷 越谷市神明町２丁目８７番地１

41 レクサス川口 川口市幸町１丁目４番１５号

42 レクサス川越 川越市松郷８５８番地２

43 レクサスＣＰＯ浦和美園 埼玉県さいたま市緑区美園３丁目１０番地６

44 浦和マイカーセンター さいたま市桜区上大久保１９６番地１

45 深谷マイカーセンター 深谷市東方町４丁目３３番地５

46 川越マイカーセンター 川越市大塚１丁目３２番地１１

47 所沢マイカーセンター 所沢市小手指台３７番地の０

48 商品管理室 行田市持田２６２３番地０

49 所沢総合センター 所沢市中富１５０９番地の０

50 本社車検センター さいたま市中央区下落合７丁目２番１８号

51
吉野町ボデーサービスセンター
関連事業部

さいたま市北区吉野町２丁目２５４番地１

52 越谷ボデーサービスセンター 越谷市神明町１丁目２５２番地１

53 行田技術研修センター 行田市若小玉２５０４番地３

54 行田物流センター 行田市持田２３１８番地１



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

教育の機会均等・教育水準の維持向上・社会教育等の振興・
普及を図る。
職員数　９，７４６人（令和４年３月３１日現在　再任用職
員・会計年度職員・指定管理職員・児童生徒を含む。）

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

81 学校教育

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

81

所 在 地 ふじみ野市福岡１－１－１

事 業 者 番 号 2117

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,739 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 ふじみ野市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 教育委員会教育部教育総務課 049-220-2080 kyoiku-soumu@city.fujimino.saitama.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,739

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス
https://www.city.fujimino.saitama.jp/soshikiichiran/kankyoka/kankyoka
kari/keikakujoureihoukoku/ondanka/2205.html

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211700 ふじみ野市教育委員会 1,739

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:049-220-2080kyoiku-soumu@city.fujimino.saitama.jp
https://www.city.fujimino.saitama.jp/soshikiichiran/kankyoka/kankyoka


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,469 3,411

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,469 3,411

　「第２期ふじみ野市環境基本計画・前期行動計画」（第6章 地球温暖化対策～ふじみ野市地
球温暖化対策実行計画～）に掲げる目標の達成に向けて、電気や燃料などの使い方を見直し省
資源化を進めるとともに、紙類などの分別、リサイクルを推進し、廃棄物の排出抑制と資源化
を進めながら、事務事業の効率化を図ります。
　日々の業務を点検し効率的な行政運営を進めることで、温室効果ガス及び環境負荷の軽減を
目指していきます。また、市民や地域の事業者の模範となるように、職員一人ひとりが積極的
に温暖化防止に取り組みます。
　なお、指定管理者等に対しても本計画の内容を周知し、対象組織に準じて取組を行うよう、
協力を求めます。

　エネルギー管理統括者（省エネ法）の副市長を筆頭に、「ふじみ野市地球温暖化対策実行計
画（第２期ふじみ野市環境基本計画 前期行動計画 第6章）」を推進します。
　各課・施設等の管理者（所属長）が、各課単位で地球温暖化対策の取り組みを推進し、目標
の達成を目指します。各職場では前年に比べてエネルギー使用量が増加した場合、その理由と
改善策を提出し実行します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

【第3計画期間】
令和元年度二酸化炭素排出量3570t-CO₂に対し、令和6年度末まで
に5％（178t-CO₂）削減します。
目標二酸化炭素排出量3392ｔ-CO₂

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,570 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 51

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

事 業 活 動 の 概 要

教育の機会均等・教育水準の維持向上・社会教育等の振興・普及
を図る。
職員数　９，７４６人（令和４年３月３１日現在　再任用職員・
会計年度職員・指定管理職員・児童生徒を含む。）

4 事業者番号 2117 事業所番号 211700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 ふじみ野市

字 ・ 地 番 福岡１－１－１

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ふじみ野市教育委員会



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ふじみ野市教育委員会 ふじみ野市福岡１－１－１

事業所リスト



対象施設一覧
所在地 備　　　　考

1 ふじみ野市教育委員会 福岡１－１－１

2 大井小学校 苗間３７

3 福岡小学校 西原２－６－１

4 駒西小学校 駒西３－６－１

5 上野台小学校 福岡１－２－１

6 鶴ヶ丘小学校 鶴ヶ岡１－３－１

7 西小学校 西２－１０－２５

8 東原小学校 大井２－９－１

9 西原小学校 大井武蔵野１３２２－４

10 元福小学校 元福岡３－１５－２

11 亀久保小学校 ふじみ野２－２２－１

12 三角小学校 亀久保１７０９－１

13 さぎの森小学校 駒林２８

14 東台小学校 大井７１０－１

15 大井中学校 苗間２４－１

16 福岡中学校 上野台３－３－１

17 葦原中学校 川崎３１０

18 花の木中学校 中福岡２１３－１

19 大井西中学校 大井武蔵野４０８－１

20 大井東中学校 ふじみ野３－２－１

21 なの花学校給食センター 福岡１－２－６

22 あおぞら学校給食センター 西鶴ヶ岡１７６９－１

23 旧大井村役場庁舎 苗間３４－６

24 埋蔵文化財整理室 大井中央２－１９－５

25 上福岡図書館 上野台３－３－１

部署･施設



所在地 備　　　　考部署･施設

26 大井図書館 大井中央２－１９－５

27 大井郷土資料館 大井中央２－１９－５

28 大井中央公民館 大井中央２－１－８

29 勤労福祉センター 福岡１－１－８

30 上福岡西公民館 上福岡５－２－１２

31 上福岡西公民館分室 新田１－３－１５

32 上福岡歴史民俗資料館 長宮１－２－１１

33 福岡河岸記念館 福岡３ー４－２

34 旭分館　　 苗間４０－３８

35 大井分館 大井２３４

36 苗間分館 苗間３７１　　　

37 亀久保分館 亀久保２－１６－２３　

38 鶴ヶ岡分館　　 鶴ヶ岡４－１６－２５

39 三角分館 亀久保１７４８－３　　

40 亀久保西分館　 亀久保１８１４－１　

41 学園分館　 亀久保１２２１－１１３　

42 江川分館 東久保１－２３－１２　

43 三保野分館 苗間５８５－１００　

44 武蔵野分館 大井武蔵野１３２８－５　　　

45 亀居分館　 大井中央１－１５－１１

46 原分館　 大井武蔵野１４２４　

47 緑ヶ丘分館　 西鶴ヶ岡２－１０－１　

48 八丁分館　 亀久保１６８３－１００

49 赤土原分館 亀久保６６９－４

50 亀久保南分館 亀久保１１４５－２４　

51 ふじみ野分館 ふじみ野２－２２－２



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

127,301.24 127,301.24

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.7

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0273 0.0268

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,469 3,411

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 2.8 4.5

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,570 3,469 3,411

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,767 1,739

事業所番号 211700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

上福岡公民館・勤労福祉センター改修工事を行なっていたため、エネルギー使用量が少
なかった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

上福岡公民館が令和３年度より市長部局所管となったことで、教育部での集計外とな
り、教育部全体のエネルギー使用量が減少した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 211700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

R3

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

市内小中学校体育館の照明をLED化する R3 R3

9 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

パソコン・コピー機など節電モードを活用す
る（第三計画期間中、継続運用）

R1以前

R3

8 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

エレベーターや自動ドアは、使わず、階段
や開閉式扉を利用する（第三計画期間中、
継続運用）

R1以前 R3

7 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

個人の暖房冷房器具の使用を控える（第三
計画期間中、継続運用）

R1以前

R3

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

使用していない場所、開庁前後。昼休み
等、業務に支障のない範囲で不必要な照
明を消灯する（窓際などで自然光を活用す
る）（第三計画期間中、継続運用）

R1以前 R3

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

着衣で温度調節を行う（クールビズ・ウォー
ムビズの実践）（第三計画期間中、継続運
用）

R1以前

R3

4 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

各課でのコーヒーメーカー、電気ポット等の
利用は最小限に留める（第三計画期間中、
継続運用）

R1以前 R3

3 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

終業時間及び離席中は、個人用パソコンの
電源をOFFにする（第三計画期間中、継続
運用）

R1以前

R3

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

ふじみ野市地球温暖化対策実行計画に基
づくエネルギー使用量調査（第三計画期間
中、継続運用）

R1以前 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
ふじみ野市地球温暖化対策実行計画推進
体制整備（第三計画期間中、継続運用）

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 211700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 211700















































































地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 草加市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 埼玉県草加市高砂一丁目１番１号

事 業 者 番 号 2119

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,106 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

事業内容（地方公共団体）
従業員数（329人、令和4年7月1日現在の草加市教育委員会が
所管する施設の正規職員及び会計年度任用職員の数。ただ
し、教育委員会事務局分を除く。）
敷地面積（608,891平方メートル）、延床面積（254,278平方
メートル）

区 分 その他

百万円

332従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 211900 埼玉県草加市立草加小学校 3,106

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 3,106

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 草加市教育委員会総務企画課

所 在 地 １ 埼玉県草加市高砂1-1-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:30～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 教育総務部総務企画課 048-922-2619 somukikakuka@city.soka.saitama.jp

mailto:somukikakuka@city.soka.saitama.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,726 6,202

　平成１２年に策定した「環境にやさしい庁内率先実行計画（エコ計画）」では、市が行政運
営する際に様々な形で環境に負荷を与えていることを認識し、「草加市役所」を環境に重荷を
与えている事業場として位置づけ、組織をあげて、職員一人ひとりが省エネルギー・省資源、
リサイクル等を率先実行し、二酸化炭素等の温室効果ガスの総排出量を抑制し、「環境にやさ
しいオフィス草加市役所」づくりを目指すことを目的として実施していた。令和２年３月に
は、「草加市役所エコ計画－第四次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を策定し、市の
事務事業に伴う温室効果ガス排出量を削減し、環境への負荷の低減に努めることにより、「環
境にやさしいオフィス草加市役所」を実現することを目的として、実施している。

〔上記草加市が策定した「環境にやさしい庁内率先実行計画（エコ計画）」に基づき、次の推
進体制においてその一翼を担っている〕
①「環境施策管理会議規程」に基づく推進体制
  １）環境施策管理会議（環境会議）…副市長、教育長、市長室長、総合政策部長、総務部
長、自治文化部長、健康福祉部長、子ども未来部長、市民生活部長、都市整備部長、建設部
長、教育総務部長、病院事務部長、議会事務局長、上下水道部長をもって組織する。環境会議
の議長は副市長、副議長は教育長を充てる。
  ２）環境指導員会議…環境指導員（各部局の副部長）をもって組織する。座長は市民生活部
副部長、副座長は総務部副部長をもって充てる。
②「環境マネジメント組織設置規程」に基づく推進体制
  １）環境管理組織…①環境管理統括者（市長）②環境管理責任者（市民生活部長）③環境施
策管理会議④内部環境監査チーム⑤環境管理事務局（環境課）
  ２）実行部門組織（教育委員会）…(1) 実行部門長（教育総務部長：地球温暖化対策推進
者）(2) 環境推進責任者（各課長、施設長、学校長等）(3) 環境推進員

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,726 6,202

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2119 事業所番号 211900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 草加市

字 ・ 地 番 住吉一丁目１１番64号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼玉県草加市立草加小学校
前年度にお

ける事業所数 41

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

事業内容（地方公共団体）
従業員数（329人）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

平成30年度を基準（5,495ｔ-CO2）とし、令和5年度までに10％の
削減を目標とする。
令和６年度については、市が定める次期地球温暖化対策実行計画
で、削減目標を設定する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,495 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 他　　別表参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 埼玉県草加市立草加小学校 草加市住吉一丁目１１番64号

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,869 3,106

前 年 度 比 （ ％ ） － 8.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,495 5,726 6,202

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -4.2 -12.9

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,726 6,202

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0225 0.0244

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 8.4

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

254,503.00 254,278.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211900

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令和２年度は、小中学校の夏季休業期間が短縮となり、エアコンの稼働日数が増えたこ
と、また、教育環境の向上と避難所としての防災機能強化を図るため、順次、屋内運動
場へのエアコン設置を進め、エアコンを使用したことにより、電気等の使用量が増加し
た。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令和３年度は、小中学校の一斉臨時休業がなかったため、エアコンの稼働日数が増えた
こと、また、屋内運動場へのエアコン設置を順次進めている中で、令和２年度に設置し
た小中学校７校の屋内運動場のエアコンを通年で使用したことにより、電気等の使用量
が増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 211900

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

各事業所に対し、四半期毎に前年度実績
対比を示し、抑制値に達しなかった事業所
への指導・監督　＜第３計画期間も継続＞

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 地球温暖化対策に関する推進組織の整備 R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不在時における照明器具の電源切断の徹
底
＜第３計画期間も継続＞

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

エアコンの温度設定を、冷房時28度、暖房
時20度の徹底
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前

6 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
草加市がＩＳＯ14001認証を返上したことに
伴い、平成24年度から草加市に準じた独
自の環境マネジメントシステムへ移行

R1以前 R1以前

5 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

不在時におけるPC等、事務機器の電源切
断の徹底
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前

8 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

小中学校の全普通教室及び音楽室への
エアコンの設置、運用開始に伴い、「草加
市学校施設における空調設備使用基準」
を策定

R1以前 R1以前

7 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
太陽光発電の推進のため、民間企業に対
し市内小中学校の屋根貸事業(ソーラーパ
ネル設置)に着手

R1以前

R1以前

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

小中学校にLED照明の導入を検討中
＊導入する場合は、令和3年度以降となる

R5

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

学校内の照明器具の省エネルギー機器へ
の転換を推進
＜第３計画期間も継続＞

R1以前

13

R2

12

11 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

中央図書館でLED照明を導入
＊令和2年度に導入済

R2

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 211900



別表　事業所一覧

№ 事業所名 住所
電話

市外局番048

1 草加市立草加小学校 草加市住吉1-11-64 927-3568

2 草加市立高砂小学校 草加市中央1-2-5 924-3425

3 草加市立新田小学校 草加市旭町6-12-11 941-3087

4 草加市立谷塚小学校 草加市谷塚仲町440 925-2422

5 草加市立栄小学校 草加市松原1-3-2 941-2164

6 草加市立川柳小学校 草加市青柳7-27-10 931-5025

7 草加市立瀬崎小学校 草加市瀬崎町241 924-9656

8 草加市立西町小学校 草加市西町270 924-7245

9 草加市立新里小学校 草加市新里町759 924-7248

10 草加市立花栗南小学校 草加市花栗4-3-1 941-2854

11 草加市立八幡小学校 草加市八幡町65 936-6293

12 草加市立新栄小学校 草加市新栄4-959 941-2189

13 草加市立清門小学校 草加市清門3-37-1 941-6755

14 草加市立稲荷小学校 草加市稲荷5-11-1 936-5855

15 草加市立氷川小学校 草加市氷川町448 928-6771

16 草加市立八幡北小学校 草加市八幡町1148 936-0773

17 草加市立長栄小学校 草加市長栄1-762 942-9874

18 草加市立青柳小学校 草加市青柳3-17-1 931-0899

19 草加市立小山小学校 草加市小山2-8-1 941-1701

20 草加市立両新田小学校 草加市両新田西町55 927-8411

21 草加市立松原小学校 草加市松原4-6-1 941-3214

22 草加市立草加中学校 草加市氷川町2179-4 925-5201

23 草加市立栄中学校 草加市松原3-7-1 941-2587

24 草加市立谷塚中学校 草加市谷塚上町62 925-2421

25 草加市立川柳中学校 草加市青柳7-35-1 931-5827

26 草加市立新栄中学校 草加市新栄1-33 941-5034

27 草加市立瀬崎中学校 草加市瀬崎町925-2 927-6297

28 草加市立花栗中学校 草加市花栗4-15-12 941-5833

29 草加市立両新田中学校 草加市両新田西町368-1 924-5051

30 草加市立新田中学校 草加市長栄1-767 942-9872

31 草加市立青柳中学校 草加市青柳8-58-10 936-4001

32 草加市立松江中学校 草加市松江3-14-33 936-9903

33 草加市教育支援室 草加市松江1-1-32 933-7591

34 草加市立中央公民館 草加市住吉2-9-1 922-5344

35 草加市立柿木公民館 草加市柿木町1263 931-3117

36 草加市立新里文化センター 草加市新里町983 927-3362

37 草加市立新田西文化センター 草加市清門町571 942-0778

38 草加市立谷塚文化センター 草加市谷塚仲町440 928-6271

39 草加市立川柳文化センター 草加市青柳6-45-17 936-4088

40 草加市立中央図書館 草加市松原1-1-9 946-3000

41 歴史民俗資料館 草加市住吉1-11-29 922-0402



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 明治安田生命保険相互会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

67 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

67

所 在 地 東京都千代田区丸の内２－１－１

事 業 者 番 号 2120

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,374 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

・生命保険業
・県内従業員数2,444人（うち営業職員〈MYライフプランアド
バイザー〉2,034人／2022年3月末現在）
・基金総額9,800億円（基金償却積立金を含む／2022年3月末
現在）

区 分 企業

980,000 百万円

48,179従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212000 浦和高砂センタービル 1,374

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,374

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 第二明宝ビル（明治安田生命ビルマネジメント（株）首都圏西センター内）

所 在 地 １ 東京都 新宿区西新宿１－１９－５ 　第二明宝ビル

閲 覧 可 能
時 間 １ 9：00～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 明治安田生命不動産部 03-3283-9086

県による報告書の公表を希望 する



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 2,693 2,701

生命保険事業を展開するにあたり、環境に及ぼす影響に配慮し、地球温暖化の抑制や環境汚染の
防止に努めるとともに事業活動に伴い発生する環境への負荷を低減させるため、省資源・省エネ
ルギー、資源のリサイクル、および環境配慮型製品の購入等を推進し、資源とエネルギーの有効
活用に努めます。
また、全従業員に環境保全に対する意識の向上を図り、地域社会における活動への参加・協賛を
はじめ、環境保全活動に積極的に参画することで、暮らしやすいまちづくりに貢献します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,693 2,701

そ の 他 ガ ス

経営会議（経営者）

企画部（ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ経営推進担当）

不動産部（長）

（温暖化対策推進者）

テナント

テナント

ビル管理会社

支社長（事業所長）

総務・内部管理推進部長

（推進担当者）

支社長（事業所長）

総務・内部管理推進部長

（推進担当者）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2120 事業所番号 212000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市浦和区

字 ・ 地 番 高砂２－１４－１８

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 浦和高砂センタービル
前年度にお

ける事業所数 62

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 67 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 67

事 業 活 動 の 概 要

生命保険業
県内従業員2,444人（うち営業職員〈MYライフプランアドバイ
ザー〉2,034人／2022年3月末現在

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

平成27年度～平成31年度の実績排出量平均（3,175t-CO2）に対し
て、令和6年度までに150t-CO2削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,175 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙参照 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 浦和高砂センタービル さいたま市浦和区高砂２－１４－１８

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,370 1,374

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,175 2,693 2,701

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 15.2 14.9

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,693 2,701

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0470 0.0452

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.9

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

57,317.09 59,819.96



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212000

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。
・空調温度目安の設定（室温27～28℃目安として空調温度設定するよう推進）
・空調機の更新とエネルギー使用量の見える化・最適化による運営改善の推進
・OA機器のこまめな電源オフ、最終帰宅時のﾌﾟﾘﾝﾀｰ等電源オフ

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が増加したと考えられる。
・延床面積の増加（事業所の増加）
・コロナ過による換気のため窓や扉解放により、空調使用が増加したと思われる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212000

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調運転時間の短縮（空調開始時間を8：
30とするよう推進）
第3計画期間も継続

R1以前

1 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調温度目安の設定（室温27～28℃目安
として空調温度設定するよう推進）
第3計画期間も継続

R1以前

4 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

電力の「見える化」機能を活用した節電の
推進
第3計画期間も継続

R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調以外の節電取組み（昼休み・不在時の消灯・減
灯、長時間離席時のパソコン等電源OFF、近隣階への
階段移動など）
第3計画期間も継続

R1以前

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 212000





地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 さいたま市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 さいたま市浦和区常盤６－４－４

事 業 者 番 号 2121

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

15,807 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

　教育の政治的中立性を保持し、学校教育や生涯学習等の振
興のため、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づ
き、市長から独立して設置された行政委員会

正規職員数（令和4年5月1日現在）
・事務部局職員　　　６３０人
・市立学校職員　５，３１６人

区 分 その他

百万円

従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212100 さいたま市教育委員会 15,807

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 15,807

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ さいたま市役所　第二別館２階　教育政策室

所 在 地 １ さいたま市浦和区常盤６－４－４

閲 覧 可 能
時 間 １ 午前８時３０分　～　午後５時１５分

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 管理部　教育政策室 048-829-1626 kyoiku-seisaku@city.saitama.lg.jp

mailto:048-829-1626kyoiku-seisaku@city.saitama.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 30,327 31,261

　『さいたま市地球温暖化対策実行計画』において、「市はさまざまな事務・事業を行う行政の
主体としての役割のほか、市内でも極めて大規模な温室効果ガス排出事業者としての性格を併せ
持っているため、事業者や市民等にも地球温暖化対策に向けた自主的かつ積極的な取組の実行を
求めるとともに、市自らも事業者・消費者の一員として、率先して温室効果ガスの排出抑制を推
進する意義は極めて大きいと考えます。
　地域の温室効果ガスの実質的な排出抑制に積極的に寄与するため、自らの事務・事業における
温室効果ガスの排出抑制に向けて更に取組を推進するものとします。
　なお、原則として市の全組織に均等に温室効果ガス削減義務を課すこととし、エネルギー使用
の単位となる事業場（施設）毎にエネルギー使用合理化について責任を負い、目標達成を目指す
こととします。」とあり、教育委員会もこの方針に従っている。

別紙参照

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 30,327 31,261

そ の 他 ガ ス



さいたま市 エネルギー管理推進体制 代表者責任者：市長

※ 体制図は省略

水道局 エネルギー管理推進体制 代表者責任者：水道事業管理者

※体制図は省略

エネルギーの使用の合理化に関する法律等に係る エネルギー管理（エネルギー使用合理化）推進体制
別 紙

※小・中・特別支援学校・付属幼稚園については教育財務課長が責任者
さいたま市教育委員会 エネルギー管理推進体制

代表者責任者：教育長

教育委員会

エネルギー管理担当

（取りまとめ業務）

教育政策室 担当者

（エネルギー管理士）

エネルギー管理統括者：副教育長
（地球温暖化対策推進者）

管理部責任者：管理部長 課責任者：各課長

特定事業者としての教育委員会全体の
エネルギー使用状況把握、使用量削減計画の作成、省エネ事業統括 課・所・館・学校単位の

エネルギー使用状況把握、使用量削減計画の作成、省エネ事業実施

部に帰属する事業場のエネルギー
管理に係る業務の実施調整

特定事業者エネルギー使用量削減計画作成の基本とす
る考え方

教育委員会が作成する削減計画においては、市長部局
と連携し、原則として教育委員会事務局組織に均等に削
減義務を課し、エネルギー使用の合理化について責任を
負い、目標達成を目指す。

学校教育部責任者：学校教育部長 課・所責任者：各課・所長

課・館責任者：各課・館長生涯学習部責任者：生涯学習部長

生涯学習総合センター責任者：

生涯学習総合センター館長
公民館責任者：各公民館長

中央図書館責任者：中央図書館長 図書館責任者：各図書館長

市立高等学校責任者：各事務長

連

携



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2121 事業所番号 212100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市浦和区常盤

字 ・ 地 番 ６－４－４

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 さいたま市教育委員会
前年度にお

ける事業所数 279

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

　学校教育や生涯学習等の振興のため、地方教育行政の組織及び
運営に関する法律に基づき、市長から独立して設置された行政委
員会。事務局部門６３０人、市立学校職員　５，３１６人であ
る。

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和元年度の排出量（30,162t-CO2)に対し、削減期間末（令和６
年度）の削減率を５％とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 30,162 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 その他別紙のとおり

3

番号 事業所名 所 在 地

1 さいたま市教育委員会 さいたま市浦和区常盤６－４－４

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25
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１．市立小学校（１０４校）

学校名
1 高 砂 小 学 校
2 常 盤 小 学 校
3 木 崎 小 学 校
4 谷 田 小 学 校
5 仲 本 小 学 校
6 本 太 小 学 校
7 三 室 小 学 校
8 尾 間 木 小 学 校
9 南 浦 和 小 学 校

10 浦 和 別 所 小 学 校
11 北 浦 和 小 学 校
12 仲 町 小 学 校
13 上 木 崎 小 学 校
14 岸 町 小 学 校
15 大 谷 場 小 学 校
16 土 合 小 学 校
17 大 久 保 小 学 校
18 原 山 小 学 校
19 針 ヶ 谷 小 学 校
20 大 谷 場 東 小 学 校
21 大 門 小 学 校
22 野 田 小 学 校
23 西 浦 和 小 学 校
24 辻 小 学 校
25 大 東 小 学 校
26 文 蔵 小 学 校
27 沼 影 小 学 校
28 大 谷 口 小 学 校
29 栄 和 小 学 校
30 道 祖 土 小 学 校
31 田 島 小 学 校
32 大 久 保 東 小 学 校
33 浦 和 大 里 小 学 校
34 新 開 小 学 校
35 神 田 小 学 校
36 中 尾 小 学 校
37 善 前 小 学 校
38 大 牧 小 学 校
39 中 島 小 学 校
40 芝 原 小 学 校
41 常 盤 北 小 学 校
42 向 小 学 校
43 大 宮 小 学 校
44 大 宮 東 小 学 校
45 大 宮 南 小 学 校
46 大 宮 北 小 学 校
47 桜 木 小 学 校
48 三 橋 小 学 校
49 大 成 小 学 校
50 東 大 成 小 学 校
51 日 進 小 学 校
52 日 進 北 小 学 校
53 宮 原 小 学 校
54 植 竹 小 学 校
55 大 砂 土 小 学 校
56 大 砂 土 東 小 学 校
57 見 沼 小 学 校
58 指 扇 小 学 校
59 馬 宮 東 小 学 校
60 馬 宮 西 小 学 校

さいたま市浦和区本太2‐26‐25
さいたま市緑区三室1994
さいたま市緑区東浦和8‐11‐5

所在地
さいたま市浦和区岸町4‐1‐29
さいたま市浦和区常盤9‐30‐9
さいたま市浦和区領家4‐19‐4
さいたま市南区太田窪5‐10‐6
さいたま市浦和区本太2‐12‐31

さいたま市南区白幡1‐1‐20
さいたま市南区別所2‐5‐34
さいたま市浦和区北浦和2‐18‐3
さいたま市浦和区常盤8‐18‐4
さいたま市浦和区上木崎3‐4‐3
さいたま市浦和区岸町5‐20‐4
さいたま市南区南浦和1‐18‐3
さいたま市桜区西堀7‐21‐1
さいたま市桜区五関21
さいたま市緑区原山1‐30‐12
さいたま市浦和区領家7‐2‐1
さいたま市南区大谷場2‐13‐54
さいたま市緑区大門1189
さいたま市緑区上野田16
さいたま市南区曲本1‐3‐5
さいたま市南区辻6‐3‐28
さいたま市浦和区大東3‐14‐1
さいたま市南区文蔵5‐16‐29
さいたま市南区沼影2‐8‐36
さいたま市南区広ヶ谷戸24
さいたま市桜区栄和1‐7‐1
さいたま市緑区道祖土1‐1‐1
さいたま市桜区田島10‐12‐1
さいたま市桜区大久保領家331
さいたま市南区別所7‐14‐28
さいたま市桜区新開2‐18‐1
さいたま市桜区神田541‐1
さいたま市緑区中尾2596
さいたま市南区太田窪2500‐1
さいたま市緑区東浦和6‐12‐3
さいたま市桜区中島1‐28‐1
さいたま市緑区芝原2‐5
さいたま市浦和区針ヶ谷4‐2‐12
さいたま市南区大谷口5437
さいたま市大宮区大門町3‐3
さいたま市大宮区堀の内町3‐145
さいたま市大宮区吉敷町3‐87
さいたま市大宮区宮町3‐84
さいたま市大宮区桜木町4‐328‐9
さいたま市大宮区三橋2‐20
さいたま市大宮区大成町2‐282
さいたま市北区東大成町2‐12
さいたま市北区日進町2‐911
さいたま市北区日進町3‐178
さいたま市北区宮原町4‐102‐6
さいたま市北区植竹町2‐1
さいたま市北区本郷町1
さいたま市見沼区大和田町2‐998
さいたま市見沼区東大宮2‐45
さいたま市西区西大宮1-49-6
さいたま市西区西遊馬189‐1
さいたま市西区飯田新田189‐2
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61 植 水 小 学 校
62 片 柳 小 学 校
63 七 里 小 学 校
64 春 岡 小 学 校
65 大 宮 西 小 学 校
66 栄 小 学 校
67 大 宮 別 所 小 学 校
68 芝 川 小 学 校
69 蓮 沼 小 学 校
70 上 小 小 学 校
71 宮 前 小 学 校
72 大 谷 小 学 校
73 島 小 学 校
74 指 扇 北 小 学 校
75 東 宮 下 小 学 校
76 泰 平 小 学 校
77 海 老 沼 小 学 校
78 春 野 小 学 校
79 与 野 本 町 小 学 校
80 上 落 合 小 学 校
81 大 戸 小 学 校
82 下 落 合 小 学 校
83 与 野 西 北 小 学 校
84 鈴 谷 小 学 校
85 与 野 八 幡 小 学 校
86 与 野 南 小 学 校
87 岩 槻 小 学 校
88 太 田 小 学 校
89 川 通 小 学 校
90 柏 崎 小 学 校
91 和 土 小 学 校
92 新 和 小 学 校
93 慈 恩 寺 小 学 校
94 河 合 小 学 校
95 東 岩 槻 小 学 校
96 城 北 小 学 校
97 徳 力 小 学 校
98 上 里 小 学 校
99 西 原 小 学 校

100 城 南 小 学 校
101 辻 南 小 学 校
102 つ ば さ 小 学 校
103 美 園 小 学 校
104 美 園 北 小 学 校

２．市立中学校（５８校）
学校名

1 岸 中 学 校
2 常 盤 中 学 校
3 木 崎 中 学 校
4 原 山 中 学 校
5 本 太 中 学 校
6 東 浦 和 中 学 校
7 南 浦 和 中 学 校
8 白 幡 中 学 校
9 大 原 中 学 校

10 土 合 中 学 校
11 大 久 保 中 学 校
12 大 谷 場 中 学 校
13 美 園 中 学 校
14 大 谷 口 中 学 校
15 田 島 中 学 校

さいたま市西区中野林225‐1
さいたま市見沼区東新井244‐1
さいたま市見沼区東宮下312
さいたま市見沼区春岡2‐29‐1
さいたま市西区三橋5‐1359
さいたま市西区飯田811
さいたま市北区別所町42‐1
さいたま市大宮区天沼町2‐1077
さいたま市見沼区蓮沼1070
さいたま市大宮区上小町1337‐1
さいたま市西区宮前町341
さいたま市見沼区大谷18
さいたま市見沼区島町533‐2
さいたま市西区中釘1506‐1
さいたま市見沼区東宮下215‐1
さいたま市北区今羽町628
さいたま市見沼区東新井710‐5
さいたま市見沼区春野1‐10‐1
さいたま市中央区本町東3‐5‐23
さいたま市中央区上落合4‐14‐24
さいたま市中央区新中里1‐6‐28
さいたま市中央区上落合1‐7‐33
さいたま市中央区円阿弥4‐3‐7
さいたま市中央区鈴谷5‐1‐1
さいたま市中央区本町東5‐23‐14
さいたま市中央区大戸6‐2‐25
さいたま市岩槻区本町5‐6‐45
さいたま市岩槻区仲町1‐17‐3
さいたま市岩槻区大野島422‐1
さいたま市岩槻区柏崎762
さいたま市岩槻区黒谷1353
さいたま市岩槻区尾ヶ崎1252
さいたま市岩槻区慈恩寺259
さいたま市岩槻区平林寺351
さいたま市岩槻区諏訪2‐6‐1
さいたま市岩槻区岩槻6619
さいたま市岩槻区徳力136‐4
さいたま市岩槻区上里2‐2
さいたま市岩槻区西原6‐25
さいたま市岩槻区南下新井1191‐1
さいたま市南区辻8‐7‐32
さいたま市北区宮原町3‐902‐4

さいたま市緑区美園2-12-11

所在地
さいたま市南区南本町2‐25‐27
さいたま市浦和区針ヶ谷4‐1‐9

さいたま市緑区美園5-33

さいたま市浦和区瀬ヶ崎2‐17‐1
さいたま市緑区太田窪1‐10‐22
さいたま市浦和区領家1‐4‐15
さいたま市緑区中尾1207‐1
さいたま市南区辻6‐1‐33
さいたま市南区白幡2‐18‐13
さいたま市浦和区大原3‐1‐11
さいたま市桜区町谷1‐19‐1
さいたま市桜区五関282
さいたま市南区大谷場2‐13‐54
さいたま市緑区大崎2550‐3
さいたま市南区広ヶ谷戸21
さいたま市桜区田島10‐13‐1
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16 三 室 中 学 校
17 上 大 久 保 中 学 校
18 内 谷 中 学 校
19 尾 間 木 中 学 校
20 大 宮 東 中 学 校
21 大 宮 南 中 学 校
22 大 宮 北 中 学 校
23 桜 木 中 学 校
24 三 橋 中 学 校
25 大 成 中 学 校
26 日 進 中 学 校
27 宮 原 中 学 校
28 植 竹 中 学 校
29 大 砂 土 中 学 校
30 指 扇 中 学 校
31 馬 宮 中 学 校
32 片 柳 中 学 校
33 春 里 中 学 校
34 大 宮 西 中 学 校
35 七 里 中 学 校
36 泰 平 中 学 校
37 宮 前 中 学 校
38 植 水 中 学 校
39 大 谷 中 学 校
40 第 二 東 中 学 校
41 土 屋 中 学 校
42 大 宮 八 幡 中 学 校
43 土 呂 中 学 校
44 春 野 中 学 校
45 与 野 東 中 学 校
46 与 野 西 中 学 校
47 与 野 南 中 学 校
48 八 王 子 中 学 校
49 岩 槻 中 学 校
50 川 通 中 学 校
51 城 南 中 学 校
52 慈 恩 寺 中 学 校
53 城 北 中 学 校
54 桜 山 中 学 校
55 柏 陽 中 学 校
56 西 原 中 学 校
57 浦 和 中 学 校
58 美 園 南 中 学 校

３．市立高等学校（３校）
学校名

1 浦 和 高 等 学 校
2 浦 和 南 高 等 学 校
3 大 宮 北 高 等 学 校

４．中等教育学校（１校）
学校名

1
大宮国際中等教育学

校

５．特別支援学校（２校）
学校名

1 ひまわり特別支援学校

2 さくら草特別支援学校

６．公民館（６０館）
施設名

1 生涯学習総合センター

さいたま市緑区馬場1‐38‐2
さいたま市桜区上大久保861‐1
さいたま市南区内谷6‐10‐1
さいたま市緑区東浦和4‐29‐1
さいたま市大宮区堀の内町1‐99
さいたま市大宮区天沼町2‐362
さいたま市大宮区寿能町1‐21
さいたま市大宮区桜木町4‐219
さいたま市大宮区三橋1‐1300
さいたま市大宮区大成町2‐379
さいたま市北区櫛引町2‐503‐1
さいたま市北区宮原町4‐129
さいたま市北区土呂町352
さいたま市見沼区東大宮1‐100‐1
さいたま市西区西大宮3-31-1
さいたま市西区二ツ宮589‐1
さいたま市見沼区御蔵551
さいたま市見沼区小深作268‐19
さいたま市西区三橋6‐1558
さいたま市見沼区東宮下1‐1‐1
さいたま市北区本郷町1991
さいたま市西区宮前町1467‐1
さいたま市西区三条町345‐1
さいたま市見沼区大谷1634‐2
さいたま市大宮区天沼町1‐760
さいたま市西区土屋1766‐1
さいたま市見沼区南中丸357
さいたま市北区見沼3‐75
さいたま市見沼区春野2‐2‐1
さいたま市中央区下落合3‐21‐10
さいたま市中央区鈴谷8‐10‐33
さいたま市中央区大戸2‐6‐25
さいたま市中央区八王子4‐2‐1
さいたま市岩槻区仲町1‐14‐35
さいたま市岩槻区長宮435
さいたま市岩槻区笹久保577
さいたま市岩槻区裏慈恩寺505
さいたま市岩槻区本宿392‐1
さいたま市岩槻区表慈恩寺684‐1
さいたま市岩槻区真福寺454
さいたま市岩槻区岩槻3750

さいたま市緑区美園6-15
さいたま市浦和区元町1‐28‐17

所在地
さいたま市浦和区元町1‐28‐17
さいたま市南区辻6‐5‐31
さいたま市北区奈良町91‐1

所在地

さいたま市大宮区三橋4-96

さいたま市大宮区桜木町1‐10‐18　シーノ大宮センタープラザ内

所在地
さいたま市西区三橋6‐1587
さいたま市緑区三室636‐80

所在地
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2 指 扇 公 民 館
3 馬 宮 公 民 館
4 植 水 公 民 館
5 内 野 公 民 館
6 大 砂 土 公 民 館
7 日 進 公 民 館
8 宮 原 公 民 館
9 植 竹 公 民 館

10 桜 木 公 民 館
11 大 宮 南 公 民 館
12 大 宮 中 部 公 民 館
13 大 宮 北 公 民 館
14 三 橋 公 民 館
15 大 成 公 民 館
16 大 宮 東 公 民 館
17 大 砂 土 東 公 民 館
18 片 柳 公 民 館
19 七 里 公 民 館
20 春 岡 公 民 館
21 鈴 谷 公 民 館
22 大 戸 公 民 館
23 与 野 本 町 公 民 館
24 上 落 合 公 民 館
25 下 落 合 公 民 館
26 田 島 公 民 館
27 土 合 公 民 館
28 大 久 保 公 民 館
29 栄 和 公 民 館
30 大 久 保 東 公 民 館
31 岸 町 公 民 館
32 領 家 公 民 館
33 浦 和 南 公 民 館
34 上 木 崎 公 民 館
35 大 東 公 民 館
36 仲 本 公 民 館
37 針 ヶ 谷 公 民 館
38 本 太 公 民 館
39 仲 町 公 民 館
40 常 盤 公 民 館
41 北 浦 和 公 民 館
42 南 箇 公 民 館
43 文 蔵 公 民 館
44 南 浦 和 公 民 館
45 谷 田 公 民 館
46 六 辻 公 民 館
47 西 浦 和 公 民 館
48 別 所 公 民 館
49 東 浦 和 公 民 館
50 善 前 公 民 館
51 大 古 里 公 民 館
52 三 室 公 民 館
53 尾 間 木 公 民 館
54 原 山 公 民 館
55 美 園 公 民 館
56 岩 槻 本 丸 公 民 館
57 岩 槻 本 町 公 民 館
58 岩 槻 南 部 公 民 館
59 岩 槻 北 部 公 民 館
60 岩 槻 城 址 公 民 館

さいたま市西区高木449‐1
さいたま市西区西遊馬236‐2
さいたま市西区中野林173‐2

さいたま市北区本郷町284
さいたま市北区日進町2‐1195‐2
さいたま市北区宮原町4‐66‐4

さいたま市西区三橋6-1457-1

さいたま市北区盆栽町430
さいたま市大宮区桜木町1‐10‐18　シーノ大宮センタープラザ5階

さいたま市大宮区吉敷町4‐223‐2
さいたま市大宮区仲町3‐30‐2
さいたま市大宮区宮町3‐113‐3
さいたま市大宮区三橋2‐20
さいたま市大宮区大成町2‐335‐1
さいたま市大宮区堀の内町3‐140
さいたま市見沼区大和田町2‐1445
さいたま市見沼区東新井117‐2
さいたま市見沼区東宮下265‐1
さいたま市見沼区深作1‐5‐1
さいたま市中央区鈴谷7‐5‐11
さいたま市中央区大戸3‐14‐21
さいたま市中央区本町西1‐14‐12
さいたま市中央区上落合6‐9‐3
さいたま市中央区下落合5‐4‐17
さいたま市桜区田島3‐27‐6
さいたま市桜区西堀4‐2‐35
さいたま市桜区五関839‐2
さいたま市桜区道場2‐11‐27
さいたま市桜区大久保領家131‐6
さいたま市浦和区岸町5‐1‐3
さいたま市浦和区領家4‐21‐21
さいたま市浦和区神明1‐28‐13
さいたま市浦和区上木崎3‐2‐14
さいたま市浦和区大東2‐13‐16
さいたま市浦和区本太2‐12‐40
さいたま市浦和区針ヶ谷3‐4‐14
さいたま市浦和区本太4‐3‐23
さいたま市浦和区常盤4‐1‐12
さいたま市浦和区常盤9‐30‐1
さいたま市浦和区北浦和2‐19‐25
さいたま市浦和区領家3‐15‐10
さいたま市南区文蔵4‐19‐3
さいたま市南区大谷場2‐6‐25
さいたま市南区大谷口1089‐1
さいたま市南区根岸3‐10‐7
さいたま市南区曲本2‐7‐11
さいたま市南区別所5‐21‐13
さいたま市南区大谷口5339
さいたま市南区太田窪2504‐5
さいたま市緑区三室2614‐2
さいたま市緑区三室1946‐5
さいたま市緑区大間木749
さいたま市緑区原山2‐33‐1
さいたま市緑区大門1973‐1
さいたま市岩槻区本丸3‐17‐1
さいたま市岩槻区本町4‐2‐25
さいたま市岩槻区笹久保1348‐1
さいたま市岩槻区慈恩寺904‐1
さいたま市岩槻区太田3‐4‐1



さいたま市教育委員会　所管施設一覧 別紙

5／5

７．図書館（２５館）
施設名

1 中 央 図 書 館
2 北 浦 和 図 書 館
3 東 浦 和 図 書 館
4 美 園 図 書 館
5 大 宮 図 書 館
6 桜 木 図 書 館
7 大 宮 西 部 図 書 館
8 馬 宮 図 書 館
9 三 橋 分 館

10 春 野 図 書 館
11 大 宮 東 図 書 館
12 七 里 図 書 館
13 片 柳 図 書 館
14 与 野 図 書 館
15 与 野 南 図 書 館
16 与野図書館西分館
17 岩 槻 図 書 館
18 岩槻駅東口図書館
19 岩 槻 東 部 図 書 館
20 桜 図 書 館
21 桜図書館大久保東分館

22 北 図 書 館
23 宮 原 図 書 館
24 武 蔵 浦 和 図 書 館
25 南 浦 和 図 書 館

８．その他（２５施設）
施設名

1 北 教 育 相 談 室
2 堀 崎 教 育 相 談 室
3 下落合教育相談室
4 岸 町 教 育 相 談 室
5 美 園 教 育 相 談 室
6 岩 槻 教 育 相 談 室
7 教 育 研 究 所
8 与野本町学校給食センター

9 青少年宇宙科学館
10 宇 宙 劇 場
11 博 物 館
12 浦 和 博 物 館
13 浦和くらしの博物館民家園

14 旧坂東家住宅見沼くらしっく館

15 岩 槻 郷 土 資 料 館
16 う ら わ 美 術 館
17 五 反 田 会 館
18 鹿 室 南 集 会 所
19 土 器 の 館
20 文 化 財 資 料 室
21 旧 与 野 公 民 館
22 時 の 鐘
23 岩 槻 藩 遷 喬 館
24 旧 高 野 家 離 座 敷
25 鴻 沼 資 料 館

所在地
さいたま市浦和区東高砂町11‐1
さいたま市浦和区北浦和1‐4‐2
さいたま市緑区中尾1440‐8

埼玉県さいたま市大宮区吉敷町1-124-1
さいたま市大宮区桜木町1‐10‐18　シーノ大宮センタープラザ4階

さいたま市北区櫛引町2‐499‐1

さいたま市緑区下野田655

さいたま市西区西遊馬533‐1
さいたま市西区三橋6‐642‐4
さいたま市見沼区春野2‐12‐1
さいたま市見沼区堀崎町48‐1
さいたま市見沼区大谷1210
さいたま市見沼区染谷3‐147‐1
さいたま市中央区下落合5‐11‐11
さいたま市中央区大戸6‐28‐16
さいたま市中央区桜丘2‐6‐28
さいたま市岩槻区本町4‐2‐25
さいたま市岩槻区本町3‐1‐1
さいたま市岩槻区東岩槻6‐6
さいたま市桜区道場4‐3‐1
さいたま市桜区大久保領家131‐6
さいたま市北区宮原町1‐852‐1
さいたま市北区吉野町2‐195‐1
さいたま市南区別所7‐20‐1
さいたま市南区根岸1‐7‐1

さいたま市岩槻区本町3‐2‐5　ワッツ東館4階
さいたま市浦和区岸町6‐13‐15
さいたま市中央区本町西6‐3‐1

所在地
さいたま市北区日進町2‐1915‐1
さいたま市見沼区堀崎町48‐1
さいたま市中央区下落合6‐10‐3
さいたま市浦和区岸町6‐13‐15
さいたま市緑区美園4-19-1

さいたま市岩槻区本町2‐2‐34
さいたま市浦和区仲町2‐5‐1　浦和センチュリーシティ3階
さいたま市見沼区南中丸1370‐5

さいたま市浦和区駒場2‐3‐45
さいたま市大宮区錦町682‐2　大宮情報文化センター内
さいたま市大宮区高鼻町2‐1‐2
さいたま市緑区三室2458
さいたま市緑区下山口新田1179‐1
さいたま市見沼区片柳1266‐2

さいたま市緑区大間木82‐2
さいたま市桜区西堀4‐1‐4

さいたま市岩槻区鹿室1116‐1
さいたま市大宮区高鼻町2‐305‐4
さいたま市中央区下落合6‐10‐3
さいたま市中央区下落合6‐10‐3
さいたま市岩槻区本町6‐2‐28
さいたま市岩槻区本町4‐8‐9



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

15,248 15,807

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 30,162 30,327 31,261

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -0.5 -3.6

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 30,327 31,261

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0194 0.0201

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.0

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

1,566,919.00 1,552,591.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212100

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う換気をした上で、冷暖房の空調を稼働した
ため。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、市立学校を臨時休業し
た期間があった。令和３年度は臨時休業期間がなかったため、昨年度より排出量が増加
したと考えられる。
　また、引き続き新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う換気をした上で、冷暖房の
空調を稼働したことも要因と考えられる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212100

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 グリーン購入の推進 R4 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 エコ通勤推進事業 R4

R3

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

省エネ機器の導入（照明） R4 R3

3 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

冷暖房の適正使用 R4

R3

6 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

省エネ機器の導入（OA機器） R4 R3

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不要点灯の削減、待機電力の減少 R4

R3

8 490200 その他
49_その他の削減対
策

文書の電子化の推進 R4 R3

7 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

緑のカーテンの設置 R4

R3

10

9 490200 その他
49_その他の削減対
策

公用車運転時におけるエコドライブの実践 R4

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 212100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 一般送配電事業

区 分 企業

80,000 百万円

14,777従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

33 電気業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

33

所 在 地 　東京都千代田区内幸町１丁目１番３号

事 業 者 番 号 2122

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,731 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 　東京電力パワーグリッド株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ(株)埼玉総支社企画総括Ｇ 048-638-2834

所 在 地 ２ -

閲 覧 可 能
時 間 ２ -

その他

○

閲 覧 場 所 １ 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ(株)埼玉総支社企画総括Ｇ

所 在 地 １ さいたま市浦和区北浦和5-14-2

閲 覧 可 能
時 間 １ 9:00～17:00

閲 覧 場 所 ２ -

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,731

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212200 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社埼玉総支社 3,731

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 7,378 7,339

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 7,378 7,339

別紙①参照

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



　◆　地球温暖化対策における事業者の推進体制　◆ 　　　　　　　　　　　【別紙①】

代表取締役社長
（最高責任者）

常務取締役
（推進責任者）

業務統括室
（推進責任者の補佐）

各組織

＜本社＞

総支社長
（最高責任者）

環境担当
（地球温暖化対策推進者）

企画総括Ｇ
（最高責任者及び

推進責任者の補佐）

＜埼玉総支社＞

環境管理部会

環境委員会

各グループ

＜各支社＞

支社内構成は

左表と同様

    秘密情報・目的外使用・複製・開示禁止　東京電力パワーグリッド株式会社



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/m2

第2計画期間では第1計画に対して20％以上の削減目標を維持でき
たことから，第3計画期間については，第2計画期間の第1計画期間
に対する最大削減値27％以上を削減した値を目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 7,233 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 30

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 33 電気業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 33

事 業 活 動 の 概 要

・事業内容：一般送配電事業
・従業員数：1,510名（東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社の埼玉県内事
業所に所属する社員数。R4/4/1現在)

4 事業者番号 2122 事業所番号 212200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市

字 ・ 地 番 北浦和5-14-2

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社埼玉総支社



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙②参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ株式会社埼玉総支社 さいたま市北浦和5-14-2

事業所リスト



東京電力パワーグリッド株式会社埼玉総支社

  

番号 事業所名 所在地

2 浦和ビル さいたま市南区別所１－１－１６

3 埼玉総支社北与野事務所 さいたま市中央区本町西４丁目１７－１０

4 埼玉総支社上尾事務所 上尾市二ツ宮９４７

5 川口支社 川口市南鳩ヶ谷７－４－６

6 川口支社西川口事務所 川口市中青木５－３－１０

7 川口支社草加事務所 草加市松江１－２５－１１

8 志木支社 志木市幸町１－８－５０

9 志木支社所沢事務所 所沢市並木３－４

10 川越支社 川越市三久保町１７－４

11 川越支社小仙波事務所 川越市小仙波町２－１０－１

12 川越支社飯能事務所 飯能市双柳３５３－４

13 熊谷支社 熊谷市筑波１－１１３

14 熊谷支社行田事務所 行田市壱里山町２５－１２

15 熊谷支社深谷事務所 深谷市上野台２９２３－２

16 熊谷支社秩父事務所 秩父市中町１０－１

17 熊谷支社東松山事務所 東松山市松本町２－６－２０

18 熊谷支社秩父制御所 秩父市日野田町１－８－１９

19 春日部支社 春日部市浜川戸２－１２－１

20 春日部支社久喜事務所 久喜市本町５－１２－１５

21 上尾資材倉庫 北足立郡伊奈町大字小室字赤羽４８０１－３
22 日高資材置場 日高市旭ヶ丘４０
23 奥秩父資材置場 秩父市荒川上田野中原８１９－２
24 草加電柱置場 埼玉県草加市西町１２８３番地
25 白岡電柱置場 南埼玉郡白岡町大字下野田字宿７２８－４
26 熊谷電柱置場 熊谷市上之字下河内３１６１－１
27 本庄電柱置場 児玉郡上里町大字七本木字三田３５６６－１
28 秩父電柱置場 秩父市荒川上田野５７５－１
29 嵐山電柱置場 比企郡嵐山町大字鎌形字南中島１６０８－１
30 川越電柱置場 川越市大字笠幡字久保２５７５－４

　　　　　　　　　　　　　　　　A事業所リスト　　　　　     　　　　　 【別紙②】 



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

93,873.00 93,873.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.5

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0786 0.0782

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 7,378 7,339

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -2.0 -1.5

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 7,233 7,378 7,339

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,752 3,731

事業所番号 212200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令和2年度については，基準値7,233t-CO2に対しては2％の未達となっている。
【未達要因】
　室内空調については，前年度と同じく室内温度を夏期28℃，冬期19℃にて設定をして
いたが，新型コロナウィルス蔓延防止の観点から細かな喚起を行ったため，室内温度保
持のため空調設備の稼働が増加した。
　電気自動車の導入を推進しているものの，電気自動車への供給と事務所建屋での電気
使用量のメーターが共有となっていることから，電気使用量の増加にもつながってい
る。今後，電気自動車の電気使用量を把握できるように，対応したい。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

令和3年度については，基準値7,233t-CO2に対しては1.5％の未達となっている。
なお，前年度（令和２年度）に対しては0.5％の減少となるため，現在展開中の施策を
今後も展開していく。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 212200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

R1以前

14

13 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理
電気温水器の高効率化(第２計画期間より
継続中)

R1以前

R1以前

12 180200 その他 18_その他
夏季の暖房便座の暖房機能停止。冷蔵庫
稼働台数の抑制(第２計画期間より継続中)

R1以前 R1以前

11 170100 負荷平準化 17_負荷平準化対策 太陽光発電設備の採用（一部事業所にて） R1以前

R1以前

10 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

エレベーターの間引き運転および近隣階
へ移動時への階段利用の徹底(第２計画期
間より継続中)

R1以前 R1以前

9 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理 高効率熱源機の導入 R1以前

R1以前

8 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理 ヒートポンプ給湯器の導入 R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明器具のＬＥＤ化推進 R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明器具の間引き運転、昼休みの消灯（第
２計画期間より継続中）

R1以前 R1以前

5 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理
給湯設備の適正管理(給湯時間の制限・範
囲の縮小、夏期における給湯の停止等）(第
２計画期間より継続中)

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室内温度を夏期28℃、冬期19℃に設定。
空調運転時間の短縮ならびに使用頻度の
少ない箇所の空調停止。ブラインド・カーテ
ン使用による進入熱の防止（第２計画期間

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

外気取り入れ量の管理、無人機械室等の
換気の制限・停止等（第２計画期間より継続
中）

R1以前

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

使用電力量の計測･記録の管理（第２計画
期間より継続中）

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
体制整備（環境委員会、環境担当、実務担
当会議）の見直し。省エネ対策の取組につ
いて周知徹底(第２計画期間より継続中)

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 212200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 212200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 川口市上下水道局

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

36 水道業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

36

所 在 地 川口市青木5-13-1

事 業 者 番 号 2123

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,172 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分 その他

百万円

181従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212300 上青木浄水場 3,172

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 3,172

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.water-kawaguchi.jp

所 在 地 ２ 川口市元郷2-3-10

閲 覧 可 能
時 間 ２ 開庁日の8:30～17:15　要事前連絡

その他

○

閲 覧 場 所 １ 川口市上下水道局4階浄水課

所 在 地 １ 川口市青木5-13-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 開庁日の8:30～17:15　要事前連絡

閲 覧 場 所 ２ ポンプ場管理センター

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2 浄水課 (048)258-4132 water@city.kawaguchi.lg.jp

3 ポンプ場管理センター (048)224-1251 water@city.kawaguchi.lg.jp

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 上下水道総務課 (048)258-4132 water@city.kawaguchi.lg.jp

https://www.water-kawaguchi.jp
mailto:258-4132water@city.kawaguchi.lg.jp
mailto:224-1251water@city.kawaguchi.lg.jp
mailto:258-4132water@city.kawaguchi.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 6,506 6,217

川口市環境基本条例

第3次川口市環境基本計画

「アクアプラン川口21～第3次川口市水道ビジョン」
　　基本政策５　社会・環境との調和
　　　5－2　資源の有効利用と環境負荷の軽減
　　　5－2－1　資源・エネルギーの有効活用

上記の条例、施策に基づき、地球温暖化対策を推進している。

別紙「地球温暖化対策推進体制図」のとおり

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 6,506 6,217

そ の 他 ガ ス
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2123 事業所番号 212300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市

字 ・ 地 番 青木５－１３－１

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 上青木浄水場
前年度にお

ける事業所数 133

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 36 水道業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 36

事 業 活 動 の 概 要

上下水道事業
職員　181名

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

99.6557 t-CO2/万人

　平成31年度(令和元年度)の原単位(99.6557t-CO2/万人)を基準と
して、令和6年度末までに原単位を毎年1%ずつ削減していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 上青木浄水場2号井 川口市青木５－１２－１

3 上青木浄水場3号井 川口市中青木５－１１－３８

番号 事業所名 所 在 地

1 上青木浄水場 川口市青木５－１３－１

6 上青木浄水場6号井 川口市青木１－５－１９

7 上青木浄水場7号井 川口市中青木４－２２－１１

4 上青木浄水場4号井 川口市青木５－２１－１

5 上青木浄水場5号井 川口市青木１－１８－１

10 神根浄水場 川口市安行領根岸１９３８－１

11 神根浄水場2号井 川口市道合９８０－４

8 上青木浄水場8号井 川口市上青木２－４－９

9 上青木浄水場9号井 川口市上青木１－２５－８

14 神根浄水場5号井 川口市木曽呂３１３－２

15 神根浄水場6号井 川口市石神１７９－２０

12 神根浄水場3号井 川口市神戸２９３－４

13 神根浄水場4号井 川口市道合１４２３－３

18 神根浄水場9号井 川口市西新井宿５０８

19 神根浄水場10号井 川口市安行領根岸９－４

16 神根浄水場7号井 川口市道合１１４６－２

17 神根浄水場8号井 川口市安行領根岸２４５８

22 小谷場加圧ポンプ 川口市小谷場８７４

23 柳崎加圧ポンプ 川口市柳崎５－６

20 神根浄水場11号井 川口市安行領根岸２４８８－３

21 神根浄水場12号井 川口市安行領根岸６７－２

24 鶴ヶ丸加圧ポンプ 川口市芝７２２７－３

25 木曽呂加圧ポンプ 川口市木曽呂９３４



番号 事業所名 所在地

26 新郷浄水場 川口市東本郷１３０１－１

27 新郷浄水場2号井 川口市東貝塚２０－２

28 新郷浄水場3号井 川口市峯１４５１－１

29 新郷浄水場4号井 川口市安行原１８５２

30 新郷浄水場5号井 川口市安行吉岡１６８６－３

31 新郷浄水場6号井 川口市東本郷１５９８－２

32 新郷浄水場7号井 川口市東本郷１４１８－３

33 横曽根浄水場 川口市川口４－１０

34 本町加圧ポンプ 川口市本町１－８

35 石神配水場 川口市石神８５４－１

36 新井宿加圧ポンプ 川口市新井宿１０８６

37 東川口加圧ポンプ 川口市戸塚１－３

38 芝園配水場 川口市芝園町３

39 南平配水場 川口市弥平２－１６－１０

40 緊急倉庫 川口市青木５－１２－１

41 東本郷加圧ポンプ 川口市東本郷２－１

42 鳩ヶ谷浄水場 川口市桜町４－１－４

43 鳩ヶ谷浄水場2号井 川口市桜町５－５

44 鳩ヶ谷浄水場4号井 川口市鳩ヶ谷本町２－１３

45 鳩ヶ谷浄水場5号井 川口市鳩ヶ谷本町４－１９

46 鳩ヶ谷浄水場6号井 川口市坂下町２－１２

47 鳩ヶ谷浄水場7号井 川口市坂下町３－３１

48 鳩ヶ谷浄水場8号井 川口市桜町１－３

49 鳩ヶ谷浄水場9号井 川口市桜町４－１－４

50 里加圧ポンプ 川口市里９５８－５

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

51 横曽根中継ポンプ場 川口市宮町１７－２６

52 寿町ポンプ場 川口市川口１－７－７

53 青木橋排水ポンプ場 川口市青木２－１３－１３

54 仲町排水ポンプ場 川口市西川口６－１９－２９

55 竪前橋ポンプ場 川口市南前川１－７－４

56 丁張橋中継ポンプ場 川口市上青木西４－２７－２１

57 元郷排水ポンプ場 川口市元郷２－３－１０

58 緑町ポンプ場 川口市緑町４－４

59 横曽根排水ポンプ場 川口市宮町１６－６４

60 東領家中継ポンプ場 川口市東領家５－６－１０

61 梛木橋中継ポンプ場 川口市領家５－２－１

62 中央橋中継ポンプ場 川口市本町２－１０－１２

63 青木中継ポンプ場 川口市上青木１－１７－１７

64 伊刈排水機場 川口市本前川３－１－８

65 里ポンプ場 川口市大字里１０３－１

66 二軒在家排水ポンプ場 川口市朝日４－１２

67 新堀中継ポンプ場 川口市榛松３－４６－２５

68 領家第八公園ポンプ場 川口市領家１－１５

69 南鳩ヶ谷ポンプ場 川口市大字前田１２６８－１

70 荒川町ポンプ場 川口市荒川町地先

71 辻ポンプ場 川口市南鳩ヶ谷７－２０－１

72 立野際橋地下ポンプ室 川口市西川口２－１６－２４　地先

73 仲町中学校地下ポンプ室 川口市西川口２－１６－１　地先

74 鬼沢橋地下ポンプ室 川口市西川口１－３５－１３　地先

75 青木中継雨水貯留 川口市上青木１－１８　地先

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

76 南前川雨水貯留 川口市南前川１－１４　地先

77 青木雨水ポンプ室 川口市上青木１－１８　地先

78 西公民館前地下ポンプ室 川口市飯塚２－３－３　地先

79 弥平四丁目排水ポンプ室 川口市弥平４－３－３　地先

80 SKIPシティ雨水貯留 川口市上青木３－１２　地先

81 芝西１丁目排水ポンプ室 川口市芝西１－１７　地先

82 芝４丁目排水ポンプ室 川口市芝５－３－１２　地先

83 芝樋ノ爪雨水貯留 川口市芝樋ノ爪１－７－１　地先

84 桜町雨水貯留 川口市桜町３　地内

85 並木元町雨水貯留 川口市並木元町１－７６　地先

86 緑町排水ポンプ室 川口市緑町２－４　地先

87 幸町小学校雨水貯留 川口市幸町３－８－２５　地先

88 春風園第一地下ポンプ室 川口市上青木２－５０　地先

89 春風園第二地下ポンプ室 川口市上青木２－３８　地先

90 春風園第三地下ポンプ室 川口市上青木５－２５　地先

91 五右衛門橋地下ポンプ室 川口市朝日２－４－３　地先

92 緑橋地下ポンプ室 川口市緑町６　地先

93 門樋橋地下ポンプ室 川口市本町１－１９　地先

94 二ツ橋第一地下ポンプ室 川口市芝中田２－４５－１３　地先

95 二ツ橋第二地下ポンプ室 川口市芝１－４７－２３　地先

96 朝日町地下ポンプ室 川口市朝日１－５－１　地先

97 オートレース場西中継ポンプ室 川口市青木５－１５　地先

98 焼却場前中継ポンプ室 川口市青木３－１５－１　地先

99 柳根地下ポンプ室 川口市柳根町２９　地先

100 幸栄公園地下ポンプ室 川口市栄町３－１　地先

事業所リスト



　

番号 事業所名 所在地

101 柳崎第５公園地下ポンプ室 川口市柳崎１－４　地先

102 芝上谷地下ポンプ室 川口市大字芝７２１４　地先

103 青陵高校南地下ポンプ室 川口市大字神戸４２３　地先

104 青陵高校西第一地下ポンプ室 川口市大字神戸５３９－５　地先

105 戸塚東小学校前地下ポンプ室 川口市戸塚東３－３１　地先

106 戸塚東１丁目地下ポンプ室 川口市戸塚東１－８－１　地先

107 東川口３丁目地下ポンプ室 川口市東川口３－８－２４　地先

108 長蔵１丁目地下ポンプ室 川口市長蔵１－２４－２８　地先

109 戸塚１丁目地下ポンプ室 川口市戸塚１－２４－２０　地先

110 北原台地下ポンプ室 川口市北原台１－２６－２３　地先

111 東川口２丁目地下ポンプ室 川口市東川口２－６－２　地先

112 東川口６丁目地下ポンプ室 川口市東川口５－１－４　地先

113 北原台２丁目地下ポンプ室 川口市北原台２－２３－２３　地先

114 境橋西地下ポンプ室 川口市大字安行領根岸３２６７　地先

115 安行吉蔵地下ポンプ室 川口市大字安行吉蔵３６８　地先

116 東内野地下ポンプ室 川口市大字東内野３７２－１　地先

117 神戸地下ポンプ室 川口市大字神戸６２９－４　地先

118 石神地下ポンプ室 川口市大字石神２２７　地先

119 八幡木地下ポンプ室 川口市八幡木３－１８－２０　地先

120 伊刈西地下ポンプ室 川口市大字伊刈８８１　地先

121 東内野第２地下ポンプ室 川口市大字東内野４３９－４　地先

122 里第１地下ポンプ室 川口市大字里１０８５－９　地先

123 新井宿地下ポンプ室 川口市大字新井宿５２１　地先

124 根岸南地下ポンプ室 川口市大字安行領根岸２５５９－２３　地先

125 里第２地下ポンプ室 川口市大字里６１０－１　地先

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

126 里第３地下ポンプ室 川口市大字里６２１　地先

127 新井宿第2地下ポンプ室 川口市大字新井宿５６－１　地先

128 東内野第３地下ポンプ室 川口市大字東内野２０４－５　地先

129 南鳩ヶ谷第１地下ポンプ室 川口市南鳩ヶ谷２－１－４

130 芝支所北地下ポンプ室 川口市大字芝６８３２－１　地先

131 神戸第２地下ポンプ室 川口市大字神戸５７９－３１　地先

132 安行藤八地下ポンプ室 川口市安行藤八８４０－５７　地先

133 飯塚ポンプ室 川口市飯塚３－１１－６　地先

134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

144

145

146

147

148

149

150

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,322 3,172

前 年 度 比 （ ％ ） － -4.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 6,506 6,217

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 6,506 6,217

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 99.6557 107.0513 102.7496

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -7.4 -3.1

前 年 度 比 （ ％ ） － -4.0

給水人口 万人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

60.77 60.51



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

前年度と比較して、配水量と取水量が増加した。これにより、配水ポンプと取水ポンプの
運転に伴う消費電力が増加したと考えられる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年度と比較して、都市ガス設備の老朽化に伴い、雨水ポンプの運転に伴う灯油の消費量
が増加したと考えられる。
また、前年度と比較して、配水量と取水量が減少した。これにより、配水ポンプと取水ポ
ンプの運転に伴う消費電力が減少したと考えられる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前 8.0

2 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

神根浄水場　エネルギー効率の悪い旧型
空調機の更新

R1以前 R1以前 17.0

1 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

石神配水場　水銀灯及び蛍光灯のLED照
明に更新

R1以前

R1以前 5.0

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

芝園配水場　エネルギー効率の悪い旧型
空調機の更新

R1以前 R1以前 1.0

3 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

横曽根浄水場　エネルギー効率の悪い旧
型空調機の更新

R1以前

R1以前 3.0

6 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

伊刈排水機場　外灯　水銀灯をLED照明に
更新

R1以前 R1以前 2.0

5 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

里ポンプ場ポンプ室　水銀灯をLED照明に
更新

R1以前

R1以前 2.0

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

青木橋排水ポンプ場　ポンプ室　水銀灯を
LED照明に更新

R1以前 R1以前 1.0

7 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

元郷排水ポンプ場　ポンプ室　水銀灯を
LED照明に更新

R1以前

R1以前 1.0

10 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

神根浄水場　配水ポンプ制御盤の更新 R3 R3 44.0

9 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

横曽根排水ポンプ場　電気室　窓に高熱反
射フィルムの貼り付け

R1以前

108.4

13 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

竪前橋ポンプ場　場内照明　水銀灯をLED
照明に更新

R3

R2 1.0

12 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

荒川町ポンプ場　場内照明　水銀灯をLED
照明に更新

R2 R2 7.0

11 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

横曽根排水ポンプ場　ポンプ室　水銀灯を
LED照明に更新

R2

R3 1.015 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

東領家中継ポンプ場　電気室　蛍光灯を
LED照明に更新

R3

R3 3.2

14 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

横曽根浄水場　配水ポンプ制御盤の更新 R6



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

下水道事業について
下水道事業における二酸化炭素排出量は、人口の増減だけでなく気象条件により大きく変動する。そのた
め、施設機器等の更新時において、環境に配慮した設計を行うとともに、ライフサイクルコストも含めた
検討も行うことで、総合的に削減ができるように事業をすすめていく

事業所番号 212300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 行田市

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 行田市本丸２番５号

事 業 者 番 号 2125

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,490 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
地方行政業務
令和４年度当初　一般会計予算　２６４．５億円

区 分 その他

百万円

539従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212500 行田市役所 2,490

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,490

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.city.gyoda.lg.jp/15/03/11/onndan.html

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 環境経済部環境課 048-556-9530 kankyo@city.gyoda.lg.jp

https://www.city.gyoda.lg.jp/15/03/11/onndan.html
mailto:kankyo@city.gyoda.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,192 5,030

・第４次行田市役所地球温暖化対策実行計画に掲げた取組み（物やサービスの購入、使用に関
する取組み・施設の建築・管理などに関する取組み）を引き続き徹底する。
・施設の老朽化に伴う設備の更新時には、省エネルギー設備を導入する。

　設定した目標を達成するため、各課所に環境推進担当を置き、実施状況の把握、点検、評価
などを行う。

○計画の推進体制（第４次行田市役所地球温暖化対策実行計画）
・市長…実行計画の進捗状況等について、必要に応じて指示する。
・行田市役所地球温暖化対策実行計画検討委員会…市が行う施策等と調査、研究するととも
に、市が取り組んでいる地球温暖化対策実行計画を検討する。（地球温暖化対策推進者：環境
経済部長）
・庁内地球温暖化対策推進担当…日常的に課内の地球温暖化対策取組状況の調査を行う。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,192 5,030

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2125 事業所番号 212500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 行田市

字 ・ 地 番 本丸２番５号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 行田市役所
前年度にお

ける事業所数 31

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

地方行政業務
令和４年度当初　一般会計予算　２６４．５億円
職員人数　５３９人

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

平成30年3月策定の現行「第4次行田市役所地球温暖化対策実行計
画」に基づき、令和元年度二酸化炭素排出量5,063t-CO2に対し、
令和6年度末までに4%削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,063 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 行田市役所 行田市本丸２番５号

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,566 2,490

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,063 5,192 5,030

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -2.5 0.7

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,192 5,030

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1142 0.1106

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.1

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

45,468.00 45,468.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・新型コロナウイルス感染拡大に伴う施設の休館や時間短縮等は、ほとんどが教育部局
に関するもので、市長部局への影響は見られず、排出量は微増となった。
・引き続き、節電や燃料の削減等を実施しているものの、その年の気候の影響等もあ
り、減少には至らなかった。
・施設更新の際には省エネルギー型の設備を導入する方針ではあるものの、施設の更新
等が行われなかった。
排出量増加の主な要因として
・高齢者福祉施設における燃料使用量の増加
・冷暖房に使用する燃料（灯油）使用量の増加　が考えられる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・節電や燃料の使用量の削減を実施した。特にA重油やLPガスの使用量が削減されたた
め、排出量削減につながったと考えられる。
・施設更新の際には省エネルギー型の設備を導入する方針ではあるものの、施設の更新
等が行われなかった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 212500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調、暖房等の機器の適切な維持管理に
努めるなど、温室効果ガス排出抑制に努め
る。【継続事業】

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
行田市環境審議会で市が取り組んでいる
地球温暖化対策について、その取組状況
の確認を行う。【継続事業】

R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明は昼休みに一斉消灯し、節電に努め
る。またトイレ等では不要な照明を切るよう
に努める。【継続事業】

R1以前 R1以前

3 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

OA機器等使用しない時は電源を切るな
ど、省エネルギーに努める。【継続事業】

R1以前

R1以前

6 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

燃料として使用するA重油は、前年度より
使用量が減るよう機器の適正管理に努め
る。【継続事業】

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

冷房時は28度、暖房時は19度を目安にす
る。【継続事業】

R1以前

R1以前

8 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

緑のカーテンを設置し、落葉樹による夏季
の日照遮断と冬季の日照導入に努める。
【継続事業】

R1以前 R1以前

7 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

新規にA重油を燃料とする設備を導入しな
い。【継続事業】

R1以前

R1以前

10 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
公共施設屋上に太陽光発電設備を設置す
る。（屋根貸し事業として、公共施設の屋上
に設置。）【継続事業】

R1以前 R1以前

9 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

雨水の有効利用を図り、水道水の節水努
める。【継続事業】

R1以前

13

R1以前

12

11 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
各部署が使用する燃料やその使用量を把
握し、削減を促す。【継続事業】

R1以前

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 212500



NO 施　　設　　名 住　　所 備　考

1 　市役所本庁 行田市本丸２－５

2   地域交流センター 行田市下須戸６２９

3   男女共同参画推進センター 行田市佐間３－２３－６

4 　南河原支所 行田市南河原７９０

5 　行田市斎場 行田市大字佐間１７５１

6   環境課 行田市緑町１３－１２

7 　環境センター 行田市緑町１４－３０

8 　粗大ごみ処理場 行田市小針８００

9 　総合福祉会館 行田市酒巻１７３７－１

10 　障害者福祉センター 行田市栄町２０－３９

11 　長野保育園 行田市長野１－３４－５

12 　南河原保育園 行田市南河原８５１

13 　持田保育園 行田市城西４－３－４

14 　児童センター 行田市本丸５－１０

15 　南河原荘 行田市南河原２６１１－１

16 　老人ホーム大堰永寿荘 行田市須加３７９２

17 　保健センター 行田市長野２－３－１７

18 　古代蓮の里、古代蓮会館 行田市小針２３７５

19 　水道課・下水道課 行田市前谷１－１

20 　緑町ポンプ場 行田市緑町１４－３０

21 　谷郷ポンプ場 行田市栄町２１

22 　東谷ポンプ場 行田市大字持田２６６－１

23 　棚田ポンプ場 行田市棚田町２－１－１９

24 　城西ポンプ場 行田市城西５－３－３７

25 　向町浄水場 行田市向町２８－４

26 　南河原浄水場 行田市大字馬見塚６７０

27 　消防本部 行田市長野４３８９－１

28 　西分署 行田市大字持田８７６－１

29 　南分署 行田市埼玉４６６４

30 　北分署 行田市斎条１１３２－１

31 　商工センター 行田市忍２－１－８



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
地方公務：地方事務
延床面積：204,473㎡

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

81 学校教育

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

81

所 在 地 入間市豊岡1丁目16番1号

事 業 者 番 号 2127

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,352 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 埼玉県入間市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 教育部教育総務課 04-2964-1111 ir811000@city.iruma.lg.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 教育部教育総務課

所 在 地 １ 入間市豊岡１丁目１６番１号

閲 覧 可 能
時 間 １ 8時30分～17時15分（土日祝祭日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,352

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 212700 埼玉県入間市教育委員会 2,352

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:04-2964-1111ir811000@city.iruma.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,548 4,719

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,548 4,719

入間市地球温暖化対策実行計画により、空調設定温度の徹底、昼休みにおける消灯など全庁的な
温室効果ガスの削減に努めている。水曜日をノー残業デーとして電気使用量の削減に努めてい
る。

重点項目として６項目（①環境配慮型の物品購入②ごみ排出量の削減③紙の使用料削減④電気の
使用量削減⑤燃料使用量の削減⑥水の使用量の削減）を掲げ、各課が取り組む。市役所全体とし
て環境経済部エコ・クリーン政策課が中心となり、各課の実施状況を点検。

※組織体制は別紙の通り

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



（別紙） 
   
                        地球温暖化対策推進者 
    
 
教 育 長       教 育 部         教育総務課 

                     学校教育課 
                          学校給食課 

            小学校 
            中学校 
            社会教育課 
            博物館 
            図書館 
           

 
 
 
 
 
 
 
 
 



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

平成31年度（令和元年度）の排出量（3,790ｔ-CO2）を基準として、平成36年度
（令和6年度）までに5％の削減を図る。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,790 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 46

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

事 業 活 動 の 概 要

業務内容：地方事務

4 事業者番号 2127 事業所番号 212700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 入間市

字 ・ 地 番 豊岡１丁目１６番１号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼玉県入間市教育委員会



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 埼玉県入間市教育委員会 入間市豊岡１丁目１６番１号

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

1 入間市教育委員会 入間市豊岡一丁目16番1号

2 学校給食センター 入間市大字新久129

3 博物館 入間市大字二本木100

4 図書館西武分館 入間市大字仏子1084-12

5 西洋館 入間市河原町13-13

6 扇町屋公民館 入間市扇町屋1-9-34

7 黒須公民館 入間市黒須2-3-13

8 高倉公民館 入間市高倉4-6-20

9 東町公民館 入間市東町3-1-35

10 東金子公民館 入間市大字小谷田77-3

11 金子公民館 入間市大字寺竹535-1

12 宮寺公民館 入間市宮寺2405-1

13 二本木公民館 入間市大字二本木256-1

14 旧二本木公民館 入間市大字二本木220

15 藤沢公民館 入間市大字下藤沢846-1

16 東藤沢公民館 入間市東藤沢3-19-19

17 西武公民館 入間市大字野田496

18 藤の台公民館 入間市大字上藤沢406-31

19 久保稲荷公民館 入間市久保稲荷3-9-3

20 豊岡小学校 入間市向陽台1-1-14

21 黒須小学校 入間市春日町2-14-60

22 扇小学校 入間市久保稲荷4-1195-2

23 東金子小学校 入間市大字小谷田1524

24 金子小学校 入間市大字西三ツ木150

25 宮寺小学校 入間市宮寺５９４－１

26 藤沢小学校 入間市大字上藤沢３８４

27 藤沢南小学校 入間市大字上藤沢５２

28 狭山小学校 入間市大字二本木６５－１

29 西武小学校 入間市大字野田５１２

30 藤沢東小学校 入間市東藤沢７－９－１

31 藤沢北小学校 入間市東町７－１－１９

32 仏子小学校 入間市大字仏子１６５



番号 事業所名 所在地

33 新久小学校 入間市大字新久５００

34 東町小学校 入間市向陽台２－１００９－３

35 高倉小学校 入間市高倉４－１４－７

36 豊岡中学校 入間市向陽台２－１－２０

37 金子中学校 入間市大字西三ツ木１８７

38 武蔵中学校 入間市宮寺３１９３

39 藤沢中学校 入間市大字下藤沢１２６３－１

40 西武中学校 入間市大字仏子９６０－１

41 向原中学校 入間市久保稲荷３－３４－１

42 黒須中学校 入間市鍵山３-１３-１７

43 東金子中学校 入間市大字小谷田４５１－１

44 上藤沢中学校 入間市大字上藤沢１４６－２

45 東町中学校 入間市向陽台２－１１－２２

46 野田中学校 入間市大字野田１７４１



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

204,473.00 204,473.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 33.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0174 0.0231

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,548 4,719

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 6.4 -24.5

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 33.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,790 3,548 4,719

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,774 2,352

事業所番号 212700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。
・コロナ対策により在宅勤務を実施した影響のほか、節電の取組等により、電気使用量
が前年度比6.5%削減した。
・コロナ対策により施設が閉館していた影響により、灯油使用量が前年度比7％削減し
た。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が増加したと考えられる。
・感染状況が回復したことでコロナ対策により実施していた在宅勤務体制が緩和され、
職場勤務体制に戻ったことで前年度比34％増加した。
・コロナ対策により閉館していた施設が通常の開館に戻ったことで、各燃料の使用量が
増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 212700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R1以前

8

7 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

OA機器及びパソコン等電気機器を長時間
使用しない時の主電源OFF、及び省電力
機能の有効活用

R1以前

R1以前

6 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転
管理

空調機の適正な温度管理 R1以前 R1以前

5 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

従来よりも消費電力の少ない教育用パソコ
ン関連品の入替

R1以前

R1以前

4 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光発電システムの改修 R1以前 R1以前

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

効率のよい照明（LED照明）への転換 R1以前

R1以前

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調温度の適正管理
〈第３計画期間も継続〉

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
省エネ対策・教育の実施
〈第３計画期間も継続〉

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 212700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 212700





















































































地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
家電用品、日用雑貨品、食品、時計・ファッション用品、ス
ポーツ・レジャー用品及びＤＩＹ用品等の販売を行うビッグ
コンビニエンス＆ディスカウントストア

区 分

100 百万円

2,503従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

56 各種商品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

56

所 在 地 東京都目黒区青葉台2丁目19番10号

事 業 者 番 号 2131

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,532 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ドン・キホーテ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 環境対策管理課エネルギー 045-834-8667 ene-all@ppih.co.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

○ その他 閲覧希望者に郵送（連絡先窓口：環境対策管理課エネルギー　ＴＥＬ045-834-8667  ）

○

閲 覧 場 所 １ 大口社屋

所 在 地 １ 神奈川県横浜市神奈川区入江2丁目18番地ユニー大口ビル301

閲 覧 可 能
時 間 １ ＡＭ１１：００～ＰＭ４：００

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 5,532

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213100 ドン・キホーテ与野店 5,532

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 10,633 10,911

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 10,633 10,911

・地球と共存する持続可能な企業活動を目指して、省エネ効果の高いＬＥＤライトや節水器など
を、大型店舗で積極的に導入しているほか、グループ全店をあげて、包装資材のリサイクル、食
品リサイクルの推進に注力しています。今後も環境負荷の少ない、持続可能な企業活動を目指し
て、対策と改善を繰り返してまいります。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

委員長（エネルギー管理統括者）

副委員長（地球温暖化対策推進者）

（推進委員）各店舗店長

店舗スタッフ

店舗スタッフ

店舗スタッフ

省エネ推進委員会



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0352 t-CO2/時間・千㎡

2019年度二酸化炭素排出量原単位　0.0352ｔ-CO2/千㎡・hに対
し、2024年度末までに6％以上削減します。　目標値＝（0.0331ｔ
-CO2/千㎡・h)

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 9,176 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 23

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：家電用品、日用雑貨品、食品、時計・ファッション用
品、スポーツ・レジャー用品及びＤＩＹ用品等の販売を行うビッ
グコンビニエンス＆ディスカウントストア

4 事業者番号 2131 事業所番号 213100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市中央区

字 ・ 地 番 八王子 １－７－２６

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ドン・キホーテ与野店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 ピカソ大宮南銀店(2019/3/31閉店) 埼玉県さいたま市大宮区仲町1-1-1

25

22 ドン・キホーテ川越東口店 埼玉県川越市脇田町4-2(旧・川越モディ)

23 幸手店(2020/7閉店) 埼玉県幸手市東5-1-31

20 情熱職人東松山店 埼玉県東松山市上野本1871-1

21 ドン・キホーテ行田持田インター店 埼玉県行田市大字持田2160-1

18 ドン・キホーテ入間店 埼玉県入間市小谷田2-3-33

19 シティドイト西川口(2020/2売却) 埼玉県蕨市塚越5-54-15 

16 MEGAドン・キホーテ東松山店 埼玉県東松山市石橋1648-1

17 驚安堂松伏店 埼玉県北葛飾郡松伏町大字松伏字河原町3274

14 北上尾PAPA店 埼玉県上尾市緑丘3-3-11-1

15 ドン・キホーテ越谷店 埼玉県越谷市谷中町2-55-2

12 essence川口駅前店 埼玉県川口市栄町3-9-13

13 大宮東口店 埼玉県さいたま市大宮区宮町1-60

10 西川口駅前店 埼玉県川口市西川口1-21-1

11 MEGAドン・キホーテ草加店 埼玉県草加市栄町2-8-33

8 東所沢店 埼玉県所沢市大字上安松字茨原1237-24 

9 蕨店 埼玉県蕨市錦町1-11-11 

6 川口新井宿店 埼玉県川口市大字西新井宿字南原81-1

7 大宮店 埼玉県さいたま市北区東大成町2-685 

4 新座野火止店 埼玉県新座市野火止4-1-77 

5 川越店 埼玉県川越市小仙波938-2 

2 MEGAﾄﾞﾝ・ｷﾎｰﾃ春日部店 埼玉県春日部市南中曽根895-1 

3 所沢宮本町店 埼玉県所沢市宮本町2-25-15 

番号 事業所名 所 在 地

1 ドン・キホーテ与野店 さいたま市中央区八王子 １－７－２６

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積＊年間営業時間 時間・千㎡

活 動 規 模 の 指 標 単 位
310,667.00 299,497.10

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 2.8 -3.5

前 年 度 比 （ ％ ） － 6.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0352 0.0342 0.0364

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 10,633 10,911

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -15.9 -18.9

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 9,176 10,633 10,911

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,392 5,532

事業所番号 213100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

深夜帯のサイン照明を減灯した効果が現れたと考えています。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

コロナ感染対策として、冷房期間中も積極的に換気を行ったこと。また、来店客数に回
復傾向が見え始め、店内の販促設備を追加したことなどがエネルギ使用量増加の原因と
考えています。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 213100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

100.0

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

運用時間の管理徹底 R3 R3 20.0

3 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

劣化した機器の更新 R5

R3 20.0

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

エネルギー使用用削減ノルマの設定 R4 15.0

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
管理体制の強化（エネルギー管理専任担
当者からの定期報告会実施）

R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 213100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 213100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ジェイアール東日本都市開発

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

69

所 在 地 東京都渋谷区代々木2-2-2（JR東日本本社ビル13階）

事 業 者 番 号 2132

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

4,906 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

1,450 百万円

713従 業 員 数

事業内容：JR東日本の鉄道高架下用地を不動産賃貸及び管理
し、ショッピングセンター等の建物を所有し、管理運営を
行っている。

企業



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213200 武蔵浦和ショッピングセンター(ﾍﾞｯｸｽ･彩むさし含む) 4,906

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 4,906

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２ 戸田市本町4-15-1

閲 覧 可 能
時 間 ２ ４時間（11時～15時）

その他

○

閲 覧 場 所 １ 武蔵浦和ショッピングセンター

所 在 地 １ さいたま市南区別所7-11-16

閲 覧 可 能
時 間 １ ４時間（11時～15時）

閲 覧 場 所 ２ 戸田公園ショッピングセンター

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 経営企画部　環境経営推進室 03-5334-1728



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 9,931 9,645

弊社は、「沿線価値の向上、住みたくなる街づくり」の実現に向けて業務運営に取り組んでお
ります。商業施設等を開発するデベロッパーとして、地球温暖化防止に貢献することが社会的
責任と考え、以下の項目を全社を挙げて積極的に取り組みます。

１．ショッピングセンター等の事業において地球環境に与える影響を的確に把握し、  具体的
な対策と実施をいたします。

２．事業活動を通じて、環境問題への意識を高め、環境負荷を最小限に抑え環境効率を向上さ
せます。

３．環境保全に関連する法令等を遵守し、信頼される企業をめざします。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 9,931 9,645

そ の 他 ガ ス

地球温暖化対策推進者

各事業所対策担当者 （エネルギー管理担当者）

（エネルギー管理統括者）

（経営企画部：常務取締役）

各事業所対策責任者 （エネルギー管理員）

代表取締役社長

ＳＣ、物販・飲食等各事業本部長



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2132 事業所番号 213200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市南区

字 ・ 地 番 別所７－１１－１６

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 武蔵浦和ショッピングセンター(ﾍﾞｯｸｽ･彩むさし含む)
前年度にお

ける事業所数 24

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 69

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：物販（衣料品、食料品）、飲食、サービス業他

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.2425 t-CO2/㎡

2019年度の原単位0.2425t-CO2/㎡を基準として令和6年度末までに
原単位を毎年1％（計5％）削減していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 与野本町ショッピングセンター さいたま市中央区本町東２－３－１１

3 戸田公園ショッピングセンター(ドトール戸田公園含む） 戸田市本町４－１５－１

番号 事業所名 所 在 地

1 武蔵浦和ショッピングセンター(ﾍﾞｯｸｽ･彩むさし含む) さいたま市南区別所７－１１－１６

6 ロッテリア北朝霞 朝霞市浜崎１－８－１

7 ドトールわらび西口 蕨市中央１－２３

4 戸田ショッピングセンター 戸田市新曽字柳原３５０－２

5 西川口ショッピングセンター(ﾄﾞﾄｰﾙ西川口含む) 川口市並木２－２０－１

10 新座げんき一番街（一ぷく新座含む） 新座市野火止５－３－１１

11 北本駅ビル 北本市中央２－１７２

8 一ぷく北朝霞 朝霞市浜崎１－１１

9 アーバンV北与野ビル さいたま市中央区上落合２－１１－７

14 東大宮駅ビル 埼玉県さいたま市見沼区東大宮４－７６－１

15 武蔵浦和集合店舗 埼玉県さいたま市南区別所7-１－１６

12 宮原駅ビル さいたま市北区宮原町３－８２４－１

13 さいたま新都心駅ビル さいたま市大宮区吉敷町４－２６２－１８

18 埼京支社 埼玉県さいたま市南区別所６-１４－７

19 南越谷集合店舗Ⅱ 埼玉県越谷市南越谷１－２５－１

16 白岡駅ビル 埼玉県南埼玉郡白岡町小久喜１２１３

17 レイクタウン・サイゼリア 埼玉県越谷市東町４－１６６－２

22 築地銀だこ･からあげ縁南浦和西口
埼玉県さいたま市南区南浦和2-37-3

23 ｶﾌｪｲﾄﾞｸﾘｴ埼玉県立がんｾﾝﾀｰ店 埼玉県北足立郡伊奈町小室780 埼玉県立がんセンター1階

20 与野本町集合店舗 埼玉県さいたま市中央区本町東１－１４－２６

21 QBハウスむさし浦和 埼玉県さいたま市南区別所７－１２－１

24 スタジオメイクオーバー武蔵浦和 埼玉県さいたま市南区内谷七丁目９番１号

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,052 4,906

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 9,931 9,645

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 9,931 9,645

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2425 0.2126 0.2073

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 12.3 14.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.5

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

46,711.45 46,525.38



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213200

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウィルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言発出

飲食店やショッピングセンターは営業時間短縮／休業対応のため電気の使用量も大幅に
減った。
オフィス等は前年度より使用量が多い箇所もあるが、全体で比較すると微量な為大きな
影響はない。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新型コロナウィルス感染症拡大に伴う蔓延防止措置等の発出

飲食店やショッピングセンターは営業時間短縮／休業対応のためエネルギー使用量が
減った。
また、閉店により使用量の減。（3店舗閉店）

令和2年度と比較して、令和3年度は排出量が減少した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213200

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

テナントを含めた事業所の月別エネルギー
使用量を把握し、節減対策を検討・推進

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
本社内に省エネ対策事務局を設置（H23
年：環境経営推進室 設立

R1以前

R1以前

4 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効率管
理 冷暖房稼働時間及び停止時間の適正化 R1以前 R1以前

3 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

保守点検記録や改修・修繕記録・部品交
換記録を整理し、主要機器類の稼働状況
を把握し削減対策を検討

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理

高効率なＬＥＤ照明の導入を図る。適正な
照度への変更、不要な時間帯・場所につ
いては消灯

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
設定温度の管理
事務所：冷房28℃　暖房18℃設定

R1以前

R1以前

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理 通路照明等のLED化 R1以前 R1以前

7 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用量の
管理

夏期節電対策を含めた省エネ対策のため
デマンド計を設置し、使用電力量の把握

R1以前

R1以前

10 170100 負荷平準化 17_負荷平準化対策
デマンドメーターを活用し、夏期ピーク電
力量の削減の実施

R1以前 R1以前

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理 昼休み時間の消灯 R1以前

13 180200 その他 18_その他
2022年3月から1施設を低炭素電力メ
ニューに変更。

R1以前

12 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理 ＰＡＣ空調機の老朽取替 R1以前 R1以前

11 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理 通路照明等のＬＥＤ化 R1以前

15

R3 53.0

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

設備の高効率化や無駄のないエネルギー使用と共に、計画的低炭素電力メニューに切り替えていく。

事業所番号 213200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
設立年月日：平成１２年４月２８日
投資運用業

区 分 企業

350 百万円

39従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

65 金融商品取引業、商品先物取引業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

65

所 在 地 東京都中央区八重洲一丁目4番16号

事 業 者 番 号 2133

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,379 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社東京リアルティ・インベストメント・マネジメント

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 投資運用部 03-3516-1786

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ㈱東京リアルティ・インベストメント・マネジメント

所 在 地 １ 東京都中央区八重洲1-4-16

閲 覧 可 能
時 間 １ 午前９時から午後５時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,379

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213300 川口センタービル 2,379

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,652 4,471

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,652 4,471

建物にてエネルギーを効率的に使用することにより、温室効果ガスの排出を抑制し、地球温暖
化の進行を抑制する。

●アセットマネージャー・プロパティマネージャ会議
アセットマネージャー、プロパティマネージャー及びビルメンテナンス会社による連絡会議な
どで随時地球温暖化対策計画書の取り組みの確認や施策の検討、効果の確認等を行う。
体制図

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

ＡＭ ⇔ ＰＭ テナント各社

ビルメンテナンス会社

地球温暖化対策推進者

代表取締役



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1096 t-CO2/m2

第3計画期間では、「賃貸可能面積×稼働率」を指標とした原単位を管理するこ
ととし、基準年排出量原単位(令和1年度)0.1096 t-CO2/m2を令和6年までに5%
以上削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 4

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 69

事 業 活 動 の 概 要

投資運用業、従業員数39名、資本金3億5千万円

4 事業者番号 2133 事業所番号 213300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市本町

字 ・ 地 番 四丁目1番8号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 川口センタービル



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 キュポ・ラ本館棟 川口市川口一丁目1番1号

5

2 武蔵浦和ショッピングスクエア さいたま市南区別所七丁目3番1号

3 大宮プライムイースト さいたま市大宮区下町2-1-1

番号 事業所名 所 在 地

1 川口センタービル 川口市本町四丁目1番8号

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

賃貸可能面積×稼働率 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

43,289.76 43,176.78

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 2.0 5.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.6

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1096 0.1075 0.1036

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,652 4,471

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,652 4,471

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,369 2,379

事業所番号 213300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

原油換算2405kL（2019年度）から、原油換算2369kL（2020年度）へエネルギー使用量が
減少している。
これはコロナ禍による稼働の減少と、省エネ施策のためであると考えます。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

2021年度については、2020年度対比で、排出量は-3.9％となった。
＜排出量減の要因＞
　①主に低炭素電力を購入したため。
　②コロナ禍による稼働の減少。
　③2021年度に行った省エネ施策(ＪＰＲ大宮ビル階段の照明をLED化)。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 213300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

R3

14

13 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

ＪＰＲ大宮ビル
階段照明LED化

R3

R2 8.0

12 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

武蔵浦和ショッピングスクエア
外壁看板用照明、共用部 (3,4,5F) 照明設
備LED化

R2 R2 51.0

11 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

大宮プライムイースト
4階テナント基本照明更新工事(LED化)

R2

R1以前

10 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

テナントの電気使用量（電力量）の計測及
び記録を行う。（継続実施）

R2 R2

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理
武蔵浦和ショッピングスクエア
店舗内LED照明に更新

R1以前

R1以前

8 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転管理
武蔵浦和ショッピングスクエア
外気用給排気ファン更新

R1以前 R1以前

7 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管理
川口センタービル
地下2階～15階給湯器更新

R1以前

R1以前 30

6 120800
熱源設備・熱
搬送設備

12_蓄熱槽の管理

川口センタービル
蓄熱槽補修
（2019年1月～2019年7月）

R1以前 R1以前 10

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

川口センタービル
地下2階～15階空調VAV新設
（2019年11月まで）

R1以前

R1以前 200

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理

川口センタービル
地下2階～15階ファンコイルユニット更新
（2019年11月まで）

R1以前 R1以前 90

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
川口センタービル
熱源チラー更新（2018年6月まで）

R1以前

R1以前

2 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転管理
川口センタービル
外気用給排気ファン整備

R1以前 R1以前

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理
川口センタービル
共用部LED照明に更新

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 213300



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 213300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ヴイ・ディー・エフ・サンロイヤル

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

09 食料品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

09

所 在 地 東京都千代田区岩本町三丁目１０番１号

事 業 者 番 号 2134

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,379 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
パン用冷凍生地の製造販売及びﾍﾞｰｶﾘｰｼｮｯﾌﾟの経営

区 分 企業

236 百万円

563従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213400 ㈱ｳﾞｲ･ﾃﾞｨｰ･ｴﾌ･ｻﾝﾛｲﾔﾙ 春日部事業所 2,379

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,379

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 岩槻事業所　工務課事務所

所 在 地 １ さいたま市岩槻区平林寺６９７

閲 覧 可 能
時 間 １ ９：００～１６：００

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 施設部　工務課 048-758-8355 iwa-komu1@vdfsunroyal.co.jp

mailto:048-758-8355iwa-komu1@vdfsunroyal.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 4,551 4,704

【基本理念】
　企業経営を通じて社会の進展と文化の向上に寄与することを使命とし、地球環境保全に関して
事業活動の全ての面において「地球環境に配慮すること」を基本理念とし、従業員一人ひとりが
地球環境問題の重要性を理解し、行動します。
【基本方針】
　基本理念に基づき次の行動指針を実施します。
１．環境管理の徹底により継続的改善及び環境負荷の低減を図ります。
２．省エネルギー等の具体的な目標を設定し、環境負荷の低減に取り組みます。
３．事業活動に関わる環境関連法規、条約、協定等を遵守します。
４．環境負荷低減のために活用できる最新技術を積極的に導入します。
５．従業員の環境保全への意欲と意識の向上を図ります。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,551 4,704

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長 地球温暖化対策推進者
（施設部長）

省エネルギー委員会（工務課）

各部署・従業員



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2134 事業所番号 213400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 春日部市

字 ・ 地 番 南栄町９番地１０号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ㈱ｳﾞｲ･ﾃﾞｨｰ･ｴﾌ･ｻﾝﾛｲﾔﾙ 春日部事業所
前年度にお

ける事業所数 9

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 09 食料品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 09

事 業 活 動 の 概 要

パン用冷凍生地の生産販売及びベーカリーショップ経営

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

71.8720 t-CO2/億円/年

平成27年度から平成31年までの第2計画期間平均原単位（71.872）
を基準として、令和6年度末までに10％改善します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 ㈱ｳﾞｲ･ﾃﾞｨｰ･ｴﾌ･ｻﾝﾛｲﾔﾙ 岩槻事業所 さいたま市岩槻区平林寺697

3 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｶﾌｪ 東岩槻店 さいたま市岩槻区東岩槻1-1-1

番号 事業所名 所 在 地

1 ㈱ｳﾞｲ･ﾃﾞｨｰ･ｴﾌ･ｻﾝﾛｲﾔﾙ 春日部事業所 春日部市南栄町９番地１０号

6 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｷｯﾁﾝ 狭山ヶ丘店 所沢市狭山ヶ丘1-2980

7 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｶﾌｪ ﾄｩﾊｰﾄ 朝霞市本町2-13-52 EQUIA朝霞

4 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｷｯﾁﾝ 久喜店 久喜市中央2-1-1

5 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｶﾌｪ 一ノ割店 春日部市一ノ割1-1-5

10

11

8 ｵｰﾌﾞﾝﾌﾚｯｼｭｶﾌｪ 三郷店 三郷市ピアラシティ1-1-1

9 アリスブンカ 志木市本町5-19-30

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,305 2,379

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,551 4,704

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,551 4,704

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 71.8720 72.3760 66.4782

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -0.7 7.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.1

売上高 億円/年
活 動 規 模 の 指 標 単 位

62.88 70.76



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213400

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　工場の稼働時間が減少したことで、エネルギー使用量およびＣＯ₂排出量が減少して
いる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

　売上の増加により、工場の稼働時間が昨年度と比較し110％程度増加したため、ＣＯ₂
排出量が増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213400

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

冷凍冷蔵・空調設定温度の標準化 R1以前 R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備 省エネ推進組織の設立 R1以前

R1以前 3.0

4 320100
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_燃料の燃焼の合
理化に関する措置

ＬＰＧから都市ガスへ燃料転換 R1以前 R1以前 1.0

3 320100
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_燃料の燃焼の合
理化に関する措置

蒸気ボイラー高効率型へ更新 R1以前

R1以前 17.0

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

工場屋根の塗装補修（遮熱塗料） R1以前 R1以前

5 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

空調設備 高効率型へ更新 R1以前

R1以前 1.0

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

照明の間引き運転 R1以前 R1以前 1.0

7 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

手洗い温水器の温度管理（夏季停止）
（第三計画期間継続）

R1以前

65.0

10 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

冷却水ポンプ高効率型へ更新
11KW×2台　30KW×2台

R1以前 R1以前 12.0

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

LED照明の採用
（第三計画期間継続）

R4

R3 150.0

13 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

岩槻事業所 冷凍倉庫冷凍機更新
冷凍機総負荷（7台）：110KW

R4

R1以前 45.0

12 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

事務所系統空調機高効率型へ更新 R2 R3 12.0

11 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

冷却水ポンプ11KW・30KW流量制御変更
（バルブ制御→インバーター制御）

R1以前

40.015 400200 給湯設備
40_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

春日部事業所　給湯設備
蒸気ボイラーからエコキュートに変更

R4

90.0

14 340500

発電専用設
備、コージェ
ネレーション
設備

34_熱の動力等への
変換の合理化に関
する措置

岩槻事業所
太陽光発電設備300KWの導入

R3



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 213400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社コモディイイダ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

56 各種商品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

56

所 在 地 東京都北区滝野川７丁目２７番７号

事 業 者 番 号 2135

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

8,101 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 食料品・生活必需品の販売

区 分 企業

360 百万円

5,900従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213500 株式会社コモディイイダ　川口リプレ店 8,101

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 8,101

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社コモディイイダ　川口リプレ店

所 在 地 １ 埼玉県川口市川口３－３－２

閲 覧 可 能
時 間 １ １３－１５時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 店舗開発部 03-3916-3323



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 16,001 15,888

各事業所から１名を委員に選任した省エネ委員会を設置し、全従業員に対し省エネルギーの教育
を実施している。また、ショーケース・照明・空調機等の管理標準を設定し、遵守する体制を整
えた。店舗の基本照明・スポットライト照明・駐車場照明を順次ＬＥＤへ切替ている。ショー
ケース・空調機についても高効率の機械に順次入替えている。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 16,001 15,888

そ の 他 ガ ス

３７



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2135 事業所番号 213500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市

字 ・ 地 番 川口３丁目３番２号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社コモディイイダ　川口リプレ店
前年度にお

ける事業所数 37

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

食料品・生活必需品の販売

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和１年度の排出量　１６，３６０　co2-tを基準として令和６年
度までに毎年０．５％（計２．５％）削減していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 16,360 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 蕨店 川口市芝4-1-8

3 上福岡店 川越市稲荷町20-3

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社コモディイイダ　川口リプレ店 川口市川口３丁目３番２号

6 鳩ヶ谷店 川口市鳩ヶ谷南4-23-2

7 大井店 ふじみ野市亀久保亀居1154

4 北朝霞店 朝霞市朝志ヶ丘1-4-3

5 川口芝店 川口市芝3-11-1

10 東川口店 川口市戸塚3-36-18

11 南浦和店 さいたま市南区南浦和本町2-1-2

8 朝霞店 朝霞市本町1-10

9 安行店 川口市安行北谷536-1

14 東朝霞店 朝霞市栄町3-5-1

15 榛松店 川口市榛松301-1

12 築地店 ふじみ野市築地1-1-16

13 南台店 ふじみ野市南台1-10

18 芝原店 さいたま市緑区芝原1-1-1

19 仲町店 川口市南町2-4-35

16 北浦和店 さいたま市浦和区木崎1-4

17 東領家店 川口市東領家2-18-2

22 新所沢店 所沢市北所沢町2011

23 東浦和店 さいたま市緑区大間木1733

20 七里店 さいたま市見沼区東門前55-1

21 春日部店 春日部市粕壁東5-7-37

24 坂戸にっさい店 坂戸市にっさい花みず木4-16

25 吉川店 吉川市きよみ野4-1-1



日本産業規格Ａ列４番

番号 事業所名 所在地

26 鶴ヶ島店 鶴ヶ島市鶴ヶ丘65-1

27 越谷店 越谷市東越谷7-9-1

28 西川口店 川口市並木4-1-1

29 川口東口店 川口市栄町43-4-18

30 豊春店 春日部市上蛭田631-2

31 南鳩ヶ谷店 川口市南鳩ヶ谷6-17-9

32 南浦和東口店 さいたま市南区南浦和3-16-17

33 新河岸店 川越市大字砂944-1

34 東大宮店 さいたま市見沼区東大宮3-7-5

35 朝霞仲町店 朝霞市仲町1-11-18

36 三郷店 三郷市高洲2-449-1

37 北春日部店 春日部市栄町2-224

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

8,158 8,101

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 16,360 16,001 15,888

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 2.2 2.9

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 16,001 15,888

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1772 0.1760

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.7

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

90,278.00 90,278.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

高効率の冷ケース・冷凍機・空調機の入替による削減。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

高効率の冷ケース・冷凍機・空調機の入替による削減。LED照明への交換。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 213500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

事業所ごとのエネルギー消費原単位の算
出(第２計画期間も継続)

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
エネルギー削減目標　平成２６年度比、年
間１％ずつを設定

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調区画の管理、空調機の運転管理(第２
計画期間も継続)

R1以前 R1以前

3 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

事業所ごとの各種データ管理(第２計画期
間も継続)

R1以前

R1以前

6 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

使用量が改善されない事業所名対し、取り
組みの確認と削減のための具体策の策定
(第２計画期間も継続)

R1以前 R1以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

自家用電気工作物点検報告書の精査及び
対処(第２計画期間も継続)

R1以前

R2

8 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
エネルギー削減目標　平成３１年度比、年
間０．５％ずつを設定

R2 R2

7 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

事業所ごとのエネルギー消費原単位の算
出(第３計画期間も継続)

R2

R3

10 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

定期的な清掃及び機器入れ替え R3 R3

9 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

事業所ごとのエネルギー消費原単位の算
出

R3

13

12 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

定期的な清掃及び機器入れ替え R4

11 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

事業所ごとのエネルギー消費原単位の算
出

R4

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 213500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

事業内容：青果物の加工・販売、仲卸業務。農産物・林産
物・水産物・畜産物の生産並びに加工・販売及び付帯する一
切の業務。土壌調査、残留農薬検査、栄養価分析、品質管理
業務

区 分 企業

437 百万円

437従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

52 飲食料品卸売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

52

所 在 地 神奈川県川崎市宮前区水沢1-1-1

事 業 者 番 号 2138

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,633 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ベジテック

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 川島工場 0492-97-9322

所 在 地 ２ 埼玉県深谷市町田451-1

閲 覧 可 能
時 間 ２ 8:30～17:15

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ベジテック　生産本部　川島工場

所 在 地 １ 埼玉県比企郡川島町釘無236-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:30～17:15

閲 覧 場 所 ２ 株式会社ベジテック　営業第2本部　埼玉産地サポートセンター

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,633

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 213800 株式会社ベジテック　生産本部　川島工場 1,633

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,468 3,224

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,468 3,224

「基本方針」
主として青果物を専門・サービスの提供を通じて環境保全活動を積極的に推進致します。そして
循環型社会の構築に寄与して行きます。
１．環境保全を常に意識する仕事の仕組みをつくり、環境の保全と汚染の予防に取り組みます。
２．環境保全に関連するコンプライアンスを約束します。
３．事業活動を通じて次の環境保全活動に取り組み、その活動を定期的に見直します。
（１）健康と環境に配慮した商品の提供に努めます。
（２）地球温暖化防止のために、省エネルギー活動を積極的に取り組みます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

環境管理最高責任者（社長）

コンプライアンス委員会
環境問題部会

環境管理責任者（営業部長・センター長）

営業部推進事務局

地球温暖化対策推進者（生産本部長）

生協営業部

（業務グループ）

川島工場

（業務グループ）

埼玉産地サポートセンター

（業務グループ）
埼玉営業部

（業務グループ）

所沢プロセスセンター

（業務グループ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1582 t-CO2/百万円/年

【第3計画期間】
平成27年度を基準（0.1582t-CO2/百万円）として、原単位を毎年
1％ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 5

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 09 食料品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 09

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：青果物の加工
従業員数：73名

4 事業者番号 2138 事業所番号 213800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 比企郡川島町

字 ・ 地 番 釘無236-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社ベジテック　生産本部　川島工場



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 株式会社ベジテック　営業第1本部　埼玉営業部 さいたま市桜区桜田3-3-1

5 株式会社ベジテック　営業第2本部　所沢プロセスセンター 所沢市南永井867-1

2 株式会社ベジテック　営業第2本部　生協営業部 比企郡川島町釘無236-1

3 株式会社ベジテック　営業第2本部　埼玉産地サポートセンター 深谷市町田451-1

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社ベジテック　生産本部　川島工場 比企郡川島町釘無236-1

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

出荷額 百万円/年

活 動 規 模 の 指 標 単 位
22,947.70 21,217.87

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 4.5 4.0

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.5

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1582 0.1511 0.1519

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,468 3,224

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,468 3,224

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,741 1,633

事業所番号 213800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。
・令和2年11月に、川島工場屋根に太陽光パネルを設置。発電した電力を自家消費に使
用することにより、CO2排出量が川島工場月間あたり、約10%削減した。
・令和2年度に、川島工場の照明をLEDに更新。CO2排出量が川島工場において約1%削減
した。
・令和2年度に、生協営業部に冷蔵保管庫を設置したことにより前年度に比べてCO2排出
量が増加した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。
・令和2年11月に導入をした太陽光パネルの設置により、昨年に続きCO2排出量を削減す
ることができた。
・令和2年度に、川島工場に熱交換器を設置し、CO2排出量を削減することができた。
・他にも、川島工場・生協営業部にて空調機器の入れ替え、所沢プロセスセンターにて
LED交換を実施したことにより、基準値・前年度比ともにCO2排出量を削減することがで
きた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 213800



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

172.0

10 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

外灯の照明器具をLED照明ランプ及び器
具へ交換（川島工場）

R4 5.4

9 490200 その他
49_その他の削減対
策

太陽光発電設備（240kw）の導入
（川島工場）

R4

R3 3.2

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

照明器具をLED照明ランプ及び器具へ交
換（埼玉産地サポートセンター）

R5 18.0

7 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

空調機の機器入れ替え（生協営業部） R3

R3 251.6

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

空調機の機器入れ替え（川島工場） R3 R3 14.6

5 329900
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_ボイラー・工業炉・
蒸気系統・熱交換器
等に係るその他の削
減対策

熱交換器の導入（川島工場） R3

R3 5.2

4 490200 その他
49_その他の削減対
策

太陽光発電設備（240kw）の導入
（川島工場）

R2 R2 172.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

作業場の照明器具をLED照明ランプ及び
器具へ交換（所沢プロセスセンター）

R3

R1以前

2 310300
一般管理事
項

31_計測及び記録の
管理

事業所ごとに月別エネルギー使用量を集
計し前年度との比較・要因分析を実施(第３
計画期間継続中)

R1以前 R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
エネルギー使用の合理化及び温暖化対策
推進関連ミーティング(1回/月)及び環境委
員会(1回/年)を開催(第３計画期間継続中)

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 213800



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 213800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

○資本金　30億円
○年商　447億円(2022年2月期)
○従業員数　11,343名　(正社員 962名、パート社員 10,381
名)
○レストラン事業　324店、ファーストフード事業　39店、給
食事業　148店、SE　34店舗

区 分 企業

3,000 百万円

11,343従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 東京都千代田区二番町8番地8

事 業 者 番 号 2140

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,649 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　セブン＆アイ・フードシステムズ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 業務部庶務 03-6238-3571

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本部玄関

所 在 地 １ 東京都千代田区二番町4番地5

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日9：00～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,649

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214000 デニーズ大宮宮原 1,649

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,055 3,277

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,055 3,277

当社は、SDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けて、本業を通じた社会課題の解決に取り組ん
でいます。また、地球全体の持続可能な発展のため、環境負荷を積極的に低減していくことが不
可欠と考え、環境宣言『GREEN CHALLENGE 2050』を定め、お客様やお取引様をはじめ、全てのス
テークホルダーの皆様と共に“豊かで持続可能な社会”の実現に向けて取り組んでまいります。
そのためにまず、私たちの事業活動によって生じる環境負荷等の中で、とくに社会的な影響の大
きい分野を4つ特定してそれぞれに目標値を定めております。

当社、2017年3月にミッション『ひと皿に豊かな明日を』を定めました。ミッションでは『豊か
さ』を提供する対象を「お客様だけでなく全てのステークホルダー」とし、「物質的な豊かさだ
けでなく、精神的な豊かさ」を提供しつつ、「今だけでなく将来にわたる豊かさ」を追求してい
くことを宣言しています。

地球温暖化対策として、原単位を年1％削減を目標に掲げ、ISO14001に基づいた組織作りを行い
各店舗へ省エネ教育及び計画的な設備更新等を実施し1店舗辺りのCO2排出量を削減していきま
す。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

539.4000 t-CO2/千ｍ2

2019年度の排出量：5,256t-CO2,エネルギーの使用量と相関性が高
い延床面積9.74千㎡を原単位値として基準となる原単位を539.4t-
CO2/千㎡として年1％の削減を目標にした。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,256 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 31

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

埼玉県内のみ
○レストラン事業29店,コンビニエンス事業2店
※2021年度報告対象店舗（年度内に開閉店あり）

4 事業者番号 2140 事業所番号 214000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市北区

字 ・ 地 番 宮原町2-40-8

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 デニーズ大宮宮原



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 その他別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 デニーズ大宮宮原 さいたま市北区宮原町2-40-8

事業所リスト



埼玉県朝霞市西弁財１－４－７

埼玉県川口市上青木西１－１－１０

埼玉県越谷市瓦曽根２－９－１６

埼玉県草加市学園町１－１

埼玉県さいたま市大宮区桜木町１－６－２

埼玉県所沢市日吉町12-1西武所沢S.C.　8階

埼玉県久喜市久本寺72

埼玉県川口市西新井宿南原29

埼玉県さいたま市北区宮原町２－４０－８

埼玉県越谷市東大沢１－１１－２１

埼玉県さいたま市浦和区高砂１－１６－７ホテルメッツ浦和１Ｆ

埼玉県所沢市本郷字西上１０９０－４

埼玉県所沢市緑町４－３３－１１

デニーズ川口新井宿

埼玉県鶴ヶ島市富士見１－１９－６

埼玉県ふじみ野市清見1-1-7

埼玉県さいたま市南区南浦和３－７－１０

埼玉県蕨市北町５－４－３

埼玉県深谷市西島町１－６－８

埼玉県加須市諏訪１－１６－９

埼玉県川口市戸塚３－４－２１

埼玉県川口市新井町２７－２２

埼玉県朝霞市本町２－４－１８バモスビル２Ｆ

埼玉県さいたま市桜区田島７－１５－２２

埼玉県飯能市双柳１０５－６

埼玉県川越市東田町６－１

埼玉県三郷市上彦川戸８９２－１

埼玉県さいたま市大宮区吉敷町４－２６３－８

埼玉県越谷市東越谷６－１１６

デニーズ西川口

デニーズ鶴ヶ島

デニーズ上福岡

デニーズ麹町珈琲 西武所沢

デニーズ久喜

デニーズ宅配ベース南越谷

SE獨協大学

SEそごう大宮

デニーズ三郷

デニーズコクーンシティ

デニーズ東越谷

デニーズ大宮宮原

デニーズ越谷東大沢

デニーズ川口元郷

デニーズ朝霞駅前

デニーズ西浦和

デニーズ東飯能

デニーズ川越東田町

デニーズ浦和駅前

デニーズ東所沢

デニーズ新所沢21

22

デニーズ南浦和

デニーズ蕨

デニーズ深谷

デニーズ加須

デニーズ東川口

デニーズ朝霞台

24

25

26

11

8

9

14

15

12

13

23

16

17

18

19

20

27

28

29

30

31

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 デニーズ蒲生 埼玉県越谷市蒲生寿町１３－３８

デニーズ岩槻インター

デニーズ蓮田

2 埼玉県さいたま市岩槻区加倉４－２３－９

3 埼玉県蓮田市西新宿町１－５２

6

7

4

5

10



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 千ｍ2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

10.05 8.62

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 25.2 29.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.7

エネルギー起源CO2排出量原単位 539.4000 403.4826 380.3389

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,055 3,277

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 22.9 37.7

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -19.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,256 4,055 3,277

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,038 1,649

事業所番号 214000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

今年度はコロナの影響により年度内の閉店及び営業時間の短縮等（24時間営業店舗⇒13
時間営業）があり、1店舗辺りのエネルギー使用量が著しく減少したのが大きな原因で
ある。
上記期間中でも省エネ施策として、久喜店に太陽光発電設備を設置し発電した電力を自
家消費することによるピークカット施策や従来設備の更新を行い省エネ活動を実施し
た。
久喜店累積発電量実績：16,273kWh/年　，削減CO2排出量：8.1t-CO2/年
※取得期間(2020年4月～2020年12月)　排出係数：0.495t-CO2/千kWhで計算

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

昨年度に引続きコロナ禍の影響により基準年度に比べ店舗の閉店及び営業時間の短縮等
が続き、基準年度に比べエネルギー使用量が大きく減少した。
　上記期間中においても設備更新による省エネや太陽光発電によるピークカット及び
CO2排出量の削減を実施した。
久喜店2021年度発電量実績：21,237.4kWh/年，削減CO2排出量：10.5t-CO2/年
※排出係数：0.495t-CO2/千kWhで計算

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 214000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

0.1

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光発電によるピークカット R2 R3 10.5

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明機器更新時には省エネ性の高い機器
を選定する

R1以前

6 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

事務室等人がいないエリアの自動消灯へ
の順次切替及びＰＣの省エネモードの設定

R1以前

5 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管
理

受変電設備の更新計画に伴い一部対象店
舗において高圧受電盤を更新する

R1以前

R3 0.0

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調機交換の際、インバーター空調機を採
用する

R1以前 1.2

3 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
デニーズ店舗で週間使用量の管理を行う。
(店舗で検針、入力し、本部で異常値等確
認)

R1以前

R3 0.0

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
ISO140001を取得し、地球温暖化防止にむ
け組織を強化し、PDCAサイクルを通して、
継続的なエネルギー改善を行なう。

R1以前 R3 0.0

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
地球温暖化対策推進の組織をつくり、削減
計画を作成した。

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 214000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

①従業員への啓発
　弊社では、従業員1人1人が当事者意識持って省エネ活動に取組んでいけるよう、「環境社会検定試験
(eco検定)」の受験を推奨。2021年度末までに、累計で1,206名が合格しました。
②調理機器の省エネ化
　弊社では、調理機器更新のタイミングでエネルギー効率の良い機器を選定し取入れてまいります。ま
た、取入れ事例と致しまして、調理器具をガス・LPGから電化設備に変更また、調理時のみ電力を使用
する機器(パスタスチーマー等)を導入及びにすることにより、待機電力を削減しました。
③店舗照明のLED化
　弊社では、照明器具更新のタイミングで蛍光灯から省エネ効果の高いLED照明へ機器の交換を実施し
ています。
④空調機の交換
　弊社では、空調機更新のタイミングで省エネ性能が高い最新式の空調機を選定し取入れております。
また、店舗における温度管理の徹底を実施しています。
⑤温室効果ガス原単位排出量の削減
　温室効果ガス排出量は基準年度比で22.9%削減しましたがコロナの影響が大きいため一時的だと思わ
れます。コロナ禍の影響がなくなり元の生活習慣に戻ったとしても目標に掲げている原単位年1％削減
を達成できるよう省エネ活動に取り組みます。
⑥エコマーク認定の取得(デニーズ店舗 対照)
　今までの弊社の省エネ等の取組が認められ食品業界として日本で初めて、2017年9月にエコマーク認
定を取得しました。
⑦デニーズ全店で「WWF 消灯モニュメント」に参加。
デニーズ全店で「WWF 消灯モニュメント」に参加。店頭看板を1時間消灯し、店内放送でお客様へ趣旨
説明、社会全体への温室効果ガス削減の意識付けに貢献しています。さらに、外食レストラン業界への
参加を牽引しています。
⑧弊社HP上にSDGｓ・CSR取組内容を社外に公表しています。
https://www.7andi-fs.co.jp/csr/
⑨食品ロスへの取組
　食品ロスへの取組として、環境省が推奨する食品ロス削減アクションである「mottEco」に参画。
食べ残しを環境にやさしい容器で持帰って家で食べることにより、店舗からの食品ロスを削減また焼却
処分する際に発生する温室効果ガスを削減する
⑩食品リサイクル率の向上
　食品在庫の適正化やほぼ全店で発生する使用済み調理油の100％のリサイクルをはじめ、商品残渣の
肥料化、メタン化など多様な処理に取組み政府目標を超える56.4％の食品リサイクル率を達成し、廃棄
処分に伴う温室効果ガスの削減を実施した。

事業所番号 214000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

3,000 百万円

11,137従 業 員 数

首都圏において”セブン＆アイ・ホールディングスの一員と
して、食品に特化したスーパーマーケットとして”地域のお
客さまの食生活を、より豊かで便利に楽しく”を目標に、
味・鮮度、品揃え、クリンネス、フレンドリーサービスを充
実させ、お客様に満足いただけるよう取組んでいます。

企業

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

56 各種商品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

56

所 在 地 東京都江東区青海二丁目５番10号テレコムセンタービル西棟12階

事 業 者 番 号 2141

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

8,113 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ヨーク

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 開発室　店舗施設部 03-5520-9556

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ヨーク　ﾗﾗｶﾞｰﾃﾞﾝ川口店

所 在 地 １ 川口市宮町１８－９ 

閲 覧 可 能
時 間 １ 営業時間中（9:00～22:00）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 8,113

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214100  ﾗﾗｶﾞｰﾃﾞﾝ川口店 8,113

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 15,818 15,845

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 15,818 15,845

基本方針：環境に関する法規制を遵守し、事業活動が、地球規模の資源問題、温暖化問題に関
わっていることを深く認識し、商品の開発・生産、配送といったサプライチェーンから、販売、
消費までのすべての段階における環境負荷を評価し、ＣＯ２排出量を削減するよう努めます。
行動基準
1.ＣＯ２排出量の把握・検証：事業活動におけるＣＯ２の排出量を正確に把握するとともに、加
盟する協会が設定した目標指標等を活用し環境の取り組みを検証します。
2.ＣＯ２排出量の削減：商品の開発・生産・配送を含め環境効率の最大化を図ります。食品の安
全・安心、地域との共生、フードマイレージの観点から地場商品を積極的に導入します。
3.販売にともなうＣＯ２の削減：環境マネジメントを徹底し店舗、事業所でのエネルギー使用を
削減します。
4.全従業員に環境教育等を通じた啓発に努め、従業員自らがＣＯ２削減を積極的に進めていきま
す。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

企業行動員会

店舗施設部店舗支援センター

各店舗

開発室長

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0544 t-CO2/m2*時間

令和1年度の排出量(15,625t-CO2)を基準として、年間１％以上のＣＯ２削減を目
標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 15,625 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 22

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

首都圏において、食品に特化したスーパーマーケットとして”地
域のお客さまの食生活を、より豊かで便利に楽しく”を目標に、
味・鮮度、品揃え、クリンネス、フレンドリーサービスを充実さ
せ、お客様の満足を目指します。

4 事業者番号 2141 事業所番号 214100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川口市宮町

字 ・ 地 番 １８－９ 

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名  ﾗﾗｶﾞｰﾃﾞﾝ川口店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22 下前 戸田市下前２－１－１２ 

23

20 入間扇台店 入間市扇台2-2-30 

21 桶川 桶川市末広２－１－３４ 

18 ヨークフーズ小手指店 所沢市小手指町１－８－５ 

19 南元宿 さいたま市桜区南元宿２－８－１ 

16 三室 さいたま市緑区松木２－８－１ 

17 北本二ツ家店 北本市二ツ家４－１１８－１ 

14 大宮南中野 さいたま市見沼区南中野８４０－１ 

15 芝前川 川口市芝下３－３７－２８ 

12 ハレノテラス東大宮店 さいたま市見沼区島町393 A棟101区画 

13 柳崎 川口市柳崎５－１－３５ 

10 所沢花園 所沢市花園1丁目2313-1 

11 草加 草加市中央１－６－９ 

8 東岩槻 さいたま市岩槻区諏訪５－１－１ 

9 入間 入間市下藤沢1317-1

6 ﾓﾗｰｼﾞｭ菖蒲 久喜市菖蒲町菖蒲３５５５番地 

7 ヨークプライスせんげん台店 越谷市千間台東２－７０７ 

4 越谷花田店 越谷市花田２－２－３ 

5 越谷赤山 越谷市赤山町５－８－３９ 

2 日進 さいたま市北区日進町２丁目１９１６－８ 

3 幸手店 幸手市天神島1-43 ヨークマート　幸手店

番号 事業所名 所 在 地

1  ﾗﾗｶﾞｰﾃﾞﾝ川口店 川口市宮町１８－９ 

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積×営業時間 m2*時間
活 動 規 模 の 指 標 単 位

302,252.83 302,252.83

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 3.8 3.6

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.2

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0544 0.0523 0.0524

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 15,818 15,845

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -1.2 -1.4

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 15,625 15,818 15,845

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

8,098 8,113

事業所番号 214100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

年度内に2店舗追加店があったことでエネルギー使用量とCO2排出量の増加は有りました
が、追加2店舗の高効率設備の影響で、原単位率としては6.6％削減に繋がったと考えら
れる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

コロナ禍の影響で感染予防の為換気をしながらの空調稼働で原単位率としては、前年比
0.2％増になったと考えられる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 214100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

R2 47.0

12

11 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光設置（所沢花園） R2

R1以前 62.0

10 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

電力の見える化システム導入による運用に
よる電力使用量の削減

R1以前 R1以前 148.0

9 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

アイス多段ケース・冷食ケースのリーチイン
化

R1以前

R1以前

8 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷凍機への簡易散水機の設置 R1以前 R1以前 6.0

7 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷ケースの改造（フロン対策及び省エネ化） R1以前

R1以前

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

アイス多段ケース・冷食ケースのリーチイン
化

R1以前 R1以前

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

店舗空調機の高効率化更新 R1以前

R1以前

4 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

冷ケース冷凍機の更新 R1以前 R1以前

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明のＬＥＤ化 R1以前

R1以前

2 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

アイスケースのリーチイン化 R1以前 R1以前

1 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

外置コンプレッサーへのシャワー装置の設
置

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 214100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 214100



   

   

  

    

     

 

       
        



             

 

             

     

           



    

          

             



 

     

   

      

 

          

 

  

  

           

 

 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



    

 

                

       

     

                   

    

                    

          

   

       

   

                  

                    

    

          

      

                



    

    

    

    

    

      



  

  

  

  

  

  

  

         

       

       

           

       

           

       

  

       

         

      



      



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ミツハシ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

09 食料品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

09

所 在 地  神奈川県横浜市神奈川区栄町3-4パシフィックマークス横浜イースト3F

事 業 者 番 号 2143

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,786 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 米穀、炊飯・加工品・輸入米の販売

区 分 企業

300 百万円

572従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214300 株式会社ミツハシ　春日部工場 1,786

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,786

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ミツハシ

所 在 地 １ 横浜市神奈川区栄町3-4 パシフィックマークス横浜イースト3F

閲 覧 可 能
時 間 １

公表担当者部署へ予約の上閲覧をお願い致します。

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 管理部　総務課 045-285-3284



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,460 3,604

当社の環境方針を全従業員に浸透させ、また環境保全の取り組みを公開して、地域やお客様との
コミュニケーションを図る。環境保全の取り組みについてPDCAサイクルを実践し、継続的改善に
努める。

・ エネルギーを使用する設備機器の運転日数・時間・設定等の運用状況を把握し、製品品質と
省エネルギーを両立させる運用を徹底する。
・ 設備機器の担当者による記録とともに、エネルギーモニタリングシステムを活用し、得られ
たデータを設備機器の運用に反映する。
・ 日常の清掃と定期的な点検により、設備機器のエネルギー効率を最大限に引き出す。
・ エネルギー効率に優れた設備機器を計画的に導入する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,460 3,604

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2143 事業所番号 214300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 春日部市

字 ・ 地 番 金崎945-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社ミツハシ　春日部工場
前年度にお

ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 09 食料品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 09

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：米穀の精米・炊飯・加工

従業員数： 180 名（2工場合計・2022年3月末現在）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1377 t-CO2/

基準を平成26年度のエネルギー起源排出原単位0.1377とし、令和6
年度まで基準年度と比較して、引き続き毎年1％を削減目標とす
る。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

未定

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 株式会社ミツハシ　行田工場 埼玉県行田市長野三丁目31-3

3 以下空白

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社ミツハシ　春日部工場 春日部市金崎945-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,721 1,786

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,460 3,604

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,460 3,604

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1377

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） －

活 動 規 模 の 指 標 単 位



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナ感染症の拡大により生産量が減少したことにより、工場の稼働時間も減少。さら
に従業員の省エネ意識もあり、CO2排出量の減少になりました。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

昨年よりも生産量が7％増加したことにより、エネルギー使用量及び排出量も増加した
が、従業員の省エネ意識もあり、排出量原単位は昨年よりも削減することができた、

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 320300
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_放射・伝熱等によ
る熱の損失の防止に
関する措置

蒸気配管等の断熱強化 R1以前 R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
各種データの整理、保存(第3削減計画期
間も継続)

R1以前

R2

4 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

従業員不在箇所　センサーによる消灯((第3
削減計画期間も継続)

R1以前 R1以前

3 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

工場の屋根に断熱塗料の塗布 R1以前

R1以前 20.0

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

老朽化した空調機の入替え R1以前 R1以前 20.0

5 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

全館LED化 R1以前

R1以前

8 329900
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_ボイラー・工業炉・
蒸気系統・熱交換器
等に係るその他の削
減対策

ボイラーの更新 R1以前 R1以前

7 310300
一般管理事
項

31_計測及び記録の
管理

デマンド装置設置によるエネルギー使用の
把握(第(3削減計画期間も継続)

R1以前

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

コロナ感染症の拡大により生産量が増減する中、エネルギー消費量の削減を意識しながら事業活動を継
続することができた。

事業所番号 214300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 東包印刷株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

15 印刷・同関連業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

15

所 在 地 東京都千代田区神田美土代町５番地

事 業 者 番 号 2144

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,585 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

主としてプラスチックフィルムを材料とする
軟包装材料の製作
(内訳)
・グラビア方式によるﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾌｨﾙﾑへの印刷
・ﾄﾞﾗｲﾗﾐﾈｰﾄ方式によるﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾌｨﾙﾑへのﾗﾐﾈｰﾄ加工

区 分 企業

10 百万円

94従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214400 東包印刷株式会社　埼玉工場 1,585

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,585

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 東包印刷株式会社　埼玉工場

所 在 地 １ 埼玉県吉川市旭３－５

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:00～17:00（工場休業日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 環境対策室 048-992-1661



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 3,205 3,160

環境方針
東洋包材グループは、環境に関する法令を遵守するとともに、
環境目標に基づいた活動を推進することによって
積極的に環境負荷の低減を図ります。

行動方針
①環境に関する法令を遵守するとともに、環境負荷の低減を図ります。
②省エネルギー・省資源に積極的に取り組み、環境にやさしい企業を目指します。
③ゼロエミッション活動を推進し、廃棄物の削減と資源のリサイクルに努めます。
④全従業員に啓発・教育活動を行い、環境方針の理解と環境意識の高揚に努めます。
⑤環境目標を定め、その達成に取り組みます。

■代表取締役
・工場の環境に関する設備投資等の決定
■工場長
・各工場の監視及び指導
■環境対策室
・工場の環境負荷の把握および管理
・環境関連法に係る書類の作成
・環境負荷低減のための目標設定
■生産部
・生産活動における環境負荷低減に関する
　取り組みの実施
■業務部
・環境保全の観点からの生産計画の作成

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,205 3,160

そ の 他 ガ ス

工場長

環境対策室

（地球温暖化対策推進者）

生産部 業務部

代表取締役



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2144 事業所番号 214400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 吉川市

字 ・ 地 番 旭３－５

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 東包印刷株式会社　埼玉工場
前年度にお

ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 15 印刷・同関連業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 15

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：
主としてプラスチックフィルムを材料とする
軟包装材料の製作

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

9.6269 t-CO2/100時間

令和６年度の工場の加工機械（印刷機５台・ラミネート機２台）
の延べ稼働時間あたりのエネルギー消費量（CO2換算）を令和元年
度比で4.9％削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,225 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 東包印刷株式会社　平成埼玉工場 北葛飾郡松伏町ゆめみ野東４－２－７

3

番号 事業所名 所 在 地

1 東包印刷株式会社　埼玉工場 吉川市旭３－５

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,607 1,585

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,225 3,205 3,160

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.6 2.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,205 3,160

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 9.6269 9.7913 9.6692

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -1.7 -0.4

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.2

延べ機械稼働時間 100時間
活 動 規 模 の 指 標 単 位

327.33 326.81



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214400

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令和元年の途中より経年劣化の進んでいた平成埼玉工場の印刷機の一つを完全に停止させ、他の
印刷機に仕事を集中させることで総エネルギーの使用量は低減している。
しかし本年は新型感染症流行禍中において、第一次緊急事態宣言解除後から年末にかけて受注量
が低下した時期があったために機械の延べ稼働時間は減少し、原単位の数値は増加している。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

夏季にラミネート機の故障があったために延べ稼働時間は減少している。この一年間の
エネルギー使用量を省みたところ、４月のガスの使用量が昨年比で著しく減少してい
た。これは昨年の４月に極端に気温の低い日が続いていたためであって、今年は平年よ
り幾分穏やかであった事による差であると考えられる。（なお夏季は昨今の通り猛暑で
あり、電気の消費量は一年を通じて昨年度とほぼ変わっていない。）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214400

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R2

2 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

埼玉工場外周部の水銀灯をLEDランプに
変更

R2 R2

1 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

平成埼玉工場のエアーコンプレッサーを３
台体制から効率の良い２台体制に更新

R1以前

R3

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

平成埼玉工場の冷却塔を更新 R2 R2

3 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

埼玉工場の休憩室のエアコンを省エネタイ
プのものに更新

R2

6

5 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

埼玉工場の冷凍機を更新予定 R6

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

工場内でのＣＯ２削減のための取り組みについて

・電力量常時監視装置の設置および電力大量消費時の電源OFF対応の取組
　工場事務室に消費電力量の常時監視装置の設置を行い、この装置により工場内の毎日・毎時の必要電
力量の詳細な監視を行っている。また、単位時間当たりの使用電力量が目標を超過しそうな場合には構
内放送を行い、超過予想量に応じたレベルで従業員に身の回りの電気機器の電源をOFFにするよう呼び
かけている。

・触媒式溶剤ガス燃焼装置＋廃熱回収装置＋排ガス濃度制御システム導入
　両工場の所有するグラビア印刷機およびドライラミネート機において、各機の乾燥装置より発生する
排ガス中の有機溶剤成分を濃度計により濃度制御を行い、安全に再び乾燥装置熱風給気として利用し、
乾燥装置のエネルギー効率の向上を図る。同時に濃度制御により溶剤分が高濃度化された排ガスは高効
率の余熱熱交換器を内蔵する触媒式溶剤ガス燃焼装置に導入、触媒作用により350℃の低温で燃焼開始
時以外は助燃料を使わず排ガス中の有機溶剤成分を自己燃焼させて処理する。さらにこの処理によって
生じた余熱を高効率の金属製熱交換器により外気と熱交換を行い、これを各機の乾燥装置の熱源として
再利用する事で、工場全体の省エネとガス使用量の削減を図る。

・グリーンプリンティング認定工場として
　当社の所有する2つの印刷工場は、印刷業の業界団体である(一社)日本印刷産業連合会の、環境に配
慮した工場に対する認定制度であるグリーンプリンティング認定制度の工場認定を取得しており、この
認定基準の中で温暖化対策として、当社の所持する機械それぞれの環境負荷を把握することをはじめ、
作業所でのインバータ機器の採用など各工程での省エネ活動を行うほか、化学物質使用量や廃棄物発生
量の削減等も踏まえた総合的に環境にやさしい工場づくりを目指す。

事業所番号 214400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社アークミール

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 埼玉県さいたま市中央区上落合2-3-5

事 業 者 番 号 2145

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,402 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

「ステーキのどん」「しゃぶしゃぶどん亭」「フォルクス」
「donイタリアーノ」

事業活動の
概 要

事 業 内 容
郊外型レストランの経営　店舗数141店
（埼玉県内43店）

区 分 企業

10 百万円

257従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214500 ステーキのどん　鶴ヶ島店 2,402

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,402

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社

所 在 地 １ 埼玉県さいたま市中央区上落合2-3-5

閲 覧 可 能
時 間 １ 9：00～18：00（平日のみ）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務人事部 048-859-0555 soumubu@anrakutei.co.jp



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,612 4,872

株式会社アークミール　エネルギー管理方針

１．お客様へのサービスレベルを維持し、経済合理性に配慮しつつ、効率的なエネルギー管理を
実践。

２．照明設備・空調設備・厨房設備等の購入、並びに新店舗設計の際の太陽光利用導入など、エ
ネルギー管理に配慮した機種選定を行う。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,612 4,872

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2145 事業所番号 214500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 鶴ヶ島市

字 ・ 地 番 大字膝折1631

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ステーキのどん　鶴ヶ島店
前年度にお

ける事業所数 43

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

郊外型レストランの経営　店舗数141店
（埼玉県内43店）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

132.4694 t-CO2/店

2019年度（令和元年度）の実績を基準として、原単位（1店舗あた
りに要するCO2）を1％ずつ改善してまいります。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 6,491 t-CO2

基準となる
原 単 位

2024年度（令和6年度）の実績を基準として、原単位（1店舗あた
りに要するCO2）を2％ずつ改善してまいります。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 他、別添一覧の通り

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ステーキのどん　鶴ヶ島店 鶴ヶ島市大字膝折1631

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



株式会社アークミール　事業所リスト（2021年度地球温暖化対策報告用）

№ 店名 住所

1 ステーキのどん　鶴ヶ島 埼玉県鶴ヶ島市脚折1631

2 ステーキのどん　熊谷 埼玉県熊谷市石原394-1

3 ステーキのどん　所沢東 埼玉県所沢市上安松1140-23

4 ステーキのどん　的場 埼玉県川越市的場810-6

5 ステーキのどん　狭山 埼玉県狭山市笹井3-1-20

6 ステーキのどん　加須 埼玉県加須市北小浜135

7 ステーキのどん　春日部 埼玉県春日部市大沼2-1

8 ステーキのどん　東松山 埼玉県東松山市新宿町16-4

9 ステーキのどん　蓮田 埼玉県蓮田市西新宿6-40

10 ステーキのどん　幸手 埼玉県幸手市北2-16-28

11 ステーキのどん　北本 埼玉県北本市東間2-36

12 ステーキのどん　川越北 埼玉県川越市宮元町34-6

13 ステーキのどん　富士見 埼玉県富士見市羽沢2-17-6

14 ステーキのどん　指扇 埼玉県さいたま市西区指扇下戸1063

15 ステーキのどん　坂戸 埼玉県坂戸市元町10-19

16 ステーキのどん　上尾 埼玉県上尾市緑丘2-2-3

17 ステーキのどん　東大宮 埼玉県さいたま市見沼区東大宮5-15-7

18 どん亭春日部 埼玉県春日部市大沼2-59

19 どん亭入間 埼玉県入間市小谷田962-4

20 donイタリアーノ  坂戸 埼玉県坂戸市元町10-20

21 ステーキのどん　千間台 埼玉県越谷市千間台東1-１6ｰ2

22 ステーキのどん　若葉 埼玉県鶴ヶ島市富士見2-18-1

23 ステーキのどん　与野 埼玉県さいたま市中央区上峰3-9-13

24 ステーキのどん　草加 埼玉県草加市長栄二丁目5-1

25 ステーキのどん　星の宮 埼玉県所沢市星の宮1-9-6

26 ステーキのどん　三郷 埼玉県三郷市幸房106-1

27 ステーキのどん　新座 埼玉県新座市東1-1-3

28 ステーキのどん　入間 埼玉県入間市小谷田963-1

29 ステーキのどん　戸田 埼玉県戸田市笹目3-14-13

30 ステーキのどん　浦和三室 埼玉県さいたま市緑区三室1202-2

31 どん亭さいたま与野 埼玉県さいたま市中央区本町西4-13-11

32 どん亭東浦和 埼玉県さいたま市緑区東浦和2-17-4

33 ステーキのどん　大宮西口 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-10-17

34 どん亭鳩ヶ谷 埼玉県川口市南鳩ヶ谷4-26-1

35 どん亭鶴ヶ島 埼玉県鶴ヶ島市高倉1236-2

36 どん亭戸田駅前 埼玉県戸田市新曽339-6

37 どん亭大宮大和田 埼玉県さいたま市見沼区大和田町１丁目725-1

38 どん亭越谷 埼玉県越谷市神明町2-132-1

39 どん亭三郷 埼玉県三郷市彦野2-82

40 どん亭上尾 埼玉県上尾市上町2丁目5番34号

41 どん亭川越インター 埼玉県川越市南大塚2-1-15

42 フォルクス  川口 埼玉県川口市芝3-23-22

43 フォルクス川口中央 埼玉県川口市栄町1-13-18



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,773 2,402

前 年 度 比 （ ％ ） － -13.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 6,491 5,612 4,872

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 13.5 24.9

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,612 4,872

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 132.4694 127.5455 113.3023

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 3.7 14.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -11.2

店舗数 店
活 動 規 模 の 指 標 単 位

44.00 43.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

店舗の撤退（2020年度中に県内4店舗が閉店）、および新型コロナウィルス感染拡大に
より店舗の一時休業、営業時間短縮が行われた影響でエネルギー使用量が前年比約20％
減少。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・店舗の撤退（2021年度中に県内1店舗が閉店）
・新型コロナウィルス感染拡大により、緊急事態宣言・まん延防止等重点措置が年度の
うち10カ月発令され、店舗の夜間の営業時間が短縮、アルコール提供中止となった影響
で、営業時間、来客数とも前年より減少、エネルギー使用量は前年比約14％減少。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前 10.0

2 180200 その他 18_その他
電力・ガス使用量の積極的削減
【継続措置】

R1以前 R1以前 8.0

1 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

機器設備の更新、節電タイプへ（冷蔵設
備、空調、調理器等）【継続措置】

R1以前

4

3

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 214500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

供給事業：生鮮食品、一般食品、家庭用品、衣料品等を直接
又はカタログを使用して会員生協に供給する事業。

職員数　　：399人
出資金　　：138.7億円
会員組合数：168.3万人
（2022年3月時点）

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

50 各種商品卸売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

50

所 在 地 新宿区大久保2-2-6　ラクアス東新宿

事 業 者 番 号 2146

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,595 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

事 業 者 名 パルシステム生活協同組合連合会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 物流部　生鮮物流管理課 048-791-7802

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 岩槻センター

所 在 地 １ 埼玉県さいたま市岩槻区末田９４２－１

閲 覧 可 能
時 間 １ 9：00～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,595

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 214601 パルシステム生活協同組合連合会　岩槻センター 1,236

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214600 パルシステム生活協同組合連合会　杉戸センター 2,359

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 7,518 7,025

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 7,518 7,025

パルシステムグループ温室効果ガス削減計画

(1)パルシステムグループの事業活動に伴うエネルギー起源CO2排出総量を2030年度までに
　2013年度比で26％以上削減（会員生協総事業高合計1億円当たり排出量は40％削減）
　します
(2)サプライチェーン全体での温室効果ガス削減を推進します
(3)環境保全型の農林水産業と自然環境保全を推進します
(4)組合員家庭の省エネルギー化を促します
(5)再生可能エネルギーを広げます

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

A事業所

杉戸センター

A事業所

熊谷センター

C事業所

岩槻センター

理事長

地球温暖化対策推進責任者

兼地球温暖化対策推進者

常務執行役員　地域支援本部長

EMS推進会議

物流部

事務局

環境活動推進室



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/千箱

第3計画期間の目標：
2020年度のエネルギー起源CO2排出量を基準として、計画期間内に
毎年1％削減とします。
熊谷センターが2020年5月開設のため、2020年度排出量を基準とし
ます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 4,593 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 50 各種商品卸売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 50

事 業 活 動 の 概 要

複合型物流センター。ドライ(常温製品)ほかカタログの供給事業
やリサイクルセンターなどの機能があります。

4 事業者番号 2146 事業所番号 214600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 北葛飾郡杉戸町

字 ・ 地 番 深輪391-11

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 パルシステム生活協同組合連合会　杉戸センター



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 パルシステム生活協同組合連合会　熊谷センター 熊谷市樋春字袋田1223-3

3

番号 事業所名 所 在 地

1 パルシステム生活協同組合連合会　杉戸センター 北葛飾郡杉戸町深輪391-11

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

供給箱数 千箱
活 動 規 模 の 指 標 単 位

41,486.00 45,916.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -11.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1107 0.0985

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,593 4,522

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 1.5

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,593 4,593 4,522

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,332 2,359

事業所番号 214600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

2020年5月に熊谷センター開設により、A事業所全体のCO2排出量が対前年度比2,424t-
CO2(111.7%)増加している。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

2021年度のA事業所全体の供給箱数が前年度比較11%増加したが、A事業所全体のCO2排出
量が対前年度比71t-CO2(1.5%)減少した。
これは熊谷センター自家消費太陽光発電設備の稼働率上昇により、CO2排出量が115t-
CO2削減量が増加したことと、各センターの省エネ活動の推進によるものと推察され
る。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 214600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

R3

12

11 490200 その他
49_その他の削減対
策

低CO2PPSへの電力会社変更(熊谷) R3

R2

10 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
外部コンサルタント会社を利用した管理標
準作成(熊谷)

R3 R3

9 490200 その他
49_その他の削減対
策

自家消費型太陽光発電設備の導入(熊谷) R2

R1以前

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

LED照明の導入(杉戸) R1以前 R1以前

7 490200 その他
49_その他の削減対
策

低CO2PPSへの電力会社変更(杉戸) R1以前

R1以前

6 490200 その他
49_その他の削減対
策

重油ディーゼル常用発電機の運用停止
(杉戸)

R1以前 R1以前 500.0

5 490200 その他
49_その他の削減対
策

省エネ診断に基づいた省エネ設備の導入
(杉戸)

R1以前

R1以前

4 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

LED照明の導入(杉戸) R1以前 R1以前

3 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

ASPエネルギー管理システムの導入 R1以前

R1以前

2 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備 省エネルギー診断実施(杉戸) R1以前 R1以前

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
外部コンサルタント会社を利用した管理標
準の改定(杉戸)

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 214600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

・ 低炭素社会の実現に向けた行動として、パルシステムグループ温室効果ガス削減計画(2030年度まで
に2013年度比で26%以上削減」)に取り組んでいます。

・2020年3月より、熊谷センターが開設している。2021年度に管理標準を作成し、省エネ運転の基準化
を行う。

・2020年5月より、熊谷センターにて自家消費型太陽光発電設備を導入しており、安定稼働によ省エネ
と温室効果ガス削減を行う。

事業所番号 214600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間合 計） 1,687 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第２区分

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

第3計画期間の目標：
基準排出量に対し、2020年度～2021年度は6%の削減。2022年度～
2024年度は13%の削減を目標とします。
(必要に応じて排出量取引を活用する。)

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間合 計） 14,848 ｔ-CO2

年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 50 各種商品卸売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 50

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

生協配送センターをカバーし、パルシステムグループ
の産直青果の集荷基地を兼ねます。

4 事業者番号 2146 事業所番号 214601

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあって
は、当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所
（他の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 パルシステム生活協同組合連合会　岩槻センター

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市岩槻区

字 ・ 地 番 末田９４２－１

計 画 期 間 2



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

供給箱数 千箱
活 動 規 模 の 指 標 単 位

27,880.00 25,104.00

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 排 出 量 原 単 位 0.1049 0.0997

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,925 2,503

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） － -14.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,925 2,503

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,449 1,236

事業所番号 214601



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

無

新型コロナウィルス流行によって顧客からの注文数が増加したため、活動規模の指標と
なる供給箱数が前年度比2.2%増加したが、CO2排出量は2,925t-CO2(対前年度比0.8%減)
となった。

これは施設内で最もエネルギーを消費する冷蔵冷凍設備の一部改修にによる省エネ化が
要因と推察される。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

業務の一部を熊谷センターに移管したため、CO2排出量が対前年度比422t-CO2(14.4%)減
少した。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減

事業所番号 214601



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

1,186

各年度の排出量の検証 未実施 未実施

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 382 804

5,428

削 減 率
（ F＝（ A - E） /A） 11.55% 24.31% －

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 2,925 2,503

1,687

目 標 削 減 率 (B) 6.00% 6.00% 13.00% 13.00% 13.00%

トップレベル認定

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 3,307 3,307 3,307 3,307 3,307 16,535

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 14,848

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

第２区分

2 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 実施済

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

事業所番号 214601

基 準 排 出 量 3,307 t-CO2/年



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

R2

5 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

省エネ型蓄冷剤の導入 R3 R3

4 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

急速冷凍設備の更新 R2

2 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

急速冷凍庫の温度緩和運転 R1以前 R1以前 90.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

LED照明の導入 R1以前 R1以前

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

事業所番号 214601

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

ASPエネルギー管理システムの導入 R1以前 R1以前



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（６）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214601

（※希望者のみ記載）

・ 低炭素社会の実現に向けた行動として、パルシステムグループ温室効果ガス削減計画(2030年度まで
に2013年度比で26%以上削減」)に取り組んでいます。

・2021年度より、省エネ型蓄冷剤を採用するため、凍結用冷凍庫の運転見直しを実施する。



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ローソン

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

58 飲食料品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

58

所 在 地 東京都品川区大崎1-11-2

事 業 者 番 号 2148

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

26,731 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

「ローソン」「ナチュラルローソン」「ローソンストア100」

事業活動の
概 要

事 業 内 容
コンビニエンスストア「ローソン」のフランチャイズチェー
ン展開

区 分 企業

58,506 百万円

10,362従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214800 ローソン埼玉西支店 26,731

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 26,731

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 北関東エリアサポート部

所 在 地 １ 東京都港区三田3-10-1　アーバンネット三田ビル7階

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00～16:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 北関東エリアサポート部 03-6635-3963



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 52,023 52,547

ローソングループ環境方針
【基本理念】私たちローソングループは、豊かな地球の恵みを次世代へ引き継ぐため、常に環境
に配慮した事業活動を行うとともに、地域社会との共生と持続可能な発展に向けて、積極的に行
動します
【方  針】
１．低炭素社会の構築に向けて
２．商品・サービスなどの開発における配慮
３．社会貢献活動への積極的な参画
４．継続的な改善の実施
５．法令等の遵守
６．コミュニケーションの推進

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 52,023 52,547

そ の 他 ガ ス

エネルギー管理統括責任者

（役員）

地球温暖化対策推進者

（経営戦略本部

SDGs推進部 部長）

代表取締役

エリアサポート実行責任者

（北関東エリア）

埼玉東支店

各店舗

埼玉西支店

各店舗

埼玉北支店

各店舗

埼玉中央支店

各店舗 各店舗

埼玉南支店

各店舗

セーブオン

南関東支店

エリア推進責任者

（各支店長）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2148 事業所番号 214800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市

字 ・ 地 番 東所沢１－４－３

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ローソン埼玉西支店
前年度にお

ける事業所数 714

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 58 飲食料品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 58

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：コンビニエンスストア「ローソン」のフランチャイズ
チェーン展開。県内店舗数：698店（令和3年度※新店・閉鎖店含
む）
県内支店：6支店(うち、同居1支店含む)

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

47.0142 t-CO2/億円

埼玉県における令和6年度までの目標としては原単位あたりのエネ
ルギー使用量を平成31年度を基準（47.0142t-CO2/売上高(億円))
にして毎年１％以上削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 55,086 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ローソン埼玉西支店 所沢市東所沢１－４－３

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



NO 店名 郵便番号 事業所住所
1 川越仙波町 350-0034 埼玉県川越市仙波町３‐１７‐７

2 東所沢和田一丁目 359-0023 埼玉県所沢市東所沢和田１‐４２‐７

3 川越松郷 350-0857 埼玉県川越市大字松郷６８８‐１

4 所沢城 359-0013 埼玉県所沢市城８６５‐３

5 日高原宿東 350-1205 埼玉県日高市原宿４４０‐３

6 川越市駅前 350-1113 埼玉県川越市田町１‐２４

7 狭山柏原 350-1335 埼玉県狭山市柏原１７００

8 川越脇田本町 350-1123 埼玉県川越市脇田本町１０‐１０

9 所沢元町 359-1121 埼玉県所沢市元町２１‐２６

10 川越小ケ谷 350-1104 埼玉県川越市小ケ谷８６８‐１

11 富士見東大久保芝原 354-0001 埼玉県富士見市大字東大久保字芝原２１８４‐１

12 所沢花園二丁目 359-0047 埼玉県所沢市花園２‐２３５１‐１

13 狭山下奥富 350-1332 埼玉県狭山市下奥富１４３５

14 三芳藤久保北 354-0041 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保８１８‐３

15 所沢下富北 359-0001 埼玉県所沢市下富駿河台５０８‐１

16 狭山青柳 350-1301 埼玉県狭山市青柳９２４‐４

17 所沢下新井 359-0031 埼玉県所沢市下新井９８９‐１

18 毛呂山旭台 350-0444 埼玉県入間郡毛呂山町大字旭台１‐５

19 三芳藤久保 354-0041 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保字西９６２‐１

20 三芳北永井 354-0044 埼玉県入間郡三芳町北永井字坂下６７‐７

21 飯能福祉センター前 357-0021 埼玉県飯能市大字双柳字橋場３５３‐６

22 飯能落合 357-0047 埼玉県飯能市大字落合字道間２９７‐１

23 日高田波目 350-1201 埼玉県日高市大字田波目１４６‐１

24 狭山北入曽 350-1315 埼玉県狭山市大字北入曽字下原９４‐１

25 大井武蔵野 356-0054 埼玉県ふじみ野市大井武蔵野１２８６‐３

26 狭山加佐志 350-1314 埼玉県狭山市大字加佐志字高峰１３７‐１

27 川越鴨田 350-0844 埼玉県川越市大字鴨田１３４３‐１

28 川越駅前西 350-1123 埼玉県川越市脇田本町１‐７

29 所沢三ヶ島三丁目 359-1164 埼玉県所沢市三ケ島３‐１４２５‐４

30 所沢下富駿河台 359-0001 埼玉県所沢市大字下富字駿河台４７５‐１

31 狭山茶つみ通り 350-1312 埼玉県狭山市大字堀兼１３５５

32 毛呂山長瀬 350-0461 埼玉県入間郡毛呂山町中央２‐３０‐１５

33 川越下松原 350-1153 埼玉県川越市大字下松原４８１‐２

34 毛呂山箕和田 350-0437 埼玉県入間郡毛呂山町大字箕和田９９

35 埼玉医大国際医療センター 350-1241 埼玉県日高市大字山根字稲荷山１３９７‐１

36 Ｓ埼玉医大テレサホール 350-1241 埼玉県日高市大字山根字稲荷山１３９７‐１

37 所沢下安松 359-0024 埼玉県所沢市大字下安松１５７４‐１０

38 狭山南入曽 350-1316 埼玉県狭山市南入曽１０１８‐２

39 所沢松郷 359-0027 埼玉県所沢市大字松郷２５２‐２

40 富士見下南畑 354-0004 埼玉県富士見市大字下南畑１９８１‐１

41 狭山富士見二丁目 350-1306 埼玉県狭山市富士見２‐７‐２４

42 所沢けやき台一丁目 359-1118 埼玉県所沢市けやき台１‐２４‐１

43 三芳北永井宮本 354-0044 埼玉県入間郡三芳町大字北永井字宮本９０７‐１

44 川越笠幡上野前 350-1175 埼玉県川越市笠幡３７１７‐１

45 三芳竹間沢 354-0043 埼玉県入間郡三芳町竹間沢４３‐８

46 所沢小手指台 359-1148 埼玉県所沢市小手指台６‐１

47 川越木野目六角 350-0016 埼玉県川越市大字木野目六角１３６９

48 富士見鶴馬下郷 354-0021 埼玉県富士見市鶴馬下郷３４５３‐２

49 飯能双柳六道 357-0021 埼玉県飯能市大字双柳７６０‐１

50 新所沢駅西口 359-1111 埼玉県所沢市緑町１‐３‐１

51 ＊　川越鯨井 350-0815 埼玉県川越市鯨井１６０４‐１０

52 所沢若狭三丁目 359-1151 埼玉県所沢市若狭３‐２５６５‐１３

53 ふじみ野上福岡一丁目 356-0004 埼玉県ふじみ野市上福岡１‐３‐７

54 飯能美杉台六丁目 357-0041 埼玉県飯能市美杉台６‐３‐５

55 日高上鹿山 350-1234 埼玉県日高市高麗川２‐１０‐１

56 入間高倉四丁目 358-0021 埼玉県入間市高倉４‐２２‐１

57 武蔵藤沢駅前 358-0011 埼玉県入間市下藤沢１‐１５‐５

58 新河岸駅西口 350-1133 埼玉県川越市大字砂字亀原９１６‐１



59 川越福田 350-0821 埼玉県川越市大字福田１１２‐１

60 鶴瀬駅西口 354-0021 埼玉県富士見市大字鶴馬字名シ久保２５９１‐１

61 入間上藤沢 358-0013 埼玉県入間市大字上藤沢３７８‐６

62 越生如意 350-0413 埼玉県入間郡越生町大字如意４９２‐１

63 川越今福 350-1151 埼玉県川越市大字今福１４６８‐６

64 狭山入曽運動公園前 350-1315 埼玉県狭山市大字北入曽１４４３‐１

65 所沢北野三丁目 359-1152 埼玉県所沢市北野３‐３３‐１６

66 川越古谷上 350-0001 埼玉県川越市大字古谷上５６８２‐１

67 新狭山駅北口 350-1331 埼玉県狭山市新狭山２‐１５‐３

68 日高南平沢 350-1206 埼玉県日高市大字南平沢１１９８‐６　

69 川越下広谷南 350-0804 埼玉県川越市大字下広谷字郷蔵前５２９‐１

70 狭山上赤坂 350-1313 埼玉県狭山市大字上赤坂５８１‐１

71 狭山広瀬三丁目 350-1319 埼玉県狭山市広瀬３‐７‐３５

72 三芳北永井芝原 354-0044 埼玉県入間郡三芳町大字北永井字芝原５０３‐１

73 狭山祇園 350-1307 埼玉県狭山市祇園２２‐２４

74 本川越駅西口 350-0042 埼玉県川越市中原町２‐２５‐４

75 川越街道新河岸 350-1133 埼玉県川越市大字砂８２７‐４

76 富士見水谷 354-0011 埼玉県富士見市水子４６４９‐４

77 所沢中富 359-0002 埼玉県所沢市大字中富１６０５‐５

78 埼玉医大総合医療センター 350-0844 埼玉県川越市鴨田１９８１

79 ＊　入間久保稲荷 358-0024 埼玉県入間市久保稲荷２‐１２‐４４

80 狭山上奥富 350-1333 埼玉県狭山市大字上奥富上三田７４７

81 所沢北中 359-1101 埼玉県所沢市北中２‐２９２‐８

82 川越小室 350-1106 埼玉県川越市大字小室字明の前２４９‐１

83 富士見関沢一丁目 354-0025 埼玉県富士見市関沢１‐１‐６

84 狭山台けやき通り 350-1304 埼玉県狭山市狭山台３‐１２‐１

85 狭山下広瀬 350-1322 埼玉県狭山市下広瀬７５７

86 ふじみ野高校前 354-0044 埼玉県入間郡三芳町大字北永井９９６‐１０

87 狭山市狭山 350-1334 埼玉県狭山市狭山２‐２４

88 西所沢二丁目 359-1144 埼玉県所沢市西所沢２‐４‐１２

89 入間仏子 358-0053 埼玉県入間市仏子１２０８‐３

90 飯能川寺 357-0045 埼玉県飯能市川寺４３１‐１

91 三芳資料館入口 354-0043 埼玉県入間郡三芳町大字竹間沢１４５‐１

92 入間市役所前 358-0003 埼玉県入間市豊岡５‐１‐９

93 富士見上沢公園前 354-0041 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保４０１２‐６

94 富士見羽沢二丁目 354-0033 埼玉県富士見市羽沢２‐３‐５３

95 富士見鶴馬 354-0021 埼玉県富士見市大字鶴馬２００５‐２

96 狭山市駅西口 350-1305 埼玉県狭山市入間川１‐１８‐１

97 日高武蔵台 350-1255 埼玉県日高市武蔵台５‐３９８‐１

98 パイオニア川越５号館 350-0822 埼玉県川越市大字山田２５‐１　パイオニア川越事業所内５号館

99 Ｓパイオニア川越４号館 350-0826 埼玉県川越市大字山田２５‐１　パイオニア川越事業所内４号館

100 所沢小手指元町 359-1147 埼玉県所沢市小手指元町３‐２６‐２２

101 西埼玉中央病院 359-1151 埼玉県所沢市若狭２‐１６７１

102 日高中鹿山 350-1232 埼玉県日高市大字中鹿山字蟹田５２３‐２８

103 入間インター 358-0014 埼玉県入間市大字小谷田１２５８‐４

104 川越清水町 350-1145 埼玉県川越市清水町８‐７

105 Ｓ埼玉医大川越茶寮 350-0844 埼玉県川越市鴨田１９８１　本館２Ｆ

106 埼玉医科大学病院 350-0451 埼玉県入間郡毛呂山町大字毛呂本郷３８

107 川越西ロータリー前 350-1123 埼玉県川越市脇田本町１５‐１０

108 川越下赤坂 350-1155 埼玉県川越市大字下赤坂６８１‐４

109 狭山新狭山 350-1331 埼玉県狭山市新狭山１‐１８‐１３

110 ふじみ野苗間 356-0052 埼玉県ふじみ野市苗間４８５‐１

111 三芳藤久保富士塚 354-0041 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保４４‐５

112 入間扇台 358-0023 埼玉県入間市扇台４‐３‐２３

113 ふじみ野松山 356-0027 埼玉県ふじみ野市松山２‐２‐４

114 川越駅東口 350-1122 埼玉県川越市脇田町１８‐３

115 ＊　所沢宮本町 359-1143 埼玉県所沢市宮本町２‐２２‐３２

116 川越駅西 350-1123 埼玉県川越市脇田本町１６‐２３

117 日高高麗神社南 350-1245 埼玉県日高市大字栗坪４２０‐１



118 所沢駅東口 359-0037 埼玉県所沢市くすのき台１‐２‐２

119 自衛隊入間基地 350-1324 埼玉県狭山市稲荷山２‐３

120 与野下落合 338-0002 埼玉県さいたま市中央区下落合３‐１８‐１０

121 伊奈小針新宿 362-0811 埼玉県北足立郡伊奈町西小針６‐１１６‐１

122 埼玉大学 338-0825 埼玉県さいたま市桜区下大久保２５５

123 上尾上野 362-0058 埼玉県上尾市大字上野５８‐１

124 桶川下日出谷 363-0028 埼玉県桶川市大字下日出谷西２‐１８‐２

125 大宮宮町二丁目 330-0802 埼玉県さいたま市大宮区宮町２‐１１

126 岩槻笹久保 339-0034 埼玉県さいたま市岩槻区大字笹久保１８１５‐１

127 北浦和一丁目 330-0074 埼玉県さいたま市浦和区北浦和１‐１１‐１

128 さいたま町谷一丁目 338-0836 埼玉県さいたま市桜区町谷１‐２１‐３

129 浦和 330-0062 埼玉県さいたま市浦和区仲町１‐５‐７

130 大宮銀座 330-0802 埼玉県さいたま市大宮区宮町１‐３２

131 浦和東岸町 330-0054 埼玉県さいたま市浦和区東岸町９‐２０

132 桶川神明一丁目 363-0014 埼玉県桶川市神明１‐４‐６

133 上尾浅間台三丁目 362-0073 埼玉県上尾市浅間台３‐２‐１１

134 さいたま新都心けやき広場 330-0081 埼玉県さいたま市中央区新都心１０

135 戸田笹目三丁目 335-0034 埼玉県戸田市笹目３‐２０‐７

136 さいたま岸町四丁目 330-0064 埼玉県さいたま市浦和区岸町４‐２６‐１コスタタワー１１１区画

137 上尾春日二丁目 362-0074 埼玉県上尾市春日２‐９‐３

138 与野駅西口 330-0071 埼玉県さいたま市浦和区上木崎１‐８‐４

139 さいたま高砂 330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂３‐７‐１

140 さいたま指扇 331-0047 埼玉県さいたま市西区指扇２６４５‐１

141 さいたま八王子三丁目 338-0006 埼玉県さいたま市中央区八王子３‐２８‐１３

142 さいたま宮原町一丁目 331-0812 埼玉県さいたま市北区宮原町１‐４６１

143 さいたま深作 337-0008 埼玉県さいたま市見沼区春岡３‐３５‐２

144 岩槻谷下 339-0046 埼玉県さいたま市岩槻区谷下３９０‐１

145 さいたま１６号深作 337-0003 埼玉県さいたま市見沼区深作１‐１０‐９

146 さいたま大谷口 336-0042 埼玉県さいたま市南区大谷口８５４‐１

147 伊奈学園前 362-0802 埼玉県北足立郡伊奈町羽貫字寺下３７５‐１

148 東岩槻駅北口 339-0005 埼玉県さいたま市岩槻区東岩槻１‐１‐６

149 北上尾 362-0016 埼玉県上尾市原新町１７‐１０

150 上尾須ヶ谷三丁目 362-0004 埼玉県上尾市須ケ谷３‐７１

151 上尾瓦葺 362-0022 埼玉県上尾市大字瓦葺字大島５４５‐１

152 ＴＨＥ　ＭＡＲＫ　ＧＲＡＮＤ　ＨＯＴＥＬ 330-0081 埼玉県さいたま市中央区新都心３‐２‐２Ｆ

153 浦和東仲町 330-0056 埼玉県さいたま市浦和区東仲町２５‐２８ロイヤルビル１Ｆ

154 マーレ武蔵浦和 336-0022 埼玉県さいたま市南区白幡５‐１９‐１９　マーレＡ館２Ｆ

155 上尾栄町南 362-0033 埼玉県上尾市栄町４‐３０

156 上尾上町二丁目 362-0037 埼玉県上尾市上町２‐１‐２２

157 戸田新曽小玉 335-0021 埼玉県戸田市大字新曽字小玉７‐１

158 さいたま西区役所前 331-0078 埼玉県さいたま市西区西大宮３‐１‐７

159 さいたま大和田一丁目 337-0053 埼玉県さいたま市見沼区大和田町１‐５００‐１

160 さいたま大門 336-0963 埼玉県さいたま市緑区大字大門１６６３‐１

161 上尾原市 362-0021 埼玉県上尾市大字原市３１３４‐１

162 さいたま岩槻上野四丁目 339-0073 埼玉県さいたま市岩槻区上野４‐６‐５

163 岩槻南平野 339-0051 埼玉県さいたま市岩槻区南平野３‐１５‐８

164 東大宮駅西口 337-0051 埼玉県さいたま市見沼区東大宮４‐１７‐２

165 伊奈小室 362-0806 埼玉県北足立郡伊奈町小室４８７１‐１

166 久喜菖蒲 346-0106 埼玉県久喜市菖蒲町菖蒲４０１１

167 さいたま宝来 331-0074 埼玉県さいたま市西区大字宝来１３３５‐１

168 さいたま桜木町 330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１‐３９３‐１

169 さいたま春岡一丁目 337-0008 埼玉県さいたま市見沼区春岡１‐３３‐４

170 さいたま三橋五丁目 331-0052 埼玉県さいたま市西区三橋５‐３３‐１

171 さいたま東高砂町 330-0055 埼玉県さいたま市浦和区東高砂町４‐１

172 ＊　さいたま東門前 337-0016 埼玉県さいたま市見沼区東門前２１９‐１

173 大門小入口 336-0963 埼玉県さいたま市緑区大字大門１３６８‐１

174 上尾柏座一丁目 362-0075 埼玉県上尾市柏座１‐１０‐４

175 上尾井戸木二丁目 362-0071 埼玉県上尾市井戸木２‐１４‐１０

176 桶川川田谷南 363-0027 埼玉県桶川市大字川田谷３３２１‐１



177 さいたま東門前南 337-0016 埼玉県さいたま市見沼区大字東門前字本村２８４‐１

178 七里駅前 337-0017 埼玉県さいたま市見沼区風渡野４２８‐１

179 さいたま浦和美園 336-0962 埼玉県さいたま市緑区美園４‐５‐４

180 久喜菖蒲三箇辻 346-0104 埼玉県久喜市菖蒲町三箇字辻８７７‐１４

181 さいたま別所七丁目 336-0021 埼玉県さいたま市南区別所７‐１６‐１４

182 さいたま大和田二丁目 337-0053 埼玉県さいたま市見沼区大和田町２‐１２０９‐１

183 さいたま岩槻大口 339-0013 埼玉県さいたま市岩槻区大字大口３５２‐１

184 浦和仲町 330-0062 埼玉県さいたま市浦和区仲町１‐１１‐１８

185 大宮アルシェ 330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町２‐１‐１

186 戸田上戸田 335-0022 埼玉県戸田市大字上戸田１０１‐２

187 さいたま膝子 337-0021 埼玉県さいたま市見沼区大字膝子７５４‐１

188 さいたま堀崎 337-0052 埼玉県さいたま市見沼区堀崎町６２２‐１

189 さいたま南中丸 337-0041 埼玉県さいたま市見沼区南中丸６６１‐２

190 上尾緑丘 362-0015 埼玉県上尾市緑丘４‐１‐４

191 さいたま岩槻浮谷 339-0037 埼玉県さいたま市岩槻区大字浮谷２９３４

192 さいたまシティハイツ三橋 331-0052 埼玉県さいたま市西区三橋６‐１２５８‐１

193 北本駅西口 364-0031 埼玉県北本市中央３‐１０８‐１

194 さいたま北袋町二丁目 330-0835 埼玉県さいたま市大宮区北袋町２‐４７１

195 さいたま浦和美園尾ケ崎 339-0000 埼玉県さいたま市岩槻区美園東２‐１８‐１０

196 さいたま大谷 337-0014 埼玉県さいたま市見沼区大谷４９１‐１

197 上尾瓦葺安中 362-0022 埼玉県上尾市瓦葺２４４９‐１

198 さいたま岩槻釣上新田 339-0025 埼玉県さいたま市岩槻区大字釣上新田３３１‐５

199 上尾小敷谷 362-0064 埼玉県上尾市小敷谷７１３‐３

200 フタバ図書ＧＩＧＡ大宮 330-0855 埼玉県さいたま市大宮区上小町６３７‐１

201 ＵＤトラックス 362-0046 埼玉県上尾市大字壱丁目１ＵＤトラックス内

202 ＪＲさいたま新都心ビル 330-0081 埼玉県さいたま市中央区新都心１１‐１

203 上尾駅東口 362-0036 埼玉県上尾市宮本町３‐２シティータワー上尾駅前２０３

204 上尾大谷本郷 362-0044 埼玉県上尾市大字大谷本郷９８４‐１

205 さいたま清河寺 331-0078 埼玉県さいたま市西区西大宮４‐４‐２

206 桶川上日出谷殿山 363-0026 埼玉県桶川市上日出谷６６４‐３

207 さいたま南中野 337-0043 埼玉県さいたま市見沼区大字南中野１９７‐１

208 さいたま桜道場一丁目 338-0835 埼玉県さいたま市桜区道場１‐５‐１０

209 さいたま三橋六丁目 331-0052 埼玉県さいたま市西区三橋６‐８０３

210 さいたま原山四丁目 336-0931 埼玉県さいたま市緑区原山４‐６８‐１

211 岩槻横根 339-0036 埼玉県さいたま市岩槻区横根１０７５‐２

212 桶川下日出谷南 363-0025 埼玉県桶川市大字下日出谷１５５

213 上尾平塚南 362-0021 埼玉県上尾市原市１２８７‐１

214 さいたま大成町二丁目 330-0852 埼玉県さいたま市大宮区大成町２‐２７８

215 吉野原工業団地 331-0811 埼玉県さいたま市北区吉野町２‐１３２１‐１

216 さいたま上落合八丁目 338-0001 埼玉県さいたま市中央区上落合８‐１４‐２４

217 さいたま新都心駅前 330-0843 埼玉県さいたま市大宮区吉敷町４‐２４７‐１

218 さいたま高木 331-0078 埼玉県さいたま市西区西大宮２‐９‐１０

219 上尾谷津観音前 362-0042 埼玉県上尾市谷津２‐２‐１３

220 フタバ図書ＧＩＧＡ与野本町 338-0003 埼玉県さいたま市中央区本町東１‐３‐１８

221 宮原駅西 331-0823 埼玉県さいたま市北区日進町３‐４２５‐１

222 さいたま領家七丁目 330-0072 埼玉県さいたま市浦和区領家７‐２４‐９

223 岩槻駅西口 339-0067 埼玉県さいたま市岩槻区西町１‐３‐５

224 さいたま白幡四丁目 336-0022 埼玉県さいたま市南区白幡４‐１０‐６

225 さいたま上木崎二丁目 330-0071 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２‐６‐４

226 さいたま植竹町一丁目 331-0813 埼玉県さいたま市北区植竹町１‐５８８‐１

227 Ｓさいたま北袋町一丁目 330-0835 埼玉県さいたま市大宮区北袋町１‐６０１‐１

228 さいたま上大久保 338-0824 埼玉県さいたま市桜区大字上大久保２７７‐３

229 さいたま東大成町一丁目 331-0814 埼玉県さいたま市北区東大成町１‐５８１‐１

230 さいたま中川 337-0043 埼玉県さいたま市見沼区大字中川５２０‐８

231 さいたま岩槻南辻 339-0062 埼玉県さいたま市岩槻区大字南辻１２‐２

232 さいたま東岩槻二丁目 339-0005 埼玉県さいたま市岩槻区東岩槻２‐５‐２

233 さいたま東浦和七丁目 336-0926 埼玉県さいたま市緑区東浦和７‐４１‐１０

234 さいたま西遊馬 331-0061 埼玉県さいたま市西区大字西遊馬３４５‐１

235 さいたま浦和常盤 330-0061 埼玉県さいたま市浦和区常盤２‐８‐７



236 さいたま市立向小学校前 336-0042 埼玉県さいたま市南区大字大谷口５４１０‐１

237 栗橋中央 349-1102 埼玉県久喜市栗橋中央１‐８‐３３

238 宮代須賀 345-0831 埼玉県南埼玉郡宮代町須賀９６５‐１

239 羽生上新郷 348-0041 埼玉県羽生市大字上新郷５６７３‐１

240 新越谷 343-0845 埼玉県越谷市南越谷４‐６‐５

241 吉川高富一丁目 342-0036 埼玉県吉川市高富１‐１３‐４

242 ＊　加須睦町二丁目 347-0062 埼玉県加須市睦町２‐３‐１３

243 春日部南四丁目 344-0064 埼玉県春日部市南４‐５‐２

244 久喜菖蒲工業団地 346-0028 埼玉県久喜市河原井町１９

245 白岡千駄野 349-0215 埼玉県白岡市千駄野字下沼１１４３‐１

246 春日部緑町四丁目 344-0063 埼玉県春日部市緑町４‐１２‐１６

247 武里団地 344-0023 埼玉県春日部市大枝２３２‐１８

248 三郷戸ヶ崎五丁目 341-0044 埼玉県三郷市戸ケ崎５‐１

249 松伏金杉 343-0106 埼玉県北葛飾郡松伏町大川戸４０３４‐１

250 蓮田閏戸 349-0133 埼玉県蓮田市閏戸２８２１

251 三郷鷹野二丁目 341-0035 埼玉県三郷市鷹野２‐３０３‐１

252 春日部藤塚 344-0011 埼玉県春日部市藤塚２６２４‐１

253 吉川川藤 342-0005 埼玉県吉川市大字川藤２０７１

254 羽生須影 348-0033 埼玉県羽生市須影２４

255 菖蒲三箇 346-0104 埼玉県久喜市菖蒲町三箇２８６７

256 春日部永沼 344-0123 埼玉県春日部市永沼字道中１１００‐１

257 大利根道目 349-1157 埼玉県加須市大字道目１５８１

258 春日部栄町二丁目 344-0058 埼玉県春日部市栄町２‐２４３

259 宮代金原 345-0816 埼玉県南埼玉郡宮代町字金原１６６‐１

260 久喜北青柳 346-0024 埼玉県久喜市北青柳１３２９‐１

261 吉川栄町 342-0050 埼玉県吉川市栄町７２９

262 春日部金崎 344-0117 埼玉県春日部市金崎５４８‐１

263 吉川上笹塚三丁目 342-0017 埼玉県吉川市上笹塚３‐７９‐１

264 白岡寺塚 349-0214 埼玉県白岡市寺塚１７９‐６

265 ＊　越谷長島 343-0853 埼玉県越谷市長島１０７‐１

266 幸手中四丁目 340-0115 埼玉県幸手市中４‐１７‐２９

267 北川辺向古河 349-1205 埼玉県加須市大字向古河字沖谷１２５８‐１

268 東埼玉テクノポリス 342-0008 埼玉県吉川市旭６‐１０

269 吉川きよみ野 342-0053 埼玉県吉川市関３６３‐１

270 越谷増林 343-0011 埼玉県越谷市大字増林５８２３‐１

271 八潮八條 340-0801 埼玉県八潮市大字八條１７０２‐１

272 羽生北袋 348-0028 埼玉県羽生市北袋３４９‐１

273 日本薬科大学 362-0806 埼玉県北足立郡伊奈町大字小室１０２２５‐１

274 越谷レイクタウン一丁目 343-0825 埼玉県越谷市レイクタウン１‐１８‐１３

275 松伏町松伏 343-0111 埼玉県北葛飾郡松伏町大字松伏字河原町３２７６‐１

276 杉戸本郷 345-0023 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字本郷字東上４１７‐２

277 春日部中央三丁目 344-0067 埼玉県春日部市中央３‐１９‐１２

278 羽生中央四丁目 348-0058 埼玉県羽生市中央４‐４‐３１

279 春日部西金野井 344-0112 埼玉県春日部市西金野井５３９‐４

280 春日部大沼五丁目 344-0038 埼玉県春日部市大沼５‐４８

281 越谷下間久里仲田 343-0045 埼玉県越谷市下間久里仲田５３１‐１

282 越谷七左町 343-0851 埼玉県越谷市新越谷１‐１‐３

283 彦糸小学校前 341-0001 埼玉県三郷市彦糸２‐２００

284 越谷千間台西 343-0041 埼玉県越谷市千間台西２‐７‐１１

285 杉戸清地 345-0036 埼玉県北葛飾郡杉戸町清地２‐８‐４

286 八潮西袋 340-0833 埼玉県八潮市大字西袋字川東８５６‐１

287 吉川美南 342-0038 埼玉県吉川市美南２‐８‐８

288 越谷宮本 343-0806 埼玉県越谷市宮本町４‐６１‐３

289 三郷彦沢 341-0057 埼玉県三郷市彦沢１‐２１４‐１

290 春日部駅東口 344-0061 埼玉県春日部市粕壁１‐６‐５

291 久喜上清久 346-0038 埼玉県久喜市上清久８９‐１

292 羽生岩瀬 348-0046 埼玉県羽生市中岩瀬１０３３‐１

293 吉川新川橋 342-0005 埼玉県吉川市川藤１９０

294 白岡市白岡 349-0218 埼玉県白岡市白岡１１０２‐１



295 白岡野牛 349-0211 埼玉県白岡市新白岡９‐２‐４

296 加須常泉 347-0034 埼玉県加須市常泉５３３‐１

297 春日部赤沼 344-0015 埼玉県春日部市赤沼字香取６４０‐１

298 北春日部駅東口 344-0053 埼玉県春日部市梅田本町１‐１３‐１０

299 久喜葛梅二丁目 340-0214 埼玉県久喜市葛梅２‐１‐１

300 久喜下早見 346-0022 埼玉県久喜市下早見２４４‐１

301 三郷中央 341-0038 埼玉県三郷市中央３‐４８‐１

302 春日部一ノ割 344-0031 埼玉県春日部市一ノ割１３６２‐１

303 越谷レイクタウン六丁目 343-0826 埼玉県越谷市レイクタウン６‐２２‐１

304 白岡西七丁目 349-0205 埼玉県白岡市西７‐１‐１７

305 加須騎西 347-0105 埼玉県加須市騎西６７７‐１

306 久喜八甫 340-0201 埼玉県久喜市八甫８８８‐１

307 加須花崎一丁目 347-0032 埼玉県加須市花崎１‐２６‐６

308 蓮田馬込一丁目 349-0114 埼玉県蓮田市馬込１‐３１１

309 宮代中島南 345-0802 埼玉県南埼玉郡宮代町字中島９３４‐１

310 越谷恩間新田 343-0037 埼玉県越谷市恩間新田４４０‐１

311 久喜鷲宮平野 340-0217 埼玉県久喜市鷲宮字平野７４７‐１

312 吉川美南駅前 342-0038 埼玉県吉川市美南２‐２４‐１

313 杉戸堤根 345-0024 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字堤根４１４４

314 幸手インター 340-0145 埼玉県幸手市平須賀２１５０‐１

315 八潮鶴ケ曽根東 340-0802 埼玉県八潮市鶴ケ曽根３９４‐１

316 春日部水角 344-0127 埼玉県春日部市水角字安西１３７５‐１

317 加須諏訪一丁目 347-0061 埼玉県加須市諏訪１‐２２‐２

318 三郷西インター 341-0051 埼玉県三郷市天神１‐５０３‐１１

319 八潮一丁目 340-0815 埼玉県八潮市八潮１‐２７‐９

320 東越谷四丁目 343-0023 埼玉県越谷市東越谷４‐７‐１

321 みさと団地 341-0011 埼玉県三郷市采女１‐９０‐２

322 伊奈寿三丁目 362-0807 埼玉県北足立郡伊奈町寿３‐１７３‐１

323 南越谷一丁目 343-0845 埼玉県越谷市南越谷１‐１７‐１０

324 蓮田貝塚 349-0132 埼玉県蓮田市大字貝塚１０３７‐２

325 羽生中央五丁目 348-0058 埼玉県羽生市中央５‐１‐２０

326 宮代東 345-0814 埼玉県南埼玉郡宮代町字東８１６‐１

327 八潮中央二丁目 340-0816 埼玉県八潮市中央２‐４‐８

328 久喜上内 340-0211 埼玉県久喜市上内３２１‐１

329 幸手平野 340-0141 埼玉県幸手市大字平野字五反割９８８‐１

330 越谷平方南町 343-0001 埼玉県越谷市平方南町６‐９

331 加須戸崎 347-0108 埼玉県加須市戸崎７５‐１

332 越谷大間野町二丁目 343-0844 埼玉県越谷市大間野町２‐１８６‐１

333 加須志多見 347-0042 埼玉県加須市志多見１３９１‐１

334 八潮鶴ケ曽根北 340-0802 埼玉県八潮市大字鶴ケ曽根７２１‐４

335 越谷蒲生寿町 343-0836 埼玉県越谷市蒲生寿町１１‐４５

336 新越谷駅前 343-0845 埼玉県越谷市南越谷４‐１１‐１７

337 三郷戸ケ崎 341-0044 埼玉県三郷市戸ケ崎２４０３‐１

338 蓮田三丁目 349-0115 埼玉県蓮田市蓮田３‐７９

339 越谷レイクタウン駅南口 343-0828 埼玉県越谷市レイクタウン８‐１１‐３

340 三郷高州一丁目 341-0037 埼玉県三郷市高州１‐３６

341 羽生総合病院 348-0045 埼玉県羽生市下岩瀬４６５‐１

342 春日部牛島 344-0004 埼玉県春日部市牛島８８‐１

343 Ｐａｓａｒ蓮田 349-0112 埼玉県蓮田市大字川島３７０

344 越谷レイクタウン七丁目 343-0828 埼玉県越谷市レイクタウン７‐１８‐２

345 埼玉県立がんセンター 362-0806 埼玉県北足立郡伊奈町大字小室７８０

346 松伏町上赤岩 343-0115 埼玉県北葛飾郡松伏町大字上赤岩１３０９‐２

347 松伏松葉 343-0112 埼玉県北葛飾郡松伏町松葉１‐５‐１０

348 越谷赤山町一丁目 343-0807 埼玉県越谷市赤山町１‐１９４‐１

349 久喜中央三丁目 346-0003 埼玉県久喜市久喜中央３‐９‐５５

350 加須花崎四丁目 347-0032 埼玉県加須市花崎４‐１７‐５

351 春日部大場 344-0021 埼玉県春日部市大場１１２０‐１

352 越谷弥十郎 343-0047 埼玉県越谷市大字弥十郎１２５‐１

353 加須阿佐間 349-1144 埼玉県加須市阿佐間５９‐１



354 久喜青葉 346-0013 埼玉県久喜市青葉２‐６‐３

355 獨協医科大学埼玉医療センター 343-0845 埼玉県越谷市南越谷２‐１‐５０

356 久喜インター 346-0022 埼玉県久喜市下早見１８３５‐１

357 戸田川岸 335-0015 埼玉県戸田市川岸２‐７‐２８

358 川口西青木 332-0035 埼玉県川口市西青木２‐１２‐６

359 鳩ケ谷 334-0001 埼玉県川口市桜町２‐５‐２２

360 川口栄町 332-0017 埼玉県川口市栄町２‐６‐４

361 和光本町 351-0114 埼玉県和光市本町２５‐２１

362 川口前上町 333-0843 埼玉県川口市前上町１‐２３

363 朝霞栄町五丁目 351-0012 埼玉県朝霞市栄町５‐５‐１

364 草加松原 340-0041 埼玉県草加市松原５‐７‐４

365 西川口 332-0021 埼玉県川口市西川口１‐２３‐３

366 川口駅前 332-0012 埼玉県川口市本町４‐３‐１４

367 蕨北町五丁目 335-0001 埼玉県蕨市北町５‐９

368 川口元郷一丁目 332-0011 埼玉県川口市元郷１‐３２‐２１

369 和光下新倉 351-0111 埼玉県和光市下新倉５‐１‐５６

370 戸田氷川町二丁目 335-0027 埼玉県戸田市氷川町２‐１‐２７

371 草加青柳七丁目 340-0002 埼玉県草加市青柳７‐２６‐５

372 朝霞西原二丁目 351-0034 埼玉県朝霞市西原２‐１１‐１４

373 草加高砂二丁目 340-0015 埼玉県草加市高砂２‐２１‐１８

374 草加谷塚町 340-0023 埼玉県草加市谷塚町８２８‐６

375 川口栄町一丁目 332-0017 埼玉県川口市栄町１‐４‐２１

376 川越石原町一丁目 350-0824 埼玉県川越市石原町１‐４７‐１

377 川口赤井四丁目 334-0073 埼玉県川口市赤井４‐３１‐１４

378 八潮中央三丁目 340-0816 埼玉県八潮市中央３‐３０‐１

379 志木柏町 353-0007 埼玉県志木市柏町５‐１２‐１８

380 蕨塚越六丁目 335-0002 埼玉県蕨市塚越６‐３０‐６

381 川口東領家二丁目 332-0003 埼玉県川口市東領家２‐２８‐９

382 新座野火止六丁目 352-0011 埼玉県新座市野火止６‐５‐１８

383 川口戸塚二丁目 333-0811 埼玉県川口市戸塚２‐２２‐２７

384 川口戸塚鋏町 333-0805 埼玉県川口市戸塚鋏町７‐１

385 志木ニュータウン 352-0006 埼玉県新座市新座２‐１８‐３１

386 草加柳島町 340-0033 埼玉県草加市柳島町字道通６８６

387 川口安行小山 334-0055 埼玉県川口市安行小山４５９‐１

388 西川口駅東口 332-0034 埼玉県川口市並木３‐１２‐２０

389 戸田南町 335-0025 埼玉県戸田市南町２‐２４

390 和光病院前 351-0111 埼玉県和光市下新倉５‐１９‐３５

391 富士見勝瀬 354-0031 埼玉県富士見市大字勝瀬９１３‐２

392 朝霞岡 351-0007 埼玉県朝霞市大字岡２２９

393 川口青木五丁目 332-0031 埼玉県川口市青木５‐１４‐２７

394 川口芝宮根 333-0869 埼玉県川口市芝宮根町７‐６

395 鳩ケ谷南一丁目 334-0013 埼玉県川口市南鳩ヶ谷１‐３‐２

396 西川口四丁目 332-0021 埼玉県川口市西川口４‐２‐３５

397 富士見下南畑竹ノ内 354-0004 埼玉県富士見市下南畑３６６２‐１

398 草加新善町 340-0054 埼玉県草加市新善町３００‐５

399 北戸田駅西口 335-0021 埼玉県戸田市新曽２１６６

400 朝霞膝折町一丁目 351-0014 埼玉県朝霞市膝折町１‐１４‐１６

401 川口六丁目 332-0015 埼玉県川口市川口６‐５‐２２

402 草加谷塚仲町 340-0025 埼玉県草加市谷塚仲町４５９‐１

403 戸田笹目北町 335-0033 埼玉県戸田市笹目北町１４‐８

404 川口青木三丁目 332-0031 埼玉県川口市青木３‐４‐２５

405 川口柳崎一丁目 333-0861 埼玉県川口市柳崎１‐１９‐１０

406 八潮駅南 340-0823 埼玉県八潮市大字古新田４４１‐１

407 戸田早瀬二丁目 335-0036 埼玉県戸田市早瀬２‐２１‐２２

408 草加新栄道上 340-0056 埼玉県草加市新栄３‐１４‐１１

409 川口戸塚四丁目 333-0811 埼玉県川口市戸塚４‐７‐２６

410 戸田美女木六丁目 335-0031 埼玉県戸田市美女木６‐１２‐７

411 志木本町五丁目 353-0004 埼玉県志木市本町５‐１９‐１５

412 朝霞本町 351-0011 埼玉県朝霞市本町１‐９‐２２



413 川口元郷二丁目 332-0011 埼玉県川口市元郷２‐１‐３１

414 西川口駅西口 332-0021 埼玉県川口市西川口１‐７‐１

415 志木下宗岡 353-0003 埼玉県志木市下宗岡１‐１０‐２４

416 東川口四丁目 333-0801 埼玉県川口市東川口４‐２０‐２０

417 北戸田東口 335-0021 埼玉県戸田市大字新曽２１７７‐１

418 川口安行出羽一丁目 334-0052 埼玉県川口市安行出羽１‐１５‐６

419 草加稲荷一丁目 340-0003 埼玉県草加市稲荷１‐６‐１

420 和光新倉五丁目 351-0115 埼玉県和光市新倉５‐３‐１

421 川口末広三丁目 332-0006 埼玉県川口市末広３‐１１‐１７

422 草加松江六丁目 340-0013 埼玉県草加市松江６‐１２‐８

423 川口安行吉蔵 334-0053 埼玉県川口市大字安行吉蔵６８‐２

424 川口領家中央 332-0004 埼玉県川口市領家２‐２５‐５

425 草加瀬崎四丁目 340-0022 埼玉県草加市瀬崎４‐１９‐１０

426 川口新郷 334-0063 埼玉県川口市大字東本郷１４６９‐４

427 草加氷川 340-0034 埼玉県草加市氷川町２１２８‐７

428 草加長栄二丁目 340-0051 埼玉県草加市長栄２‐３３‐１

429 朝霞西弁財一丁目 351-0021 埼玉県朝霞市西弁財１‐９‐２２

430 川口南鳩ヶ谷六丁目 334-0013 埼玉県川口市南鳩ヶ谷６‐１１‐５

431 川口弥平二丁目 332-0002 埼玉県川口市弥平２‐８‐２０

432 戸田駅西口 335-0021 埼玉県戸田市新曽４２２‐１

433 新井宿駅前 333-0826 埼玉県川口市大字新井宿１０６

434 西川口六丁目 332-0021 埼玉県川口市西川口６‐４‐６

435 新倉パーキングエリア 351-0115 埼玉県和光市新倉４‐１９‐１

436 川口長蔵一丁目 333-0807 埼玉県川口市長蔵１‐２９‐１

437 川口戸塚六丁目 333-0811 埼玉県川口市戸塚６‐１０‐１７

438 朝霞膝折町二丁目 351-0014 埼玉県朝霞市膝折町２‐１１‐１４

439 ＴＭＧあさか医療センター 351-0023 埼玉県朝霞市大字溝沼１３４０‐１

440 朝霞根岸台二丁目 351-0005 埼玉県朝霞市根岸台２‐４‐１５

441 蕨一本杉通 335-0001 埼玉県蕨市北町１‐２０‐２

442 新座東北一丁目 352-0001 埼玉県新座市東北１‐１４‐２２

443 川口安行領根岸 333-0834 埼玉県川口市安行領根岸１２７６‐１

444 北朝霞駅前 351-0033 埼玉県朝霞市浜崎１‐２‐８　アゴラ２０　１Ｆ

445 川口南平交通公園通 332-0002 埼玉県川口市弥平２‐４‐２

446 蕨駅東口 335-0002 埼玉県蕨市塚越１‐４‐２

447 草加氷川町南 340-0034 埼玉県草加市氷川町８５５‐１

448 草加弁天六丁目 340-0004 埼玉県草加市弁天６‐２４‐１２

449 Ｓ新座志木中央総合病院 352-0001 埼玉県新座市東北１‐７‐２

450 鳩ヶ谷高校前 334-0005 埼玉県川口市大字里３０９‐１

451 川口並木一丁目 332-0034 埼玉県川口市並木１‐２７‐１２

452 戸田美女木三丁目 335-0031 埼玉県戸田市美女木３‐１０‐１

453 十文字学園女子大学前 352-0011 埼玉県新座市野火止４‐１４‐１６

454 朝霞田島二丁目 351-0032 埼玉県朝霞市田島２‐１７‐１

455 Ｓイオンモール川口前川 333-0842 埼玉県川口市前川１‐１‐１１

456 川口市立医療センター 333-0833 埼玉県川口市西新井宿１８０

457 戸田本町一丁目 335-0023 埼玉県戸田市本町１‐３‐８

458 川口金山町 332-0014 埼玉県川口市金山町１‐２７

459 新座野火止五丁目 352-0011 埼玉県新座市野火止５‐２‐５５　１Ｆ

460 川口リリア南 332-0015 埼玉県川口市川口２‐５‐１

461 戸田喜沢橋 335-0014 埼玉県戸田市喜沢南１‐３‐３７

462 川口並木二丁目 332-0034 埼玉県川口市並木２‐１５‐１７

463 草加瀬崎五丁目 340-0022 埼玉県草加市瀬崎５‐３８‐１８

464 草加谷塚一丁目 340-0028 埼玉県草加市谷塚１‐３‐４

465 熊谷籠原 360-0847 埼玉県熊谷市籠原南２‐１

466 吉見町江綱 355-0136 埼玉県比企郡吉見町大字江綱１２０４‐１

467 深谷稲荷町 366-0026 埼玉県深谷市稲荷町３‐３‐２６

468 行田北河原 361-0001 埼玉県行田市大字北河原字里前４７０‐５

469 鶴ヶ島鶴ヶ丘 350-2204 埼玉県鶴ヶ島市鶴ヶ丘１２‐１

470 東松山バイパス 355-0077 埼玉県東松山市大字上唐子１４１１‐２４

471 鴻巣本町七丁目 365-0038 埼玉県鴻巣市本町７‐１‐３



472 行田渡柳 361-0033 埼玉県行田市渡柳２３６‐１

473 小川町駅前 355-0328 埼玉県比企郡小川町大塚字下耕地１１４２‐１

474 東松山箭弓町 355-0028 埼玉県東松山市箭弓町２‐１‐６

475 嵐山町むさし台 355-0216 埼玉県比企郡嵐山町むさし台２‐３３‐１

476 神川元阿保 367-0247 埼玉県児玉郡神川町元阿保８２７‐１

477 鶴ヶ島三ツ木 350-2218 埼玉県鶴ヶ島市柳戸町１１‐１５

478 滑川羽尾 355-0811 埼玉県比企郡滑川町大字羽尾３５６３‐１

479 圏央道鶴ヶ島インター前 350-2219 埼玉県鶴ヶ島市三ツ木新町２‐１‐５

480 熊谷玉井 360-0853 埼玉県熊谷市玉井字稲荷木上１６９２‐１

481 深谷萱場 366-0818 埼玉県深谷市萱場３１１‐６

482 東松山加美町 355-0011 埼玉県東松山市美原町１‐１‐１

483 行田佐間一丁目 361-0032 埼玉県行田市佐間１‐２４５４‐１

484 本庄寿二丁目 367-0023 埼玉県本庄市寿２‐１４‐１８

485 熊谷カジュアルタウン 360-0833 埼玉県熊谷市広瀬２６６‐１

486 坂戸石井 350-0212 埼玉県坂戸市石井１９１１‐５

487 行田若小玉 361-0017 埼玉県行田市大字若小玉１７７２‐１

488 坂戸上吉田 350-0271 埼玉県坂戸市上吉田２３１‐１

489 鳩山泉井 350-0305 埼玉県比企郡鳩山町大字泉井字山下９８１‐１

490 川島町戸守 350-0166 埼玉県比企郡川島町戸守３８３‐１

491 ＊　児玉高関 367-0201 埼玉県本庄市児玉町高関字押佛１６９

492 北本中丸四丁目 364-0013 埼玉県北本市中丸４‐７５‐４

493 鶴ヶ島脚折 350-2213 埼玉県鶴ヶ島市大字脚折２０９６‐１

494 秩父下寺尾 368-0056 埼玉県秩父市大字寺尾字胸反り８９７‐４

495 熊谷箱田 360-0014 埼玉県熊谷市箱田７‐１‐１０

496 寄居町鉢形 369-1224 埼玉県大里郡寄居町大字鉢形１００‐１

497 滑川森林公園駅前 355-0814 埼玉県比企郡滑川町みなみ野２‐１‐２

498 熊谷久保島 360-0831 埼玉県熊谷市久保島字天神下５９２‐１

499 東松山沢口町 355-0004 埼玉県東松山市沢口町３２‐１

500 行田１２５号バイパス 361-0006 埼玉県行田市大字白川戸字高畑７０４‐１

501 寄居仙元前 369-1201 埼玉県大里郡寄居町用土８１０‐２

502 上里七本木 369-0306 埼玉県児玉郡上里町大字七本木字三田３６８２‐１

503 熊谷佐谷田 360-0023 埼玉県熊谷市佐谷田１７００‐１

504 鴻巣吹上本町二丁目 369-0115 埼玉県鴻巣市吹上本町２‐１‐１２

505 東松山松本町二丁目 355-0014 埼玉県東松山市松本町２‐４５１‐３

506 本庄小島南一丁目 367-0062 埼玉県本庄市小島南１‐１１

507 熊谷駅北口 360-0037 埼玉県熊谷市筑波２‐１０２‐１

508 秩父上町三丁目 368-0035 埼玉県秩父市上町３‐５‐１２

509 深谷上柴町西三丁目 366-0052 埼玉県深谷市上柴町西３‐８‐１

510 本庄駅南二丁目 367-0041 埼玉県本庄市駅南２‐２３‐２０

511 坂戸溝端町 350-0274 埼玉県坂戸市溝端町１２‐１

512 坂戸駅北口 350-0225 埼玉県坂戸市日の出町１‐１

513 鴻巣中井 365-0065 埼玉県鴻巣市中井字堀３５１‐８

514 鶴ヶ島若葉 350-2201 埼玉県鶴ヶ島市富士見２‐３‐５

515 秩父滝の上町 368-0012 埼玉県秩父市滝の上町２‐３

516 東松山小松原町 355-0013 埼玉県東松山市小松原町７‐１４

517 深谷上野台茶売通り 366-0801 埼玉県深谷市上野台２５８‐１

518 上里三町 369-0314 埼玉県児玉郡上里町大字三町５２７‐２

519 深谷東方 366-0041 埼玉県深谷市東方３７２８‐１

520 深谷東方町二丁目 366-0042 埼玉県深谷市東方町２‐１‐１

521 秩父皆野 369-1412 埼玉県秩父郡皆野町大字皆野１３３

522 小川町東小川四丁目 355-0322 埼玉県比企郡小川町東小川４‐６‐８

523 熊谷妻沼 360-0201 埼玉県熊谷市妻沼１４２２‐１

524 東松山高坂 355-0045 埼玉県東松山市大字宮鼻字大西１０１７‐１

525 深谷上増田 366-0021 埼玉県深谷市上増田７９９‐１

526 熊谷板井桜丘 360-0105 埼玉県熊谷市板井字桜丘１６９０‐９

527 熊谷三ヶ尻宮島 360-0843 埼玉県熊谷市三ヶ尻２８３

528 北本深井三丁目 364-0001 埼玉県北本市深井３‐７７

529 鶴ヶ島駅東口 350-2203 埼玉県鶴ヶ島市大字上広谷１３‐３

530 熊谷上之 360-0012 埼玉県熊谷市上之２０６８‐１



531 吉見松崎 355-0162 埼玉県比企郡吉見町大字松崎１７１

532 熊谷新堀新田 360-0842 埼玉県熊谷市新堀新田６１６‐２

533 秩父荒川上田野 369-1802 埼玉県秩父市荒川上田野６３９‐３

534 熊谷久下二丁目 360-0026 埼玉県熊谷市久下２‐６２‐１

535 行田堤根 361-0035 埼玉県行田市堤根４９０‐２

536 小川町大塚 355-0328 埼玉県比企郡小川町大塚４０‐１

537 東松山大谷中堀 355-0008 埼玉県東松山市大字大谷５５７１‐１

538 本庄栄一丁目 367-0046 埼玉県本庄市栄１‐４‐４１

539 熊谷今井 360-0005 埼玉県熊谷市今井１３５‐１

540 小川町西古里 355-0301 埼玉県比企郡小川町西古里前田６９８‐２

541 行田持田一丁目 361-0056 埼玉県行田市持田１‐３‐３７

542 深谷宿根 366-0810 埼玉県深谷市宿根１４４８‐１

543 ＊　本庄若泉 367-0000 埼玉県本庄市２００‐２

544 北本東間四丁目 364-0007 埼玉県北本市東間４‐２

545 鶴ヶ島上新田 350-2225 埼玉県鶴ヶ島市大字上新田１５８‐３

546 熊谷円光二丁目 360-0813 埼玉県熊谷市円光２‐１４８７‐３

547 鴻巣鎌塚北 369-0112 埼玉県鴻巣市鎌塚１７０９‐１

548 鴻巣天神四丁目 365-0036 埼玉県鴻巣市天神４‐５‐１３

549 ＊　熊谷流通センター前 360-0023 埼玉県熊谷市佐谷田１４３８‐３

550 深谷榛沢新田 369-0221 埼玉県深谷市榛沢新田２８０‐４

551 鴻巣上谷 365-0027 埼玉県鴻巣市上谷３８４‐１

552 熊谷運動公園前 360-0831 埼玉県熊谷市久保島１８１０‐５

553 鴻巣広田南 365-0005 埼玉県鴻巣市広田３５９７

554 行田持田西 361-0056 埼玉県行田市大字持田８１５‐１

555 行田長野三丁目 361-0023 埼玉県行田市長野３‐１１‐３

556 鶴ヶ島市役所前 350-2217 埼玉県鶴ヶ島市大字三ツ木１７６‐１３

557 川島上伊草 350-0152 埼玉県比企郡川島町大字上伊草６０１‐１

558 Ｓ籠原駅北口 360-0841 埼玉県熊谷市新堀７１３

559 ＊　熊谷平戸 360-0021 埼玉県熊谷市平戸字他国１１４‐１

560 Ｓ埼玉県立循環器・呼吸器病センター 360-0105 埼玉県熊谷市板井１６９６

561 鶴ヶ島五味ヶ谷 350-2202 埼玉県鶴ヶ島市大字五味ヶ谷字杉下２１８‐３

562 川越石田 350-0837 埼玉県川越市大字石田６９‐１

563 鴻巣境 365-0013 埼玉県鴻巣市境１２１

564 坂戸塚越 350-0209 埼玉県坂戸市大字塚越１１４４‐５

565 深谷荒川 369-1245 埼玉県深谷市荒川１１４５

566 坂戸仲町 350-0227 埼玉県坂戸市仲町１１‐７

567 上里古新田 369-0306 埼玉県児玉郡上里町大字七本木２６４４‐１

568 北本宮内五丁目 364-0002 埼玉県北本市宮内５‐１０

569 深谷上柴町西五丁目 366-0052 埼玉県深谷市上柴町西５‐２‐８

570 北本中央二丁目 364-0031 埼玉県北本市中央２‐５‐１

571 秩父皆野駅前 369-1412 埼玉県秩父郡皆野町大字皆野１１１９‐５

572 ＊　坂戸石井南 350-0212 埼玉県坂戸市石井２８０８‐１

573 鶴ヶ島松ヶ丘三丁目 350-2205 埼玉県鶴ヶ島市松ヶ丘３‐１６‐３

574 熊谷万平町一丁目 360-0034 埼玉県熊谷市万平町１‐１２２

575 東松山市役所前 355-0017 埼玉県東松山市松葉町１‐２‐５

576 坂戸南町 350-0233 埼玉県坂戸市南町４‐１５

577 東松山本町二丁目 355-0015 埼玉県東松山市本町２‐２‐４８

578 日高高麗 350-1253 埼玉県日高市大字台字大沢前２９４‐１

579 川島一本木 350-0115 埼玉県比企郡川島町大字一本木字火ノ爪４２４‐１

580 越生西和田 350-0412 埼玉県入間郡越生町大字西和田字福石３９０‐９

581 岡部山河 369-0217 埼玉県深谷市山河字西龍ヶ谷１３５１‐１

582 大利根砂原 349-1155 埼玉県加須市砂原字上原２０１８‐１

583 桶川朝日二丁目 363-0023 埼玉県桶川市朝日２‐１３‐１

584 久喜下清久 346-0033 埼玉県久喜市下清久字屋敷前１４９‐１

585 杉戸下高野 345-0043 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字下高野字熊之面８３６‐１

586 上里七本木西 369-0306 埼玉県児玉郡上里町大字七本木字愛宕耕地１４４７‐２

587 毛呂山西大久保 350-0433 埼玉県入間郡毛呂山町大字西大久保字中１９６‐１

588 本庄蛭川 367-0204 埼玉県本庄市児玉町蛭川３１９‐２

589 本庄高柳 367-0224 埼玉県本庄市児玉町高柳字南１７０‐１



590 埼玉江南 360-0112 埼玉県熊谷市樋春字谷北１９８０‐１

591 熊谷上須戸 360-0213 埼玉県熊谷市上須戸字先才場３８４‐１

592 深谷石塚 366-0011 埼玉県深谷市石塚字北久保７２８‐１

593 川本 369-1104 埼玉県深谷市菅沼字権現３６５‐２

594 深谷榛沢 369-0223 埼玉県深谷市榛沢字下７３５‐８

595 毛呂山葛貫 350-0445 埼玉県入間郡毛呂山町葛貫２３３‐１

596 川越下広谷西 350-0804 埼玉県川越市大字下広谷字古海道８８０‐１

597 東松山上唐子中央 355-0077 埼玉県東松山市大字上唐子９６９‐８

598 神川熊野堂 367-0243 埼玉県児玉郡神川町大字熊野堂８９

599 荒川上田野 369-1802 埼玉県秩父市荒川上田野字糀屋９７８‐８

600 鶴ヶ島脚折東 350-2213 埼玉県鶴ヶ島市大字脚折字三角１５１１‐２

601 小鹿野飯田 368-0111 埼玉県秩父郡小鹿野町飯田字反り田３６２‐２

602 秩父皆野北 369-1412 埼玉県秩父郡皆野町大字皆野字夏内２０８４

603 行田酒巻 361-0002 埼玉県行田市酒巻１８５１‐１

604 上尾上平 362-0005 埼玉県上尾市大字西門前字寺廻４２０‐３

605 川島吉原 350-0138 埼玉県比企郡川島町大字吉原字中堀向６‐１

606 本庄沼和田 367-0072 埼玉県本庄市沼和田字村東３０３‐１

607 毛呂山川角東 350-0436 埼玉県入間郡毛呂山町大字川角字吹上前８６７‐１

608 行田上池守 361-0066 埼玉県行田市大字上池守６３５

609 行田谷郷二丁目 361-0062 埼玉県行田市谷郷２‐１９９４‐１

610 上里役場前 369-0306 埼玉県児玉郡上里町大字七本木５６０１

611 日高新堀 350-1243 埼玉県日高市大字新堀１５５‐１

612 東松山美土里 355-0027 埼玉県東松山市美土里町１９９５‐１

613 入間小谷田 358-0026 埼玉県入間市大字小谷田字青梅道南７０２‐５

614 北本北中丸二丁目 364-0012 埼玉県北本市北中丸２‐１９２

615 秩父横瀬町 368-0072 埼玉県秩父郡横瀬町大字横瀬字拾六番５１２２‐１

616 飯能平松 357-0014 埼玉県飯能市大字平松字西原８４‐６

617 日高旭ヶ丘 350-1203 埼玉県日高市大字旭ヶ丘字菊の台２３‐６

618 熊谷葛和田 360-0222 埼玉県熊谷市葛和田字乙宿９１０‐１

619 行田持田 361-0056 埼玉県行田市大字持田字竹之花６０００‐２

620 本庄早稲田駅前 367-0030 埼玉県本庄市早稲田の杜３‐１‐４５

621 ＬＴＦ新座馬場四丁目 352-0016 埼玉県新座市馬場４‐１２‐７４

622 ＬＴＦ岩槻仲町 339-0054 埼玉県さいたま市岩槻区仲町１‐６‐１

623 ＬＴＦ和光市駅前 351-0114 埼玉県和光市本町１‐１

624 ＬＴＦ和光南 351-0104 埼玉県和光市南１‐２１‐３８

625 ＬＴＦ朝霞本町一丁目 351-0011 埼玉県朝霞市本町１‐３８‐３３

626 ＬＴＦ新座あたご 352-0021 埼玉県新座市あたご２‐３‐４５

627 ＊　ＬＴＦ入間新光 358-0055 埼玉県入間市大字新光２４３‐２８

628 ＬＴＦ川越木野目北 350-0016 埼玉県川越市大字木野目３６８‐１

629 ＬＴＦ入間上小谷田 358-0027 埼玉県入間市上小谷田３‐１‐１

630 ＬＴＦ川口北原台 333-0815 埼玉県川口市北原台３‐１９‐１７

631 ＬＴＦ川口北原台二丁目 333-0815 埼玉県川口市北原台２‐１‐３

632 ＊　ＬＴＦ越谷神明町 343-0805 埼玉県越谷市神明町２‐１３１‐１

633 ＬＴＦ所沢中新井一丁目 359-0041 埼玉県所沢市中新井１‐３８‐１

634 ＬＴＦ狭山鵜ノ木 350-1323 埼玉県狭山市鵜ノ木２‐１３

635 ＬＴＦ入間上藤沢南 358-0013 埼玉県入間市大字上藤沢９４２‐１

636 ＬＴＦ元加治駅南 358-0054 埼玉県入間市大字野田５２‐１

637 ＬＴＦさいたま白幡五丁目 336-0022 埼玉県さいたま市南区白幡５‐１３‐１０

638 ＬＴＦ川口朝日四丁目 332-0001 埼玉県川口市朝日４‐１３‐１０

639 ＬＴＦさいたま柏崎 339-0045 埼玉県さいたま市岩槻区柏崎６５４‐１

640 ＬＴＦ大宮桜木町 330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４‐２０２

641 ＬＴＦ川口二丁目 332-0015 埼玉県川口市川口２‐１５‐１

642 ＬＴＦプリテール東松山向台 355-0005 埼玉県東松山市大字松山字向台１６８３‐１

643 ＬＴＦ所沢中富南 359-0003 埼玉県所沢市中富南２‐１５‐５

644 ＊　ＬＴＦ蕨駅前 335-0004 埼玉県蕨市中央１‐６‐１

645 ＬＴＦ所沢向陽町 359-1103 埼玉県所沢市向陽町２１７８‐１

646 ＬＴＦ東川口二丁目 333-0801 埼玉県川口市東川口２‐６‐１

647 ＬＴＦ所沢上新井 359-1142 埼玉県所沢市上新井４‐１９‐４

648 ＬＴＦさいたま東宮下 337-0012 埼玉県さいたま市見沼区東宮下２‐１



649 ＬＴＦ川口飯塚三丁目 332-0023 埼玉県川口市飯塚３‐１‐２８

650 ＬＴＦ所沢向陽町西 359-1103 埼玉県所沢市向陽町２１９０‐３

651 ＬＴＦ蕨中央一丁目 335-0004 埼玉県蕨市中央１‐４‐２

652 さいたま辻五丁目 336-0026 埼玉県さいたま市南区辻５‐８‐１８

653 さいたま東浦和二丁目 336-0926 埼玉県さいたま市緑区東浦和２‐２３‐１０

654 さいたま白幡三丁目 336-0022 埼玉県さいたま市南区白幡３‐２‐２

655 Ｓグランドミッドタワーズ大宮 330-0844 埼玉県さいたま市大宮区下町３‐７‐１

656 八潮西田 340-0834 埼玉県八潮市大曽根１１３５‐１

657 ＮＬ　武蔵浦和駅前 336-0027 埼玉県さいたま市南区沼影１‐１０‐１

658 ＮＬ　大宮駅西口 330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１‐５‐５

659 ＮＬ　浦和高砂一丁目 330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂１‐１４‐１３

660 ＮＬ　さいたま一の宮通り 330-0802 埼玉県さいたま市大宮区宮町２‐１４４

661 三郷谷中 341-0032 埼玉県三郷市中央１‐１０‐１

662 南浦和 336-0017 埼玉県さいたま市南区南浦和２‐２４‐５

663 大宮宮町 330-0802 埼玉県さいたま市大宮区宮町４‐１２２

664 新所沢清和病院前 359-0005 埼玉県所沢市大字神米金１４４‐４

665 大宮南銀座 330-0845 埼玉県さいたま市大宮区仲町１‐５０

666 みずほ台駅西口 354-0018 埼玉県富士見市西みずほ台２‐６‐１

667 ふじみ野中福岡 356-0013 埼玉県ふじみ野市中福岡２７２

668 さいたま南浦和二丁目 336-0017 埼玉県さいたま市南区南浦和２‐４４‐７

669 ＬＳ　わらび駅東口 333-0851 埼玉県川口市芝新町４‐３

670 ＬＳ　朝霞東弁財一丁目 351-0022 埼玉県朝霞市東弁財１‐４‐１２

671 ＬＳ　わらび中央 335-0004 埼玉県蕨市中央１‐１１‐１２

672 ＬＳ　川越新富町一丁目 350-0043 埼玉県川越市新富町１‐７‐１２

673 ＬＳ　北浦和 330-0073 埼玉県さいたま市浦和区元町３‐４‐６　メゾンモンブラン

674 ＬＳ　戸田喜沢 335-0013 埼玉県戸田市喜沢１‐３２‐８　アルファタワー西川口

675 ＬＳ　草加松原四丁目 340-0041 埼玉県草加市松原４‐１‐９　田中ビル

676 ＬＳ　大宮桜木町 330-0854 埼玉県さいたま市大宮区桜木町２‐４５７‐１

677 ＬＳ　志木本町 353-0004 埼玉県志木市本町１‐６‐１３

678 ＬＳ　浦和さいど 336-0907 埼玉県さいたま市緑区道祖土１‐２６‐５　サイドエクセル

679 ＬＳ　浦和高砂 330-0063 埼玉県さいたま市浦和区高砂４‐４‐１２　第３岡昭ビル

680 ＬＳ　武里 344-0021 埼玉県春日部市大場１０５０‐１

681 ＬＳ　春日部中央 344-0067 埼玉県春日部市中央１‐３‐１１

682 ＬＳ　上福岡 356-0004 埼玉県ふじみ野市上福岡１‐１２‐３０コーポシマ

683 ＬＳ　一ノ割駅前 344-0031 埼玉県春日部市一ノ割１‐７‐３２

684 ＬＳ　新座北野 352-0003 埼玉県新座市北野３‐３‐１７メゾンＹ．Ｓ

685 ＬＳ　草加栄町三丁目 340-0011 埼玉県草加市栄町３‐４‐３

686 ＬＳ　西川口 332-0021 埼玉県川口市西川口１‐４１‐１

687 ＬＳ　北越谷 343-0026 埼玉県越谷市北越谷４‐２１‐７

688 ＬＳ　南越谷一丁目 343-0845 埼玉県越谷市南越谷１‐２９１７‐３

689 ＬＳ　入間下藤沢 358-0011 埼玉県入間市下藤沢６３５‐１

690 ＬＳ　上戸田一丁目 335-0022 埼玉県戸田市上戸田１‐１７‐８

691 ＬＳ　蕨北町二丁目 335-0001 埼玉県蕨市北町２‐１７‐１７

692 ＬＳ　東所沢 359-0023 埼玉県所沢市東所沢和田２‐２‐１４

693 ＬＳ　草加住吉 340-0014 埼玉県草加市住吉１‐１４‐１

694 ＬＳ　北春日部 344-0058 埼玉県春日部市栄町３‐２９‐２

695 ＬＳ　戸田本町 335-0023 埼玉県戸田市本町４‐１５‐１７

696 ＬＳ　川口幸町 332-0016 埼玉県川口市幸町１‐１‐３１

697 ＬＳ　東浦和七丁目 336-0926 埼玉県さいたま市緑区東浦和７‐４８‐１

698 ＬＳ　吉川いちょう通 342-0056 埼玉県吉川市平沼１‐９‐８　吉川パークハイツ

699 ＬＳ　所沢駅東口 359-1131 埼玉県所沢市久米５５３‐２　ローズハイム所沢

700 ＬＳ　戸田笹目 335-0034 埼玉県戸田市笹目２‐１５‐１　ヴィラセンチュリー

701 ＬＳ　新座栗原 352-0035 埼玉県新座市栗原３‐１１‐１６　秀和ビルディングひばりが丘

702 ＬＳ　八潮中央 340-0816 埼玉県八潮市中央３‐１１

703 ＬＳ　川口並木 332-0034 埼玉県川口市並木３‐３‐１１並木ステーツ

704 ＊　ＬＳ　北朝霞 351-0034 埼玉県朝霞市西原１‐２‐１４

705 ＬＳ　霞ヶ関駅前 350-1103 埼玉県川越市霞ケ関東１‐６‐８

706 ＬＳ　浦和東高砂町 330-0055 埼玉県さいたま市浦和区東高砂町２４‐１７

707 ＬＳ　東岩槻五丁目 339-0005 埼玉県さいたま市岩槻区東岩槻５‐２‐２



708 ＬＳ　草加西町 340-0035 埼玉県草加市西町６８

709 埼玉西支店 359-0021 埼玉県所沢市東所沢1-4-3　ﾌﾗﾜｲﾝ本郷ﾋﾞﾙ 2F

710 埼玉北支店 366-0026 埼玉県深谷市稲荷町3-3-26

711 ｾｰﾌﾞｵﾝ南関東支店 360-0023 埼玉県熊谷市佐谷田61-1

712 埼玉南支店 343-0828 埼玉県越谷市ﾚｲｸﾀｳﾝ8-11-3 3F

713 埼玉中央支店 338-0002 埼玉県さいたま市中央区下落合3-18-9 2F

714 埼玉東支店 343-0828 埼玉県越谷市ﾚｲｸﾀｳﾝ8-11-3 2F



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

26,464 26,731

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 55,086 52,023 52,547

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 5.6 4.6

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 52,023 52,547

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 47.0142 48.2915 47.2271

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -2.7 -0.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.2

売上高 億円
活 動 規 模 の 指 標 単 位

1,077.27 1,112.65



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

省エネ10が条を基本とした各店舗での節電ならびに、省エネ機器の計画的な入替えによ
り、電気使用量の削減(コロナ禍で、休業・時短含む)につながったため。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

継続した省エネ10が条を基本とした各店舗での節電ならびに、省エネ機器の計画的な入
替えにより、電気使用量の抑制(コロナ禍で、休業・時短含む)につながったため。
一方で、店舗改装ならびに厨房設備の増設により、全体の電気使用量では前年1%程度増
加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

要冷機器の温度チェックを１日４回
毎年継続して実施

R3 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
省エネ機器
要冷機器(冷凍・冷蔵)、空調機器、LED照
明などの導入状況を管理

R3

R3

4 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

各店舗の年間売上高からCO2排出原単位
を算出し、管理している

R3 R3

3 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

一定期間を経過した既存店の空調機、冷
凍機の入れ替えを毎年継続して実施

R3

R3

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷凍冷蔵設備については定期的に点検を
毎年継続して実施

R3 R3

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調機器の設定温度を冷房時は２６℃、暖
房時は１８℃に設定

R3

R3

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光発電設備を一部店舗に導入 R3 R3

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店内照明及びメイン看板にLEDを採用して
いる（一部店舗を除く）

R3

R3

10

9 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効
率管理

店舗での「省エネ10か条」(各種機器フィル
ター定期清掃・空調温度適正管理)等

R3

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 214800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　エコ計画

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

88 廃棄物処理業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

88

所 在 地 埼玉県さいたま市浦和区仲町4-2-20 エコ計画浦和ビル

事 業 者 番 号 2149

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,219 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 廃棄物総合処理・リサイクル事業

区 分 企業

80 百万円

385従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 214900 株式会社エコ計画 2,219

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,219

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２ 埼玉県嵐山町花見台12

閲 覧 可 能
時 間 ２ 9:00～17:00

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社エコ計画　寄居エコスペース

所 在 地 １ 埼玉県大里郡寄居町三ケ山262

閲 覧 可 能
時 間 １ 9:00～17:00

閲 覧 場 所 ２ 株式会社エコ計画　嵐山エコスペース

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 環境貢献事業部　寄居エコスペース 048-582-5800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 4,450 4,619

地球温暖化対策の推進に当っては主体的かつ積極的な取組みを行なう。国・地方公共団体の対
策について策定から実施状況の点検、対策の見直しに至るプロセスに参画する。また、相互の
情報交換等を通じて緊密な連携を図る。

既存の資料を別添する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 62,308 67,531

そ の 他 ガ ス 57,858 62,912



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2149 事業所番号 214900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市浦和区

字 ・ 地 番 仲町4-2-20　エコ計画浦和ビル

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社エコ計画
前年度にお

ける事業所数 5

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 88 廃棄物処理業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 88

事 業 活 動 の 概 要

廃棄物総合処理・リサイクル事業（事業内容：廃棄物処理・廃棄
物の再資源化による燃料の研究開発及び製造、販売など　従業員
数：385名　工場敷地面積：28665ｍ2）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0323 t-CO2/トン

平成22年度の原単位（0.0323t-CO2/廃棄物処理集計量）を基準と
して、令和6年度末までに原単位を毎年1％ずつ改善していきま
す。

その他ガス

平成25年度の温室効果ガス（エネルギー起源CO2+その他ガス）全
体の原単位（0.5021t-CO2/廃棄物処理集計量）を基準として、令
和6年度末までに原単位を毎年1％ずつ改善していきます。

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

0.0323 t-CO2/トン

平成22年度の原単位（0.0323t-CO2/廃棄物処理集計量）を基準と
して、令和11年度末までに原単位を毎年1％ずつ改善していきま
す。

その他ガス

平成25年度の温室効果ガス（エネルギー起源CO2+その他ガス）全
体の原単位（0.5021t-CO2/廃棄物処理集計量）を基準として、令
和11年度末までに原単位を毎年1％ずつ改善していきます。

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 21事業部 さいたま市桜区田島8-4-16　

3 嵐山エコスペース 比企郡嵐山町花見台12

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社エコ計画 さいたま市浦和区仲町4-2-20　エコ計画浦和ビル

6

7

4 寄居エコスペース 大里郡寄居町三ケ山262

5 寄居Ｅスペース 大里郡寄居町三ケ山字東高山331-3

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,157 2,219

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.8

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,450 4,619

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 57,858 62,912

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 62,308 67,531

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0323 0.0245 0.0260

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 24.2 19.5

前 年 度 比 （ ％ ） － 6.1

処理実績 トン
活 動 規 模 の 指 標 単 位

181,665.00 177,677.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214900

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

以下の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられます。
・一部のフォークリフトをエンジン式からバッテリー式に変更しました。また、RPF製
造量が例年より減少したことにより重機の使用頻度が低下した結果、全体の軽油使用量
が前年より17％減少しました。
・寄居エコスペース2号炉、3号炉の9カ所に誘引通風ファンへ回転数制御装置を導入し
て省エネルギー化、また寄居3号炉の発電量が前年より12％増加したことにより、寄居
エコスペースの電気使用量が前年より20％減少しました。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

廃棄物焼却炉の運転にあたり、2021年度は含水率の高い廃棄物が多く、炉温確保のため
助燃バーナーを使用し、重油使用量が増加しました。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 214900

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

デマンドコントロールシステムの導入。 R1以前 R1以前

1 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

焼却設備における誘引通風機の風量制御
変更による設備システムの効率化を実施。

R1以前

R1以前

4 340500

発電専用設
備、コージェ
ネレーション
設備

34_熱の動力等への
変換の合理化に関
する措置

小型発電機を設置して、余剰の蒸気により
発電を行ない、施設内の電力として利用す
る。

R1以前 R1以前 562.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

LED照明の導入。 R1以前

R1以前 1,768.0

6 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

太陽光発電装置を設置して、発電した電
気を施設内の電力として利用する。

R1以前 R1以前 63.0

5 329900
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_ボイラー・工業
炉・蒸気系統・熱交
換器等に係るその他
の削減対策

焼却排熱を利用した蒸気タービン発電機
を設置し、焼却設備稼働に利用する。

R1以前

R1以前 292.0

8 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

2号炉、3号炉の9カ所に誘引通風ファンへ
回転数制御装置を導入して風量を低減、
省エネルギー化。

R1以前 R2 290.0

7 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

3号炉誘引通風ファンへ回転数制御装置を
導入して風量を低減、省エネルギー化。

R1以前

R3 1.5

10 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

廃棄物焼却施設（寄居2号炉）高効率コン
プレッサー（空気圧縮機）導入。

R4 194.0

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

事務所トイレ2ヶ所及び作業場（分解室）の
照明をLED化。

R3

0.3

13 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

嵐山エコスペースコンクリート固化設備の
照明をLED化（照度向上により照明数削
減）

R5

0.1

12 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

嵐山エコスペースの減温水ポンプ電動機、
ボイラ給水ポンプ電動機を小容量なものへ
取り替え

R4 0.9

11 380700 照明設備
38_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

嵐山エコスペース廃棄物保管ピットの照明
をLED化（照度向上により照明数削減）

R4

15

0.1

14 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロ
ワー、 コンプ
レッサー等

36_電気の動力・熱
等への変換の合理
化に関する措置

嵐山エコスペース処理灰搬送コンベヤ電
動機へ回転数制御装置を導入して省エネ
ルギー化。

R5



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 214900



監査長 委員長

副監査長 副委員長

監査員 事務局

委員長 委員長
事務局 事務局
安全管理者 安全管理者
衛生管理者 衛生管理者

エネルギー管理統括者
防火管理者 エネルギー管理企画推進者
主任計量者 地球温暖化対策推進者

防火管理者
主任計量者

事務管理 収集運搬

監査チーム 全社環境安全衛生委員会

嵐山ＥＳ　責任者 寄居ＥＳ　責任者
嵐山環境安全委員会 環境管理責任者 環境管理責任者

業務Ｇ リサイクルＧ プラント管理Ｇ 研究Ｇ 業務Ｇ リサイクルＧ 研究Ｇ Eスペース

収集運搬 事務管理

株式会社エコ計画

寄居環境安全衛生委員会

プラント管理Ｇ

統括環境管理責任者

㈱エコ計画 環境管理組織図



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

株式会社ガイア

2150

東京都中央区日本橋横山町7番18号

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

80 娯楽業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

80

所 在 地

事 業 者 番 号

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,861 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分 企業

百万円

従 業 員 数

事業内容：パチンコ事業107店舗（2022年7月1日現在）

50

2,555



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215000 メガガイア東大宮店 2,861

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,861

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

メガガイア東大宮店

埼玉県さいたま市見沼区大字丸ヶ崎2925番地1

営業時間（10：00～23：00）

2 業務管理部 03-5642-8824

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 施設・営繕部 03-5642-8804



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 5,189 5,624

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

エネルギーの使用に関するマニュアルを作成し、全店舗で地球温暖化対策として取り組む。ま
た、その取組を監査部の運用管理項目にて評価し実施率アップを目指す。

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,189 5,624

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2150 事業所番号 215000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村

字 ・ 地 番

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名
前年度にお

ける事業所数 8

計 画 期 間 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 80 娯楽業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 80

事 業 活 動 の 概 要

メガガイア東大宮店

さいたま市

見沼区大字丸ヶ崎2925番地1

パチンコ事業（埼玉県内8事業所）

2 年 度

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,682 t-CO2

基準となる
原 単 位

平成 29～令和元年度の直近 3 か年の平均排出量(5682t-CO2)を基
準として、令和６年度末までに 10％削
減します。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 メガガイア東大宮店 さいたま市見沼区大字丸ヶ崎2925番地1

メガガイア岩槻店

メガガイア和光店

埼玉県さいたま市岩槻区府内2-27-8

埼玉県和光市本町6番5号

6

7

4

5

ガイアネクスト越谷店

アイオン入間店

メガガイア越谷大里

ガイア川越店

埼玉県越谷市赤山本町2番地8

埼玉県入間市河原町1番7号

埼玉県越谷市大字大里465番地1

埼玉県川越市脇田町105番地　アトレマルヒロ1Ｆ

10

11

8

9

ガイア熊谷店 埼玉県熊谷市佐谷田1397

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,639 2,861

前 年 度 比 （ ％ ） － 8.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,682 5,189 5,624

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 8.7 1.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,189 5,624

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2623 0.2843

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 8.4

活 動 規 模 の 指 標 単 位
19,781.71 19,781.71

延床面積 ㎡



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215000

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルスの流行に伴い、2020年4月～6月にかけて店舗の稼働が著しく減少し
たため、電気の使用量が減少したものと思われる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年度における、新型コロナウイルスの流行に伴う営業時間の調整が一旦終了し、年間
をとおして通常営業を実施したため前年度に比べるとエネルギー使用量・CO2排出量が
増加したものと思われる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215000

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

R3 R3

1 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

R1以前

店舗ごとにエネルギー使用量を取りまと
め、4半期毎に店舗開発担当者間で報告
会を行い省エネ対策を検討する

デマンド監視装置を導入し空調管理を
行っている
（第三計画期間も継続）

4

3

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 215000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 事業内容：各種印刷及び付随する紙器加工他

区 分 企業

80 百万円

239従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

15 印刷・同関連業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

15

所 在 地 さいたま市中央区本町西４－１６－１５

事 業 者 番 号 2152

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,306 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 田中産業株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 048-853-5221 soumu@printer-tanaka.co.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 田中産業株式会社

所 在 地 １ さいたま市中央区本町西４－１６－１５

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:00～17:00(土日祝日除く)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,306

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215200 田中産業　本社Y棟 2,306

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:048-853-5221soumu@printer-tanaka.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,231 4,551

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,231 4,551

別紙　田中産業株式会社の環境基本理念のとおり

別紙　環境管理組織図のとおり

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

1.1586 t-CO2/

令和元年度を基準として、原単位を１％ずつ改善する

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 5

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 15 印刷・同関連業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 15

事 業 活 動 の 概 要

各種印刷及び付随する紙器加工他

4 事業者番号 2152 事業所番号 215200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市中央区

字 ・ 地 番 本町西４－１６－１５

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 田中産業　本社Y棟



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4 田中産業　上尾工場 〒362-0054　上尾市堤崎２２－１

5 田中産業　第三工場 〒338-0006 さいたま市中央区八王子１－３－１

2 田中産業　本社K棟 〒338-0004　さいたま市中央区本町５－４－１

3 田中産業　第一工場 〒338-0002 さいたま市中央区下落合４－１７－２１

番号 事業所名 所 在 地

1 田中産業　本社Y棟 さいたま市中央区本町西４－１６－１５

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

自由記述欄に記載

活 動 規 模 の 指 標 単 位
3,610.00 3,806.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -1.2 -3.2

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.0

エネルギー起源CO2排出量原単位 1.1586 1.1720 1.1957

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,231 4,551

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,231 4,551

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,145 2,306

事業所番号 215200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

上尾工場のPPシート製造に用いる押し出し機3台のうち1台を更新時に押し出し機の種類
を1軸押し出し機から2軸押し出し機に変更しました。2軸押し出し機は1軸押し出し機に
比べ、押し出しの効率が高く、原単位の改善に寄与したと思われます。また、Y棟の照
明は蛍光灯からLEDに変更しています。
しかしながら、印刷工程において結露による機械故障があいついだことから、空調の入
れっぱなしをするようになり、コロナウィルス蔓延に起因して換気を積極的に実施した
ことから、昨年よりも原単位を悪化させてしまいました。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

上尾工場のPPシート製造に用いる押し出し機を3層構造が形成できる押し出し機に変更
しました。この際、小型押し出し機を1台増設することになり、消費電力を増加させて
しまったと考えます。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 215200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

1.0

14 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

押し出し機への熱反射シート貼り付け R4 20.0

13 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

高演色蛍光灯のLED化 R4

20.0

12 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

本社Y棟コンプレッサー更新 R4 6.0

11 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

上尾工場エージングルーム空調設備の変
更(電熱ヒータ→ヒートポンプ)

R5

R2 45.0

10 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

L全印刷機更新（色数の削減) R4 10.0

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

本社Y棟１F,2F照明設備のLED化 R2

R1以前 61.0

8 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

本社Y棟エアコン更新(インバータ化)7台 R1以前 R1以前 54.0

7 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

UVインキ乾燥装置のLED化（２台) R1以前

R1以前 2.0

6 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

UVインキ乾燥装置のｲﾝﾊﾞｰﾀ化（全台) R1以前 R1以前 20.0

5 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

A倍印刷機主動力ﾓｰﾀのｲﾝﾊﾞｰﾀ化(1台除
く)

R1以前

R1以前 9.0

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

第１、２，３，４工場、物流ｾﾝﾀ内生産設備の
新工場への集約。コンプレッサーのイン
バータ化

R1以前 R1以前 10.0

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

LED照明への変更による照明効率改善（本
社３F事務所、上尾工場)(本社刷版事務所
は25.4に新規設置)

R1以前

R1以前

2 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

社Y棟、Ｋ棟にﾃﾞﾏﾝﾄﾞ管理システム設置 R1以前 R1以前

1 310300
一般管理事
項

31_計測及び記録の
管理

本社Y棟、K棟に個別電力計測機器を設置 R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 215200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

１．原単位の計算式は下記で計算しております。

PPシート製造工程以外の生産金額(百万円)＋PPシート生産量（ｔ）×0.5

＊生産金額：出荷額から材料費や外注加工費を除去した金額

２．近年、エネルギー原単位の改善が急務となっている状況を受け、省エネレポートを毎月発行し、社
内に配布するようにしました。最近の傾向としては、前年比が改善している月が増えて来ています。

３．上尾工場のPPシート生産における効率を上げる為、熱反射シートで押し出し機を囲う工事を実施し
ました。現在のところ良いデータが得られています。

事業所番号 215200



・天然資源保護の為、印刷用紙、インキ、OA用紙の節減を図ります。

5)この環境方針は社外にも公表します。

4)全従業員へ環境方針を周知し、教育・訓練により環境保全に関する知識の向上と、啓
蒙を図ります。

・地球温暖化防止の為、生産設備、空調、照明等で消費する電気エネルギーの節減を図
ります。

・廃棄物削減の為、減量化と分別回収によるリサイクルを推進し循環型の経済社会を目指
します。

・環境汚染防止の為、危険物、有機溶剤等の管理を徹底すると共に、管理する工程、操
作、材料等のマネジメントシステムの継続的改善を図ります。

2)関連する環境の法規則、及び組織が同意するその他の要求事項を遵守します。

3)環境対策活動の推進は、環境目的、目標を設定し、定期的に見直しを実施します。

◎田中産業株式会社の環境基本理念

◎田中産業株式会社環境方針
田中産業株式会社は印刷物の生産工場として基本理念に基づき、企業活動のあ
らゆる面で地球環境の保全に配慮し行動します。

全世界の最重要課題の一つである環境保全に取り組み、地球
環境の保護ならびに環境汚染防止を推進し、環境保全活動の
継続的向上を図ります。

1)田中産業株式会社が行う事業活動、製品及びサービスが環境に与える影響の中で以
下の事項を優先的に取り上げ実行します。



（ｴﾈﾙｷﾞｰ管理統括者)

(地球温暖化対策推進者)

（委員長兼議長）

(

衛
生
管
理
者

)

総務部

　
総
務
課
長

　
保
育
所
代
表

製造設備部

安全衛生委委員会
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営
業
課
長
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ネ
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管
理
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者

)

安全衛生委員会組織

加
工
課
代
表

フ
ィ
ル
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代
表
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レ
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代
表

　
総
務
課
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務
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印
刷
課
代
表
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一
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二
印
各
一
名

）

営業部

産業医

製造部

　
製
造
設
備
課
長

(

安
全
管
理
者

、

M
G
S
営
業
部
代
表

MGS

事務局（総務課）

(

安
全
運
転
管
理
者

)

　
営
業
部
代
表

生産管理部

生
産
管
理
部
代
表



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 油圧ホースの組立て、金属継ぎ手製造

区 分 企業

484 百万円

511従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

24 金属製品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

24

所 在 地 埼玉県加須市南篠崎１－３－１

事 業 者 番 号 2154

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,641 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 ブリヂストンフローテック株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 安全・防災・環境管理課 0480-65-1166

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ブリヂストンフローテック(株)MDセンター

所 在 地 １ 埼玉県加須市南篠崎1-3-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 8：30～17：30　土、日、祝日を除く

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,641

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215400 ブリヂストンフローテック(株)MDセンター　 1,641

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,658 3,236

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 2,658 3,236

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.2700 t-CO2/千本個

令和2年度の排出量原単位を基準として、令和6年度までに原単位
比5％を削減する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 24 金属製品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 24

事 業 活 動 の 概 要

1.事業内容　油圧ホースの組立て金属継ぎ手製造　　　　　　2.
従業員数　482名　(令和3年6月末現在)
3.資本金　４億8400万円

4 事業者番号 2154 事業所番号 215400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 加須市

字 ・ 地 番 南篠崎1-3-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ブリヂストンフローテック(株)MDセンター　



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 試験棟 埼玉県加須市久下４－２２－１

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ブリヂストンフローテック(株)MDセンター　 加須市南篠崎1-3-1

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

生産量 千本個
活 動 規 模 の 指 標 単 位

9,843.00 11,968.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 -0.1

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.1

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2700 0.2700 0.2704

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,658 3,236

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 21.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,658 3,236

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,351 1,641

事業所番号 215400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

令和2年度は前年度に比較し約10.8％のCO2削減が可能となった。
削減施策としては1.試験棟の稼働抑制（前年度比49％削減）
2.照明のLED化の実施により削減に結び付いた。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年比生産量が21.6％増加したことに伴い、照明・空調・動力のための
電力消費量が増加。

削減施策としては、
①空調機は更新する際に省エネタイプに更新
②生産設備に用いる動力モーターに高効率モーターを採用
を実施。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 215400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

R3 0.5

4 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

現場空調（スポットエアコン4台）更新 R4 0.7

3 320200
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

押出8号機ﾁﾗｰ更新 R3

R3 0.5

2 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化
に関する措置

現場空調更新 R3 R3 1.0

1 310500
一般管理事
項

31_生産工程のエネ
ルギー管理

コンプレッサー入替 R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 215400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 215400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社極楽湯

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

78 洗濯・理容・美容・浴場業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

78

所 在 地 東京都千代田区麴町2-4

事 業 者 番 号 2155

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,393 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 温浴施設『極楽湯』『RAKU SPA』の運営

区 分 企業

40 百万円

2,360従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215500 極楽湯和光店 2,393

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,393

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社極楽湯

所 在 地 １ 東京都千代田区麹町2-4

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 直営店営業課 03-5275-0582



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,280 5,161

「人と自然を大切に思い」から始まる企業理念のもと、事業活動をとおして自然環境の保全に配
慮した企業として、全従業員が地球環境への関心を深め、省エネ意識を持ち、エネルギー使用の
合理化に努めることにより、温浴事業者としての省エネに関するリーディングカンパニーを目指
す。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,280 5,161

そ の 他 ガ ス

代表取締役

エネルギー管理統括者 地球温暖化対策推進者
（直営店営業課）

店舗営業部 営業サポート部

店長 店長 店長



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2155 事業所番号 215500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 和光市

字 ・ 地 番 白子1丁目7-6

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 極楽湯和光店
前年度にお

ける事業所数 4

計 画 期 間 3 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 78 洗濯・理容・美容・浴場業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 78

事 業 活 動 の 概 要

極楽湯の運営・管理
極楽湯和光店、極楽湯幸手店、極楽湯上尾店、極楽湯羽生温泉

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/千人

平成３１年度の排出量5,570t-co2を基準として令和6年度末までに
原単位を毎年1％削減していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,570 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 極楽湯幸手店 幸手市東2丁目1-27

3 極楽湯上尾店 上尾市大字上尾村500-1

番号 事業所名 所 在 地

1 極楽湯和光店 和光市白子1丁目7-6

6

7

4 極楽湯羽生温泉 羽生市神戸843-1

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,444 2,393

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,570 5,280 5,161

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 5.2 7.3

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,280 5,161

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 4.2506 3.8465

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -9.5

客数 千人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

1,242.18 1,341.74



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

行政からの営業時間短縮要請等の影響で入館者数前年▲1,706,000名となったため、エ
ネルギーコストが大幅に削減

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

入館者数は前年＋99,560名と増加傾向にあるが、20時以降の営業時間短縮要請が長期的
にあったこと、飲食中抜け営業をしたことで排出量が減少した

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

14.0

2 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理
熱源の変更（LPG→都市ガス）による二酸
化炭素数の低減

R6 46.0

1 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理 節水型シャワーヘッドの導入 R3

46.0

4

3 170200 負荷平準化
17_コージェネレー
ション

コージェネレーションシステムの更新 R4

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 215500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

事業の内容：
　　病院・診療所・介護サービス事業所の運営
就業者人数：
　　２，４１０名
資　本　金：
　　７，３９９千円

区 分 その他

7 百万円

2,410従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

83 医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

所 在 地 埼玉県所沢市大字久米５３２番地１

事 業 者 番 号 2156

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,689 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 医療法人啓仁会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 医療法人啓仁会　法人本部 04-2997-5510

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 医療法人啓仁会　法人本部

所 在 地 １ 埼玉県所沢市大字久米５３２番地１

閲 覧 可 能
時 間 １ ９：００～１７：３０（土日祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,689

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215600 医療法人啓仁会　所沢ロイヤル病院 1,689

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,388 3,348

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 3,388 3,348

　かけがえのない命を守る「医療」、大切な健康づくりをお手伝いする「保健」、そして安らか
な老後を支える「福祉」。当法人は、これら三分野を中心に誰もが健やかに老い、心安らかな老
後を迎えられる地域社会の実現をめざしています。

　従いまして、地球温暖化対策についてもこれを地域社会への責務と捉え、省エネルギー、省資
源化を中心とした行動を継続、拡大し、温暖化ガスの排出抑制に努めるものです。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

理事長
各事業所

・病院（６か所）

・診療所（２か所）

・介護老人保健施設（５か所）

・その他介護サービス事業所（１５か所）

法人本部

経営管理部
総務人事部
事業推進部

地球温暖化対策推進者 （総務人事部長）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1218 t-CO2/m2

延床面積に対するCO2排出原単位について、平成27年度を基準
（0.1218）として年1%ずつの削減を目標とします。
また努力目標として、対前年度比についても1%ずつの削減を掲げ
ます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 6

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 83 医療業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 83

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：　病院・診療所・介護サービス事業所の運営
就業者数：　１，１８０名

4 事業者番号 2156 事業所番号 215600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市

字 ・ 地 番 大字北野三丁目１番地１１

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 医療法人啓仁会　所沢ロイヤル病院



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6 医療法人啓仁会　川島クリニック 埼玉県比企郡川島町大字伊草９６番地１

7

4 医療法人啓仁会 介護老人保健施設所沢ﾛｲﾔﾙの丘 埼玉県所沢市北野三丁目１番地１６

5
医療法人啓仁会　平成の森・川島病院
　　同　　　介護老人保健施設平成の森

埼玉県比企郡川島町大字畠中４７８番地１

2 医療法人啓仁会　平沢記念病院 埼玉県所沢市北野三丁目２０番地１

3 医療法人啓仁会　平成クリニック 埼玉県所沢市大字久米５３２番地１

番号 事業所名 所 在 地

1 医療法人啓仁会　所沢ロイヤル病院 所沢市大字北野三丁目１番地１１

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

35,632.00 35,632.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 21.9 22.9

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.2

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1218 0.0951 0.0940

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,388 3,348

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,388 3,348

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,714 1,689

事業所番号 215600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　当該・令和2年度は新型コロナウイルス感染症の蔓延に伴い、屋内の換気を徹底せざ
るを得ない状況であった。一方で医療・介護事業を行う当法人として、患者・利用者の
健康に留意する必要から特に空調設備の利用制限が困難であるが、結果、エネルギー消
費の削減を実行できたことは、法人全体での省エネルギー意識・効果の表れと思われ
る。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

　当該・令和3年度は依然新型コロナ禍が続いており、感染防止のために屋内の換気を
徹底せざるを得ない状況であった。しかし、これまでと同様、医療・介護事業を行う当
法人として、患者・利用者の健康に留意する必要から特に空調設備の利用制限が困難で
ある。そうした中で、エネルギー消費の削減を実行できたことは、法人全体での省エネ
ルギー意識・効果の表れと思われる。
　とは言え、更なる省エネルギーに向けた対策は、現状設備の中では次第に困難を極め
るようになってきたため、温暖化抑制に資する新たな設備投資について検討したい。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 215600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

R1以前

10

9 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

空調設備における、ガスヒートポンプ（GHP）
の導入

R1以前

R1以前

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
再生可能エネルギーの自家消費による電
力CO2排出量の削減【毎年継続】

R1以前 R1以前

7 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

エレベーターの利用制限（患者、利用者の
専用部分を除き、職員は原則としてエレ
ベーターを使用しない）【毎年継続】

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明設備のLED交換（補助金事業により３
施設で照明設備のLED交換工事を実施）

R1以前 R1以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

人感センサーによる自動点滅管理（階段部
分等で実施）【毎年継続】

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調の設定温度等を適切に管理（患者、利
用者の専用部分を除き、夏季は原則２８度
設定で対応）【毎年継続】

R1以前 R1以前

3 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

エネルギー消費にかかる各種データの整
理（電気、ガス等の消費量、費用について
月例のデータ管理）【毎年継続】

R1以前

R1以前

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

主要設備・機器等に関する図書の整備・管
理（病院等施設の各種図面について竣工
時、その後の改修を含めた作製、管理）【毎
年継続】

R1以前 R1以前

1 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

保守・点検のための記録等整備【毎年継
続】

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 215600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

　第3計画期間においては、原則的に第1および第2計画期間を踏襲し「延床面積に対するCO2排出原単位
について、平成27年度を基準（0.1218）として年1%ずつの削減」を目標に、着実および継続的な計画を
立案した。
結果、令和3年度の目標値は0.1145であったのに対し、実績値は0.0940（削減比22.8%）と目標を大きく
クリアするに至たった。
　年度値（0.0971）と比べても1.2%の削減に相当し、着実な省エネルギー意識・効果の表れと思われ
る。

事業所番号 215600



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 久喜宮代衛生組合

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

88 廃棄物処理業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

88

所 在 地 埼玉県南埼玉郡宮代町大字和戸１２７６－１

事 業 者 番 号 2158

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,747 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
久喜市及び宮代町から発生する可燃ごみ、不燃ごみ及びし尿
等の一般廃棄物を処理する施設を管理

区 分 その他

百万円

125従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215800 久喜宮代衛生組合 2,747

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,747

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 久喜宮代衛生組合　久喜宮代清掃センター

所 在 地 １ 埼玉県南埼玉郡宮代町大字和戸1276-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日の8：30～12：00、13：00～17：15

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務課 0480-34-2042 soumu@crt-kuki.miyashiro.saitama.jp

mailto:0480-34-2042soumu@crt-kuki.miyashiro.saitama.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,621 5,636

別紙参照

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

１　基本理念
　　持続可能な低炭素社会を構築するために、一般廃棄物の適正処理と地球温暖化防
　　止対策を通じて、組合の社会的責任を果たす。
２　基本方針
　　基本理念を踏まえ、次の基本方針を掲げる。
　　①地球温暖化防止実行計画を策定する。
　　②計画の進捗状況を定期的に点検する。
　　③職員の意識啓発を実施し、全員参加で地球温暖化対策に取り組む。

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 17,505 16,536

そ の 他 ガ ス 11,884 10,900





事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2158 事業所番号 215800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 宮代町

字 ・ 地 番 大字和戸1276-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 久喜宮代衛生組合
前年度にお

ける事業所数 3

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 88 廃棄物処理業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 88

事 業 活 動 の 概 要

久喜市及び宮代町から発生する可燃ごみ、不燃ごみ及びし尿等の
一般廃棄物を処理する施設を管理

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

２０１９（令和元年度）の排出量５，６４７ｔ－ＣＯ２を基準として、２０２４（令和６年度）
末までに２８３t－ＣＯ２ (約５％) 削減します。

その他ガス

２０１９（令和元年度）の排出量１１，２４７－ＣＯ２を基準として、２０２４（令和６年
度）末までに１１３t－ＣＯ２ (約１％) 削減します。

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,647 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 久喜宮代衛生組合　菖蒲清掃センター 久喜市菖蒲町台2770-1

3 久喜宮代衛生組合　八甫清掃センター 久喜市八甫2525

番号 事業所名 所 在 地

1 久喜宮代衛生組合 宮代町大字和戸1276-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,741 2,747

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,647 5,621 5,636

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 11,105 10,134

メ タ ン 15

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.5 0.2

ハイドロフルオロカーボン

15

一 酸 化 二 窒 素 764 751

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 17,505 16,536

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2886 0.2894

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.3

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

19,476.00 19,476.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

施設の稼働日が減った要因としては、「生ごみ減容化及び堆肥化事業」について、令和
元年度9月まで稼働させていたので、令和2年度は、その分の電気使用量が減った。
燃やせるごみの増加（前年度と比較して約５４０トン増加）により、助燃剤として使用
しているA重油の使用量が３Kl増量した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

3つある清掃センターの一つである八甫清掃センター粗大ごみ処理施設において火災事
故が発生し、約半年間不燃系のごみが場内に保管され、これらの処理した際に、いつも
より多く可燃ごみが発生しました。この可燃ごみについては、場内にある焼却炉で処理
を行ったが、処理する際に助燃剤として使用している灯油の使用量が８Kl増量した。
また、これらの不燃ごみを処理するのに施設の稼働日数が増えたことにより、年間の電
気使用量が約1,000kwh増えた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 215800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

空気調和設備の管理(第３計画期間継続
中）

R1以前 R1以前

1 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

植物の緑のカーテン(第３計画期間継続中） R1以前

R1以前

4 410700 事務用機器
41_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

昼休みのパソコンの使用禁止(第３計画期
間継続中）

R1以前 R1以前

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

常時点灯している照明の間引き(第３計画
期間継続中）

R1以前

R1以前

6 320300
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_放射・伝熱等によ
る熱の損失の防止に
関する措置

必要性の低い電気機器の使用制限、共有
化(第３計画期間継続中）

R1以前 R1以前

5 320100
ボイラー、工
業炉、蒸気系
統、

32_燃料の燃焼の合
理化に関する措置

計画的な炉の運転による燃焼効率の向上
(第３計画期間継続中）

R1以前

R1以前

8

7 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

処理施設における電灯等の交換の際に
は、省電力のものと入れ替えを検討する(第
３計画期間継続中）

R1以前

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 215800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：スーパーマーケット経営（飲食料品販売）
従業員数：1,832人（ﾊﾟｰﾄﾅｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ含 1日8時間換算）
延売場面積：125,895㎡

区 分 企業

724 百万円

1,832従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

58 飲食料品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

58

所 在 地 東京都八王子市滝山町二丁目351番地

事 業 者 番 号 2159

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

809 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 株式会社スーパーアルプス

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

県による報告書の公表を希望 する

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務人事部総務課 042-692-2111

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社スーパーアルプス　本部

所 在 地 １ 東京都八王子市滝山町二丁目３５１番地

閲 覧 可 能
時 間 １ 9:00～17:00　（土・日・祝　除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 809

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 215900 スーパーアルプス入間下藤沢店 809

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,543 1,579

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 2,543 1,579

積極的に環境マネジメントを実施し、企業の社会的責任を果たす

・全従業員が環境に関しての知識を共有する

・全従業員が一丸となり事業活動による環境負荷を削減し社会に貢献する

・法的要求の遵守

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

先行投資を実施した結果、第2計画期間で作成した令和6年度の目
標数値を達成してるため、第3計画記においては令和2年度の原単
位当り22.5342を維持することを目標とする。しかしながらさらに
新しい技術の導入検証を行い更なる引き下げを目指す。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

22.5342 t-CO2/（㎡×時間)

当初の計画を早め、早期に省エネ化を図った結果、前計画期間に
おいて第3計画期間期間計での最終目標とした【（延売場面積×営
業時間）/1百万】二酸化炭素排出量22.585 t-CO2/原単位を既に達
成した。よって第3計画記においては令和2年度の原単位当り
22.5342を維持することを目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 2

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 58 飲食料品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 58

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：スーパーマーケット経営（飲食料品販売）
従業員数：108名（ﾊﾟｰﾄﾅｰ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ含 1日8時間換算）
資本金　：724,439千円

4 事業者番号 2159 事業所番号 215900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 入間市

字 ・ 地 番 下藤沢188番1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 スーパーアルプス入間下藤沢店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 スーパーアルプス飯能美杉台店 飯能市美杉台３丁目１７番４

3

番号 事業所名 所 在 地

1 スーパーアルプス入間下藤沢店 入間市下藤沢188番1

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

（延売場面積×営業時間）/1百万 （㎡×時間)

活 動 規 模 の 指 標 単 位
112.85 52.72

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.0 -32.9

前 年 度 比 （ ％ ） － 32.9

エネルギー起源CO2排出量原単位 22.5342 22.5342 29.9530

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,543 1,579

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -37.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,543 1,579

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,293 809

事業所番号 215900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・高効率冷蔵冷凍ケースの導入
・新型コロナウィルス感染症対策としての営業時間の短縮

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・2021年3月末日をもって飯能新光店を閉鎖のため排出量減少。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 215900



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

R1以前

10 120200
熱源設備・熱
搬送設備

12_冷凍機の効率管
理

店内及びバックヤードの冷凍冷蔵庫を省エ
ネタイプへ切り替え

R1以前 R1以前

9 170300 負荷平準化 17_新エネルギー LED電球への入替え R1以前

R3

8 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

待機電力の削減
（第3計画期間も継続）

R3

7 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

デフロストの適正運用
（第3計画期間も継続）

R3

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷凍製造設備の定期的な点検・保守
（第3計画期間も継続）

R3

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

適切な冷暖房設定温度の制定及び遵守
（第3計画期間も継続）

R1以前

4 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

計測機器の設置、運用。計測器を設置し、
デマンドを超えた場合に警告
（第3計画期間も継続）

R3

3 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 主要設備の管理台帳の作成 R1以前

R3

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
従業員に対しての地球温暖化対策に関す
る教育活動
（第3計画期間も継続）

R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
従業員に対しての地球温暖化対策に関す
る教育活動
（第3計画期間も継続）

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 215900



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 215900



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容:紳士服・婦人服及び服飾品並びにファッション商品
の企画販売

区 分 企業

100 百万円

2,139従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

57 織物・衣服・身の回り品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

57

所 在 地 神奈川県横浜市都筑区葛が谷6番56号

事 業 者 番 号 2160

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,165 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 株式会社AOKI

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

県による報告書の公表を希望 する

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 045-941-3888 soumu@aoki-hd.co.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社AOKI 本社受付

所 在 地 １ 神奈川県横浜市都筑区葛が谷6番56号

閲 覧 可 能
時 間 １ AM10:00～PM5:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,165

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 216000 AOKI　鴻巣店 1,165

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:045-941-3888soumu@aoki-hd.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,507 2,289

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 2,507 2,289

当社は、企業の社会的責任及び法令順守の側面から、そして、エネルギーコスト圧縮の側面から
“省エネルギー推進”に取り組むことを宣言する。目標として、5ヵ年計画で、単位当りエネル
ギー使用量を３％削減する。
　省エネ法に基づく、“省エネルギー委員会”を組織して、設備改善と運用改善を確実に実施す
る。管理標準を“ＡＯＫＩ省エネマニュアル”に明確にする。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

代表取締役 取締役

地球温暖化対策推進者（総務部）

営業部

店舗環境企画部

経営戦略企画室



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

2019年度の排出量2,832ｔ-CO2に対し、2021年度末までに、2％
（57ｔ-CO2）以上削減します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,832 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 53

計 画 期 間 2 年 度 ～ 3 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 57 織物・衣服・身の回り品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 57

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：紳士服・婦人服及び服飾品並びにファッション商品の
企画販売
県内店舗数：53店舗

4 事業者番号 2160 事業所番号 216000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 鴻巣市

字 ・ 地 番 赤見台2-10-14

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 AOKI　鴻巣店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 ＡＯＫＩ　入間花みずき通り店 入間市扇台3-6

25 ＡＯＫＩ　三郷店 三郷市早稲田1-5-10

22 ＡＯＫＩ　朝霞台店 朝霞市東弁財3-14-15

23 ＡＯＫＩ　北上尾店 上尾市中妻3-4-6

20 ＡＯＫＩ　草加店 草加市草加1-16-11

21 ＡＯＫＩ　ｻｲｽﾞﾏｯｸｽ春日部店 春日部市緑町3-1-43

18 ＡＯＫＩ　蓮田店 蓮田市関山4-1-10

19 ＡＯＫＩ　ｻｲｽﾞﾏｯｸｽ東松山店 東松山市五領町16-11

16 ＡＯＫＩ　せんげん台店 春日部市大枝449-1

17 ＡＯＫＩ　久喜店 久喜市吉羽2-30-5

14 ＡＯＫＩ　東所沢店 所沢市牛沼259

15 ＡＯＫＩ　杉戸店 北葛飾郡杉戸町杉戸1-13-10

12 ＡＯＫＩ　戸田店 戸田市上戸田3-26-8

13 ＡＯＫＩ　西川口店 川口市西青木2-1-8

10 ＡＯＫＩ　和光光が丘店 和光市白子1-2-31

11 ＡＯＫＩ　東大宮店 さいたま市見沼区東大宮1-85-4

8 ＡＯＫＩ　坂戸店 坂戸市八幡1-3-17

9 ＡＯＫＩ　東川口店 川口市戸塚3-34-14

6 ＡＯＫＩ　ｻｲｽﾞﾏｯｸｽ浦和店 さいたま市浦和区上木崎5-7-1

7 ＡＯＫＩ　ｻｲｽﾞﾏｯｸｽ所沢店 所沢市宮本町2-15-21

4 ＡＯＫＩ　川越店 川越市砂827－1

5 ＡＯＫＩ　熊谷店 熊谷市広瀬450-1

2 ＡＯＫＩ　ふじみ野店 ふじみ野市大井1-2-43

3 ＡＯＫＩ　東越谷店 越谷市東越谷3-6-6

番号 事業所名 所 在 地

1 AOKI　鴻巣店 鴻巣市赤見台2-10-14

事業所リスト



業態名 店舗名 住所

26 AOKI ライフガーデン東松山店 東松山市あずま町4-8-3

27 深谷店 深谷市上柴町東4-17-12

28 富士見浦所ﾊﾞｲﾊﾟｽ店 富士見市針ヶ谷2-37-8

29 本庄若泉店 本庄市若泉1-9-10

30 浦和花月店 さいたま市緑区原山4-7-8

31 所沢小手指店 所沢市北中2-180

32 川越的場店 川越市大字的場806-1

33 秩父店 秩父市下宮地町16-11 

34 川越神明町店 川越市神明町13-1

35 狭山富士見店 狭山市富士見2-16-14

36 熊谷店 熊谷市広瀬450-1

37 ビバモールさいたま新都心店 さいたま市浦和区上木崎1-13-1

38 北本店 北本市二ツ家3-152

39 ｻｲｽﾞﾏｯｸｽ鳩ヶ谷店 川口市南鳩ヶ谷7-1-1

40 大宮三橋店 さいたま市西区三橋5-1606

41 上尾上町店 上尾市上町2-15-18

42 鴻巣吹上店 鴻巣市北新宿　道下通192-1

43 南越谷駅前店 越谷市南越谷1-20-10

43 春日部ユリノキ通り店 春日部市大沼1-1

44 ORIHICA イオンモール羽生店 羽生市川崎2-281-3　ｲｵﾝﾓｰﾙ羽生3F

45 浦和パルコ店 さいたま市浦和区東高砂町11-1 浦和ﾊﾟﾙｺ4F

46 大宮ステラタウン店 さいたま市北区宮原町1-854-1　ｽﾃﾗﾓｰﾙ3F

47 ピオニウォーク東松山店 東松山市高坂25-1　ﾋﾟｵﾆｳｫｰｸ東松山2F

48 新所沢パルコ店 所沢市緑町1-2-1　新所沢パルコ　PARCO館 1F

49 ワカバウォーク店 鶴ヶ島市富士見1-2 ﾜｶﾊﾞｳｫｰｸ2F

50 アトレ川越 川越市脇田町105　アトレマルヒロ　5F

51 アリオ鷲宮店 久喜市久本寺字谷田7-1 ｱﾘｵ鷲宮2F

52 ららぽーと富士見店 富士見市山室1-1313 3F 30300区画

53 ｺｸｰﾝｼﾃｨさいたま新都心店 さいたま市大宮区吉敷町4-263-1 ｺｸｰﾝｼﾃｨ　ｺｸｰﾝ2 3F



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

36,116.00 34,490.00

基 準 と な る原 単 位 に 対 す る削 減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -4.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0694 0.0664

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,507 2,289

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 11.5 19.2

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,832 2,507 2,289

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,275 1,165

事業所番号 216000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

●減少要因
・夏季営業時間短縮の実施(7月中旬～9月中旬)
・閉店の実施(2020年度:8店舗閉店)
・緊急事態宣言による時短営業(3月中旬～5月ゴールデンウィーク明)

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

●減少要因
・夏季(7月中旬～9月中旬)営業時間短縮の実施（2021年度：33店舗）
・閉店の実施(2021年度:4店舗閉店)

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 216000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

R3 5.0

6

5 180200 その他 18_その他
夏季営業時間の短縮（第三計画期間も継
続）

R3

R3 5.0

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明の導入 R3 R3 5.0

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

設定温度の適正化、空調機の更新、デマコ
ン導入

R3

R3 0.0

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

管理標準（AOKI省エネマニュアル）の制定
及び運用（第三計画期間も継続）

R3 R3 0.0

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
AOKI省エネ委員会の開催（第三計画期間
も継続）

R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 216000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 216000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 ユナイテッド・シネマ株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

80 娯楽業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

80

所 在 地 東京都品川区大崎1-11-2

事 業 者 番 号 2164

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,010 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 複合型映画館の建築・運営

区 分 企業

100 百万円

2,000従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 216400 ユナイテッド・シネマ浦和 2,010

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,010

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ ユナイテッド・シネマ株式会社

所 在 地 １ 東京都品川区大崎1-11-2

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日 9:30〜18:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 店舗戦略開発部　建築・施設室 03-6417-0734



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 2,957 3,929

ユナイテッド・シネマは、地域の文化施設としてお客様に愛される映画館を目指している。企業
理念でもある「エンタテイメントを通じて"みんなと暮らすマチ"を幸せにします」を行うべく、
お客様に省エネの必要性をアピールしていく。
また顧客満足度を損なうことなく、不要エネルギーを発見し、省エネを行っていくためにエネル
ギーの見える化装置を4施設導入し、不要エネルギーの削減を徹底すると共に、傾向を分析した
結果で、一番エネルギーを使用する空調機を効率よくエネルギーを抑制するシステム「GeM2」を
導入し、省エネを図っている。
娯楽施設においては顧客快適性に重きを置く傾向があり、省エネは進みにくい実状ではあるが、
ユナイテッド・シネマがその先駆けとなり、顧客快適性と省エネが両立することを実証していき
たい。また、顧客が幅広い層であるため地球温暖化問題への取り組みについても実感していただ
けるよう、「エコシネマ」といったキーワードを掲げ身近な存在になることも合わせて取り組ん
でいく。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,957 3,929

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長

エネルギー管理統括者（※1）

地区責任者

地球温暖化対策推進者（※2）

各サイト（事業所）支配人

※1 エネルギー管理統括者：事業の実施を統括管理
※2 地球温暖化対策推進者：管理統括者の補佐



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2164 事業所番号 216400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市浦和区

字 ・ 地 番 東高砂町11-1　浦和パルコ内

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ユナイテッド・シネマ浦和
前年度にお

ける事業所数 8

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 80 娯楽業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 80

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：複合映画館の運営
従業員：約50名
2007年10月開業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

平成27年度から平成31年度までのエネルギー起源CO2の平均を基準とし
、この基準を超えず、且つ毎年１％ずつの削減を目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 4,057 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 ユナイテッド・シネマ入間 入間市豊岡1-11-1 アイポット3F

3 ユナイテッド・シネマ春日部 春日部市南1-1-1 ララガーデン春日部3F

番号 事業所名 所 在 地

1 ユナイテッド・シネマ浦和 さいたま市浦和区東高砂町11-1　浦和パルコ内

6 ユナイテッド・シネマわかば 鶴ヶ島市富士見1-2-1　ワカバウォーク内

7 ユナイテッド・シネマ新座 新座市中野2-1-38　OSCデオシティ新座内

4 ユナイテッド・シネマウニクス上里 児玉郡上里町大字七本木2272-1

5 ユナイテッド・シネマウニクス南古谷 川越市泉町1番地

10

11

8 シネプレックス幸手 幸手市上高野７６４番地　エムズタウン幸手内

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,515 2,010

前 年 度 比 （ ％ ） － 32.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,057 2,957 3,929

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 27.1 3.2

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,957 3,929

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0710 0.0943

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 32.9

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

41,675.00 41,675.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216400

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（

2020

年 度 ）

コロナ禍における休業・時間短縮営業がありエネルギー消費は低くなる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

通常営業（休業無く、時短営業の日数減）でエネルギー使用量が多くなり、前年対では
増となる。
只コロナ禍前の2019年度（原油換算 2,129kl、エネルギー起源CO2 4,157t-CO2）比較
で、原油換算 94.4% エネルギー起源CO2 94.5％）となり、コロナ禍を除外した場合で
は減となる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216400

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前 405.0

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

GeM2（BEMS）導入による空調設備の適正
運転
＜継続＞　※削減No.1と同。

R1以前

1 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

GeM2（BEMS）導入による”電力の見える
化”
＜継続＞

R3

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

事業所リスト 番号2 ユナイテッド・シネマ入
間の照明器具をLEDへの更新。

R3

3 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

事業所リスト 番号2 ユナイテッド・シネマ入
間の空調機更新。

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 216400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 宅配便など各種輸送にかかわる事業

区 分 企業

11,275 百万円

56,206従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

44 道路貨物運送業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

44

所 在 地 京都府京都市南区上鳥羽角田町68番地

事 業 者 番 号 2165

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

4,406 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 佐川急便株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 東京本社　ＣＳＲ推進部　ＣＳＲ推進課 03-3699-3772

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 東京本社　ＣＳＲ推進部　ＣＳＲ推進課

所 在 地 １ 東京都江東区新砂2-2-8

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00～17：00（土・日・祝日除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 4,406

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 216500 佐川急便株式会社　越谷営業所 4,406

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 9,259 8,503

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 9,259 8,503

別添資料（別紙1）に地球温暖化対策推進における基本方針を記載する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

佐川急便㈱ 東京本社 （担当：ＣＳＲ推進部 ＣＳＲ推進課）

地球温暖化対策推進者（ＣＳＲ推進部 ＣＳＲ推進課）

佐川急便㈱ 北関東支店 管轄営業所

環境推進担当の指揮に従い関東地方全域の地球温暖化

対策実施の推進および管理

佐川急便㈱ 北関東支店



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0643 t-CO2/㎡

第二計画期間（5年間平均）のCO2排出量原単位（CO2排出量÷床面
積）0.0643を基準として、令和6年度末までに22%以上の削減を目
指します。
＜具体的対策（案）＞
東松山、足立、越谷営業所の低炭素電力調達等。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 29

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 44 道路貨物運送業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 44

事 業 活 動 の 概 要

宅配便などの各種輸送にかかわる事業

4 事業者番号 2165 事業所番号 216500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 越谷市

字 ・ 地 番 流通団地1-4-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 佐川急便株式会社　越谷営業所



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 佐川急便株式会社　入間下藤沢デポセンター 埼玉県入間市下藤沢936-1

25 佐川急便株式会社　脇田本町サービスセンター 埼玉県川越市脇田本町11－1

22 佐川急便株式会社　上福岡宅配デポセンター 埼玉県ふじみ野市上福岡1-9-19

23 佐川急便株式会社　川越大手町宅配デポセンター 埼玉県川越市大手町3-3

20 佐川急便株式会社　新富町1丁目サービスセンター 埼玉県川越市新富町1-18-1アーバンビル1Ｆ

21 佐川急便株式会社　脇田町サービスセンター 埼玉県川越市脇田町17-12　川越松本ビル1階

18 佐川急便株式会社　桜木町4丁目サービスセンター 埼玉県さいたま市大宮区桜木町4-263

19 佐川急便株式会社　みさと団地サービスセンター 埼玉県三郷市彦成3

16 佐川急便株式会社　足立営業所 埼玉県川口市領家5-3-1

17 佐川急便株式会社　和光営業所 埼玉県和光市新倉5丁目1-63　SGリアルティ和光　1階

14 佐川急便株式会社　羽生営業所 埼玉県羽生市川崎1-371-8

15 佐川急便株式会社　練馬営業所 埼玉県新座市池田2-1-5

12 佐川急便株式会社　東松山営業所/東松山センター 埼玉県東松山市坂東山1番

13 佐川急便株式会社　児玉営業所 埼玉県本庄市いまい台3-12-2

10 佐川急便株式会社　西埼玉B店（狭山センター） 埼玉県狭山市広瀬台2-7-14

11 佐川急便株式会社　所沢営業所 埼玉県入間郡三芳町大字上富字中西1165-1

8 佐川急便株式会社　深谷営業所 埼玉県深谷市田中1959-1

9 佐川急便株式会社　西埼玉営業所 埼玉県狭山市柏原230-7

6 佐川急便株式会社　戸田営業所 埼玉県川口市東本郷1-9-61

7 佐川急便株式会社　熊谷営業所 埼玉県熊谷市石原字上宿1323-1

4 佐川急便株式会社　さいたま営業所 埼玉県さいたま市西区宮前町1234-2

5 佐川急便株式会社　岩槻営業所 埼玉県越谷市谷中町4-18-1

2 佐川急便株式会社　川口営業所 埼玉県八潮市八條759

3 佐川急便株式会社　久喜営業所/久喜センター 埼玉県白岡市大字篠津914-3

番号 事業所名 所 在 地

1 佐川急便株式会社　越谷営業所 越谷市流通団地1-4-1

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

153,752.25 153,752.25

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 6.3 14.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.2

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0643 0.0602 0.0553

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 9,259 8,503

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 9,259 8,503

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

4,789 4,406

事業所番号 216500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。

・低炭素電力の利用を開始（和光営業所）。
・LED照明の導入（越谷営業所）。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

下記の理由により、全体としてCO2排出量が減少したと考えられる。

・低炭素電力の利用（和光営業所）。
・LED照明の導入効果（2020年8月に越谷営業所に導入）。
・営業所内に入居していたテナント退去により電気使用量減（足立営業所）。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 216500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R2 112.1

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
低炭素電力への切り替え
和光営業所

R2 R2 138.9

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明へ入れ替え
越谷営業所

R2

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明へ入れ替え（12拠点） R1以前 R1以前

5 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

プリンター・複合機を省エネルギーモード
に設定

R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

不必要時の施設内照明ライトダウンの徹底 R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調による室内温度管理 R1以前

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

購買伝票に基づくエネルギー使用実績の
把握

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
全従業員を対象として、毎月環境に関する
活動テーマを定め、重点的に取り組む「環
境行動」を実施及び啓発ポスターの掲示。

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 216500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

【脱炭素社会の実現に向けた主な取り組み】
1.ISO14001の取得
　東京本社において2001年8月にISO14001を取得し、本業に沿った目標の設定、達成度の検証を継続的
に行い、地球温暖化対策や廃棄物の削減等に取り組んでいます。

2.サプライチェーン全体のＣＯ２排出量集計
　サプライチェーン全体での排出量可視化のため、物流業界でいち早く「自社での排出（Scope1・
2）」に加え、「その他間接排出（Scope3）」を開示し、ＣＯ２排出量の削減を進めています。

3.環境対応車の積極的導入
　1990年代より、クリーンディーゼル車（ポスト新長期規制適合車）や天然ガストラック、ハイブリッ
ドトラック、電気自動車など、環境にやさしい環境対応車の導入を促進しています。2021年度末で
15,799台の環境対応車を保有しており、その割合は年々増加しています。

＞環境対応車導入の推移（全国）
2014年 6,927台／2015年 8,080台／2016年 9,172台／2017年 10,289台／2018年11,974台／2019年
13,154台／2020年14,489台／2021年15,799台

4.サービスセンターの設置
　トラックなどを使用せず台車や自転車などで集配を行う「サービスセンター」を全国に342か所
（2022年3月時点）設置しています。1か所当たり3～5台の車両使用を抑制でき、全センター合計では車
両約1,500台分のＣＯ２を削減しています。

5.エコユニフォームの採用
　プラスチックごみによる海洋汚染が世界的に問題視されている中、佐川急便ではプラスチックの資源
循環の推進に取り組んでいます。「グリーン購入」の一環として、ユニフォームにペットボトルを再利
用したエコマーク認定品を採用。これまでリサイクルした量を500ｍｌペットボトルに換算すると、
2021年度で108万9,509本分、累計では1,685万6,538本に相当します。

6.森林保全活動
　東京都八王子市高尾の森林約50ｈａにおいて、2007年より「高尾100年の森」プロジェクトをスター
ト。市民、大学などの教育機関や専門家、ＮＰＯなど多くの人たちと協働で「地球温暖化防止に役立つ
里山」「人と自然が共生する里山」の再生を「100年」という言葉に象徴される長期的なビジョンのも
と、ゆったりとしたタイムスケジュールで進めています。

・「高尾100年の森」ホームページ：https://www.sagawa-exp.co.jp/takao100pj/
・ＳＤＧｓコミュニケーションブック：http://www.sg-hldgs.co.jp/csr/download/

事業所番号 216500

https://www.sagawa-exp.co.jp/takao100pj/
http://www.sg-hldgs.co.jp/csr/download/


 

環 境 理 念 

 

佐川急便は「良き企業市民」として自主的で継続的な環境保全の為の基本方針

を定め、社会と自然との共生を図りつつ、地球規模の環境問題に取り組み、地

域社会の発展に貢献します。 

 

 

環 境 方 針 

 

1. 排出ガスによる地球温暖化、大気汚染を防止するため、輸送の効率化、

低公害車の導入、エコドライブの実践を推進し、環境保全のための継続

的な改善を図ります。 

 

2. 省資源・省エネルギー・３Ｒを推進し、循環型社会構築のために、その取

り組みに対する改善、企画、提案をします。 

 

3. 環境関連法規制、条例、協定及びその他の要求事項を順守し、環境負荷の

低減、環境汚染の防止に努めます。 

 

4. 環境教育、啓発活動を通じて全従業員に本方針を周知し、環境活動を推進

します。さらに広く一般に本方針並びに当社の環境活動に関する情報を提

供します。 

 

5. 環境目的、環境目標を定め、定期的に見直すことにより、環境マネジメン

トシステムの継続的な改善に努めます。 

 

 

 

 

取締役  高橋 聡 

  2022 年 4 月 1 日 



日本工業規格Ａ列４番

事業所リスト

番号 事業所名 所在地

1 佐川急便株式会社　所沢元町サービスセンター 埼玉県所沢市元町21-26

2 佐川急便株式会社　川越市小堤宅配デポセンター 埼玉県川越市小堤342

3 佐川急便株式会社　飯能市東町宅配デポセンター 埼玉県飯能市東町15-5

4 佐川急便株式会社　狭山入曽駅前宅配デポセンター 埼玉県狭山市南入曽517-1

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

24

25



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

90 百万円

6,279従 業 員 数

事業内容：会員制のフィットネスクラブを運営している

企業

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

80 娯楽業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

80

所 在 地 東京都千代田区四番町５番地６日テレ四番町ビル１号館３階

事 業 者 番 号 2167

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,869 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ティップネス

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 開発部 090-9844-8737

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社

所 在 地 １ 東京都千代田区四番町５番地６日テレ四番町ビル１号館３階

閲 覧 可 能
時 間 １ 10時～17時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,869

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 216700 ティップネス草加 1,869

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,006 3,631

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,006 3,631

地球温暖化対策推進における基本方針として、省エネ法対応と連動して全社的にCO2削減のため
のエネルギー削減計画を推進し、削減目標の達成を図る。

【削減目標】
CO2の排出量および原単位について、対前年度比で年1％の削減目標を掲げる。

【施策】
・既に導入を進めている事業所ごとのエネルギー管理システム（デマンド監視システム）の活用
により営業時間外の無駄なエネルギーの発見に努め、使用量の削減に本社・店舗が一体となって
引き続き取り組む。定期的な全社教育の実施を推進する。
・省エネ機器の導入については設備改修計画と連動させ、計画期間中、順次、高効機器への変更
を行う。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

ティップネス本部

エネルギー管理委員会
【計画管理責任者】 管理統括者：取締役

【計画推進責任者】 管理企画推進者：開発部シニアスペシャリスト
【推進責任者】 開発部担当委員
【技術管理者】 開発部担当委員

委員：関連部署部長

地球温暖化対策推進者

運営1〜3部長

店舗

健康ソリューション
事業部長 FASTGYM事業部長 開発部長

店舗 店舗



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.2288 t-CO2/m2

令和1年度の排出量原単位(0.2288)を基準として、毎年1％ずつ改善する。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,672 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 12

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 80 娯楽業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 80

事 業 活 動 の 概 要

会員制フィットネスクラブ　従業員数：230名

4 事業者番号 2167 事業所番号 216700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 草加市

字 ・ 地 番 氷川町2127-13 草加TIP'Sﾋﾞﾙ4～6F

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ティップネス草加



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12 谷塚（FASTGYM24） 草加市瀬崎１－９－１ 谷塚コリーナ　２階

13

10 蕨（FASTGYM24） 蕨市塚越1－4－20 末広ビル2階

11 和光市（FASTGYM24） 和光市丸山台１－４－１５ 井口物産ビル2階

8 西所沢（FASTGYM24） 所沢市所沢１－１２－３　３階 

9 朝霞（FASTGYM24） 朝霞市仲町１－１－５　２階 

6 蒲生（FASTGYM24） 越谷市蒲生茜町１－１　２階 

7 みずほ台（FASTGYM24） 富士見市東みずほ台2-29-1 不二産業ビル１～３階

4 ティップネス川口 川口市栄町3-7-1 かわぐちｷｬｽﾃｨ8～10F

5 ティップネスイオンモール川口 川口市安行領根岸3180 

2 ティップネス武蔵藤沢 入間市東藤沢3-4-3ｸﾞﾘｰﾝｶﾞｰﾃﾞﾝ武蔵藤沢内 

3 ティップネス久喜 久喜市中央4-7-41 

番号 事業所名 所 在 地

1 ティップネス草加 草加市氷川町2127-13 草加TIP'Sﾋﾞﾙ4～6F

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

16,050.76 18,761.52

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 18.1 15.4

前 年 度 比 （ ％ ） － 3.3

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.2288 0.1873 0.1935

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,006 3,631

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 18.1 1.1

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 20.8

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,672 3,006 3,631

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,547 1,869

事業所番号 216700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナ禍の影響で営業自粛を実施していた為、大幅にエネルギー使用の減少及びCO2排
出量が減少した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

昨年度に引き続き、コロナ禍の影響で大幅にエネルギー使用の減少及びCO2排出量が減
少、期中に追加1店舗増となり原単位から見ても基準年度よりも大幅に改善している。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 216700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

R2 4.015 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

GHP更新（川口・武蔵藤沢） R2

R1以前 1.0

14 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店舗照明のLED化（川口・草加・武蔵藤沢・
久喜）

R1以前 R1以前 159.0

13 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

駐車場水銀灯のLED化〔久喜〕 R1以前

R1以前 12.0

12 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

AHUファンへのINV導入〔川口、久喜〕 R1以前 R1以前 20.0

11 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

エアハンドリングユニットへのINV設置〔草
加〕

R1以前

R1以前

10 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

分散型熱源設備（ビルマル・PAC等）の更
新

R1以前 R1以前 6.0

9 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

自動販売機の高効率タイプへの変更による
効率改善

R1以前

R1以前

8 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理 温水ボイラーの空気比調整 R1以前 R1以前

7 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理 温水ボイラーの空気比調整 R1以前

R1以前

6 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

ガラス部分断熱塗装による空調負荷の削減 R1以前 R1以前

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

高効率照明ランプ、灯具への更新スポット
LED　蛍光灯：インバータ化照明の系統区
分の細分化

R1以前

R1以前

4 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

ろ過ポンプのインバータ化による運用管理 R1以前 R1以前

3 120700
熱源設備・熱
搬送設備

12_蒸気漏えい及び
保温の管理

温水配管バルブ等の断熱強化 R1以前

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

エネルギー計測機器の導入 R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
従業員教育による平日・休日の運営見直し
による効率の改善

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 216700



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

・全部署が関わる「エネルギー管理委員会」を発足し、毎月会議を実施
・電力の使用実態の把握のため、デマンド監視装置を設置（平成25年度）
・従業員向けにクールビズ、ウォームビズの推奨
・店舗の休館日における店内消灯の徹底
・デマンド監視装置の警報が作動した際、以下の順番で設備を停止するようにし、節電対策に取り組ん
でいる。
　　①サウナのヒーターの30分間停止
　　②水風呂の冷却装置の30分間停止
　　③マッサージプールのジェットポンプの30分間停止
　　④ろ過ポンプの30分間停止
　　夏期：　①→②→③→④
　　冬期：　②→①→③→④
・特殊事情により導入ができない店舗を除き、全店舗に導入しているエネルギーの見える化システムの
活用により営業時間外の無駄なエネルギーの発見に努め、使用量の削減に本社・店舗が一体となって引
き続き取り組んでいく。
・埼玉県内の店舗全体で節水対策としてシャワーに新たな節水コマを導入することで温水(都市ガス)の
使用量を削減。
・店舗照明のLED化（4店舗）を実施。削減効果は、120kWh。
・武蔵藤沢店2021年度ＧＨＰ更新済み。

事業所番号 216700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社マツモトキヨシ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

60 その他の小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

60

所 在 地 千葉県松戸市新松戸東9番地1

事 業 者 番 号 2168

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,204 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

マツモトキヨシ

事業活動の
概 要

事 業 内 容 ドラッグストア

区 分 企業

21,086 百万円

1,983従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 216800 ドラッグストア早稲田団地店 5,204

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 5,204

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社マツモトキヨシホールディングス

所 在 地 １ 千葉県松戸市新松戸1丁目483番地

閲 覧 可 能
時 間 １ 9:00～18:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部　総務課 047-344-5831



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 10,540 10,230

１　基本理念
　　環境にやさしい店舗づくりを目指し、企業の社会的責任を果たす。
２　基本方針
　　基本理念に基づき、次の環境マネジメント活動を実施する
　　①環境目的、環境目標を定め、環境マネジメントシステムの継続的改善を推進
　　②エネルギーの使用の合理化を図るための組織体制の整備
　　③事業活動による、環境負荷を低減し、豊かな社会づくりに貢献する。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 10,540 10,230

そ の 他 ガ ス

【委員長】エネルギー管理統括者

各ブロック長

地球温暖化対策推進者総務課

代表取締役社長



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2168 事業所番号 216800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 三郷市

字 ・ 地 番 早稲田6-1-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ドラッグストア早稲田団地店
前年度にお

ける事業所数 142

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 60 その他の小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 60

事 業 活 動 の 概 要

ドラッグストア

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1684 t-CO2/㎡

2019年度の排出量原単位0.1684t-CO2/m2を基準とし、第3計画期間
内の排出量原単位を4％削減致します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3 ※その他は別紙リストの通り

番号 事業所名 所 在 地

1 ドラッグストア早稲田団地店 三郷市早稲田6-1-1

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,361 5,204

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 10,540 10,230

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 10,540 10,230

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1684 0.1658 0.1592

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 1.5 5.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -4.0

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

63,552.20 64,253.30



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

排出量増加の主な要因は店舗数増加のためと考えられる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

コロナの影響により営業時間が短くなった店舗があった、節電努力等複合的な
要因により排出量が減ったと考えられる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 216800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

電気・ガス・水道の使用量をシステム管理
を行い、省エネ意識を向上する（継続措
置）

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
地球温暖化対策推進者を中心に組織的な
節電に取り組む（継続措置）

R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店内蛍光灯の間引きと外灯照明の点灯時
間、点灯方法の見直し（継続措置）

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

夏季は設定温度28℃を徹底し、ピーク電
力及び使用量の削減に努める（継続措置）

R1以前

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 216800



埼玉県内事業所リスト

店番号 店　　　名 都道府県 所　　　在　　　地 売場面積㎡

1 308 所沢Ｐａｒｔ１店 埼玉県 所沢市日吉町2-1 96.0
2 313 大宮店 埼玉県 さいたま市大宮区大門町1-92-3 104.6
3 328 川越クレアモール店 埼玉県 川越市新富町 2-5-17 SSﾋﾞﾙ 398.3
4 357 ドラッグストアせんげん台東店 埼玉県 越谷市平方南町 19-1 395.9
5 417 ドラッグストア越谷赤山店 埼玉県 越谷市赤山 2-59-1 432.8
6 446 ドラッグストア蒲生茜町店 埼玉県 越谷市蒲生茜町 21-11 767.3
7 484 ドラッグストア草加青柳店 埼玉県 草加市青柳 7-20-20 488.9
8 486 ドラッグストア霞ケ関店 埼玉県 川越市大字的場 2220-1 592.6
9 508 北浦和駅前店 埼玉県 さいたま市浦和区北浦和3-4-1 80.0

10 541 春日部東口店 埼玉県 春日部市粕壁 1-9-5 成田ﾋﾞﾙ1F 88.0
11 561 ドラッグストア新三郷店 埼玉県 三郷市采女 1-229-2 412.5
12 603 ドラッグストア北春日部店 埼玉県 春日部市栄町 2-274 492.6
13 616 ドラッグストア嵐山店 埼玉県 比企郡嵐山町平沢 土地区画整理地内33街区7 435.1
14 627 ドラッグストア大井町店 埼玉県 ふじみ野市ふじみ野2-13-1 522.7
15 628 ドラッグストア加須大桑店 埼玉県 加須市鳩山町7-8 495.9
16 642 南浦和店 埼玉県 さいたま市南区南浦和2-39-12 188.2
17 643 草加店 埼玉県 草加市高砂2-16-9 ﾌｧﾐｰﾙﾌﾟﾗｻﾞ草加1F 200.9
18 670 matsukiyoLAB浦和高砂店 埼玉県 さいたま市浦和区高砂2-9-1 543.2
19 691 ドラッグストアイール妻沼店 埼玉県 熊谷市弥藤吾1120-1 498.5
20 692 熊谷駅ビル店 埼玉県 熊谷市筑波2-115 215.6
21 701 ドラッグストア鴻巣店 埼玉県 鴻巣市逆川 2-8-1 555.6
22 715 ドラッグストア新座駅前店 埼玉県 新座市野火止 5-2-60 468.5
23 719 ドラッグストア北越谷店 埼玉県 越谷市北越谷 3-1-3 341.6
24 722 ドラッグストア上尾井戸木店 埼玉県 上尾市井戸木1-5 782.5
25 741 ドラッグストア東松山六反町店 埼玉県 東松山市六反町1-1 618.6
26 747 ドラッグストア西友川口赤山店 埼玉県 川口市赤山1426 491.2
27 760 ドラッグストア越谷店 埼玉県 越谷市弥生町2-8 350.5
28 766 ドラッグストア浦和大谷口店 埼玉県 さいたま市南区大谷口1274-2 555.0
29 777 東急北越谷店 埼玉県 越谷市大澤3-6-1 279.8
30 783 ドラッグストア川口戸塚３丁目店 埼玉県 川口市戸塚 3-37-11 297.6
31 801 蕨西口店 埼玉県 蕨市中央3-2-5 178.3
32 859 ドラッグストア谷塚駅前店 埼玉県 草加市瀬崎1-9-1 603.5
33 873 ドラッグストア所沢緑町店 埼玉県 所沢市緑町3-15-1 765.0
34 888 ドラッグストアさいたま櫛引店 埼玉県 さいたま市大宮区櫛引町1-294 509.2
35 893 ドラッグストア西川口店 埼玉県 川口市西川口2-8-13 813.3
36 900 ドラッグストア行田長野店 埼玉県 行田市長野1-49-24 480.5
37 933 ドラッグストア早稲田団地店 埼玉県 三郷市早稲田6-1-1 971.2
38 942 ドラッグストア川口朝日店 埼玉県 川口市朝日2-2-15 712.2
39 944 ドラッグストア岩槻本丸店 埼玉県 さいたま市岩槻区本丸3-20-53 410.8
40 998 草加三丁目店 埼玉県 草加市草加3-5-34 301.8
41 999 ドラッグストアコピオ飯能新光店 埼玉県 飯能市新光1-5 521.4
42 1013 ドラッグストア入間野田店 埼玉県 入間市野田894-1 484.3
43 1034 マツモトキヨシ　オンラインストア 埼玉県 埼玉県 吉川市旭6-3 AZｰCOMﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ3号棟 0.0
44 1063 ドラッグストア霞ヶ関駅前店 埼玉県 川越市霞ヶ関東1-6-8 537.2
45 1073 ドラッグストア秩父影森店 埼玉県 秩父市下影森738-8 533.9
46 1074 ドラッグストア秩父大野原店 埼玉県 秩父市大野原字宿西25-1 477.7
47 1086 ドラッグストア毛呂山店 埼玉県 入間郡毛呂山町毛呂本郷293-1 506.3
48 1088 ドラッグストア南越谷七左町店 埼玉県 越谷市新越谷1-43-3 482.9
49 1099 ドラッグストア秩父公園橋店 埼玉県 秩父市中村町4-3-15 528.8
50 1103 ステラタウン店 埼玉県 さいたま市北区宮原町1-854-1 328.5
51 1106 ドラッグストア北本深井店 埼玉県 北本市深井6-87 684.4
52 1135 ドラッグストアかごはら南店 埼玉県 熊谷市新堀新田673 515.1
53 1141 ドラッグストアフレスポ八潮店 埼玉県 八潮市大瀬1-1-3 512.6
54 1154 ドラッグストア川口前川店 埼玉県 川口市本前川2-22-40 627.9
55 1179 ドラッグストア上里七本木店 埼玉県 児玉郡上里町大字七本木2560-4 601.6
56 1206 ドラッグストア熊谷広瀬店 埼玉県 熊谷市広瀬132 594.6
57 1211 ドラッグストアベスタ狭山店 埼玉県 狭山市入間川1025 596.1
58 1213 エルミこうのすショッピングモール店 埼玉県 鴻巣市本町1-1-2 295.6
59 1215 ララガーデン春日部店 埼玉県 春日部市南1-1-1 1F1030 190.0
60 1231 ドラッグストア幸手北店 埼玉県 幸手市北2-5-21 631.0
61 1245 蕨店 埼玉県 蕨市塚越1-6-1 269.6
62 1247 ビーンズ武蔵浦和店 埼玉県 さいたま市南区別所7-12-1 203.2
63 1261 matsukiyoLAB大宮駅前通り店 埼玉県 さいたま市大宮区大門町1-20 294.6
64 1268 ドラッグストア浦和上木崎店 埼玉県 さいたま市浦和区上木崎2-14-23 616.0
65 1276 ピオニウォーク東松山店 埼玉県 東松山市あずま町4-3 284.7
66 1296 熊谷ニットーモール店 埼玉県 熊谷市銀座2-245 288.0
67 1298 ドラッグストア三郷早稲田店 埼玉県 三郷市早稲田2-3-1 708.0
68 1299 越谷レイクタウン駅店 埼玉県 越谷市レイクタウン8-16 204.7
69 1329 ドラッグストア浦和大間木店 埼玉県 さいたま市緑区大間木518-1 569.9
70 1344 ビーンズ与野本町店 埼玉県 さいたま市中央区本町東2-3-11 219.0
71 1354 エミオ狭山市店 埼玉県 狭山市祇園4-55 216.4
72 1380 ドラッグストアザ・マーケットプレイス川越的場店 埼玉県 川越市的場新町21-10 587.2
73 1384 ドラッグストアピアシティ越谷大袋店 埼玉県 越谷市大道715 593.7
74 1405 ドラッグストアニトリ川越店 埼玉県 川越市豊田町3-13-2 669.6
75 1407 ドラッグストアピアシティふじみ野店 埼玉県 ふじみ野市西鶴ヶ岡2-3-1 642.2
76 1427 上尾ショーサン通り店 埼玉県 上尾市谷津2-1-25 ｼｮｰｻﾝ上尾ﾋﾞﾙ 359.1
77 1438 ビーンズ戸田公園店 埼玉県 戸田市本町4-15-1 戸田ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ2階 193.0
78 1439 ドラッグストア上尾小泉店 埼玉県 上尾市小泉1-10-8 631.7
79 1442 ドラッグストア北与野駅前店 埼玉県 さいたま市中央区上落合2-10-27 620.6
80 1447 川口東口店 埼玉県 川口市栄町3-9-11 ﾘヴｧｰﾋﾞﾙ1階 348.0
81 1454 ドラッグストア西所沢店 埼玉県 所沢市西所沢1-3-5 367.3
82 1455 大袋駅西口店 埼玉県 越谷市大字袋山1424-1 340.7
83 1458 ドラッグストア三郷中央駅前店 埼玉県 三郷市中央3-48-4 682.6
84 1470 ドラッグストアさいたま本郷町店 埼玉県 さいたま市北区本郷町862 814.6
85 1495 ドラッグストア戸田駅西口店 埼玉県 戸田市大字新曽字柳原796 673.8
86 1502 ビバモールさいたま新都心店 埼玉県 さいたま市浦和区上木崎1-13-1 293.5
87 1513 ドラッグストア越谷西方店 埼玉県 越谷市大字西方3032-1 636.6
88 1516 モラージュ菖蒲店 埼玉県 久喜市菖蒲町菖蒲6005-1 494.1
89 1517 ドラッグストア熊谷銀座店 埼玉県 熊谷市銀座2-226 582.1
90 1520 コクーンシティ店 埼玉県 さいたま市大宮区吉敷町4-267-2 268.1
91 1522 ららぽーと富士見店 埼玉県 富士見市山室1-1313 1F 10900 327.1
92 1536 所沢プロペ通り店 埼玉県 所沢市日吉町4-3 293.7
93 1537 ｐｅｔｉｔ　ｍａｄｏｃａ東越谷店 埼玉県 越谷市東越谷4-2-3 698.3
94 1544 ドラッグストア桶川下日出谷店 埼玉県 桶川市大字下日出谷字東耕地125-2 722.3
95 1545 アトレ川越店 埼玉県 川越市脇田町105 199.6
96 1549 ｐｅｔｉｔ　ｍａｄｏｃａ白岡店 埼玉県 白岡市西4-2-10 521.4
97 1550 ｐｅｔｉｔ　ｍａｄｏｃａ八潮中央店 埼玉県 八潮市中央3-22-6 542.4
98 1561 吉川旭店 埼玉県 吉川市旭6-3 AZｰCOMﾛｼﾞｽﾃｨｯｸｽ3号棟 26.2
99 1563 matsukiyoLABららぽーと新三郷店 埼玉県 三郷市新三郷ららシティ3-1-1 ららぽｰと新三郷1階 373.7

100 1610 ｐｅｔｉｔ　ｍａｄｏｃａ坂戸入西店 埼玉県 坂戸市にっさい花みず木3-11-8 594.0
101 1612 ｐｅｔｉｔ　ｍａｄｏｃａ戸田店 埼玉県 戸田市下戸田2-26-12 498.1
102 1616 ＯＵＴＬＥＴ三井アウトレットパーク入間店 埼玉県 入間市宮寺3169-1 104.6
103 1626 ドラッグストア吉川駅前通り店 埼玉県 吉川市保1-27-6 704.7
104 1628 ドラッグストア越谷レイクタウン店 埼玉県 越谷市レイクタウン7-2-8 639.2
105 1695 ドラッグストアウニクス浦和美園店 埼玉県 さいたま市岩槻区美園東2-17-13 586.9



店番号 店　　　名 都道府県 所　　　在　　　地 売場面積㎡

106 1698 ドラッグストアハレノテラス東大宮店 埼玉県 さいたま市見沼区島町393 683.4
107 1710 ドラッグストア鶴ヶ丘店 埼玉県 鶴ヶ島市鶴ヶ丘276-1 594.0
108 1721 ドラッグストア八潮伊草店 埼玉県 八潮市伊草545 568.2
109 1751 ドラッグストアフォルテ寄居店 埼玉県 大里郡寄居町寄居618-1 590.2
110 1754 上福岡西口店 埼玉県 ふじみ野市霞ヶ丘1-100 313.6
111 1807 東大宮東口店 埼玉県 さいたま市見沼区東大宮5-39-8 417.4
112 1816 ドラッグストア大宮櫛引店 埼玉県 さいたま市大宮区櫛引町1-779-1 1238.5
113 1837 朝霞台駅南口店 埼玉県 朝霞市東弁財1-5-18 238.7
114 1843 EQUiA　PREMIE　和光店 埼玉県 和光市本町4-7 126.9
115 1845 ドラッグストア鶴ヶ島店 埼玉県 鶴ヶ島市上広谷40-7 838.2
116 1849 ドラッグストア所沢有楽町店 埼玉県 所沢市有楽町6番２号 529.1
117 1859 ドラッグストアセブンタウンせんげん台店 埼玉県 越谷市千間台東２－７０７ 267.8
118 1862 新越谷駅前店 埼玉県 越谷市南越谷1丁目11番地７ 356.3
119 1863 ドラッグストアフォルテ本庄店 埼玉県 本庄市本庄2丁目3番6号 594.4
120 1868 ドラッグストアフォルテ羽生店 埼玉県 羽生市小松406-1 589.8
121 1896 加須店 埼玉県 加須市向川岸町5番13号 551.1
122 6503 ドラッグストア弥十郎店 埼玉県 越谷市弥十郎344-8 495.0
123 6505 ドラッグストア指扇店 埼玉県 さいたま市西区大字指扇領別所352 337.0
124 6510 ドラッグストア戸田本町店 埼玉県 戸田市本町4-14-1 432.0
125 6512 ドラッグストア東蒲生店 埼玉県 越谷市蒲生旭町9-6 484.8
126 6520 越谷駅前店 埼玉県 越谷市弥生町4-44 越谷駅ﾋﾞﾙ 175.0
127 6521 ドラッグストア並木店 埼玉県 川口市並木3-4-1 356.0
128 6526 東武川越市駅店 埼玉県 川越市六軒町1-4-3 98.0
129 6529 東武久喜駅店 埼玉県 久喜市中央2-1-1 222.0
130 6530 EQUiA川越店 埼玉県 川越市脇田町24-9 ｴｷｱ川越 245.0
131 6535 ドラッグストア草加氷川町店 埼玉県 草加市氷川町2027-1 595.0
132 6536 草加ヴァリエ店 埼玉県 草加市高砂468-1 110.4
133 6538 ドラッグストア岩槻本町店 埼玉県 さいたま市岩槻区本町4-1-3 510.0
134 6539 東武鶴瀬駅ビル店 埼玉県 富士見市大字鶴馬2602-3 駅ﾋﾞﾙ2階 475.7
135 6541 エキア松原店 埼玉県 草加市松原1-1-13 199.6
136 6542 ドラッグストア七里店 埼玉県 さいたま市見沼区東門前50-1 483.0
137 6545 新越谷ヴァリエ店 埼玉県 越谷市南越谷1-11-4 新越谷ヴｧﾘｴ1階 107.9
138 6547 みずほ台駅店 埼玉県 富士見市東みずほ台2-29-4 182.6
139 6549 新越谷駅プラザ館店 埼玉県 越谷市南越谷1-11-4　新越谷ヴァリエプラザ１階 201.1
140 1896 ドラッグストア加須店 埼玉県 加須市向川岸町５－１３ 551.1
141 1909 ドラッグストアフォルテ上之店 埼玉県 熊谷市上之２１３８　フォルテ上之店マツモトキヨシ棟 738.7
142 1929 ドラッグストア鴻巣神明店 鴻巣市神明１－１－２５ 664.8

































地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 東日本旅客鉄道株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

42 鉄道業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

42

所 在 地 東京都渋谷区代々木二丁目２番２号

事 業 者 番 号 2171

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,808 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 旅客鉄道事業

区 分 企業

200,000 百万円

48,040従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217100 大宮支社ビル 3,808

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 3,808

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ JR東日本　本社ビル

所 在 地 １ 東京都渋谷区代々木二丁目２番２号

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日 10:00～16:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 経営企画部門 03-5334-1433 01CB0D0@jreast.co.jp



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 7,259 7,342

・JR東日本グループ経営ビジョン「変革2027」において、「ESG経営の実践」を掲げ、脱炭素社
会の実現に向け地球温暖化防止、エネルギー多様化に取り組んでいます。

【鉄道事業におけるCO2排出量削減目標】
・2030年度：CO2排出量50%削減(2013年度比)
・2050年度：CO2排出量「実質ゼロ」

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 7,259 7,342

そ の 他 ガ ス

執行役員

グループ経営戦略本部経営企画部門長

経営企画部門 マネージャー

（地球温暖化対策推進者：

ESG・政策調査ユニットマネージャー）

大宮支社

総務部企画室

1.大宮支社ﾋﾞﾙ
2.大宮支社 研修ｾﾝﾀｰ

ＪＲ東日本研究開発ｾﾝﾀｰ

総務課
3.JR東日本研究開発ｾﾝﾀｰ

東京支社

総務部企画室
4.総合訓練ｾﾝﾀｰ

マーケティング本部
まちづくり部門

不動産戦略ユニット
5.浦和駅西口ﾋﾞﾙ

6.JRさいたま新都心ﾋﾞﾙ



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2171 事業所番号 217100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市大宮区

字 ・ 地 番 錦町434番地４

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 大宮支社ビル
前年度にお

ける事業所数 6

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 42 鉄道業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 42

事 業 活 動 の 概 要

大宮支社は、当社内にある１２支社の一つ。
埼玉県を中心に「旅客鉄道事業」を行っている。

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1397 t-CO2/m2

平成30年度を基準として、エネルギー起源CO2排出量原単位
（0.1397）を毎年1％ずつ改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

令和5年度を基準として、エネルギー起源CO2排出量原単位を年1％
ずつ改善していきます。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

事業「所」の様式です。

必要な事業所

それぞれにつき、全６ページあります。



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 大宮支社　研修センター さいたま市南区別所６丁目14番地１号

3 JR東日本研究開発センター さいたま市北区日進町２丁目479番地

番号 事業所名 所 在 地

1 大宮支社ビル さいたま市大宮区錦町434番地４

6 JRさいたま新都心ビル さいたま市中央区新都心11-1

7

4 総合訓練センター さいたま市北区本郷町1658－1

5 浦和駅西口ビル さいたま市浦和区高砂１丁目16番２号

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,764 3,808

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 7,259 7,342

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 7,259 7,342

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1397 0.1106 0.1119

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 20.8 19.9

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.1

床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

65,639.87 65,639.87



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217100

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・2020年度のA事業所のエネルギー使用量は3,766kLであり、2019年度の2450kLの154%と
なっている。要因は、2019年度までB事業所であった「JRさいたま新都心ビル」がコロナ
禍の影響で稼働時間が減少したため、エネルギー使用量が減少し、A事業所となったため
である。

・本条例に係る事業所のエネルギー使用量の合計値(A事業所＋B事業所)については、2020
年度は3,766kLであり、2019年度の4,063kLの93%となっている。要因は、空調運転時間や
温度設定の適正化、照明のLED化などの省エネの取組みを継続したほか、コロナ禍に伴う
テレワークの実施等により、オフィス等の稼働時間が減少したためである。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・2021年度のA事業所のエネルギー使用量は3,808kLであり、2020年度の3,766kLの101%と
なっている。要因は、新型コロナウイルスの影響が緩和され、飲食店やホテルの稼働が
2020年度に比べて高まったためである。

・本条例に係る事業所のエネルギー使用量の合計値(A事業所＋B事業所)については、2021
年度は3,808kLであり、2020年度の3,766kLの101%となっている。要因は、新型コロナウイ
ルスの影響が緩和され、飲食店やホテルの稼働が2020年度に比べて高まったためである。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217100

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の管理
設備管理システムによる検査計画及び記録
の管理(計画期間中継続)

R3

1 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

設備管理システムによる主要機器等の状態
把握(計画期間中継続)

R3

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転管理
空調運転時間の適正化
(計画期間中継続)

R3

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用量の
管理

建屋別、用途別の使用エネルギー量を把
握し省エネルギーを慫慂
(計画期間中継続)

R3

6

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

空調運転温度の適正化
(計画期間中継続)

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 217100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 大陽ステンレススプリング株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

24 金属製品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

24

所 在 地 東京都練馬区三原台1-15-17

事 業 者 番 号 2172

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,285 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 金属部品の製造

区 分 企業

550 百万円

400従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217200 埼玉第一工場 2,285

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,285

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 埼玉第一工場　事務所内

所 在 地 １ 入間市宮寺字岵上2934-1

閲 覧 可 能
時 間 １ 月～金 9時～15時(祝日除く)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 管理課 04-2934-2247



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,955 4,522

エネルギーの合理的な使用を促進し、原単位の削減を図る。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,955 4,522

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2172 事業所番号 217200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 入間市

字 ・ 地 番 宮寺字岾上2934-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 埼玉第一工場
前年度にお

ける事業所数 5

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 24 金属製品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 24

事 業 活 動 の 概 要

金属部品の製造
従業員約400名

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

88.4000 t-CO2/億個

H21年度を基準原単位(88.4t-CO2)として、削減期間(R2～R6)の平
均削減率を15%以上とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 埼玉第二工場 入間市宮寺字宮ノ台4100

3 埼玉第三工場 入間市宮寺字宮ノ台4180

番号 事業所名 所 在 地

1 埼玉第一工場 入間市宮寺字岾上2934-1

6

7

4 08センター 入間市狭山台4-16-14

5 セラミック工場 狭山市広瀬東1-17-14

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,999 2,285

前 年 度 比 （ ％ ） － 14.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,955 4,522

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,955 4,522

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 88.4000 83.0010 68.3082

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 6.1 22.7

前 年 度 比 （ ％ ） － -17.7

生産数量 億個
活 動 規 模 の 指 標 単 位

47.65 66.20



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217200

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・生産数量の減少
・工場内照明のＬＥＤ化

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

ＣＯ２排出１４％増加の主要因
　・工場内照明のＬＥＤ化を実施したが、生産数量が３９％増加したため

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217200

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

冷房時設定温度＋１℃、暖房時設定温度-
２℃(第三計画期間も継続)

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
省エネ推進組織を発足させ、年度方針の
決定及び定例会議(四半期毎) (第三計画
期間も継続)

R1以前

R1以前

4 410700 事務用機器
41_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

パソコン待機時は消灯設定、退社時コンセ
ントを抜く(第三計画期間も継続)

R1以前 R1以前

3 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

ランプ622本間引き(22％減)及びこまめな消
灯
(第三計画期間も継続)

R1以前

R1以前

6 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

照明にタイマー設置 R1以前 R1以前

5 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

高効率空調設備に更新 R1以前

R1以前

8 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内照明のLED化 R1以前 R1以前

7 370700
電動力応用
設備、電気加
熱設備等

37_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

駆動モーターの変更 R1以前

R2

10 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内照明のLED化 R3 R3

9 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内照明のLED化 R2

13

12

11 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内照明のLED化 R4

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 217200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 久喜市

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 埼玉県久喜市下早見８５番地の３

事 業 者 番 号 2173

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,539 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

地方公務全般
人　　口　　　151,203人
世 帯 数    　67,734世帯
面　　積　　82.41平方キロメートル
※令和4年4月1日現在

区 分 その他

百万円

従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217300 久喜市役所　本庁舎 3,539

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 3,539

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 久喜市環境経済部環境課

所 在 地 １ 埼玉県久喜市菖蒲町菖蒲３８番地

閲 覧 可 能
時 間 １

平日　8時30分～17時15分（土日、祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 久喜市環境経済部環境課　 0480-85-1111 kankyo@city.kuki.lg.jp



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 6,612 6,356

1 　基本理念
　　  健全で恵み豊かな環境保全と創造の実現を目指す。

２　基本方針
　　  望ましい環境像を実現するため、環境マネジメントシステムを実施し、維持、
　　持続的な改善をする。

　①望ましい環境像の実現を目指す。
　②環境負荷の低減を図る。
　③法規制等を順守する。
　④組織を整備する。
　⑤職員の教育・実施を徹底する。
　⑥開かれた市政を目指す。

　
　別紙　第2次久喜市環境保全率先実行計画（第5章「計画の進行管理」１「計画の推進体
制」）のとおり、【環境管理責任者（環境経済部長）を地球温暖化対策推進者とし、省エネ法
におけるエネルギー管理総括者と同一者とする。】

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 6,612 6,356

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2173 事業所番号 217300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 久喜市

字 ・ 地 番 下早見８５番地の３

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 久喜市役所　本庁舎
前年度にお

ける事業所数 157

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

地方公務全般
人　　口　151,203人　　世 帯 数　67,734世帯
面　　積　82.41平方キロメートル
※令和4年4月1日現在

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/人

 平成25年度の排出量（8,146ｔ-CO2）を基準として、令和4年度ま
でに10.38％削減します。
　※第2次久喜市環境保全率先実行計画に基づく。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 8,146 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 久喜市役所　本庁舎 久喜市下早見８５番地の３

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,332 3,539

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 8,146 6,612 6,356

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 18.8 22.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 6,612 6,356

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 8.1630 7.6578

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -6.2

職員数 人
活 動 規 模 の 指 標 単 位

810.00 830.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

　令和元年度と比べ、令和2年度のエネルギー使用量は、都市ガスは増加したものの、
電気、灯油、A重油、LPガスについては削減することができた。
　なお、令和元年度のCO2排出量の8,109 t-CO2と比較すると、令和2年度のCO2排出量
は、6,612 t-CO2となり、削減目標値を下回っている。
　主な要因としては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策による事務事業の中
止・縮小（公共施設の利用減等）や道路照明灯の全灯LED化が挙げられる。
　今後も、一層の節電と都市ガス等のエネルギー使用の削減について周知を図るととも
に、その削減に努めていくものとする。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

　令和3年度のCO2排出量は、令和2年度と比較し4.9%減少した。
　減少の主な要因としては、令和3年度に公共施設の一部が従来の電力事業者から低炭
素電力事業者に契約を変更したことが挙げられる。特に電気消費量の多い下水道施設の
電力供給が低炭素電力事業者に変更なった影響は大きく、低炭素電力の受入によって
687t-CO2削減することができた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保全管
理

【毎年度継続実施】空調･機械設備の新
設、更新にあたっては、エネルギー消費効
率の高い設備機器で環境負荷の低いもの
を導入する。

R3 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備

【毎年度継続実施】第2次久喜市環境保全
率先実行計画による。(別紙「計画の推進体
制」と同様)

R3

R3

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

【毎年度継続実施】冷暖房における適正な
温度管理をする。(冷房時28℃、暖房時19
～20℃)

R3 R3

3 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理

【毎年度継続実施】ボイラーなどの燃焼設
備の適正な運転と燃料効率の向上に向け
た適切な使用の呼びかけ。

R3

R3

6 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の管理

【毎年度継続実施】省エネルギー型OA機
器の導入や機器の機能･業務に影響を及
ぼさない範囲でこまめに電源を切る。

R3 R3

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理
【毎年度継続実施】LED照明機器等の省エ
ネルギー型照明を積極的に導入する。

R3

R3

8 170300 負荷平準化 17_新エネルギー

【毎年度継続実施】公共施設の新設や大規
模改修時には、太陽光発電設備を導入す
るとともに、既存施設にも導入を推進する。

R3 R3

7 160200 昇降機、建物 16_建物の省エネルギー

【毎年度継続実施】緑のカーテンの設置な
どで空調効率を上げる。(令和２年度緑の
カーテン30施設で実施)

R3

10

9

13

12

11

15

14
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第５章 計画の進行管理 

 

１ 計画の推進体制 
 

  計画を効率的かつ効果的に推進するため、久喜市環境マネジメントシステム（Ｅ

ＭＳ）の組織、体制を活用して取り組みます。 

 

計画の推進体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高責任者（市長） 

環境管理委員会 

（委員長 副市長） 

実行組織 

部門別実行責任者 

（部長職等） 

各所属所 

（環境マネージャー 所属長） 

（職場推進員 職員） 

 

所管所属所で指導 

環境管理責任者 

（環境経済部長） 

【地球温暖化対策推進者】 

環境管理事務局 

（環境課） 

ＥＭＳ対象外施設（小・中学校、指定管理施設等） 



番号 事業所名 所在地
1 公文書館 久喜市下早見85-1
2 久喜市役所（本庁舎） 久喜市下早見85-3
3 東町集会所 久喜市久喜東5-31-6
4 太田集会所 久喜市吉羽1-37-14
5 本町集会所 久喜市本町2-4-11
6 栗原記念会館 久喜市栗原4-9-12
7 花みずき会館 久喜市青毛2-11-13
8 地域交流センター 久喜市青葉1-2-2
9 久喜総合文化会館 久喜市下早見140
10 菖蒲文化会館（アミーゴ） 久喜市菖蒲町菖蒲85-1
11 栗橋文化会館（イリス） 久喜市伊坂1557
12 久喜支団第１分団第１部器具置場 久喜市久喜中央3-1-30
13 久喜支団第１分団第２部器具置場 久喜市久喜中央4-7-20
14 久喜支団第１分団第３部器具置場 久喜市本町6-16-62
15 久喜支団第２分団第１部器具置場 久喜市吉羽2-16-10
16 久喜支団第２分団第２部器具置場 久喜市栗原1-4-15
17 久喜支団第３分団第１部器具置場 久喜市北青柳82-1
18 久喜支団第３分団第２部器具置場 久喜市下早見685-2
19 久喜支団第３分団第３部器具置場 久喜市原530-10
20 久喜支団第４分団第１部器具置場 久喜市北中曽根21-3
21 久喜支団第４分団第２部器具置場 久喜市下清久182-3
22 菖蒲支団第１分団第１部器具置場 久喜市菖蒲町菖蒲89-5
23 菖蒲支団第１分団第２部器具置場 久喜市菖蒲町菖蒲640-1
24 菖蒲支団第１分団第３部器具置場 久喜市菖蒲町台849-5
25 菖蒲支団第２分団第１部器具置場 久喜市菖蒲町小林2197
26 菖蒲支団第２分団第２部器具置場 久喜市菖蒲町下栢間2722
27 栗橋支団第１分団第１部器具置場 久喜市栗橋中央2-6-2
28 栗橋支団第１分団第２部器具置場 久喜市栗橋東3-3-2
29 栗橋支団第１分団第３部器具置場 久喜市伊坂1366-2
30 栗橋支団第２分団第１部器具置場 久喜市佐間285-1
31 栗橋支団第２分団第２部器具置場 久喜市南栗橋4-21-1
32 栗橋支団第２分団第３部器具置場 久喜市河原代337
33 鷲宮支団第１分団第１部器具置場 久喜市鷲宮3-1-16
34 鷲宮支団第１分団第２部器具置場 久喜市葛梅314
35 鷲宮支団第２分団第１部器具置場 久喜市西大輪5-17-2
36 鷲宮支団第２分団第２部器具置場 久喜市東大輪440
37 しみん農園久喜（緑風館） 久喜市六万部1344-1
38 しみん農園菖蒲 久喜市菖蒲町下栢間966-1
39 農村センター 久喜市北青柳51-2
40 農業者トレーニングセンター 久喜市菖蒲町上大崎820-1
41 花と香りのふれあいセンター（あおぞら） 久喜市八甫4-106-1
42 八甫排水機場 久喜市八甫3丁目地内
43 勤労福祉センター 久喜市清久町38
44 労働会館（あやめ会館）　 久喜市菖蒲町菖蒲193-1
45 ふれあいセンター久喜 久喜市青毛753-1
46 菖蒲老人福祉センター 久喜市菖蒲町三箇2904
47 彩嘉園 久喜市菖蒲町三箇1235-1
48 鷲宮福祉センター 久喜市鷲宮6-1-5
49 健康福祉センター（くりむ） 久喜市間鎌255-1
50 のぞみ園 久喜市北青柳1331

事業所リスト
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番号 事業所名 所在地

事業所リスト

51 いちょうの木 久喜市所久喜835-1
52 けやきの木 久喜市青毛1146-1
53 くりの木 久喜市間鎌276-2
54 ゆう・あい 久喜市上内327-6
55 あゆみの郷 久喜市東大輪2273-1
56 偕楽荘 久喜市上清久930
57 いきいき温泉久喜 久喜市江面1574-1
58 中央保健センター 久喜市本町5-10-47
59 菖蒲保健センター 久喜市菖蒲町新堀1
60 栗橋保健センター 久喜市間鎌251-1
61 鷲宮保健センター 久喜市鷲宮6-1-2
62 児童センター 久喜市吉羽1-40-14
63 久喜地域子育て支援センター 久喜市吉羽692-1
64 栗橋地域子育て支援センター 久喜市中里1048-1
65 鷲宮地域子育て支援センター 久喜市鷲宮2-6-19
66 鷲宮児童館 久喜市上内878
67 さくら保育園 久喜市所久喜1130
68 すみれ保育園 久喜市北青柳1331
69 ひまわり保育園 久喜市吉羽692-1
70 あおば保育園 久喜市青葉2-9-4
71 中央保育園 久喜市久喜中央1-9-1-100
72 中央保育園分園 久喜市下早見85-15
73 つばめクラブ 久喜市吉羽2-16-10
74 さくらっこクラブ 久喜市久喜東4-25-20
75 たんぽぽクラブ 久喜市本町7-6-1
76 あおばっこクラブ 久喜市青葉1-2-2
77 あおげわくわくクラブ 久喜市青毛800
78 北斗キッズクラブ 久喜市久喜北2-30-1
79 久喜児童クラブ 久喜市本町2-5-1
80 江面児童クラブ 久喜市北青柳40-1
81 清久もみじクラブ 久喜市六万部590
82 小林・栢間学童クラブ 久喜市菖蒲町下栢間2720
83 菖蒲学童クラブ 久喜市菖蒲町菖蒲625
84 三箇学童クラブ 久喜市菖蒲町台852-1
85 鷲宮学童クラブ 久喜市葛梅113
86 鷲宮東コミュニティセンター学童クラブ 久喜市桜田3-10-2
87 鷲宮中央学童クラブ 久喜市鷲宮2-6-19
88 桜田小学校学童クラブ 久喜市東大輪311
89 上内学童クラブ 久喜市上内716
90 くりっ子放課後児童クラブ 久喜市栗橋中央2-7-1
91 菖蒲東学童クラブ 久喜市菖蒲町菖蒲427
92 風の子・風の子南学童保育クラブ 久喜市南栗橋108
93 児童センター 久喜市吉羽1-40-14
94 鷲宮児童館 久喜市上内878
95 ファミリー・サポート・センター久喜 久喜市青毛753-1
96 ファミリー・サポート・センター菖蒲 久喜市菖蒲町新堀38
97 ファミリー・サポート・センター栗橋 久喜市中里1048-1
98 ファミリー・サポート・センター鷲宮 久喜市鷲宮2-6-19
99 久喜市役所第二庁舎 久喜市北青柳1404-7
100 菖蒲総合支所 久喜市菖蒲町新堀38
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番号 事業所名 所在地

事業所リスト

101 しょうぶ会館 久喜市菖蒲町菖蒲1077-1
102 栗橋総合支所 久喜市間鎌251-1
103 栗橋コミュニティセンター（くぷる） 久喜市中里1048-1
104 鷲宮総合支所 久喜市鷲宮6-1-1
105 鷲宮東コミュニティセンター（さくら） 久喜市桜田3-10-2
106 鷲宮西コミュニティセンター（おおとり） 久喜市中妻785-2
107 上新田・野佐原地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部1438
108 清久第一地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部951-3
109 北青柳地区農業集落排水処理施設 久喜市北青柳1148-1
110 除堀地区農業集落排水処理施設 久喜市除堀1159
111 太田袋地区農業集落排水処理施設 久喜市太田袋729-1
112 原・樋ノ口地区農業集落排水処理施設 久喜市樋ノ口180-1
113 北中曽根地区農業集落排水処理施設 久喜市清久町46-1
114 六万部地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部295-2
115 上本村地区農業集落排水処理施設 久喜市上清久790-2
116 江面新田地区農業集落排水処理施設 久喜市江面1242-1
117 丸谷・神ノ木地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町柴山枝郷1633-1
118 柴山小塚地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町柴山枝郷132-1
119 塚田地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町菖蒲2525-1
120 上大崎地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町上大崎362-1
121 野々宮・小下地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町小林1747-4
122 下栢間地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町下栢間767-1
123 上栢間地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町上栢間3733-1
124 小林地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町小林403
125 青葉中継ポンプ場 久喜市青葉5-24-11
126 北中継ポンプ場 久喜市久喜北2-28-19
127 吉羽中継ポンプ場 久喜市吉羽2410
128 下新井中継ポンプ場 久喜市鷲宮421-1
129 上内中継ポンプ場 久喜市上内1389-6
130 西大輪中継ポンプ場 久喜市西大輪2-17-7
131 道合雨水排水ポンプ場 久喜市本町6-13-39
132 桜田雨水排水ポンプ場 久喜市桜田5-3-5
133 清久工業団地雨水排水ポンプ場 久喜市清久町8
134 久喜菖蒲工業団地雨水排水ポンプ場 久喜市河原井町83
135 教育委員会事務局（東京理科大跡地） 久喜市下清久500-1
136 野久喜集会所 久喜市古久喜687-3
137 内下集会所 久喜市鷲宮160-11
138 栗橋いきいき活動センターしずか館 久喜市栗橋中央1-11-1
139 中央図書館 久喜市吉羽1-40-1
140 菖蒲図書館 久喜市菖蒲町菖蒲85-1
141 栗橋文化会館図書室 久喜市伊坂1557
142 鷲宮図書館 久喜市鷲宮5-33-1
143 菖蒲温水プール（アクレ） 久喜市菖蒲町三箇164-1
144 栗橋Ｂ＆Ｇ海洋センター 久喜市伊坂1551-1
145 鷲宮温水プール 久喜市鷲宮6-4-1
146 総合第１体育館 久喜市江面1616
147 総合第２体育館 久喜市江面1665-1
148 鷲宮体育センター 久喜市中妻776
149 郷土資料館 久喜市鷲宮5-33-1
150 吉田家水塚 久喜市伊坂1562
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番号 事業所名 所在地

事業所リスト

151 中央公民館 久喜市久喜中央4-7-7
152 東公民館 久喜市久喜東1-27-20
153 清久コミュニティセンター・西公民館 久喜市上清久1489-2
154 森下公民館 久喜市菖蒲町下栢間5495-2
155 栗橋公民館 久喜市栗橋中央2-7-1
156 鷲宮公民館 久喜市鷲宮6-1-4
157 青葉公民館 久喜市青葉1-2-1
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番号 事業所名 所在地
1 公文書館 久喜市下早見85-1
2 久喜市役所（本庁舎） 久喜市下早見85-3
3 東町集会所 久喜市久喜東5-31-6
4 太田集会所 久喜市吉羽1-37-14
5 本町集会所 久喜市本町2-4-11
6 栗原記念会館 久喜市栗原4-9-12
7 花みずき会館 久喜市青毛2-11-13
8 地域交流センター 久喜市青葉1-2-2
9 久喜総合文化会館 久喜市下早見140
10 菖蒲文化会館（アミーゴ） 久喜市菖蒲町菖蒲85-1
11 栗橋文化会館（イリス） 久喜市伊坂1557
12 久喜支団第１分団第１部器具置場 久喜市久喜中央3-1-30
13 久喜支団第１分団第２部器具置場 久喜市久喜中央4-7-20
14 久喜支団第１分団第３部器具置場 久喜市本町6-16-62
15 久喜支団第２分団第１部器具置場 久喜市吉羽2-16-10
16 久喜支団第２分団第２部器具置場 久喜市栗原1-4-15
17 久喜支団第３分団第１部器具置場 久喜市北青柳82-1
18 久喜支団第３分団第２部器具置場 久喜市下早見685-2
19 久喜支団第３分団第３部器具置場 久喜市原530-10
20 久喜支団第４分団第１部器具置場 久喜市北中曽根21-3
21 久喜支団第４分団第２部器具置場 久喜市下清久182-3
22 菖蒲支団第１分団第１部器具置場 久喜市菖蒲町菖蒲89-5
23 菖蒲支団第１分団第２部器具置場 久喜市菖蒲町菖蒲640-1
24 菖蒲支団第１分団第３部器具置場 久喜市菖蒲町台849-5
25 菖蒲支団第２分団第１部器具置場 久喜市菖蒲町小林2197
26 菖蒲支団第２分団第２部器具置場 久喜市菖蒲町下栢間2722
27 栗橋支団第１分団第１部器具置場 久喜市栗橋中央2-6-2
28 栗橋支団第１分団第２部器具置場 久喜市栗橋東3-3-2
29 栗橋支団第１分団第３部器具置場 久喜市伊坂1366-2
30 栗橋支団第２分団第１部器具置場 久喜市佐間285-1
31 栗橋支団第２分団第２部器具置場 久喜市南栗橋4-21-1
32 栗橋支団第２分団第３部器具置場 久喜市河原代337
33 鷲宮支団第１分団第１部器具置場 久喜市鷲宮3-1-16
34 鷲宮支団第１分団第２部器具置場 久喜市葛梅314
35 鷲宮支団第２分団第１部器具置場 久喜市西大輪5-17-2
36 鷲宮支団第２分団第２部器具置場 久喜市東大輪440
37 しみん農園久喜（緑風館） 久喜市六万部1344-1
38 しみん農園菖蒲 久喜市菖蒲町下栢間966-1
39 農村センター 久喜市北青柳51-2
40 農業者トレーニングセンター 久喜市菖蒲町上大崎820-1
41 花と香りのふれあいセンター（あおぞら） 久喜市八甫4-106-1
42 八甫排水機場 久喜市八甫3丁目地内
43 勤労福祉センター 久喜市清久町38
44 労働会館（あやめ会館）　 久喜市菖蒲町菖蒲193-1
45 ふれあいセンター久喜 久喜市青毛753-1
46 菖蒲老人福祉センター 久喜市菖蒲町三箇2904
47 彩嘉園 久喜市菖蒲町三箇1235-1
48 鷲宮福祉センター 久喜市鷲宮6-1-5
49 健康福祉センター（くりむ） 久喜市間鎌255-1
50 のぞみ園 久喜市北青柳1331

事業所リスト

= 1 =



番号 事業所名 所在地

事業所リスト

51 いちょうの木 久喜市所久喜835-1
52 けやきの木 久喜市青毛1146-1
53 くりの木 久喜市間鎌276-2
54 ゆう・あい 久喜市上内327-6
55 あゆみの郷 久喜市東大輪2273-1
56 偕楽荘 久喜市上清久930
57 いきいき温泉久喜 久喜市江面1574-1
58 中央保健センター 久喜市本町5-10-47
59 菖蒲保健センター 久喜市菖蒲町新堀1
60 栗橋保健センター 久喜市間鎌251-1
61 鷲宮保健センター 久喜市鷲宮6-1-2
62 児童センター 久喜市吉羽1-40-14
63 久喜地域子育て支援センター 久喜市吉羽692-1
64 栗橋地域子育て支援センター 久喜市中里1048-1
65 鷲宮地域子育て支援センター 久喜市鷲宮2-6-19
66 鷲宮児童館 久喜市上内878
67 さくら保育園 久喜市所久喜1130
68 すみれ保育園 久喜市北青柳1331
69 ひまわり保育園 久喜市吉羽692-1
70 あおば保育園 久喜市青葉2-9-4
71 中央保育園 久喜市久喜中央1-9-1-100
72 中央保育園分園 久喜市下早見85-15
73 つばめクラブ 久喜市吉羽2-16-10
74 さくらっこクラブ 久喜市久喜東4-25-20
75 たんぽぽクラブ 久喜市本町7-6-1
76 あおばっこクラブ 久喜市青葉1-2-2
77 あおげわくわくクラブ 久喜市青毛800
78 北斗キッズクラブ 久喜市久喜北2-30-1
79 久喜児童クラブ 久喜市本町2-5-1
80 江面児童クラブ 久喜市北青柳40-1
81 清久もみじクラブ 久喜市六万部590
82 小林・栢間学童クラブ 久喜市菖蒲町下栢間2720
83 菖蒲学童クラブ 久喜市菖蒲町菖蒲625
84 三箇学童クラブ 久喜市菖蒲町台852-1
85 鷲宮学童クラブ 久喜市葛梅113
86 鷲宮東コミュニティセンター学童クラブ 久喜市桜田3-10-2
87 鷲宮中央学童クラブ 久喜市鷲宮2-6-19
88 桜田小学校学童クラブ 久喜市東大輪311
89 上内学童クラブ 久喜市上内716
90 くりっ子放課後児童クラブ 久喜市栗橋中央2-7-1
91 菖蒲東学童クラブ 久喜市菖蒲町菖蒲427
92 風の子・風の子南学童保育クラブ 久喜市南栗橋108
93 児童センター 久喜市吉羽1-40-14
94 鷲宮児童館 久喜市上内878
95 ファミリー・サポート・センター久喜 久喜市青毛753-1
96 ファミリー・サポート・センター菖蒲 久喜市菖蒲町新堀38
97 ファミリー・サポート・センター栗橋 久喜市中里1048-1
98 ファミリー・サポート・センター鷲宮 久喜市鷲宮2-6-19
99 久喜市役所第二庁舎 久喜市北青柳1404-7
100 菖蒲総合支所 久喜市菖蒲町新堀38
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番号 事業所名 所在地

事業所リスト

101 しょうぶ会館 久喜市菖蒲町菖蒲1077-1
102 栗橋総合支所 久喜市間鎌251-1
103 栗橋コミュニティセンター（くぷる） 久喜市中里1048-1
104 鷲宮総合支所 久喜市鷲宮6-1-1
105 鷲宮東コミュニティセンター（さくら） 久喜市桜田3-10-2
106 鷲宮西コミュニティセンター（おおとり） 久喜市中妻785-2
107 上新田・野佐原地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部1438
108 清久第一地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部951-3
109 北青柳地区農業集落排水処理施設 久喜市北青柳1148-1
110 除堀地区農業集落排水処理施設 久喜市除堀1159
111 太田袋地区農業集落排水処理施設 久喜市太田袋729-1
112 原・樋ノ口地区農業集落排水処理施設 久喜市樋ノ口180-1
113 北中曽根地区農業集落排水処理施設 久喜市清久町46-1
114 六万部地区農業集落排水処理施設 久喜市六万部295-2
115 上本村地区農業集落排水処理施設 久喜市上清久790-2
116 江面新田地区農業集落排水処理施設 久喜市江面1242-1
117 丸谷・神ノ木地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町柴山枝郷1633-1
118 柴山小塚地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町柴山枝郷132-1
119 塚田地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町菖蒲2525-1
120 上大崎地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町上大崎362-1
121 野々宮・小下地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町小林1747-4
122 下栢間地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町下栢間767-1
123 上栢間地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町上栢間3733-1
124 小林地区農業集落排水処理施設 久喜市菖蒲町小林403
125 青葉中継ポンプ場 久喜市青葉5-24-11
126 北中継ポンプ場 久喜市久喜北2-28-19
127 吉羽中継ポンプ場 久喜市吉羽2410
128 下新井中継ポンプ場 久喜市鷲宮421-1
129 上内中継ポンプ場 久喜市上内1389-6
130 西大輪中継ポンプ場 久喜市西大輪2-17-7
131 道合雨水排水ポンプ場 久喜市本町6-13-39
132 桜田雨水排水ポンプ場 久喜市桜田5-3-5
133 清久工業団地雨水排水ポンプ場 久喜市清久町8
134 久喜菖蒲工業団地雨水排水ポンプ場 久喜市河原井町83
135 教育委員会事務局（東京理科大跡地） 久喜市下清久500-1
136 野久喜集会所 久喜市古久喜687-3
137 内下集会所 久喜市鷲宮160-11
138 栗橋いきいき活動センターしずか館 久喜市栗橋中央1-11-1
139 中央図書館 久喜市吉羽1-40-1
140 菖蒲図書館 久喜市菖蒲町菖蒲85-1
141 栗橋文化会館図書室 久喜市伊坂1557
142 鷲宮図書館 久喜市鷲宮5-33-1
143 菖蒲温水プール（アクレ） 久喜市菖蒲町三箇164-1
144 栗橋Ｂ＆Ｇ海洋センター 久喜市伊坂1551-1
145 鷲宮温水プール 久喜市鷲宮6-4-1
146 総合第１体育館 久喜市江面1616
147 総合第２体育館 久喜市江面1665-1
148 鷲宮体育センター 久喜市中妻776
149 郷土資料館 久喜市鷲宮5-33-1
150 吉田家水塚 久喜市伊坂1562
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番号 事業所名 所在地

事業所リスト

151 中央公民館 久喜市久喜中央4-7-7
152 東公民館 久喜市久喜東1-27-20
153 清久コミュニティセンター・西公民館 久喜市上清久1489-2
154 森下公民館 久喜市菖蒲町下栢間5495-2
155 栗橋公民館 久喜市栗橋中央2-7-1
156 鷲宮公民館 久喜市鷲宮6-1-4
157 青葉公民館 久喜市青葉1-2-1
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第５章 計画の進行管理 

 

１ 計画の推進体制 
 

  計画を効率的かつ効果的に推進するため、久喜市環境マネジメントシステム（Ｅ

ＭＳ）の組織、体制を活用して取り組みます。 

 

計画の推進体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高責任者（市長） 

環境管理委員会 

（委員長 副市長） 

実行組織 

部門別実行責任者 

（部長職等） 

各所属所 

（環境マネージャー 所属長） 

（職場推進員 職員） 

 

所管所属所で指導 

環境管理責任者 

（環境経済部長） 

【地球温暖化対策推進者】 

環境管理事務局 

（環境課） 

ＥＭＳ対象外施設（小・中学校、指定管理施設等） 



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 医療法人社団　東光会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

83 医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

所 在 地 戸田市本町1-19-3

事 業 者 番 号 2175

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,242 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
病院、診療所、介護老人保健施設等の経営
事業所数：9
従業員数：2,419名（パート・アルバイト含む）

区 分 その他

百万円

2,347従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217500 医療法人社団　東光会　戸田中央総合病院 3,242

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 3,242

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス http://www.chuobyoin.or.jp/

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務課 048-442-1112 soumu@chuobyoin.or.jp

http://www.chuobyoin.or.jp/
mailto:soumu@chuobyoin.or.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,906 6,373

1.対策の意義や利点を啓発活動などを通じて全職員及び患者様、関連業者へと幅広く　周知し、
理解と協力を求める

2.費用に対する効果や業務への影響などを厳しく精査しつつ、設備の更新や改修を検討する

3.水やエネルギーの使用量や機器の稼働時間などを正確に計測及び記録し、常に現状の把握と改
善方法の模索に努める

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,906 6,373

そ の 他 ガ ス

本部

コスト検証部エコ委員会

理事長

法人病院・施設
（総務課・施設課）

戸田中央総合病院
（総務課・施設課）

（地球温暖化対策推進者）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2175 事業所番号 217500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 戸田市

字 ・ 地 番 本町1-19-3

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 医療法人社団　東光会　戸田中央総合病院
前年度にお

ける事業所数 9

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 83 医療業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 83

事 業 活 動 の 概 要

病院業
従業員数：2,419名（パート・アルバイト含む）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0951 t-CO2/㎡

2019年度の排出量原単位(0.0951)を基準として、2024年度末めど
に毎年1%以上の削減をめざします。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 5,917 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 医療法人社団　東光会　戸田中央リハビリテーション病院 戸田市本町4-1-29

3 医療法人社団　東光会　戸田中央産院 戸田市上戸田2-26-3

番号 事業所名 所 在 地

1 医療法人社団　東光会　戸田中央総合病院 戸田市本町1-19-3

6 医療法人社団　東光会　訪問介護ステーション上戸田 戸田市本町1-9-8 1F

7 医療法人社団　東光会　グリーンビレッジ蕨 蕨市北町5-13-6

4 医療法人社団　東光会　東所沢病院 所沢市城435-1

5 医療法人社団　東光会　戸田中央リハクリニック 戸田市本町1-24-7

10

11

8 医療法人社団　東光会　戸田中央看護専門学校 戸田市本町1-8-16

9 医療法人社団　東光会　戸田中央 総合健康管理センター 戸田市上戸田2-32-20

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,003 3,242

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 5,917 5,906 6,373

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.2 -7.7

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,906 6,373

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0951 0.0874 0.0943

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 8.1 0.9

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.9

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

67,598.00 67,598.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

2020年度は外来患者数や入院患者数の減少に伴い設備関係（空調・照明）の使用が少な
くなったことによる減少が考えれる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

コロナ感染時と比べ患者数増加に伴い、外来時間の延長や時間外手術の増加による設備
関係（空調・照明）の使用時間が増えたことによるエネルギー増加が要因と考えられ
る。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

夏季室内温度28℃の徹底
<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
クールビズの推進
<第三計画期間も継続>

R1以前

R1以前

4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明導入
<第三計画期間も継続>

R1以前

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 217500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
病院、診療所、介護老人保健施設の経営
事業所数：8
従業員数：2,714名（パート・アルバイト含む）

区 分 その他

百万円

2,684従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

83 医療業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

83

所 在 地 新座市東北1-7-2

事 業 者 番 号 2176

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,889 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅲ類

事 業 者 名 医療法人社団　武蔵野会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務課 048-474-7211 soumuka@niizashiki-hp.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,889

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://niizashiki-hp.jp/

Ｂ、Ｃ事業所

Ｃ 217601 医療法人社団　武蔵野会　ＴＭＧあさか医療センター 1,824

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217600 医療法人社団　武蔵野会　新座志木中央総合病院 2,065

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:048-474-7211soumuka@niizashiki-hp.jp
https://niizashiki-hp.jp/


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,971 7,651

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 3,971 7,651

1.対策の意義や利点を啓発活動などを通じて全職員及び患者様、関連業者へと幅広く　周知し、
理解と協力を求める

2.費用に対する効果や業務への影響などを厳しく精査しつつ、設備の更新や改修を検討する

3.水やエネルギーの使用量や機器の稼働時間などを正確に計測及び記録し、常に現状の把握と改
善方法の模索に努める

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

本部

コスト検証部
エコ委員会

理事長

新座志木中央総合病院
（総務課・施設課）

（地球温暖化対策推進者）

法人病院。施設



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1170 t-CO2/㎡

2019年度の排出量原単位(0.1170)を基準として、2024年度末めど
に毎年1%以上の削減を目指します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 7,324 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 7

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 83 医療業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 83

事 業 活 動 の 概 要

病院業
従業員数：1,618名（パート・アルバイト含む）

4 事業者番号 2176 事業所番号 217600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 新座市

字 ・ 地 番 東北1-7-2

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 医療法人社団　武蔵野会　新座志木中央総合病院



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6 医療法人社団　武蔵野会　訪問看護ステーションつくし 新座市東北2-29-35 ワイズプルミエ3階

7 医療法人社団　武蔵野会　TMGあさか訪問看護ステーション 朝霞市西弁財1-8-21

4 医療法人社団　武蔵野会　グルーンビレッジ安行 川口市大字安行1145

5 医療法人社団　武蔵野会　グリーンビレッジ朝霞台 朝霞市大字宮戸3

2 医療法人社団　武蔵野会　ＴＭＧ宗岡中央病院 志木市上宗岡5-14-50

3 医療法人社団　武蔵野会　ＴＭＧサテライトクリニック朝霞台 朝霞市西弁財1-8-21

番号 事業所名 所 在 地

1 医療法人社団　武蔵野会　新座志木中央総合病院 新座市東北1-7-2

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

37,472.00 37,472.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 9.4 6.8

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.8

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1170 0.1060 0.1090

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,971 4,084

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 45.8 44.2

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 2.8

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 7,324 3,971 4,084

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,008 2,065

事業所番号 217600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

施設内環境改善のため、照明点灯率の上昇や空調運転時間の延長により電力量の増加が
原因と考えれられる。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

コロナウイルス感染対策として窓開放による換気をしたまま空調設備を稼働していたた
め排出量の増加が考えてられる。また、長時間における使用の影響もあり前年以上の増
加となった。
空調設備の更新やLEDへの切替も検討していたが、コロナウイルス感染による影響（半
導体不足）で遅延が生じた。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 217600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

R1以前

4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明導入
<第三計画期間も継続>

R1以前

R1以前

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

夏季室内温度28℃の徹底
<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
クールビズの推進
<第三計画期間も継続>

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 217600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 217600



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

その他ガス

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年度

削 減 目 標 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 1,511 ｔ-CO2 事 業 所 区 分 第１区分－（１）

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準排出量に対して８％削減を目標とする。

その他ガス

エ ネ ル ギ ー 起 源
CO2 の 削 減

目 標 の 概 要

排 出 可 能 上 限 量
（ 計 画 期 間 合 計 ） 17,373 ｔ-CO2

年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 83 医療業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 83

事 業 活 動 の 概 要 事 業 内 容

病院業
従業員数：1,096名（パート・アルバイト含む）

4 事業者番号 2176 事業所番号 217601

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

事 業 所 種 別 C　平成20年度以降の3か年度（年度の途中から当該事業所の使用が開始された場合にあっては、
当該年度を除く3か年度）連続して、年間原油換算エネルギー使用量が1,500kL以上の事業所（他
の事業所の一部（区分所有部分、テナント部分等）である事業所は除く）C

事 業 所 名 医療法人社団　武蔵野会　ＴＭＧあさか医療センター

事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 朝霞市

字 ・ 地 番 溝沼1340-1

計 画 期 間 3



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（２）

３－1　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

25,517.24

前 年 度 比 （ ％ ） －

エネルギー起源 CO2 排 出 量原 単位 0.1398

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

3,567

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計

ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン

三 ふ っ 化 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

メ タ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

一 酸 化 二 窒 素

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

前 年 度 比 （ ％ ） －

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,567

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,824

事業所番号 217601



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 無 建 物 の 用 途 変 更 無 設 備 の 増 減 無

冬季と夏季での気温に関連しガスの使用量が増加。

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

建 物 の 床 面 積 の 増 減 建 物 の 用 途 変 更 設 備 の 増 減

事業所番号 217601



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（４）

３－２　温室効果ガス削減目標に係る状況

（１）　基準排出量

（２）　基準排出量の変更

（３）目標削減率

（４）削減計画期間

（５）年度ごとの状況 （排出量等の単位：t-CO2）

日本産業規格Ａ列４番

1,154

各年度の排出量の検証 未実施

実
 
績

排 出 削 減 量
（ G ＝ A - E ） 1,154

3,567

削 減 率
（ F＝（ A - E） /A）

24.44% －

エネルギー起源
CO2 排 出 量 (E) 3,567

1,511

目 標 削 減 率 (B) 8.00% 8.00% 8.00% 8.00%

トップレベル認定

令 和 4 年 度
(2022 年 度 )

令 和 5 年 度
(2023 年 度 )

令 和 6 年 度
(2024 年 度 )

削 減 期 間
合 計

基
準
排
出
量
等

基 準 排 出 量 (A) 4,721 4,721 4,721 4,721 18,884

目 標 削 減 率 の
緩 和 措 置

排 出 上 限 量
（ C ＝ ∑ A-D ） 17,373

排出削減目標量
(D ＝ ∑ (A × B))

第１区分－（１）

3 年 度 か ら 6 年 度 ま で

令 和 2 年 度
(2020 年 度 )

令 和 3 年 度
(2021 年 度 )

4

5

目標削減率の区分

2

3

基 準 排 出 量 の 検 証 未実施

変 更 年 度 変 更 量 （ t-CO2/ 年 ）

1

事業所番号 217601

基 準 排 出 量 4,721 t-CO2/年



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（５）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

R4

5

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

全館空調の設定温度を冬季22℃から20℃
へ設定変更し、年間を通じて一定とする

R4

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

全館での照明設備の間引き点灯 R2 R2

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

パッケージエアコンの温度設定が適正
か集中リモコンから午前と午後確認
し、修正

R2 R2

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備

事業所番号 217601

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区 分
番 号

クールビズの推進
<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 C事業所（６）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217601

（※希望者のみ記載）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社デンコー

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

24 金属製品製造業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

24

所 在 地 埼玉県川越市芳野台２－８－７６

事 業 者 番 号 2177

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,482 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 鋼構造物（鉄塔・鉄骨）の製作及び溶融亜鉛めっき加工

区 分 企業

70 百万円

61従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217700 株式会社デンコー　本社・鉄構第一工場 1,482

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,482

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 　本社　事務棟１Ｆ

所 在 地 １ 　埼玉県川越市芳野台２－８－７６

閲 覧 可 能
時 間 １

　月～金　９時～１６時（土日祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務課 049-225-5100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,145 2,906

・当社は、環境マネジメントシステムを誠実に履行し、社会的・経済的ニーズとバランスを取り
ながら汚染を予防するとともに省資源、省エネルギーに努めます。
・当社は、鋼構造物の製造又は溶融亜鉛めっき加工に関する活動／製品及びサービスに起因する
環境側面に関係して、適用可能な法的要求事項及び顧客との合意など当社が同意するその他の要
求事項を遵守します。
・環境目的・目標は、著しい環境側面や利害関係者の見解などを考慮したうえで、年度開始前に
関連する部門及び階層で設定し、年度終了時にレビューします。
・当社は、環境目的、目標のレビューの他、内部監査やマネジメントレビューなどを契機とし
て、環境マネジメントシステムを継続的に改善し、環境パフォーマンスの改善に努めます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,145 2,906

そ の 他 ガ ス

代表取締役社長

品質環境管理委員会
（委員長：地球温暖化対策推進者）

鉄構第一工場・事務棟
（総務課・鉄構生産部）

めっき工場・事務棟
（表面処理生産部）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2177 事業所番号 217700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川越市

字 ・ 地 番 芳野台２－８－７６

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社デンコー　本社・鉄構第一工場
前年度にお

ける事業所数 3

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 24 金属製品製造業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 24

事 業 活 動 の 概 要

鋼構造物（鉄塔・鉄骨）の製作及び
溶融亜鉛めっき加工
従業員：61名

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1359 t-CO2/t

平成31年度の排出量（3,264ｔ-CO2）を基準として、令和6年度ま
でに3％削減を行う

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,264 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 株式会社デンコー　第二工場 川越市芳野台２－８－１３

3 株式会社デンコー（めっき工場） 川越市芳野台２－８－３２

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社デンコー　本社・鉄構第一工場 川越市芳野台２－８－７６

6

7

4

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,603 1,482

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,264 3,145 2,906

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 3.6 11.0

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,145 2,906

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1359 0.1567 0.1659

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -15.3 -22.1

前 年 度 比 （ ％ ） － 5.9

生産量 t
活 動 規 模 の 指 標 単 位

20,073.62 17,512.24



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217700

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・生産量の減少
・生産量減少による製作・加工時間の減少

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・生産量の減少
・生産量減少による製作・加工時間の減少

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217700

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R2

2 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
Co2消費量削減を環境目標に設定し、各部
門での社内教育実施（２回/年）
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2

1 310100
一般管理事
項

31_推進体制の整備
品質環境管理委員会の開催（１回/月）
（第３計画期間継続中）

R1以前

R2

4 310400
一般管理事
項

31_エネルギー使用
量の管理

デマンドコントローラーを各工場に設定し、
電力消費を抑制する。
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2

3 310300
一般管理事
項

31_計測及び記録の
管理

消費電力量の計測及び報告（１回/月）
（第３計画期間継続中）

R1以前

R2 0.8

6 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

事務棟内蛍光灯の間引きにより使用本数
削減
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2 1.2

5 330200
空気調和設
備・換気設備

33_加熱及び冷却並
びに伝熱の合理化に
関する措置

夏季室温２８℃に設定
（第３計画期間継続中）

R1以前

R2 2.5

8 410700 事務用機器
41_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

パソコンに省電力を設定（モニター消灯時
間等）
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2 0.2

7 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

不使用エリア消灯の徹底
（第３計画期間継続中）

R1以前

R2 0.3

10 310500
一般管理事
項

31_生産工程のエネ
ルギー管理

機器稼働台数及び稼働時間の制限
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2 3.0

9 390700 昇降機
39_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

来客時以外のエレベーター使用禁止
（第３計画期間継続中）

R1以前

13 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内照明のLED化
（第３計画期間継続中）

R1以前

R2 3.0

12 380700 照明設備
38_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

工場内水銀灯の消灯（昼間）
（第３計画期間継続中）

R1以前 R2 2.0

11 360700

ポンプ、ファ
ン、ブロワー、
コンプレッ
サー等

36_電気の動力・熱等
への変換の合理化に
関する措置

機器稼働台数及び稼働時間の制限
（第３計画期間継続中）

R1以前

15

R2 5.0

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 217700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

株式会社　コジマ

栃木県宇都宮市星が丘2-1-8

2178

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

59 機械器具小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

59

所 在 地

事 業 者 番 号

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,779 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

2,597 百万円

2,824従 業 員 数

設立年月日：昭和38年8月22日
事業内容：家庭電化製品および電気製品の販売および

修理・工事

企業



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 217800 コジマ×ビックカメラ越谷店 2,779

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,779

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

池袋本部　総務部

東京都豊島区南池袋2-49-7池袋パークビル5階

10時～18時

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 03-6907-3111 s0009436@kjm-jp.com総務部

mailto:03-6907-3111s0009436@kjm-jp.com


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,700 5,463

　地球温暖化の対策を推進するため、以下の取組を進めている。
１,お客様へのサービスを低下させることなく、店舗施設における地球温暖化対策を推進する。
２,従業員一人ひとりがCO2削減計画を理解し実践する。３,お客様へ当事業場における地球温暖
化対策計画の十分な周知を図る。４,「快適な省エネ生活」に役立つ情報をお客様へ提供すると
ともに「より豊かな生活を提案する」ことを基本姿勢として様々な省エネ活動に取り組む。
　さらに、親会社である株式会社ビックカメラは環境省が創始した「エコ・ファースト制度」の
第１号の認定を平成20年4月に受け、多数の特定家庭用機器等の販売と引取りを行う企業として
の社会的責任を踏まえ、法令順守を徹底するとともに、環境配慮を通じ積極的に社会貢献するた
めに取組んできた。この結果、当初の「エコ・ファーストの約束」の目標を達成し2017年10月に
より進化した下記約束を環境大臣と交わし、取組んでいる。
　１,循環型社会の実現に向けた取組みを積極的に推進する。２,低炭素社会の形成促進のため、
CO2排出量削減を積極的に推進する。３,環境に配慮した事業活動を通じてCO2排出量削減を積極
的に推進する。４,環境教育、環境意識の向上に努める。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,700 5,463

そ の 他 ガ ス

代表取締役

総務人事本部
（地球温暖化対策推進者：係長）

埼玉県内20店舗



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2178 事業所番号 217800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村

字 ・ 地 番

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名
前年度にお

ける事業所数 21

計 画 期 間 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ）

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 59

事 業 活 動 の 概 要

家電製品販売
従業員数：641名（パート・アルバイト含む）

コジマ×ビックカメラ越谷店

越谷市

大字南荻島153-1

59 機械器具小売業

2 年 度

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0692 t-CO2/㎡

2019年度の排出量(6,358t-CO2)を基準として温室効果ガス排出量
を毎年前年の1％改善していきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 6,358 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 コジマ×ビックカメラ越谷店 越谷市大字南荻島153-1

コジマ×ビックカメラ川越インター店

コジマ×ビックカメラ深作店

川越市南大塚2-11-13

さいたま市見沼区深作2-9-10

6

7

4

5

コジマ×ビックカメラ所沢西店

コジマ×ビックカメラ川口店

コジマ×ビックカメラ和光店

コジマ×ビックカメラ南越谷店

所沢市林3-507-1

川口市青木3-7-10

和光市白子1-8-5

越谷市南町2-3-1

10

11

8

9

コジマ×ビックカメラ浦和店

コジマ×ビックカメラ鳩ヶ谷店

NEW与野店

コジマ×ビックカメラ坂戸店

さいたま市南区内谷1-7-5

川口市里1585-1

さいたま市中央区本町西4-15-7

坂戸市八幡2-5-38

14

15

12

13

コジマ×ビックカメラ上尾春日店

NEW加須店

コジマ×ビックカメラ熊谷店

コジマ×ビックカメラ新座店

上尾市春日2-5-3

加須市浜町1-8

熊谷市大字石原484

新座市野火止6-1-10

18

19

16

17

NEW北本店

コジマ×ビックカメラアクロスプラザ三芳店

コジマ×ビックカメラ春日部店

コジマ×ビックカメラ所沢店

北本市北中丸1-6

入間郡三芳町藤久保北新埜855-403

春日部市梅田2-9-20

所沢市牛沼2833-5

22

23

20

21

コジマ×ビックカメライオンタウンふじみ野店

コジマ×ビックカメラニトリホームズ宮原店

ふじみ野市福岡２丁目１－６

さいたま市北区植竹町1-820-5

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,900 2,779

前 年 度 比 （ ％ ） － -4.2

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 6,358 5,700 5,463

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 10.3 14.1

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,700 5,463

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0692 0.0687 0.0615

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 0.7 11.1

前 年 度 比 （ ％ ） － -10.5

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

82,936.00 88,772.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217800

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

削減内容
・2019年度中に高効率空調とＬＥＤ照明を導入した川口店、和光店の2店舗の使用量が
大幅に削減となっている　前年比使用量　川口店61％、和光店73％
・上福岡店が2020年11月8日閉店　前年比使用量　上福岡店69％

今後に関しても高効率空調への更新とLED照明への更新を積極的に行い更なる削減に努
めるとともに削減目標を達成出来るよう取組みをしていきます。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・上福岡店が2020年11月に閉店し年度中に与野店が2021年8月に閉店となった影響で、
新店が年度中に1店舗OPENとなったが、全体で削減となった。
・既存店については概ね前年と同様の使用量となった。

今後に関しても高効率空調への更新と未更新箇所のLED照明への更新を積極的に行い更
なる削減に努めるとともに削減目標を達成出来るよう取組みをしていきます。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 217800

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

春季・秋季の外気取入れの推進
<第３計画期間も継続>

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 省エネルギー性能説明推進者の配置 R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

バックヤードの消灯（50％以上）
<第３計画期間も継続>

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

一部店舗におけるエアファンの導入による
室内の空気調和

R1以前

R1以前

6 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

店舗ごとの月別エネルギー消費量の確認
<第３計画期間も継続>

R1以前 R1以前

5 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

開店10分前の運転と閉店時間での停止の
徹底　<第３計画期間も継続>

R1以前

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

・上福岡店が2020年11月に閉店し年度中に与野店が2021年8月に閉店となった影響で、新店が年度中に1
店舗OPENとなったが、全体で削減となった。
・既存店については概ね前年と同様の使用量となった。

今後に関しても高効率空調への更新と未更新箇所のLED照明への更新を積極的に行い更なる削減に努め
るとともに削減目標を達成出来るよう取組みをしていきます。

店舗閉鎖
与野店　2020年8月

新規開店
ニトリホームズ宮原店　2021年9月

事業所番号 217800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

ケンタッキーフライドチキン

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容及び主な製品：フライドチキンを中心とした飲食物
等の販売（ケンタッキーフライドチキン）

区 分 企業

100 百万円

820従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 神奈川県横浜市西区みなとみらい４－４－５横浜アイマークプレイス

事 業 者 番 号 2181

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,333 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 日本ケンタッキー・フライド・チキン株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 広報CSR部 045-307-0620 csr@kfc.co.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,333

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.kfc.co.jp/about_kfc/ourpromise/environment.html

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 218100 ケンタッキーフライドチキン所沢駅前店 2,333

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,307 4,639

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,307 4,639

基本方針
■食を通じて健全な環境を次世代に継承するために、企業市民の一員として持続努力を続けてい
くことを基本理念として、継続的な環境保全活動ができる組織を構築し、エネルギーの使用の合
理化に向けて、従業員の意識の向上、管理が可能なエネルギー資源の節約、省エネルギー機器の
投入に積極的に取組んでいく。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

日本ケンタッキー・フライド・チキン(株)地球温暖化対策組織図

 運営本部 直営運営本部  開発本部 　 商品本部 マーケティング本部

経営企画
部

広報
CSR部

経営
企画部

マーケ
ティング

部

店舗 店舗 店舗 店舗

物流購買部 商品開発
部

購買部
品質保証

部
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
開発部

西日本
FC営業部

中日本
FC営業部

東日本
FC営業部

直営
営業部

建築施設
管理部

店舗開発
部

計画推進責任者・推進責任者
（エネルギー管理企画推進者）

社　長

取締役執行役員

計画管理責任者
（エネルギー管理統括者）

広報CSR部担当



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

【第３計画期間（令和２年度～令和６年度】　令和元年度温室効果
ガス排出量原単位■■■■■■■■■■に対し、削減期間末（令和
６年度）の削減率を５％以上を目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 73

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

事業内容及び主な製品：フライドチキンを中心とした飲食物等の販
売（ケンタッキーフライドチキン店)

4 事業者番号 2181 事業所番号 218100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 所沢市

字 ・ 地 番 日吉町2-2

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ケンタッキーフライドチキン所沢駅前店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 ※詳細は別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ケンタッキーフライドチキン所沢駅前店 所沢市日吉町2-2

事業所リスト



No 店舗名称 郵便番号 都道府県 市区町村 町域番地 建物情報 閉店日

1 新座野火止店 352-0011 埼玉県 新座市 野火止８ ʷ １ ʷ １ ６

2 越谷駅前店 343-0816 埼玉県 越谷市 弥生町３ ʷ ２ ４

3 浦和六辻店 336-0024 埼玉県 さ いたま 市南区 根岸５ ʷ ２ ４ ʷ ６

4 蓮田店 349-0141 埼玉県 蓮田市 西新宿１ ʷ １ ５

5 所沢駅前店 359-1123 埼玉県 所沢市 日吉町２ ʷ ２

6 西川口店 332-0034 埼玉県 川口市 並木３ ʷ １ ʷ １

7 南浦和店 336-0017 埼玉県 さ いたま 市南区 南浦和２ ʷ ３ ９ ʷ １ ６ 第五大雄ビ ル１ Ｆ

8 せんげん台店 343-0041 埼玉県 越谷市 千間台西１ ʷ ６ ７ 千間台駅ビ ル内

9 志木南口駅前店 352-0001 埼玉県 新座市 東北２ ʷ ３ ８ ʷ ２

10 久喜店 346-0003 埼玉県 久喜市 中央２ ʷ １ ʷ １

11 春日部駅前店 344-0061 埼玉県 春日部市 粕壁１ ʷ １ ０ ʷ １ 2021/12/28

12 草加駅前店 340-0015 埼玉県 草加市 高砂２ ʷ ７ ʷ １ アコ ス 南館１ Ｆ

13 吉川駅前店 342-0041 埼玉県 吉川市 保１ ʷ １ ３ ʷ ３ 吉川駅前ショ ッ ピ ングプラ ザ

14 朝霞台店 351-0022 埼玉県 朝霞市 東弁財１ ʷ ４ ʷ １ ７

15 深谷店 366-0051 埼玉県 深谷市 上柴町東４ ʷ １ ６ ʷ １ ９

16 加須店 347-0011 埼玉県 加須市 北小浜１ ０ ３

17 行田店 361-0056 埼玉県 行田市 大字持田２ ２ ２ ９ ʷ １

18 秩父店 368-0022 埼玉県 秩父市 中宮地町２ １ ʷ ６

19 大宮大和田店 337-0053 埼玉県 さ いたま 市見沼区 大和田町１ ʷ ４ ９ ７ ʷ １

20 上尾駅前店 362-0042 埼玉県 上尾市 谷津２ ʷ １ ʷ ５ ０ ʷ １ 上尾協和ビ ル１ Ｆ

21 イ オンモール春日部店 344-0122 埼玉県 春日部市 下柳字森田420-1

22 島忠ホームズ草加舎人 340-0032 埼玉県 草加市 遊馬町２ ʷ １

23 草加店 340-0014 埼玉県 草加市 住吉１ ʷ １ ʷ １ ５

24 幸手店 340-0155 埼玉県 幸手市 大字上高野７ ３ ７

25 エルミ こ う のす店 365-0038 埼玉県 鴻巣市 本町１ ʷ １ ʷ ２

26 アリ オ鷲宮店 340-0212 埼玉県 久喜市 久本寺字谷田7-1

27
ベニバナウ ォ ーク 桶川店 363-8555 埼玉県 桶川市

桶川都市計画事業下日出谷東特定

土地区画整理事業地内 42街区１ 区画地

28 ら ら ぽーと 新三郷店 341-8550 埼玉県 三郷市 新三郷ら ら シティ ー3-1-1

29 西友東大宮店 337-0051 埼玉県 さ いたま 市見沼区 東大宮5-44-2

30 鶴ケ島店 350-2213 埼玉県 鶴ヶ 島市 脚折４ ʷ ２ ２ ʷ １ ３

31 カイ ンズホーム滑川店 355-0811 埼玉県 比企郡滑川町 大字羽尾字蔵之前２ ６ ９ １ ʷ １

32 カイ ンズホーム川島イ ンタ ー店 350-0152 埼玉県 比企郡川島町 大字上伊草字五反田１ ９ １ ʷ １

33 ピ オニウ ォ ーク 東松山店 355-8606 埼玉県 東松山市 あずま 町４ ʷ ３
ピ オニウ ォ ーク 東松山ガー

デンコ ート 内

34 南越谷店 343-0857 埼玉県 越谷市 新越谷1-32-7

35 イ ト ーヨ ーカド ー和光店 351-0112 埼玉県 和光市 丸山台1-9-3

36 春日部ユリ ノ キ通り 店 344-0066 埼玉県 春日部市 豊町4-6-4

37 大宮三橋町店 331-0052 埼玉県 さ いたま 市西区 三橋５ ʷ ９ １ ３ ʷ １

38 東川口店 333-0811 埼玉県 川口市 戸塚３ ʷ ３ ５ ʷ １ １

39 ＭＥ Ｇ Ａ ド ン． キホーテ蓮田店 349-0111 埼玉県 蓮田市 東４ ʷ ４ ２ ５ ８ ʷ ２ ２

40 東浦和店 336-0923 埼玉県 さ いたま 市緑区 大間木3-1-2

41 ウ ニク ス 伊奈店 362-0813 埼玉県 北足立郡伊奈町 学園２ ʷ １ ８ ８ ʷ １

42 イ オンモール浦和美園店 336-8760 埼玉県 さ いたま 市緑区 美園5-50-1 イ オンモール浦和美園内

43 ミ エル川口店 332-0012 埼玉県 川口市 本町２ ʷ ７ ʷ ２ ５ ミ エル川口 １ F

44 イ オンモール川口前川店 333-0842 埼玉県 川口市 前川１ ʷ １ ʷ １ １ イ オンモール川口前川１ F

45 アリ オ川口店 332-0033 埼玉県 川口市 並木元町１ ʷ ７ ９ アリ オ川口１ F

46 イ オンモール与野店 338-0004 埼玉県 さ いたま 市中央区 本町西５ ʷ ２ ʷ ９ イ オンモール1F

47 浦和仲町店 330-0062 埼玉県 さ いたま 市浦和区 仲町１ ʷ ２ ʷ ７

48 ラ ラ ガーデン川口店 332-0028 埼玉県 川口市 宮町１ ８ ʷ ９ ラ ラ ガーデン川口２ F

49 川越マイ ン店 350-1122 埼玉県 川越市 脇田町103 東武マイ ン内

50 ベルク 入間野田店 358-0054 埼玉県 入間市 野田894-1 ベルク 入間野田店1F

51 ら ら ぽーと 富士見店 354-0022 埼玉県 富士見市 山室1-1313

52 イ ト ーヨ ーカド ー大宮コ ク ーン店 330-0843 埼玉県 さ いたま 市大宮区 吉敷町4丁目263-1 コ ク ーン 2 イ ト ーヨ カド ー1F

53 ベス タ 狭山店 350-1305 埼玉県 狭山市 入間川１ １ ６ ５ ʷ １



No 店舗名称 郵便番号 都道府県 市区町村 町域番地 建物情報 閉店日

54 イ オンモール北戸田店 335-0032 埼玉県 戸田市 美女木東１ ʷ ３ ʷ １

55 ベイ シア日高モール店 350-1211 埼玉県 日高市 森戸新田藤久保８ ８ ʷ ５ ベイ シア日高モール1F

56 イ オン入間店 358-0013 埼玉県 入間市 上藤沢462-1 イ オン入間1F

57 所沢北中店 359-1101 埼玉県 所沢市 北中１ 丁目218-4

58 ビーンズ戸田公園店 335-0023 埼玉県 戸田市 本町4-15-1

59 ビバモール蕨錦町店 335-0023 埼玉県 戸田市 本町4-15-1

60 イ オンモール川口店 335-0005 埼玉県 蕨市 錦町１ -１ ２ -１

61 武蔵浦和マーレ 店 333-0834 埼玉県 川口市 大字安行領根岸3180 イ オンモール川口 2036区画

62 イ オン北浦和店 330-0061 埼玉県 さ いたま 市浦和区 常盤１ ０ ʷ ２ ０ ʷ ２ ９ イ オン1F

63 イ オン大井店 356-0050 埼玉県 ふじ み野市 ふじ み野１ ʷ ２ ʷ １

64 さ いたま ス ーパーアリ ーナ店 338-0081 埼玉県 さ いたま 市中央区 新都心８

65 イ オン熊谷店 360-0815 埼玉県 熊谷市 本石２ ʷ １ ３ ５

66 イ ト ーヨ ーカド ー大宮宮原店 331-0812 埼玉県 さ いたま 市北区 宮原町１ ʷ １ ʷ １

67 イ ト ーヨ ーカド ー三郷店 341-0050 埼玉県 三郷市 ピ アラ シティ ー1丁目1番地１

68 カイ ンズホーム嵐山店 355-0215 埼玉県 比企郡嵐山町 大字平澤字遠藤８ ０ ０ ʷ １

69 イ オン大宮店 331-0825 埼玉県 さ いたま 市北区 櫛引町２ ʷ ５ ７ ４ ʷ １

70 ウ ニク ス 上里店 369-0306 埼玉県 児玉郡上里町 七本木２ ２ ７ １ ʷ １

71 イ オンモール羽生店 348-0039 埼玉県 羽生市 川崎２ ʷ ２ ８ １ ʷ ３

72 イ オンレ イ ク タ ウ ン店 343-0826 埼玉県 越谷市 レ イ ク タ ウ ン ３ 丁目１ ʷ １

73 オリ ンピ ッ ク 新座店 352-0005 埼玉県 新座市 中野２ ʷ １ ʷ ３ ８



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

活 動 規 模 の 指 標 単 位

基準となる原単位に対する削減率（％） 10.1 10.9

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.9

エネルギー起源CO2排出量原単位

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,307 4,639

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排 出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフル オロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,307 4,639

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,166 2,333

事業所番号 218100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナ禍の影響で、緊急事態宣言下、営業時間の短縮やショッピングセンター店舗などの
一時休業の影響で、CO2排出量が減少した。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年度に比べ、店舗数の増加、営業時間および営業日数が通常に戻り、温室効果ガスの合
計は増加したものの、原単位では減少している。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 218100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

R3

12 【各項目を継続して実施】

11 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

事務用機器を省エネモードに設定

R3

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

高効率照明の採用、店舗改装時及び機器
交換時にHf型蛍光照明またはLED照明等
に交換する

R3

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

空き室・不在時のこまめな消灯

R3

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

営業時間外の照明ＯＦＦ(厨房/事務室を除
く)

R3

7 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

営業時間外のエアコンＯＦＦ(厨房/事務室
を除く)

R3

6 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転
管理

各ポジションごとのエアコン適正温度の設
定・順守、室内温度が２０℃～２８℃になるよ
うにエアコン設定

R3

5 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

厨房機器のフィルターを定期的に清掃及び
交換

R3

4 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

エアコンフィルター清掃 R3

3 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 取組状況の点検と管理体制の構築

R3

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備 取組目標及び取組内容の設定 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
温暖化対策推進者の配備（本社及び各店
舗）

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 218100



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 218100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：カラオケ、複合カフェ、フィットネスクラブ等施
設の経営及び運営

区 分

100 百万円

544従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 神奈川県横浜市都筑区北山田3-1-50

事 業 者 番 号 2182

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

3,023 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社快活フロンティア

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 045-590-6788

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社快活フロンティア

所 在 地 １ 神奈川県横浜市都筑区北山田三丁目1番50号

閲 覧 可 能
時 間 １ ＡＭ10：00～ＰＭ5：00（平日のみ)

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 3,023

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 218200 快活CLUB　春日部店 3,023

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,469 5,964

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 5,469 5,964

当社は、企業の社会的責任及び法令順守の側面から、そして、エネルギーコスト圧縮の側面から
“省エネルギー推進”に取り組むことを宣言する。目標として、5ヵ年計画で、単位当りエネル
ギー使用量を5％削減する。
　省エネ法に基づく、“省エネルギー委員会”を組織して、設備改善と運用改善を確実に実施す
る。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

代表取締役
管理担当

取締役

営業部

経営管理

店舗企画

地球温暖化対策推進者（総務）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.1952 t-CO2/㎡

①基準排出量：令和1年（4513t-CO2)+期間内出店増28店舗予定
(4,513+（125×28))＝8,013ｔ-CO2 基準数値は出店実績による。
②原単位排出量：令和1年度（0.1952ｔ-CO2/㎡）に対し、R6年
（2024年）度末までに5％以上削減目標とする。
　(0.1952×0.95＝0.1854t-CO2/㎡

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 6,388 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 51

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：カラオケ、複合カフェ、フィットネスクラブ等施設の
経営及び運営
県内店舗数：51店舗

4 事業者番号 2182 事業所番号 218200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 春日部市

字 ・ 地 番 小渕201-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 快活CLUB　春日部店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 快活CLUB　蕨東口駅前 埼玉県蕨市塚越1-4-4　3～5F

25 快活CLUB　上尾西口駅前 埼玉県上尾市柏座1-13-20　2F

22 快活CLUB　川口東口駅前 埼玉県川口市栄町3-1-16　ｲｰﾄ川口7F

23 快活CLUB　幸手 埼玉県幸手市中3-19-32

20 快活CLUB　せんげん台駅東口 埼玉県越谷市千間台東1-10-1せんげん台ﾊﾟｰｸﾌﾟﾗｻﾞ3F

21 快活CLUB　三郷 埼玉県三郷市ピアラシティ二丁目2番地5　1F 

18 快活CLUB　所沢バイパス 埼玉県所沢市牛沼433

19 快活CLUB　川口朝日 埼玉県川口市朝日4-13

16 快活CLUB　岩槻 埼玉県さいたま市岩槻区南平野5-6-8

17 快活CLUB　254号上福岡 埼玉県ふじみ野市鶴ヶ舞3-1-8

14 快活CLUB　戸田 埼玉県戸田市笹目3-8-11

15 快活CLUB　17号鴻巣 埼玉県鴻巣市天神2-6-37

12 快活CLUB　4号越谷 埼玉県越谷市七左町6-13-1

13 快活CLUB　上尾春日 埼玉県上尾市春日1-16-8

10 快活CLUB　大宮三橋 埼玉県さいたま市西区三橋5-1600

11 快活CLUB　17号本庄 埼玉県本庄市本町1022-1

8 快活CLUB　深谷上柴 埼玉県深谷市上柴町東5-22-10

9 快活CLUB　鶴ヶ島インター 埼玉県鶴ヶ島市脚折町4-10-5

6 快活CLUB　407号熊谷石原 埼玉県熊谷市石原473-4

7 快活CLUB　東川口 埼玉県さいたま市緑区東大門3-8-6

4 快活CLUB　さいたま三室 埼玉県さいたま市緑区三室1215-1

5 快活CLUB　川越脇田新町 埼玉県川越市脇田新町6-8

2 快活CLUB　17号桶川 埼玉県桶川市末広3-1-7

3 快活CLUB　407号東松山 埼玉県東松山市六反町15-11

番号 事業所名 所 在 地

1 快活CLUB　春日部店 春日部市小渕201-1

事業所リスト



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

49 ＦiＴ24和光光が丘店 埼玉県和光市白子1-2-31

50 ＦiＴ24入間店 埼玉県入間市扇台2-6-18

47 ＦiＴ24上尾西口駅前店 埼玉県上尾市柏座1-13-20　2F

48 ＦiＴ24本庄東店 埼玉県本庄市寿3-4-22

45 ＦiＴ24春日部ユリノキ通り 埼玉県春日部市大沼1-69

46 ＦiＴ24越谷蒲生 埼玉県越谷市蒲生南町16-11

43 快活CLUB　蓮田 埼玉県蓮田市関山1-5-8

44 コート・ダジュール東川口 埼玉県さいたま市緑区東大門2-9-3

41 快活CLUB　草加 埼玉県草加市西町632-5

42 快活CLUB　上尾日の出 埼玉県上尾市日の出3-1

39 快活CLUB　越谷蒲生 埼玉県越谷市蒲生南町16-11

40 快活CLUB　所沢小手指 埼玉県所沢市上新井4-48-18

37 快活CLUB　朝霞駅東口 埼玉県朝霞市仲町2-1-20 3F

38 快活CLUB　ビバモール加須 埼玉県加須市下高柳1-29

35 快活CLUB　狭山入間川 埼玉県狭山市入間川4-4-6

36 快活CLUB　本庄東 埼玉県本庄市寿3-4-22

33 快活CLUB　新座 埼玉県新座市野火止8-4-43 

34 快活CLUB　川越クレアモール 埼玉県川越市脇田町7-2　B1F 

31 快活CLUB　春日部ユリノキ通り 埼玉県春日部市大沼1-69

32 快活CLUB　所沢プロペ通り 埼玉県所沢市日吉町8-5　4・5F

29 快活CLUB　八潮 埼玉県八潮市大曽根527-1

30 快活CLUB　新座駅前 埼玉県新座市野火止5丁目2-10 シｰケｰ･スクエア5F

27 快活CLUB　川口 埼玉県川口市栄町3-8-4　石井ビル2・3F

28 快活CLUB　大宮 埼玉県さいたま市大宮区仲町1-15　大宮東宝会館4F

事業所リスト (2ページ目）

番号 事業所名 所 在 地

26 快活CLUB　志木南口駅前 埼玉県新座市東北2-30-21　3F



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

28,712.00 31,343.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 2.4 2.5

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.1

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.1952 0.1905 0.1903

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,469 5,964

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 14.4 6.6

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 9.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 6,388 5,469 5,964

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,769 3,023

事業所番号 218200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

店舗増：8店舗　…　1,000ｔ-CO2（増）　※125t-CO2×8店舗＝1,000
●基準排出量（計画）：5,513t-CO2　(4,513t-CO2 + 1,000t-CO2）

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

●基準排出量（計画）：6,388t-CO2（前年度基準5,513t-CO2 + 875t-CO2)
    [ 875t-CO2根拠 =125t-CO2(1店舗想定排出量)×7店舗増 ]
【実績】
店舗増減：+7店舗（44店舗→51店舗）
基準排出量（計画）：6,388t-CO2に対し実績5,964t-CO2　△424t-CO2
エネルギー起源CO2排出量原単位：基準（0.1952）に対し実績（0.1903）　基準比2.5％減（前年比△0.1％）
【排出量増の主要因】
排出量４９５ｔ－ＣＯ２増の主要因は、前年度から店舗が７店延床面積が２，６３１ｍ２増加したため。原
単位としては対策継続により微減。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 218200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

R3 12.0

4

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明器具への更新推進と点灯時間管
理推進　…　第3計画期間も継続

R3

R3 2.0

2 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

省エネエアコンへの更新推進と設定温度の
適正化　…　第3計画期間も継続

R3 R3 35.0

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
省エネ委員会の運営管理（快活フロンティ
ア省エネマニュアル）の運用管理　…　第3
計画期間も継続

R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 218200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 218200



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ヤマダデンキ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

59 機械器具小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

59

所 在 地 群馬県高崎市栄町1番1号

事 業 者 番 号 2183

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

5,987 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

国内有名メーカーおよび海外有名メーカーの家庭電化製品な
らびにオーディオ機器・健康器具・介護関連機器・OA機器の
販売と修理、ビデオソフトレンタル、ソフトセル、書籍の販
売

区 分 企業

100 百万円

27,294従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 218300 家電住まいる館YAMADA坂戸店 5,987

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 5,987

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ヤマダデンキ本社

所 在 地 １ 群馬県高崎市栄町1番1号

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日10:00～17:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部　消耗品水光熱管理課 027-345-8810 soumu@tecc.co.jp

mailto:soumu@tecc.co.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 10,362 11,669

＜基本理念＞
環境に優しく、地域に貢献できるよう日々取り組む。

○反射板の導入による照明電力の削減等を行い、削減目標に向け取り組む。
　店舗調査を行った結果、更に省エネ効果が期待できるものとして
　　・店舗基本照明のLED化を計画している。
　　・老朽化した空調機が多々あり、効率が悪いまま運転を行い、エネルギー損失に
　　　繋がっている模様。
　電力使用量の見える化装置（DMS）も導入しているので、
　　・効率の悪い空調機の洗い出し
　　・導入後の効果の確認
　等を行い、費用対効果も吟味しながら進めていく。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 10,362 11,669

そ の 他 ガ ス

統括管理者
総務室　執行役員

店長及び水光熱費担当者

店舗スタッフ

エネルギー管理企画推進者
総務室

統括管理者

（地球温暖化対策推進者）

総務部 消耗品水光熱管理課



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2183 事業所番号 218300

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 坂戸市

字 ・ 地 番 八幡1丁目3番45号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 家電住まいる館YAMADA坂戸店
前年度にお

ける事業所数 40

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 59 機械器具小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 59

事 業 活 動 の 概 要

＜事業内容＞
家庭電化製品、OA、情報関連機器販売
＜従業員数＞1,600人

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0476 t-CO2/㎥

平成27年度の排出量原単位（0.0476）を基準として、毎年1％ずつ改善する。

その他ガス

該当なし

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 13,781 t-CO2

基準となる
原 単 位

0.0476 t-CO2/㎥

平成27年度の排出量原単位（0.0476）を基準として、毎年1％ずつ改善する。

その他ガス

該当なし

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 13,781 t-CO2

基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 テックランド久喜店 久喜市久喜北2-6-3

3 家電住まいる館YAMADA入間店 入間市東藤沢2丁目17-1

番号 事業所名 所 在 地

1 家電住まいる館YAMADA坂戸店 坂戸市八幡1丁目3番45号

6 テックランド八潮店 八潮市中央2-20-14

7 テックランド戸田美女木店 戸田市美女木7丁目12-1

4 テックランド岩槻店 さいたま市岩槻区南平野四丁目15番地4

5 マツヤデンキ 越谷店 越谷市東越谷3-16-2

10 テックランド東松山店 東松山市山崎町1番地1

11 テックランド熊谷本店 熊谷市大字原島1187-1

8 テックランド浦和店 さいたま市緑区中尾797-1

9 テックランド川口店 川口市青木3-118

14 テックランド狭山店 狭山市上奥富59-1

15 テックランド川口本店 川口市本町2-7-25 MIELかわぐち3F

12 テックランド北本店 北本市深井六丁目87

13 家電住まいる館YAMADA三郷店 三郷市ピアラシティ二丁目1番地6

18 テックランド・Newダイクマ大宮店 さいたま市見沼区南中丸511

19 家電住まいる館YAMADA浦和埼大通り店 さいたま市桜区大字上大久保725

16 テックランド東川口店 川口市東川口3-1-6 東川口第二FTﾋﾞﾙ2F

17 家電住まいる館YAMADA大宮宮前本店 さいたま市西区宮前町257

22 テックランド南越谷店 越谷市南越谷2丁目6-40

23 テックランドNew羽生店 羽生市下岩瀬583-1

20 家電住まいる館YAMADA春日部本店 春日部市小渕字前田259-3

21 テックランド加須店 加須市多門寺81-2

24 テックランドNew草加店 草加市谷塚上町765

25 テックランドふじみ野店 ふじみ野市西鶴ヶ岡2-3-1



テックランド坂戸店

番号 事業所名 所在地

1 テックランド行田店 行田市桜町1丁目10番27号

2 ヤマダアウトレット新座店 入間郡三芳町竹間沢東14番4

3 家電住まいる館YAMADA新座野火止店 新座市野火止6-1-7

4 家電住まいる館YAMADA川越店 川越市氷川町57-1

5 テックランド浦和美園店 さいたま市緑区美園三丁目9番地6

6 テックランド上尾店 上尾市愛宕三丁目1番18号

7 テックランド花園インター店 深谷市小前田字塚屋311番地

8 テックランドイオンモール川口店 川口市安行領根岸3180　ｲｵﾝﾓｰﾙ川口3F

9 Tecc LIFE SELECT ムサシ久喜菖蒲店 久喜市菖蒲町菖蒲7004番　ﾎｰﾑｾﾝﾀｰﾑｻｼ久喜菖蒲店 2F

10 テックランドNew本庄店 本庄市鵜森215-1

11 ヤマダアウトレット羽生店 羽生市大字下岩瀬342-1

12 ヤマダアウトレット本庄店 本庄市日の出4丁目5番17号

13  ベスト電器 テックランド深谷店 深谷市上柴町西2-22-9

14  ベスト電器 テックランド所沢店 所沢市東町5-22 TOCOTOCO SQUARE 3F

15  ベスト電器 テックランド狭山富士見店 狭山市富士見1-28-7

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218300

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

5,314 5,987

前 年 度 比 （ ％ ） － 12.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 13,781 10,362 11,669

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 24.8 15.3

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 10,362 11,669

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0476 0.0370 0.0429

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 22.3 9.9

前 年 度 比 （ ％ ） － 16.0

床面積 ㎥
活 動 規 模 の 指 標 単 位

280,210.00 272,033.17



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218300

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス対策での時短営業の影響によるもの

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新型コロナウイルス対策での時短営業の影響によるもの

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218300

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

空調等のメンテナンスを適時行う
フィルター清掃等は従業員が定期的に行う
<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
本社店舗と連携し省エネ推進体制の組織
づくり<第三計画期間も継続>

R1以前

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

空調制御装置を導入し管理
（温度、デマンド、スケジュール運転）
<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

3 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

エネルギーのモニタリング装置を活用して
管理<第三計画期間も継続>

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明の回路にタイマーを設置し点灯時間を
減少させる。調光装置の設定を絞り、照明
反射板を利用し少ない電力で最低限の照
度を保つ<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

5 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管
理

主任技術者の定期点検で力率等を管理
<第三計画期間も継続>

R1以前

R1以前

8 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

事務機器等はこまめに電源をOFFするよう
指導<第三計画期間も継続>

R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店内基本照明のLED更新 R1以前

R1以前

10 170100 負荷平準化 17_負荷平準化対策
デマンドコントロール装置を設置し空調を制
御し負荷の平準化を行う<第三計画期間も
継続>

R1以前 R1以前

9 160100 昇降機、建物
16_昇降機の運転管
理

荷物用エレベーターは荷物の運搬時のみ
使用させる<第三計画期間も継続>

R1以前

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

省エネ啓蒙に関しては全社一丸となって継続的に取り組んでいる。
2014年度後半より店舗基本照明のLED化を行い、CO2削減を図っている。

事業所番号 218300



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

株式会社ファミリーマート

事業活動の
概 要

事 業 内 容 フランチャイズ・システムによるコンビニエンスストア事業

区 分 企業

16,659 百万円

6,881従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

52 飲食料品卸売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

52

所 在 地
東京都港区芝浦三丁目１番21号
msb Tamachi 田町ｽﾃｰｼｮﾝﾀﾜｰS 9階

事 業 者 番 号 2184

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

30,453 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社ファミリーマート

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 管理本部 サステナビリティ推進部 環境推進グループ 03-6436-7634

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ファミリーマート

所 在 地 １ 東京都港区芝浦三丁目１番21号 msb Tamachi 田町ｽﾃｰｼｮﾝﾀﾜｰS 9階

閲 覧 可 能
時 間 １ 9-17時（土日、祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 30,453

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 218400 株式会社ファミリーマート　埼玉ディストリクト 30,453

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 60,867 59,865

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 60,867 59,865

ファミリーマート環境方針に基づき、事業活動を通じた環境配慮活動、環境関連法規制の遵守を
実施することにより、温暖化対策防止に務めます。

ＩＳＯ14001に基づき、社長をトップに店舗まで含めた環境マネジメントシステムを推奨しま
す。
管理本部 サステナビリティ推進部地球温暖化対策推進者を中心に、各部門ごとに環境目標を設
定し、継続的な改善を実施していきます。
環境教育については、全社員年1回環境ｅ-ラーニングの実施、店舗ストアスタッフに関しては、
専門の環境冊子による地球温暖化対策に関する教育を実施します。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

84.6532 t-CO2/店

令和1年度二酸化炭素排出量原単位1店舗あたり84.6532ｔを基準と
して令和6年までに原単位を年間1.6%削減（期間合計で8％）して
いきます。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 61,953 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 785

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 52 飲食料品卸売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 52

事 業 活 動 の 概 要

フランチャイズ・システムによるコンビニエンスストア事業。埼
玉県内の令和3年度平均店舗数は792店。令和4年3月末時点では777
店舗と8事務所を展開。

4 事業者番号 2184 事業所番号 218400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市桜区

字 ・ 地 番 西堀6-2-3

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社ファミリーマート　埼玉ディストリクト



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8 川越営業所 狭山市新狭山3-1-1

9 ※店舗は別紙参照

6 熊谷営業所 熊谷市新堀746-1

7 狭山営業所 狭山市大字南入曽585番地1

4 越谷営業所 川口市並木3-9-1

5 朝霞営業所 所沢市西所沢1-12-3

2 上尾営業所 さいたま市北区宮原町3-509

3 久喜営業所 久喜市久喜中央2-4-28

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社ファミリーマート　埼玉ディストリクト さいたま市桜区西堀6-2-3

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

店舗数 店
活 動 規 模 の 指 標 単 位

796.00 792.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 9.7 10.7

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.1

エネルギー起源CO2排出量原単位 84.6532 76.4661 75.5871

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 60,867 59,865

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 1.8 3.4

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.6

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 61,953 60,867 59,865

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

30,963 30,453

事業所番号 218400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナ等の影響で時短営業をした店舗があったことに加え、店舗改装等でLED照明
化、CO2冷媒冷凍冷蔵ケース等省エネ設備機器を順次導入していることで、電気使用量
が暫時減少しているため、1店舗あたりのCO2の排出量（原単位）が削減された。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新規開店、改装時の省エネ機器導入に加え、定期的な環境教育の実施、継続したフィル
ター清掃等のオペレーションで電気使用量を減少させたことにより、1店舗あたりのCO2
の排出量（原単位）が削減された

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 218400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

R1以前

10

9 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光発電設備導入(一部店舗) R1以前

R1以前

8 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及び
ちゅう房設備の管理

防露ヒーターコントローラー導入（新規直営
店舗のみ）

R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理 看板照明一灯化（新規直営店舗のみ） R1以前

R3

6 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

総合熱利用システム導入（新規直営店舗の
み）

R1以前 R1以前

5 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
全社員、全店舗に対して環境教育の定期
的な実施＜第3計画期間も継続＞

R3

R3

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用管理
店内照明調光システムによる使用電気量の
削減＜第3計画期間も継続＞

R3 R3

3 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の効率
管理

フィルター等の定期的な点検、清掃実施
＜第3計画期間も継続＞

R3

R3

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用量の
管理

エネルギー使用量の把握、進捗確認の実
施＜第3計画期間も継続＞

R3 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
温暖化推進体制の整備
＜第3計画期間も継続＞

R3

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 218400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 218400



No 店番 店名 都道府県

1 24426 ドラッグエース川越的場 埼玉県

2 77395 大宮ソニックシティ 埼玉県

3 22686 日高高萩 埼玉県

4 16629 所沢駅前 埼玉県

5 57074 鳩ヶ谷南 埼玉県

6 22385 東所沢和田 埼玉県

7 22402 新狭山二丁目 埼玉県

8 22514 江南成沢 埼玉県

9 23189 朝霞膝折三丁目 埼玉県

10 22269 所沢緑町二丁目 埼玉県

11 21664 さいたま宮前ＩＣ 埼玉県

12 22711 Ｐａｓａｒ三芳 埼玉県

13 22273 新座東北一丁目 埼玉県

14 18186 三郷高州 埼玉県

15 22639 白岡駅東口 埼玉県

16 24904 川越神明町 埼玉県

17 18387 浦和芝原 埼玉県

18 22204 朝霞東弁財 埼玉県

19 22861 さいたま西堀 埼玉県

20 21698 春日部永沼 埼玉県

21 23724 川口並木二丁目 埼玉県

22 18389 吉川さくら 埼玉県

23 22268 坂戸花影町 埼玉県

24 16286 Ｐａｓａｒ羽生 埼玉県

25 22049 ふじみ野鶴ケ岡 埼玉県

26 57075 川口南鳩ヶ谷一丁目 埼玉県

27 16490 バイパス北所沢 埼玉県

28 23690 川口芝高木 埼玉県

29 57558 狭山東三ツ木 埼玉県

30 23858 大宮駅前 埼玉県

31 22218 八潮緑町三丁目 埼玉県

32 22600 武蔵浦和駅東 埼玉県

33 17994 越谷弥十郎 埼玉県

34 21508 越谷相模町 埼玉県

35 23088 戸田美女木一丁目 埼玉県

36 21758 草加瀬崎二丁目 埼玉県

37 18605 さいたま辻八丁目 埼玉県

38 22366 鷲宮東大輪 埼玉県

39 24858 寄居富田 埼玉県

40 24433 川口中青木五丁目 埼玉県

41 23429 志木上宗岡 埼玉県

42 57319 飯能芦苅場 埼玉県

43 57555 川越砂新田四丁目 埼玉県



44 21353 久喜東 埼玉県

45 23686 川口道合 埼玉県

46 16638 三郷鷹野三丁目 埼玉県

47 21837 日高旭ヶ丘 埼玉県

48 18384 大宮上小町 埼玉県

49 18315 ながおかや寄居 埼玉県

50 23493 久喜吉羽 埼玉県

51 22192 小手指二丁目 埼玉県

52 22989 寄居花園橋南 埼玉県

53 18102 所沢東新井町 埼玉県

54 23602 深谷南大通り 埼玉県

55 21775 熊谷石原 埼玉県

56 23723 栗橋間鎌 埼玉県

57 18791 東飯能駅西口 埼玉県

58 22141 岩槻釣上 埼玉県

59 18718 さいたま大和田 埼玉県

60 22052 ふじみ野新駒林二丁目 埼玉県

61 24547 深谷深谷町 埼玉県

62 26197 羽生三田ヶ谷 埼玉県

63 21774 飯能阿須 埼玉県

64 22720 秩父本町 埼玉県

65 22934 川越安比奈親水公園前 埼玉県

66 22542 浦和美園南 埼玉県

67 23062 鶴ヶ島駅西 埼玉県

68 21074 越谷砂原 埼玉県

69 26075 圏央道鶴ヶ島西 埼玉県

70 23959 上尾愛宕二丁目 埼玉県

71 22034 本庄日の出二丁目 埼玉県

72 77618 ＪＡＣＫ大宮ビル 埼玉県

73 24299 領家橋 埼玉県

74 23840 飯能駅前 埼玉県

75 22719 本庄駅南一丁目 埼玉県

76 21284 川口赤井三丁目 埼玉県

77 57269 八潮駅南 埼玉県

78 26068 鶴ヶ島三ツ木 埼玉県

79 23296 豊野台テクノタウン 埼玉県

80 22893 蓮田黒浜小前 埼玉県

81 22187 上尾原市西 埼玉県

82 26155 鴻巣大芦 埼玉県

83 23785 坂戸駅南けやき通り 埼玉県

84 22258 八潮鶴ヶ曽根 埼玉県

85 21162 越谷谷中通り 埼玉県

86 21621 さいたま櫛引町一丁目 埼玉県

87 24952 川越上寺山 埼玉県



88 19604 三郷西インター 埼玉県

89 21377 さいたま日進町南 埼玉県

90 23010 戸田新曽つつじ通り 埼玉県

91 24789 さいたま道場 埼玉県

92 22647 鴻巣富士見 埼玉県

93 21458 深谷樫合 埼玉県

94 18638 三郷鷹野 埼玉県

95 77296 本川越駅前 埼玉県

96 22697 さいたま三条 埼玉県

97 22599 東松山東平 埼玉県

98 22267 坂戸青木 埼玉県

99 22716 川越伊勢原 埼玉県

100 57146 川越的場 埼玉県

101 21794 越谷七左エ門通り 埼玉県

102 24099 入間豊岡 埼玉県

103 22712 熊谷代 埼玉県

104 22843 草加新里町 埼玉県

105 22715 川越元町札の辻 埼玉県

106 21604 北越谷四丁目 埼玉県

107 16522 鶴ヶ島五味ケ谷 埼玉県

108 21914 川口南鳩ヶ谷 埼玉県

109 26163 獨協大学前駅東口 埼玉県

110 23499 富士見水谷東 埼玉県

111 57556 朝霞本町三丁目 埼玉県

112 24649 所沢南永井 埼玉県

113 21379 さいたま大成町四丁目 埼玉県

114 23073 滑川 埼玉県

115 22281 さいたま堀の内町 埼玉県

116 22271 飯能双柳 埼玉県

117 57268 川越砂新田東 埼玉県

118 23591 新座馬場二丁目 埼玉県

119 21213 入間木蓮寺 埼玉県

120 23215 新座片山一丁目 埼玉県

121 57566 越谷大沢四丁目 埼玉県

122 22275 小川飯田 埼玉県

123 23670 上尾上平公園南 埼玉県

124 18964 菖蒲三箇 埼玉県

125 21964 戸田笹目北町 埼玉県

126 22255 さいたま蓮沼 埼玉県

127 24304 上尾中妻五丁目 埼玉県

128 19080 川越旭町二丁目 埼玉県

129 21306 白岡上野田 埼玉県

130 22646 三郷彦成三丁目 埼玉県

131 23326 春日部粕壁 埼玉県



132 22770 蓮田南新宿 埼玉県

133 21514 新座野寺二丁目 埼玉県

134 24629 伊奈学園前 埼玉県

135 18689 児玉 埼玉県

136 19408 川口花山下 埼玉県

137 22669 太田窪二丁目 埼玉県

138 23770 和光中央 埼玉県

139 21507 千間台西一丁目 埼玉県

140 22823 所沢牛沼 埼玉県

141 23357 朝霞本町一丁目 埼玉県

142 21844 さいたま太田窪 埼玉県

143 21952 羽生東七丁目 埼玉県

144 21867 新座石神一丁目 埼玉県

145 22714 川口朝日三丁目 埼玉県

146 26125 朝霞黒目川通り 埼玉県

147 22713 さいたま大門上 埼玉県

148 57486 川越小仙波 埼玉県

149 26050 大原 埼玉県

150 22892 桶川下日出谷 埼玉県

151 26116 和光北インター 埼玉県

152 26195 和光西大和団地 埼玉県

153 21963 さいたま南部領辻 埼玉県

154 21398 浦和常盤 埼玉県

155 23311 坂戸塚越 埼玉県

156 23654 さいたま常盤九丁目 埼玉県

157 24281 圏央道狭山日高インター 埼玉県

158 21335 鶴ヶ島高倉 埼玉県

159 23329 さいたま大成橋南 埼玉県

160 23350 熊谷拾六間 埼玉県

161 23771 八潮宮田 埼玉県

162 23247 南浦和三丁目 埼玉県

163 26216 南越谷一丁目南 埼玉県

164 22911 さいたま宮原町二丁目 埼玉県

165 22717 川越岸町三丁目 埼玉県

166 23500 川越牛子 埼玉県

167 20983 宮代本田 埼玉県

168 23685 西川口四丁目 埼玉県

169 22284 さいたま堀崎町 埼玉県

170 19412 桶川加納 埼玉県

171 26204 東所沢駅南 埼玉県

172 20643 さいたま鈴谷二丁目 埼玉県

173 21950 西所沢 埼玉県

174 19125 ＴＫＳ東大門 埼玉県

175 24880 朝霞東弁財一丁目 埼玉県



176 23267 行田持田 埼玉県

177 26198 飯能東吾野 埼玉県

178 18076 滑川羽尾 埼玉県

179 23669 ＴＫＳさいど 埼玉県

180 23219 フレスト栗橋河原代 埼玉県

181 69462 三郷花和田西 埼玉県

182 22607 西武狭山ケ丘駅前 埼玉県

183 24991 狭山広瀬 埼玉県

184 26190 坂戸薬師町 埼玉県

185 22272 川越鯨井 埼玉県

186 22544 川口弥平四丁目 埼玉県

187 57394 三郷みなみ 埼玉県

188 27494 川越インター 埼玉県

189 22687 鶴ヶ島鉄砲通り 埼玉県

190 22688 狭山祇園 埼玉県

191 23066 川越今福 埼玉県

192 22053 ふじみ野二丁目 埼玉県

193 22997 本庄朝日町 埼玉県

194 21361 吉川会野谷 埼玉県

195 24376 みよし台 埼玉県

196 23709 鴻巣加美 埼玉県

197 57567 越谷公園前 埼玉県

198 23803 川越かし野台 埼玉県

199 17621 片山北本 埼玉県

200 24422 熊谷美土里町 埼玉県

201 26187 朝霞膝折二丁目 埼玉県

202 26189 狭山水野 埼玉県

203 57321 久喜野久喜 埼玉県

204 57140 東松山神明町 埼玉県

205 26109 和光白子四丁目 埼玉県

206 23501 川越笠幡駅東 埼玉県

207 26166 草加柿木町 埼玉県

208 22430 さいたま大成町一丁目 埼玉県

209 26034 北秋津 埼玉県

210 23505 川越砂新田 埼玉県

211 19579 川越通町 埼玉県

212 21900 加須礼羽 埼玉県

213 19071 北朝霞駅東 埼玉県

214 24580 三郷駅南 埼玉県

215 57288 入間扇町屋 埼玉県

216 23688 そうか公園前 埼玉県

217 21411 蓮田駅西口 埼玉県

218 22282 上尾泉台一丁目 埼玉県

219 22062 川口栄町二丁目 埼玉県



220 57402 北本石戸一丁目 埼玉県

221 23740 入間仏子 埼玉県

222 4343 角屋騎西 埼玉県

223 18042 なかむらや上尾 埼玉県

224 20035 さいたま岩槻城町 埼玉県

225 20884 上尾瓦葺 埼玉県

226 21042 上尾壱丁目 埼玉県

227 21161 さいたま日進町二丁目 埼玉県

228 21230 日進駅南口 埼玉県

229 21348 ＴＫＳ桶川駅前 埼玉県

230 21378 日進駅北口 埼玉県

231 21868 さいたま東宮下団地 埼玉県

232 22046 ＴＫＳ桶川若宮 埼玉県

233 22097 大和田駅前 埼玉県

234 22228 さいたま大和田町二丁目 埼玉県

235 22283 上尾小敷谷東 埼玉県

236 22769 さいたま本町西 埼玉県

237 22940 上尾平方領々家 埼玉県

238 23052 大宮駐屯地 埼玉県

239 23400 大宮本郷町 埼玉県

240 23616 上尾領家工業団地 埼玉県

241 23888 上尾富士見二丁目 埼玉県

242 24191 さいたま本町東二丁目 埼玉県

243 24456 浦和駒場 埼玉県

244 24664 上尾平塚 埼玉県

245 26175 上尾水上公園 埼玉県

246 77553 さいたま宮原駅東口 埼玉県

247 2145 やまがた加倉 埼玉県

248 18721 ＴＫＳ下栢間 埼玉県

249 18891 岩槻太田 埼玉県

250 19137 ロータス蓮田駅前 埼玉県

251 21444 蓮田駅東口 埼玉県

252 22875 岩槻西町 埼玉県

253 24107 春日部一ノ割 埼玉県

254 24264 ＴＫＳ春日部牛島 埼玉県

255 24978 杉戸高野台駅西口 埼玉県

256 26145 杉戸高野台南 埼玉県

257 26157 鷲宮上新井 埼玉県

258 26161 春日部不動院野 埼玉県

259 26184 春日部緑町 埼玉県

260 57157 南桜井駅北口 埼玉県

261 57233 八木崎駅前 埼玉県

262 77378 春日部藤塚 埼玉県

263 749 森かどやしんでん 埼玉県



264 2012 アイダ八潮 埼玉県

265 17506 黒須南越谷 埼玉県

266 18324 草加稲荷 埼玉県

267 18823 草加駅東口 埼玉県

268 19182 草加ひがし 埼玉県

269 19256 三郷彦川戸 埼玉県

270 20073 大宮大門町一丁目 埼玉県

271 20253 中浦和駅前 埼玉県

272 20356 三郷彦川戸一丁目 埼玉県

273 20584 草加八幡町 埼玉県

274 20680 越谷西方 埼玉県

275 21000 さいたま田島九丁目 埼玉県

276 21119 三郷谷中 埼玉県

277 21240 大宮すずらん通り 埼玉県

278 21540 ビッグサン南越谷駅前 埼玉県

279 21575 アイダ草加中央 埼玉県

280 22135 春日部増戸 埼玉県

281 22309 三郷花和田 埼玉県

282 23227 岩槻東町一丁目 埼玉県

283 23479 浦和根岸 埼玉県

284 26139 越谷宮本町 埼玉県

285 57354 南越谷四丁目 埼玉県

286 57455 八潮大原 埼玉県

287 77543 文教大学越谷 埼玉県

288 18326 大宮三橋四丁目 埼玉県

289 18788 さいたま原山二丁目 埼玉県

290 18926 さいたま新中里 埼玉県

291 20644 あすまや与野本町駅前 埼玉県

292 20783 与野駅西口 埼玉県

293 20939 下落合二丁目 埼玉県

294 22419 自治医大さいたま医療センター 埼玉県

295 23146 さいたま丸ヶ崎 埼玉県

296 23504 大宮御蔵 埼玉県

297 23857 大宮駅西口 埼玉県

298 24149 東浦和駅前 埼玉県

299 24419 ＴＳＵＴＡＹＡ大宮指扇 埼玉県

300 24612 大宮公園前 埼玉県

301 24865 さいたま中尾 埼玉県

302 24866 東浦和三丁目 埼玉県

303 26136 大宮三橋中央通り 埼玉県

304 26151 大宮西遊馬 埼玉県

305 26160 見沼片柳 埼玉県

306 26176 さいたま見沼 埼玉県

307 57250 大宮浅間町 埼玉県



308 57258 北与野駅前 埼玉県

309 57368 大宮南銀通り 埼玉県

310 18349 浦和駅東口 埼玉県

311 18650 戸田公園駅前 埼玉県

312 18906 浦和東口駅前 埼玉県

313 19231 戸田駅西口 埼玉県

314 19411 さいたま大戸四丁目 埼玉県

315 19911 わらび西口 埼玉県

316 19957 浦和大谷口 埼玉県

317 20231 北浦和駅東口 埼玉県

318 20696 上戸田二丁目 埼玉県

319 21120 戸田笹目七丁目 埼玉県

320 21232 さいたま根岸五丁目 埼玉県

321 21248 南浦和東口駅前 埼玉県

322 21333 戸田本町一丁目 埼玉県

323 21397 浦和岸町 埼玉県

324 21662 武蔵浦和マークス 埼玉県

325 21708 北浦和駅西口 埼玉県

326 21961 北戸田駅前 埼玉県

327 21962 北浦和東口駅前 埼玉県

328 22410 戸田笹目五丁目 埼玉県

329 22540 戸田駅東口 埼玉県

330 22561 埼玉メディカルセンター 埼玉県

331 23304 南浦和駅西口 埼玉県

332 23430 アトレ浦和 埼玉県

333 24148 ガーデンシティ西浦和 埼玉県

334 24665 さいたま佐知川 埼玉県

335 24862 さいたま西堀九丁目 埼玉県

336 24863 さいたま大谷口明花 埼玉県

337 24864 さいたま白幡 埼玉県

338 57008 戸田全農通り 埼玉県

339 487 西海川口 埼玉県

340 757 上野芝 埼玉県

341 3247 川口東領家 埼玉県

342 21033 川口長蔵 埼玉県

343 21034 川口青木一丁目 埼玉県

344 21406 川口青木町公園前 埼玉県

345 21614 西川口東口 埼玉県

346 21999 川口神戸 埼玉県

347 22217 蕨南町四丁目 埼玉県

348 22323 西川口三丁目 埼玉県

349 22541 ＴＫＳ錦二丁目 埼玉県

350 22771 川口道合西 埼玉県

351 22950 プラス上青木 埼玉県



352 23008 プラスカスミ八潮大原 埼玉県

353 23254 川口前川 埼玉県

354 23323 鳩ヶ谷八幡木 埼玉県

355 23530 川口神根 埼玉県

356 23807 プラスカスミ白岡駅西口 埼玉県

357 24628 川口駅東口 埼玉県

358 26039 かわぐち飯塚 埼玉県

359 57485 蕨南町一丁目 埼玉県

360 77594 西川口一丁目 埼玉県

361 17318 航空公園駅東口 埼玉県

362 20586 防衛医大病院 埼玉県

363 20955 所沢くすのき台 埼玉県

364 21014 所沢小手指南 埼玉県

365 21223 所沢松葉町 埼玉県

366 21836 所沢寿町 埼玉県

367 23514 所沢日吉町 埼玉県

368 23632 妻屋所沢 埼玉県

369 24336 所沢旭町 埼玉県

370 24434 所沢東町 埼玉県

371 24783 入間野田 埼玉県

372 26043 松戸橋 埼玉県

373 26076 所沢ネオポリス 埼玉県

374 26080 所沢インター 埼玉県

375 26087 西武園西 埼玉県

376 26099 入間春日町 埼玉県

377 26100 入間上藤沢 埼玉県

378 26113 武蔵藤沢駅前 埼玉県

379 26119 １６号入間小谷田 埼玉県

380 26122 入間武蔵工業団地 埼玉県

381 57457 所沢パークタウン 埼玉県

382 57487 入間東町 埼玉県

383 57489 所沢東狭山ヶ丘 埼玉県

384 57601 小手指四丁目 埼玉県

385 17883 新座東二丁目 埼玉県

386 18950 塩味朝霞溝沼 埼玉県

387 19278 富士見京塚 埼玉県

388 19286 和光南一丁目 埼玉県

389 19435 所沢宮本町二丁目 埼玉県

390 19642 川越南大塚 埼玉県

391 21263 新座東一丁目 埼玉県

392 21336 志木下宗岡三丁目 埼玉県

393 23281 富士見山室 埼玉県

394 23402 朝霞膝折一丁目 埼玉県

395 23428 坂戸中小坂南 埼玉県



396 24800 埼玉病院 埼玉県

397 26030 和光南口 埼玉県

398 26037 志木中宗岡 埼玉県

399 26105 朝霞宮戸 埼玉県

400 57473 新座市役所通り 埼玉県

401 57565 富士見羽沢三丁目 埼玉県

402 77458 立教大学新座 埼玉県

403 2463 小坂旭町 埼玉県

404 2644 上福岡北口 埼玉県

405 20898 ふじみ野清見 埼玉県

406 21214 川越寺尾 埼玉県

407 22054 川越南田島 埼玉県

408 22158 ドラッグエース広瀬東 埼玉県

409 22450 川越岸町一丁目 埼玉県

410 22682 ドラッグエース鶴ケ岡 埼玉県

411 23412 川越新富町 埼玉県

412 23551 川越市駅前 埼玉県

413 23804 川越三番町 埼玉県

414 24682 新河岸駅前 埼玉県

415 24769 ふじみ野亀久保 埼玉県

416 26027 川越八幡通り 埼玉県

417 26053 川越霞ヶ関 埼玉県

418 26096 川越グリーンパーク 埼玉県

419 26107 川越豊田本 埼玉県

420 2347 深谷駅前 埼玉県

421 3775 神川渡瀬 埼玉県

422 4148 大野高坂駅西口 埼玉県

423 18072 熊谷平戸 埼玉県

424 18393 肥塚南 埼玉県

425 19195 ヤマキ本庄西 埼玉県

426 21247 熊谷新堀小学校前 埼玉県

427 21249 深谷人見 埼玉県

428 21259 東松山岩殿 埼玉県

429 22549 ヤマキ花園 埼玉県

430 22824 熊谷万平町 埼玉県

431 23775 ヤマキ東方 埼玉県

432 26046 山喜屋滑川 埼玉県

433 26060 秩父上野町 埼玉県

434 26072 東松山松山町 埼玉県

435 26079 東松山石橋 埼玉県

436 26097 秩父野坂町 埼玉県

437 26114 東松山高坂 埼玉県

438 26118 秩父小鹿野町 埼玉県

439 26153 妻沼道の駅前 埼玉県



440 57222 道の駅大滝温泉 埼玉県

441 839 入曽 埼玉県

442 2589 新狭山駅前 埼玉県

443 18540 狭山台南 埼玉県

444 19252 狭山富士見通り 埼玉県

445 20185 飯能上畑 埼玉県

446 21466 狭山市駅西口 埼玉県

447 21558 鶴ヶ島富士見四丁目 埼玉県

448 21741 野原五明 埼玉県

449 23167 狭山けやき通り 埼玉県

450 23361 飯能日高団地 埼玉県

451 23467 柏原ニュータウン 埼玉県

452 24146 入曽駅前 埼玉県

453 26045 狭山 埼玉県

454 26070 飯能駅南口 埼玉県

455 26074 飯能青木 埼玉県

456 26091 圏央狭山インター 埼玉県

457 26103 毛呂山埼玉医大前 埼玉県

458 57087 坂戸南町 埼玉県

459 15815 埼玉県庁 埼玉県

460 16435 宮原駅西口 埼玉県

461 16455 さいたま桜木町 埼玉県

462 16531 所沢榎町 埼玉県

463 16534 小手指駅北口 埼玉県

464 16650 三郷かまくら 埼玉県

465 16706 指扇駅前 埼玉県

466 26055 新狭山 埼玉県

467 51014 トモニー武蔵藤沢駅 埼玉県

468 51022 トモニー入間市駅 埼玉県

469 51023 トモニー飯能駅 埼玉県

470 51031 トモニー小手指駅 埼玉県

471 51033 トモニー本川越駅 埼玉県

472 51036 トモニー狭山ヶ丘駅 埼玉県

473 51054 トモニー新狭山駅 埼玉県

474 51064 トモニー所沢駅中央改札内 埼玉県

475 51075 トモニー新所沢駅 埼玉県

476 51076 トモニー航空公園駅 埼玉県

477 51080 トモニー所沢駅中央改札外 埼玉県

478 20620 エキア志木 埼玉県

479 20630 エキア朝霞 埼玉県

480 20736 北越谷駅前 埼玉県

481 21859 エキア松原 埼玉県

482 22125 武里駅 埼玉県

483 23512 ＴＸ三郷中央駅 埼玉県



484 23681 草加駅 埼玉県

485 23702 岩槻駅 埼玉県

486 23841 鶴瀬駅 埼玉県

487 24125 若葉駅 埼玉県

488 24478 東松山駅 埼玉県

489 57029 エキア東武動物公園 埼玉県

490 57110 新田駅 埼玉県

491 57278 エキアプレミエ和光 埼玉県

492 77022 越谷駅前 埼玉県

493 77023 ふじみ野駅 埼玉県

494 77027 せんげん台駅前 埼玉県

495 77034 新越谷駅前 埼玉県

496 77038 川越駅ホーム 埼玉県

497 77535 大宮桜木町 埼玉県

498 77536 鴻巣笠原 埼玉県

499 77577 ＴＸ八潮駅 埼玉県

500 23617 さいたま松本 埼玉県

501 57480 戸田公園 埼玉県

502 26102 新座駅南 埼玉県

503 69561 春日部南栄町 埼玉県

504 24676 上尾藤波 埼玉県

505 23631 日高南平沢 埼玉県

506 20693 飯能駅北口 埼玉県

507 23689 草加北谷 埼玉県

508 26196 久喜上早見 埼玉県

509 57023 上尾仲町 埼玉県

510 22270 入間川病院前 埼玉県

511 23376 川口朝日 埼玉県

512 26202 所沢久米東 埼玉県

513 23963 さいたま鈴谷四丁目 埼玉県

514 26203 草加弁天五丁目 埼玉県

515 19068 西大宮バイパス 埼玉県

516 24280 川越今成四丁目 埼玉県

517 26077 所沢星の宮 埼玉県

518 26038 朝霞駅東口 埼玉県

519 22988 深谷針ヶ谷 埼玉県

520 26212 川口ＳＬ青葉通り 埼玉県

521 23754 ふじみ野上野台 埼玉県

522 24765 川越クレアモール 埼玉県

523 19947 さいたま沼影一丁目 埼玉県

524 22389 浦和本太 埼玉県

525 23958 岩槻本宿 埼玉県

526 69569 加須久下 埼玉県

527 26092 ふじみ野さくら通 埼玉県



528 22976 川口江戸袋 埼玉県

529 21172 所沢プロペ通り 埼玉県

530 23696 飯能加治小学校前 埼玉県

531 19778 朝霞根岸台四丁目 埼玉県

532 23411 上尾日産通り 埼玉県

533 26033 みずほ台駅前 埼玉県

534 22451 八潮新町 埼玉県

535 26029 東みずほ台 埼玉県

536 23912 下羽生 埼玉県

537 24258 戸田喜沢 埼玉県

538 57209 春日部中央一丁目 埼玉県

539 19414 越谷赤山三丁目 埼玉県

540 26023 谷塚駅東口 埼玉県

541 26026 和光北口 埼玉県

542 24301 埼玉大学南 埼玉県

543 23653 戸田新曽 埼玉県

544 23236 春日部谷原二丁目 埼玉県

545 23865 川越田町 埼玉県

546 23298 美女木八丁目 埼玉県

547 23821 熊谷駅北口 埼玉県

548 23735 宮代和戸 埼玉県

549 20863 三郷戸ヶ崎 埼玉県

550 24391 川口末広 埼玉県

551 22392 川口戸塚東三丁目 埼玉県

552 24240 越谷大林 埼玉県

553 26024 三郷駅前 埼玉県

554 27495 幸手駅東口 埼玉県

555 22756 川口芝新町 埼玉県

556 19276 さいたま中浦和 埼玉県

557 23960 鳩山ニュータウン 埼玉県

558 57057 上尾小敷谷 埼玉県

559 18626 柳瀬川駅前 埼玉県

560 16597 加須下樋遣川 埼玉県

561 23213 所沢新町 埼玉県

562 24209 越谷蒲生東町 埼玉県

563 57033 東大宮五丁目 埼玉県

564 24475 さいたま盆栽町 埼玉県

565 23275 所沢駅東口 埼玉県

566 57280 川口南前川 埼玉県

567 22039 入間東藤沢 埼玉県

568 23527 さいたま栄和五丁目 埼玉県

569 19800 さいたま西堀五丁目 埼玉県

570 57184 南越谷一丁目 埼玉県

571 24384 熊谷武体 埼玉県



572 57589 朝霞本町二丁目 埼玉県

573 26191 入間宮寺西 埼玉県

574 16679 上尾西口 埼玉県

575 23453 熊谷新堀 埼玉県

576 21754 西武球場駅前 埼玉県

577 57248 草加二丁目 埼玉県

578 23303 東浦和五丁目 埼玉県

579 19257 戸田氷川町 埼玉県

580 69562 川口戸塚 埼玉県

581 57525 志木駅南口 埼玉県

582 23752 川越大袋 埼玉県

583 19549 川越今福南 埼玉県

584 20556 三郷早稲田一丁目 埼玉県

585 57530 若葉駅東口 埼玉県

586 22961 川口元郷 埼玉県

587 24415 鴻巣御成橋 埼玉県

588 24230 春日部小渕南 埼玉県

589 26144 越谷南荻島 埼玉県

590 20900 川口戸塚東 埼玉県

591 24259 指扇駅北口 埼玉県

592 19803 川越府川高畑 埼玉県

593 23937 川島正直 埼玉県

594 18728 さいたま宮前町 埼玉県

595 23799 西大宮駅南口 埼玉県

596 23957 狭山赤坂 埼玉県

597 23537 上尾菅谷四丁目 埼玉県

598 26141 大宮桜木町一丁目 埼玉県

599 24395 新座馬場 埼玉県

600 57022 さいたま宮原町三丁目 埼玉県

601 20759 和光白子三丁目 埼玉県

602 20152 杉戸清地 埼玉県

603 23996 春日部米島 埼玉県

604 20856 土呂駅前 埼玉県

605 57024 西川口陸橋西 埼玉県

606 23516 西所沢駅前 埼玉県

607 26056 川島三保谷 埼玉県

608 26022 南浦和 埼玉県

609 24500 三芳永久保 埼玉県

610 26194 川口市役所前 埼玉県

611 23817 嵐山むさし台 埼玉県

612 20380 戸田本町 埼玉県

613 24012 八潮二丁目 埼玉県

614 26106 和光越後山通り 埼玉県

615 26162 春日部増富 埼玉県



616 57603 東狭山ヶ丘一丁目 埼玉県

617 24096 川越鴨田 埼玉県

618 20350 さいたま沼影二丁目 埼玉県

619 21401 加須南小浜 埼玉県

620 57322 さいたま櫛引町二丁目 埼玉県

621 24024 越谷南荻島北 埼玉県

622 24576 鳩山石坂 埼玉県

623 24199 川口並木三丁目 埼玉県

624 24232 さいたま丸ケ崎南 埼玉県

625 24407 羽生上岩瀬 埼玉県

626 23529 草加旭町二丁目 埼玉県

627 57221 ガーデンシティ北戸田 埼玉県

628 24315 さいたま町谷四丁目 埼玉県

629 22924 新座菅沢二丁目 埼玉県

630 24051 さいたま円阿弥六丁目 埼玉県

631 23193 若葉駅西 埼玉県

632 23863 深谷折之口 埼玉県

633 57002 さいたま島根 埼玉県

634 23220 城西大学前 埼玉県

635 23948 久喜青葉二丁目 埼玉県

636 24262 さいたま別所五丁目 埼玉県

637 16640 高坂駅東口 埼玉県

638 24286 志木駅東口 埼玉県

639 24843 杉戸椿 埼玉県

640 21225 伊奈南 埼玉県

641 16532 新所沢駅東口 埼玉県

642 24338 越谷東大沢 埼玉県

643 16717 児玉工業団地 埼玉県

644 24015 狭山笹井 埼玉県

645 57252 川越天沼新田 埼玉県

646 24150 蕨塚越三丁目 埼玉県

647 20484 坂戸石井 埼玉県

648 22764 浦和領家一丁目 埼玉県

649 26154 坂東大橋南 埼玉県

650 20301 志木幸町四丁目 埼玉県

651 57685 大宮吉敷町 埼玉県

652 57401 新座野火止七丁目 埼玉県

653 24431 川越天沼 埼玉県

654 20513 川越笠幡 埼玉県

655 57145 蕨錦町一丁目 埼玉県

656 23456 桶川上日出谷 埼玉県

657 19822 上尾西門前 埼玉県

658 24100 日高上鹿山 埼玉県

659 26052 鶴ヶ島鶴ヶ丘 埼玉県



660 23061 三芳上富 埼玉県

661 24057 川越小仙波町二丁目 埼玉県

662 20162 日高下鹿山 埼玉県

663 26214 川口十二月田 埼玉県

664 57662 熊谷村岡 埼玉県

665 57251 加須不動岡 埼玉県

666 19812 ふじみ野駒林 埼玉県

667 20727 春日部大場 埼玉県

668 57228 北上尾駅西口 埼玉県

669 18602 シーノ大宮 埼玉県

670 24943 川越吉田 埼玉県

671 23816 さいたま神田 埼玉県

672 20000 みずほ台駅西口 埼玉県

673 57283 八潮大曽根 埼玉県

674 24316 狭山堀兼 埼玉県

675 24140 所沢けやき台一丁目 埼玉県

676 57219 川口前川四丁目 埼玉県

677 16691 飯能岩沢 埼玉県

678 24618 入間藤沢 埼玉県

679 24989 仏子駅前 埼玉県

680 57529 狭山台二丁目 埼玉県

681 16749 狭山市駅東口 埼玉県

682 19193 日高高富 埼玉県

683 24859 狭山柏原南 埼玉県

684 57072 川越小中居 埼玉県

685 23860 東洋大朝霞キャンパス前 埼玉県

686 23936 かわつる三芳野 埼玉県

687 23988 川越中台通り 埼玉県

688 24990 入間下藤沢 埼玉県

689 24457 本庄児玉東 埼玉県

690 23917 春日部樋籠 埼玉県

691 26179 大宮大栄橋 埼玉県

692 24771 寄居桜沢 埼玉県

693 20072 越谷花田二丁目 埼玉県

694 24144 さいたま二ツ宮 埼玉県

695 20607 富士見勝瀬 埼玉県

696 23191 与野駅前 埼玉県

697 24470 秩父中宮地 埼玉県

698 26117 若葉駅西口 埼玉県

699 19777 浦和美園駅前 埼玉県

700 24827 所沢久米 埼玉県

701 24239 入間上藤沢南 埼玉県

702 19589 さいたま本郷南 埼玉県

703 57398 さいたま別所町 埼玉県



704 23523 上尾戸崎 埼玉県

705 20514 川越熊野町 埼玉県

706 24119 川口柳崎 埼玉県

707 23585 春日部新方袋 埼玉県

708 57698 浦和高砂 埼玉県

709 24820 モラージュ菖蒲 埼玉県

710 57130 川口幸町二丁目 埼玉県

711 23687 南越谷駅北通り 埼玉県

712 24630 川口芝下一丁目 埼玉県

713 26049 所沢若狭 埼玉県

714 24805 深谷西大沼 埼玉県

715 24097 入間アウトレットパーク 埼玉県

716 24794 南大塚駅北口 埼玉県

717 57244 東浦和一丁目 埼玉県

718 57617 寄居 埼玉県

719 57142 越谷七左町二丁目 埼玉県

720 26142 三郷早稲田七丁目 埼玉県

721 57475 深谷田中 埼玉県

722 23297 浦和仲町 埼玉県

723 57495 深谷国済寺 埼玉県

724 19837 富士見針ヶ谷二丁目 埼玉県

725 24025 北本中丸 埼玉県

726 19533 春日部駅西口 埼玉県

727 17718 新所沢駅西口 埼玉県

728 57327 川口樹モール 埼玉県

729 26104 新座駅前通り 埼玉県

730 24105 蓮田閏戸 埼玉県

731 24231 東松山インター 埼玉県

732 26123 バイパス所沢和ケ原 埼玉県

733 57359 新座畑中二丁目 埼玉県

734 57431 吉川保一丁目 埼玉県

735 57127 秋津駅北口 埼玉県

736 23800 草加弁天町 埼玉県

737 57694 川口蓮沼 埼玉県

738 57644 北本緑三丁目 埼玉県

739 57695 春日部上蛭田 埼玉県

740 16780 久喜インター 埼玉県

741 16791 加須駅前 埼玉県

742 16759 草加氷川町 埼玉県

743 57727 新座野火止二丁目 埼玉県

744 57710 越谷大里 埼玉県

745 57753 小手指 埼玉県

746 16794 秩父皆野 埼玉県

747 57711 草加谷塚 埼玉県



748 57791 川口伊刈 埼玉県

749 57784 所沢北野天神通り 埼玉県

750 16799 吉川平沼一丁目 埼玉県

751 57809 さいたま西堀三丁目 埼玉県

752 16795 本庄児玉インター 埼玉県

753 16800 所沢松が丘 埼玉県

754 57808 西浦和駅前 埼玉県

755 16824 川越上寺山西 埼玉県

756 57286 久喜江面 埼玉県

757 57835 越谷恩間 埼玉県

758 57853 東所沢駅前 埼玉県

759 57818 川越山田東 埼玉県

760 57828 Ｄ’ＳＴＡＴＩＯＮ花園 埼玉県

761 57805 坂戸千代田一丁目 埼玉県

762 16826 川越的場北 埼玉県

763 57836 川口金山町 埼玉県

764 57796 所沢けやき通り 埼玉県

765 16825 野火止六丁目 埼玉県

766 16865 戸田笹目二丁目 埼玉県

767 23464 浦和駅北 埼玉県

768 57902 さいたま白幡四丁目 埼玉県

769 57869 所沢ニュータウン 埼玉県

770 57883 和光諏訪 埼玉県

771 57870 三芳藤久保 埼玉県

772 16828 入間グリーンヒル 埼玉県

773 16838 嵐山 埼玉県

774 16853 大宮仲町二丁目 埼玉県

775 16854 大宮中央 埼玉県

776 57867 坂戸駅北口 埼玉県

777 57868 南桜井駅前 埼玉県

※ 2021年度年間平均店舗数 792



住所

川越市的場新町16-1

さいたま市大宮区桜木町1丁目7-5

日高市大字高萩2278番2

所沢市くすのき台1丁目14-5

川口市南鳩ヶ谷7丁目4-13

所沢市東所沢和田3丁目23番8

狭山市新狭山2丁目16番2

熊谷市成沢113-3

朝霞市膝折町3丁目7番3号

所沢市緑町2丁目13-10

さいたま市西区宮前町910-1

入間郡三芳町大字上富2204

新座市東北1丁目3-8

三郷市高州1-99-1

白岡市小久喜740番地1

川越市神明町44

さいたま市緑区大間木3丁目1番地2

朝霞市東弁財2丁目6-11

さいたま市桜区西堀六丁目2番3号

春日部市永沼634番地2

川口市並木2-25-10

吉川市中央一丁目2番地3

坂戸市花影町23-4

羽生市弥勒字三新田824東北自動車道羽生PA(下り線)

ふじみ野市鶴ｹ岡5丁目17番7号

川口市南鳩ヶ谷1丁目28-3

所沢市下富828-14

川口市芝高木1丁目17番31号

狭山市大字東三ﾂ木字東原456-1

さいたま市大宮区桜木町1丁目4-1

八潮市緑町3丁目26番地32

さいたま市南区別所七丁目8番9号

越谷市弥十郎248-1

越谷市相模町3丁目212番地1

戸田市美女木一丁目11番地の5

草加市瀬崎2丁目50番25号

さいたま市南区辻8-22-21

久喜市東大輪南前129-1

大里郡寄居町大字富田3572-2

川口市中青木5丁目7-8

志木市上宗岡4-7-36

飯能市芦苅場183

川越市砂新田4丁目19-11 他1筆



久喜市久喜東四丁目23番6号

川口市道合920

三郷市鷹野三丁目433-3

日高市大字旭ｹ丘727番2

さいたま市大宮区上小町277

大里郡寄居町寄居1613-1

久喜市吉羽181番地4

所沢市小手指町2-13-6

大里郡寄居町大字富田98番1

所沢市東新井町7-1

深谷市上野台2198番2

熊谷市石原2丁目1番1

久喜市間鎌135

飯能市東町1-5

さいたま市岩槻区大字釣上1517番地3

さいたま市見沼区大和田町2-1140

ふじみ野市新駒林二丁目4-10

深谷市深谷町11-45

羽生市大字喜右衛門新田942-1

飯能市大字阿須851-9

秩父市本町1-1

川越市大字的場187―1

さいたま市緑区美園五丁目45番地19

川越市大字天沼新田140番6

越谷市砂原1012番地3

鶴ヶ島市高倉1165-6

上尾市愛宕2-21-6

本庄市日の出2丁目2-10

さいたま市大宮区錦町682-2

川口市東領家3-31-20

飯能市仲町10-5 さくらﾋﾞﾙ1F

本庄市駅南1丁目3番22号

川口市赤井3丁目8-5

八潮市茜町一丁目3番7

鶴ヶ島市大字三ﾂ木字新井117-5

加須市間口1119番地10

蓮田市大字黒浜3107-1

上尾市大字原市339-5

鴻巣市大字大芦1494-3

鶴ヶ島市脚折町1丁目15-6

八潮市鶴ヶ曽根大字1722番地7

越谷市谷中町4丁目62番地2

さいたま市大宮区櫛引町1丁目154番2

川越市上寺山409-1



三郷市彦倉二丁目29番地

さいたま市北区日進町2丁目1203番1

戸田市大字新曽1687番1

さいたま市桜区道場三丁目20番3号

鴻巣市吹上富士見2丁目1番27号

深谷市樫合131-1

三郷市鷹野3-154

川越市新富町1丁目18-6

さいたま市西区三条町字上敷416-2

東松山市大字東平2453-1

坂戸市大字青木764-1

川越市伊勢原町2丁目1番8

川越市大字的場1346-1

越谷市七左町7丁目316番地1

入間市豊岡1丁目4番13号

熊谷市大字代1058-2

草加市新里町419番地

川越市元町2丁目4番13 他1筆

越谷市北越谷4丁目25番2号

鶴ヶ島市大字五味ｹ谷字番田307番地1号

川口市南鳩ｹ谷3丁目17番21号

草加市栄町2-12-1

富士見市水谷東3丁目44番20号

朝霞市本町3丁目5番18号

所沢市大字南永井612番地の1

さいたま市北区大成町4丁目721番地1

比企郡滑川町みなみ野3-15-18

さいたま市大宮区堀の内町1丁目426番地

飯能市大字双柳559

川越市砂新田123-1

新座市馬場二丁目10-2

入間市大字木蓮寺606番1

新座市片山1丁目16-5

越谷市大沢四丁目19番57号

比企郡小川町大字飯田274-1

上尾市大字上尾村582-5

久喜市菖蒲町三箇1338-1

戸田市笹目北町12番地の13

さいたま市見沼区大字蓮沼228番地2

上尾市中妻5丁目23-4

川越市旭町2丁目1-1

白岡市上野田1287番地2

三郷市彦成3丁目214番地

春日部市粕壁4586-2



蓮田市大字南新宿字宿1000番1

新座市野寺2丁目19番25号

北足立郡伊奈町学園二丁目183-1

本庄市児玉町金屋1179-2

川口市大字安行字大元636-3

さいたま市南区太田窪二丁目2番1号

和光市中央一丁目1番30

越谷市千間台西1丁目14番地2

所沢市牛沼583-1

朝霞市本町1丁目19ｰ36

さいたま市南区大字太田窪2037番地の9

羽生市東七丁目16番地1

新座市石神1丁目4-38

川口市朝日3丁目4-14

朝霞市溝沼547番地1

さいたま市緑区大字大門2655番地

川越市大字小仙波字下町749-8

ふじみ野市大原2-1-26

桶川市下日出谷東三丁目22番地4

朝霞市大字台518-1

和光市西大和団地2666-2

さいたま市緑区大字南部領辻2795番地1

さいたま市浦和区常盤一丁目1番15号

坂戸市塚越1232-1

さいたま市浦和区常盤九丁目32番22号1階

狭山市根岸634番地1

鶴ヶ島市大字高倉1228-15

さいたま市北区大成町4丁目514番地2

熊谷市籠原南二丁目301番地

八潮市鶴ｹ曽根1447番1

さいたま市南区南浦和三丁目5番16号 1階

越谷市南越谷一丁目6番76号

さいたま市北区宮原町2丁目37番地1

川越市岸町3丁目25-49

川越市大字牛子389-1 他8筆

南埼玉郡宮代町本田二丁目7番2号

川口市西川口4-10-15

さいたま市見沼区堀崎町454番地1

桶川市加納864

所沢市東所沢和田一丁目1番地2

さいたま市中央区鈴谷2丁目719番地

所沢市西所沢1丁目12-3

さいたま市緑区東大門2丁目1-5

朝霞市東弁財1丁目8番46号



行田市大字持田字東谷244番1

飯能市白子365番地

比企郡滑川町大字羽尾327-1

さいたま市緑区道祖土2丁目10番15号

久喜市河原代下分676番地1

三郷市花和田5-1

所沢市東狭山ｹ丘1-5-7

狭山市広瀬1丁目8-1

坂戸市薬師町28番8

川越市鯨井1565-2

川口市弥平4丁目4-3

三郷市戸ｹ崎2-772-1

川越市大字南大塚1867番3

鶴ヶ島市大字脚折2131

狭山市祇園9-14

川越市大字今福961-9 他4筆

ふじみ野市ふじみ野二丁目27番3号

本庄市五十子三丁目1-1

吉川市関590番地1

入間郡三芳町みよし台6-15

鴻巣市加美1丁目3-47

越谷市増林2丁目282-1

川越市かし野台2丁目19-1

北本市本宿7-1

熊谷市美土里町二丁目122

朝霞市膝折町二丁目17番56

狭山市大字水野字本堀711番2

久喜市野久喜620番地1

東松山市神明町二丁目12番17号

和光市白子4-3-8

川越市大字笠幡4563-13

草加市柿木町字亀497番1

さいたま市大宮区大成町1丁目132

所沢市くすのき台3-11-8

川越市砂新田2丁目18-10

川越市通町12-3

加須市礼羽699番地

朝霞市浜崎1-3-10

三郷市三郷1丁目5-1

入間市扇町屋5丁目2-8

草加市柿木町字鶴256-2

蓮田市本町2番20号 いせやﾋﾞﾙ

上尾市泉台1丁目7-12

川口市栄町二丁目12番25号



北本市石戸1丁目235番1

入間市大字仏子839-1

加須市騎西1384

上尾市浅間台1-22-10

さいたま市岩槻区城町1丁目1058-1

上尾市大字瓦葺715番1

上尾市壱丁目北16番地2

さいたま市北区日進町2丁目1302番

さいたま市北区日進町2丁目1112 柳田ﾋﾞﾙ1F

桶川市若宮1丁目1-3

さいたま市北区日進町2丁目1914-8

さいたま市見沼区大字東宮下字新西2037番地

桶川市若宮1-4埼北SSﾋﾞﾙ

さいたま市見沼区大和田町一丁目1357番1

さいたま市見沼区大和田町2丁目1356番

上尾市大字小敷谷918番地1

さいたま市中央区本町西三丁目16番24号

上尾市大字平方領々家497-1

さいたま市北区日進町1丁目40-7

さいたま市北区本郷町649

上尾市畔吉1275-1他

上尾市富士見二丁目20番33号

さいたま市中央区本町東2丁目18-7

さいたま市浦和区駒場2-5-2

上尾市大字平塚八ﾂ山字853-17

上尾市大字上尾下1033―5

さいたま市北区宮原町3丁目323

さいたま市岩槻区加倉2-8-10

久喜市菖蒲町下栢間字上在来915

さいたま市岩槻区太田2丁目3番15号

蓮田市本町1-28

蓮田市東5丁目2-13

さいたま市岩槻区西町5丁目6番35号

春日部市一ﾉ割2丁目6-30

春日部市牛島888番地1

北葛飾郡 杉戸町高野台西1丁目3-1

北葛飾郡杉戸町大字下高野1651-1

久喜市鷲宮字上新井708-1

春日部市大字不動院野2889番1

春日部市緑町3-1-48

春日部市大衾496-12

春日部市粕壁6960-1

春日部市藤塚616-1

草加市金明町781-1



八潮市南後谷402-5

越谷市南越谷1-27-7

草加市稲荷4-13-32

草加市高砂2丁目6-5

草加市柿木町字松752-1

三郷市彦川戸1丁目278-1

さいたま市大宮区大門町1丁目61番地6

さいたま市南区関1-1-9

三郷市彦川戸一丁目310番地

草加市八幡町字曽根491-2

越谷市西方2942番地1

さいたま市桜区田島9丁目15番20号

三郷市中央3丁目4番地8

さいたま市大宮区大門町1丁目17番地

越谷市南越谷1丁目25-1

草加市中央2丁目12番28号

春日部市大字増戸328-1

三郷市ｲﾝﾀｰ南1丁目7-2

さいたま市岩槻区東町一丁目7番28号

さいたま市南区根岸2-14-1

越谷市宮本町2丁目261-1

越谷市南越谷4-11-15

八潮市八潮7-33-5

越谷市南荻島3337

さいたま市大宮区三橋4-17-1

さいたま市緑区原山2-31

さいたま市中央区新中里3-11-9

さいたま市中央区本町東2丁目4番10号

さいたま市中央区下落合1080番地

さいたま市中央区下落合二丁目17番7号

さいたま市大宮区天沼町1丁目847

さいたま市見沼区丸ヶ崎1183

さいたま市見沼区御蔵139

さいたま市大宮区桜木町1-4-4五十嵐ﾋﾞﾙ1F

さいたま市緑区東浦和1丁目1-2

さいたま市西区大字指扇2262

さいたま市大宮区寿能町1丁目37-7

さいたま市緑区大字中尾2584番1

さいたま市緑区東浦和三丁目4番地40

さいたま市大宮区上小町496-1

さいたま市西区大字西遊馬1117-1

さいたま市見沼区大字片柳字荒神906-2

さいたま市見沼区大字御蔵353番1

さいたま市大宮区浅間町1-132



さいたま市中央区上落合2-10-1

さいたま市大宮区仲町1丁目1-1 大宮ﾀｳﾝﾋﾞﾙ1F

さいたま市浦和区東仲町8-21

戸田市本町4-11-13

さいたま市浦和区東仲町1番23号

戸田市新曽柳原336

さいたま市中央区大戸4-18-18

蕨市中央3-3-16

さいたま市南区大谷口1747-1

さいたま市浦和区北浦和1丁目2番16号

戸田市上戸田2-45-4

戸田市笹目七丁目2番地の4

さいたま市南区根岸五丁目16番5号

さいたま市南区南浦和2丁目38番25号

戸田市本町一丁目15番8号

さいたま市浦和区岸町一丁目13番27号

さいたま市南区別所七丁目21番1ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾀﾜｰ武蔵浦和ﾏｰｸｽ103号

さいたま市浦和区北浦和四丁目1番5号HYﾋﾞﾙ1階

戸田市大字新曽2220番地の1北戸田ﾌｧｰｽﾄｹﾞｰﾄﾀﾜｰ103

さいたま市浦和区北浦和三丁目2番2号 内藤ﾋﾞﾙ1階

戸田市笹目5-25-6

戸田市大字新曽355-1

さいたま市浦和区北浦和四丁目9番3号

さいたま市南区南本町一丁目4番13号1階

さいたま市浦和区高砂一丁目16番12号

さいたま市桜区田島8丁目2-12

さいたま市西区大字佐知川298番地1

さいたま市桜区西堀9-8

さいたま市南区大字大谷口5664番地

さいたま市南区白幡2-3-1

戸田市新曽1648

川口市芝5-20

川口市芝樋ﾉ爪1-17-28

川口市東領家3-15-4

川口市長蔵一丁目7-2

川口市青木1丁目4-10

川口市並木4丁目18番9外[地番]

川口市並木3-9-1

川口市神戸38番地1

蕨市南町四丁目12番5号ｴｽﾎﾟﾜｰﾙ南1階

川口市西川口三丁目17番7号

蕨市錦町二丁目3番4号

川口市道合278番地1

川口市上青木2丁目50-5



八潮市大字大原536

川口市前川3丁目18-14

川口市八幡木1丁目23-1

川口市安行領根岸字外谷田3035-1

白岡市小久喜1118-1

川口市栄町3-5-9

川口市飯塚2-13-9

蕨市南町1-32-14

川口市西川口1丁目18-18

所沢市並木2-4-1

所沢市並木3丁目2

所沢市くすのき台2丁目13-3

所沢市小手指南3丁目27-40

所沢市松葉町30-20

所沢市寿町2-18

所沢市日吉町9-24

所沢市御幸町2-3

所沢市旭町12番9号

所沢市東町12-1

入間市野田字山王塚887番

所沢市上安松47-2

所沢市大字下富1315-1

所沢市大字坂之下1130-1

所沢市山口2527-1

入間市春日町1-716-1

入間市上藤沢707-1

入間市下藤沢一丁目9番地6

入間市小谷田1丁目1016番19

入間市小谷田1261番3

所沢市北原町1423-1

入間市東町6丁目2-1

所沢市東狭山ｹ丘4丁目2646番1

所沢市小手指町4丁目19番地の8

新座市東2-4

朝霞市大字溝沼1060-1

富士見市大字水子2578-1

和光市南1丁目14番19号

所沢市宮本町2丁目20番10号

川越市大塚新町61-6

新座市東1丁目16-9

志木市下宗岡3丁目5-21

富士見市山室1丁目1246番地1

朝霞市膝折町1丁目9番37号

坂戸市中小坂328番地1



和光市諏訪2番1号

和光市本町3-23 ﾔﾜﾗﾋﾞﾙ1F

志木市中宗岡2-19-27

朝霞市宮戸二丁目1-15

新座市野火止1丁目14番19号

富士見市羽沢3丁目9番50号

新座市北野1丁目2-26

川越市旭町3-9-44

ふじみ野市上福岡1-14-1

ふじみ野市清見3丁目1-2

川越市大字寺尾字田成824番地5

川越市大字南田島802-1

狭山市広瀬東4丁目2-7

川越市岸町1丁目15-12

ふじみ野市鶴ｹ岡1丁目1-1

川越市新富町2丁目26-2

川越市六軒町1-1-2

川越市脇田町17-4

川越市大字砂906番地4

ふじみ野市亀久保1880‐8

川越市通町24ｰ9

川越市霞ヶ関東1-2-25

川越市大字古谷上5945-1

川越市豊田本297-1

深谷市西島町3-1-1

児玉郡神川町大字渡瀬322

東松山市元宿1-11-3

熊谷市平戸1971-1

熊谷市肥塚2-1603-3

本庄市下野堂1丁目14番地19号

熊谷市大字新堀217-2

深谷市人見644-4

東松山市大字岩殿20-1

深谷市荒川1003

熊谷市万平町1丁目2618-2

深谷市東方3289-1

比企郡滑川町大字羽尾4974番地

秩父市上野町39-5

東松山市松山町2丁目1261-1

東松山市大字石橋1685-15

秩父市野坂町2-16-48

東松山市あずま町1丁目20-5

秩父郡小鹿野町下小鹿野2009番1

熊谷市弥藤吾1601-1



秩父市大滝4277-8

狭山市水野字月見野434-19

狭山市新狭山3-1-1

狭山市狭山台4-18-6

狭山市中央4丁目15-6

飯能市大字上畑245番1

狭山市入間川1丁目1番

鶴ヶ島市富士見4丁目2-13

比企郡ときがわ町大字五明763-3

狭山市狭山台4丁目42番地

日高市横手1丁目16-1

狭山市柏原3161番104

狭山市南入曽567-1

狭山市狭山24ｰ31

飯能市南町1-24

飯能市大字青木66-1

飯能市芦苅場352-6

入間郡毛呂山町毛呂本郷677-2

坂戸市南町17-16

さいたま市浦和区高砂三丁目15番1号埼玉県庁第二庁舎B1F及び本庁舎B1F

さいたま市北区宮原町3丁目509番地 佐藤ﾋﾞﾙ1階

さいたま市大宮区桜木町1丁目362

所沢市榎町7-11

所沢市小手指町1丁目1-1

三郷市鷹野四丁目285番地1

さいたま市西区宝来1717-6

狭山市新狭山2丁目4-11

入間市下藤沢一丁目15番地4

入間市河原町2-1

飯能市仲町11-21

所沢市小手指町1丁目8-1

川越市新富町1-22

所沢市狭山ｹ丘1丁目2980

狭山市新狭山3丁目12-1

所沢市くすのき台1-14-5

所沢市緑町1丁目21-25

所沢市並木2丁目4-1

所沢市くすのき台1丁目14-5

新座市東北2丁目38-1

朝霞市本町2丁目13-52

越谷市大澤3-4-26

草加市松原1丁目1 TOBUﾌｧｲﾝ松原

春日部市大場450

三郷市中央1-1



草加市高砂2丁目5-25

さいたま市岩槻区本町1丁目1-1

富士見市鶴瀬東1丁目

坂戸市関間4-13-1

東松山市箭弓町1丁目12-11 東武東松山駅構内

南埼玉郡宮代町百間2丁目3-24

草加市金明町道下263-2

和光市本町4-6

越谷市弥生町4-44

富士見市ふじみ野東1丁目26番地

越谷市千間台東町61

越谷市南越谷1-11-4

川越市脇田町24-9

さいたま市大宮区桜木町4丁目410-1

鴻巣市笠原729-1

八潮市大瀬6-5-1

さいたま市南区松本1-1-17

戸田市本町五丁目3番16号

新座市野火止5-1-31

春日部市南栄町6-7

上尾市藤波3丁目273番1

日高市大字南平沢1261番地6

飯能市仲町11-21

草加市北谷1丁目18-6

久喜市上早見489番11

上尾市仲町一丁目7番23号

狭山市富士見1丁目18番3号

川口市朝日5丁目14-14

所沢市大字久米2189番1

さいたま市中央区鈴谷4丁目9-18

草加市弁天五丁目1番1号

さいたま市西区宮前町733-5

川越市今成4-17-9

所沢市星の宮1丁目3-10

朝霞市仲町2丁目1-6

深谷市針ヶ谷546-1

川口市幸町三丁目1番20

ふじみ野市上野台1丁目2-1

川越市新富町2丁目12番9号

さいたま市南区沼影1丁目28-5

さいたま市浦和区本太三丁目19番1号

さいたま市岩槻区本宿94-2

加須市久下四丁目8番地2

ふじみ野市大井中央三丁目27番2



川口市江戸袋1丁目13-29

所沢市日吉町2-4 ﾘｴｰﾄ所沢

飯能市大字川寺479番地1

朝霞市根岸台4丁目2番2号

上尾市大字壱丁目51-2

富士見市東みずほ台2-29-2

八潮市大字新町45番[地番]

富士見市東みずほ台1丁目1-1

羽生市大字下羽生1033番地3

戸田市喜沢2丁目42番地の3

春日部市中央1丁目52-1

越谷市赤山町三丁目61-1

草加市谷塚一丁目1番16号 日下部ﾋﾞﾙ

和光市新倉1-1-35

さいたま市桜区大字下大久保454番13

戸田市大字新曽1852番地5

春日部市谷原二丁目1番8

川越市田町2-7

戸田市美女木8丁目2-9

熊谷市筑波2丁目52新井屋本店ﾋﾞﾙ

南埼玉郡宮代町和戸3丁目5番3号

三郷市戸ｹ崎三丁目47番1外

川口市末広一丁目3-9

川口市戸塚東三丁目6番17号

越谷市大字大林25-6

三郷市早稲田1-1-1 加藤ﾋﾞﾙ1F

幸手市中一丁目1番21号

川口市芝新町5-7 須賀第8ﾋﾞﾙ

さいたま市桜区西堀3丁目1930番1

比企郡鳩山町松ヶ丘1丁目1-3

上尾市大字小敷谷659番地1

志木市館2-6-11

加須市下樋遣川5567番地1

所沢市所沢新町2438-1

越谷市蒲生東町15番7号

さいたま市見沼区東大宮5丁目27-2

さいたま市北区盆栽町527番20

所沢市くすのき台3-18-10

川口市南前川2丁目5番15

入間市東藤沢3丁目9番1号

さいたま市桜区栄和五丁目17番17号

さいたま市桜区西堀5丁目4-25

越谷市南越谷1-13-7ﾊﾛｰﾏｰﾄﾋﾞﾙ101

熊谷市三ヶ尻520番地2



朝霞市本町2-25-37

入間市宮寺2664番1

上尾市柏座1-11-11

熊谷市新堀1279-2

所沢市上山口1418

草加市草加二丁目10-1

さいたま市緑区東浦和五丁目10番8号 1階

戸田市氷川町3丁目6662

川口市戸塚1丁目18-2

新座市東北二丁目37番11号

川越市大字大袋680-1

川越市大字今福2641番4

三郷市早稲田一丁目18番地17

鶴ヶ島市富士見1丁目1-1

川口市元郷4丁目3-1

鴻巣市滝馬室1114番地2

春日部市小渕660番地

越谷市大字南荻島字戸井1248-1

川口市戸塚東一丁目18-25

さいたま市西区大字宝来1576番1

川越市大字府川1201-2

比企郡川島町大字正直59‐1

さいたま市西区宮前町1339

さいたま市西区指扇3620番地

狭山市大字上赤坂619番地2

上尾市菅谷4丁目35番2

さいたま市大宮区桜木町1-8-3

新座市馬場3丁目1-32

さいたま市北区宮原町3丁目576番地

和光市白子3丁目20-10

北葛飾郡杉戸町清地1丁目85

春日部市米島962番地6

さいたま市北区土呂町2-9-9

川口市西川口3ｰ29ｰ18

所沢市西所沢1-13-8

比企郡川島町下狢591番地1

さいたま市南区南浦和2-35-10

入間郡 三芳町大字上富1902-1

川口市中青木1丁目9番23号

比企郡嵐山町むさし台二丁目1番地3

戸田市本町三丁目6番10号

八潮市八潮2丁目4番地1

和光市南1丁目27番76号

春日部市増富606-1



所沢市東狭山ｹ丘1丁目66番4

川越市大字鴨田669-6

さいたま市南区沼影2丁目1番27号

加須市大字南小浜字新川道619-1

さいたま市北区櫛引町2丁目263-1

越谷市大字南荻島342番地1

比企郡鳩山町大字石坂941番13

川口市並木三丁目2-16

さいたま市見沼区大字丸ｹ崎1016-1

羽生市大字上岩瀬647番地1

草加市旭町2丁目3-7

さいたま市南区辻8丁目24-5

さいたま市桜区町谷4丁目29番12

新座市菅沢2丁目9番35号

さいたま市中央区円阿弥6丁目1番13号

鶴ヶ島市大字藤金877番40

深谷市折之口字屋敷合519番地1

さいたま市西区大字島根289番地1

入間郡毛呂山町大字下川原字上殿912-11293-3

久喜市青葉二丁目2番地1

さいたま市南区別所5丁目13番地1号

東松山市大字高坂963-2

新座市東北2丁目39番10号

北葛飾郡杉戸町大字椿360

北足立郡伊奈町大字小室志の崎1537-1･1538-1

所沢市松葉町11番2

越谷市東大沢5丁目5-4

児玉郡上里町大字嘉美1271番1

狭山市大字笹井2712番地の1

川越市大字天沼新田89番地1

蕨市塚越3丁目10-37

坂戸市大字石井2377-3

さいたま市浦和区領家一丁目18番14号1階

本庄市大字沼和田373-1

志木市幸町4丁目1番4号

さいたま市大宮区吉敷町四丁目262番3

新座市野火止7丁目7番5号

川越市大字天沼新田337番地2

川越市大字笠幡43番地4

蕨市錦町一丁目2番5号

桶川市上日出谷南二丁目16番地2

上尾市上平中央一丁目13-3

日高市大字上鹿山658番地1

鶴ヶ島市鶴ｹ丘403-3



入間郡三芳町大字上富2047-1

川越市小仙波町2丁目17-1

日高市大字下鹿山字白幡5-7

川口市末広二丁目1番1号

熊谷市村岡527番地1

加須市不動岡1149番地

ふじみ野市駒林元町4-1-24

春日部市大場870

上尾市中妻1丁目2番地14

さいたま市大宮区桜木町1-10-17

川越市大字吉田1216番2

さいたま市桜区大字神田248番地1

富士見市西みずほ台1丁目2番5

八潮市大字大曽根681番地

狭山市大字堀兼1028番の3

所沢市けやき台1丁目7番地3

川口市前川4丁目49番16

飯能市大字岩沢318-1

入間市大字下藤沢1299番1

入間市仏子880

狭山市狭山台2丁目28番7

狭山市祇園4-55ｴﾐｵ狭山市1F

日高市大字高富62番2

狭山市柏原字上河内56番1

川越市大字小中居1014番地1

朝霞市大字溝沼1289-1

川越市川鶴3-12-1

川越市南大塚六丁目13番地16

入間市大字下藤沢字本山928番1

本庄市児玉町児玉1704-1

春日部市樋籠740番地1

さいたま市大宮区宮町2丁目51番地

大里郡寄居町大字桜沢773番地1

越谷市花田2丁目22-9他

さいたま市西区大字二ﾂ宮810-1

富士見市ふじみ野東3丁目13番4

さいたま市浦和区上木崎1-2-12

秩父市中宮地町8番4号

鶴ヶ島市大字藤金851番40

さいたま市緑区美園四丁目6番地1

所沢市久米533番1

入間市大字上藤沢55-1

さいたま市北区本郷町163

さいたま市北区別所町81-31



上尾市大字戸崎376番1

川越市熊野町19番地1

川口市柳崎1丁目16-2

春日部市新方袋539番地

さいたま市浦和区高砂2-2-17

久喜市菖蒲町菖蒲6005

川口市幸町2丁目9-1

越谷市南越谷2-5-67

川口市芝下1丁目3番17号

所沢市若狭4-2384-1

深谷市西大沼字溜井327-1

入間市宮寺3169-1

川越市南台3-14

さいたま市緑区東浦和一丁目14番地10

大里郡寄居町寄居六供392番

越谷市新越谷1丁目46番地8

三郷市早稲田7丁目1-15

深谷市田中1625-1

さいたま市浦和区仲町2-9-2

深谷市国済寺町26-2

富士見市針ヶ谷2丁目34番2

北本市中丸8丁目311番地

春日部市中央1-1-13

所沢市緑町1-21-23

川口市栄町3丁目8番4号

新座市野火止6-5-55

蓮田市大字閏戸1792番3

東松山市大字上野本87番2

所沢市和ｹ原二丁目217-4

新座市畑中2丁目7-33

吉川市保1丁目4番10

所沢市大字上安松1-1

草加市弁天4丁目12-36

川口市大字蓮沼252

北本市緑3丁目20

春日部市上蛭田中通276-1

久喜市江面1715-7

加須市中央1丁目1番15号

草加市氷川町2122-1

新座市野火止二丁目11-31

越谷市大里713番地1

所沢市小手指町1-16-1

秩父郡皆野町大字皆野36-7

草加市谷塚上町472-14



川口市大字伊刈392番地1

所沢市北野南1-15-1

吉川市平沼一丁目4番地3

さいたま市桜区西堀3-22-20

本庄市西富田494番地4

所沢市松が丘1-81

さいたま市桜区田島5-25-1

川越市大字上寺山520-2

久喜市江面247番1

越谷市恩間618番地5

所沢市東所沢1-3-2

川越市山田1814-3

深谷市荒川404番地D'ｽﾃｰｼｮﾝ花園店内

坂戸市千代田1丁目16-6

川越市的場2309番地1

川口市金山町12番1-104号

所沢市緑町3丁目15番2

新座市野火止6-16-15

戸田市笹目二丁目13番地の13

さいたま市浦和区仲町一丁目1番13号 浦和駅前ﾋﾞﾙ1階

さいたま市南区白幡4-28-12

所沢市中新井5丁目8-13

和光市白子二丁目9番11号

入間郡三芳町大字藤久保581-12

入間市大字上藤沢406-1

比企郡嵐山町千手堂37-1

さいたま市大宮区仲町二丁目75番1

さいたま市大宮区宮町4-159

坂戸市日の出町3番5号

春日部市米島中屋舗1185-30

（年度途中閉鎖・新規開店含む）



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 コナミスポーツ株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

80 娯楽業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

80

所 在 地 東京都品川区東品川4-10-1

事 業 者 番 号 2185

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,974 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 事業内容：スポーツ施設の開発・運営

区 分 企業

100 百万円

4,973従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 218500 コナミスポーツクラブ 川越 2,974

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 2,974

○ インターネット利用による公表 ア ド レ ス https://www.konami.com/sustainability/ja/environmental/globalwarming.html

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 総務部 03-5769-0573

https://www.konami.com/sustainability/ja/environmental/globalwarming.html


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 5,566 5,953

当社スポーツクラブ施設に対し温暖化対策を円滑に進め、積極的に節電対応を実施することで省
エネルギーの推進を図る。
こまめな消灯やLED化など高効率照明、OA機器の省電力モード移行設定を積極的に行うととも
に、蓄熱槽温度の抑制や空調吹出し温度の設定調整、温水出口温度設定の抑制、可能な場合には
建物周りへ遮熱シールド設置などを通じて削減に取り組む。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 5,566 5,953

そ の 他 ガ ス



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2185 事業所番号 218500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川越市

字 ・ 地 番 鯨井新田1０－１

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 コナミスポーツクラブ 川越
前年度にお

ける事業所数 14

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 80 娯楽業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 80

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：スポーツ施設の運営
従業員数：100人

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

・各営業所では前年度実績の１％削減を継続目標とする。　　・
2020年度、2021年度はコロナ禍の中、多数の休館要請・営業時間
短縮を実施したために、2019年度の使用量を目安とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 6,929 t-CO2

基準となる
原 単 位

・引き続き各営業所では前年度実績の１％削減を継続目標とす
る。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 6,589 t-CO2

基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 コナミスポーツクラブ 和光 和光市白子1-6-9

3 コナミスポーツ テニススクール大宮 さいたま市大宮区桜木町2-3　ﾀﾞｲｴｰ大宮店屋上

番号 事業所名 所 在 地

1 コナミスポーツクラブ 川越 川越市鯨井新田1０－１

6 コナミスポーツクラブ 新座 新座市東北2-32-12　イオン新座店5・6F

7 コナミスポーツクラブ 北浦和 さいたま市浦和区常盤10-20　イオン北浦和店3F

4 コナミスポーツクラブ 行田 行田市持田1-4-56　

5 コナミスポーツ  テニススクール狭山 狭山市入間川2-23

10 コナミスポーツクラブ 武蔵浦和 さいたま市南区別所7丁目2番1号　ザ・ファーストタワー2階

11 コナミスポーツクラブ 入間 入間市豊岡1-1-12

8 コナミスポーツクラブ 所沢 所沢市星の宮1-13

9 コナミスポーツクラブ 川口 川口市宮町18-9ララガーデン川口 1・2階

14 エグザス 志木 志木市本町5-26-1　マルイファミリー志木7F

15

12 コナミスポーツ テニススクール浦和 さいたま市浦和区高砂1-12-1　ｺﾙｿﾋﾞﾙ屋上

13 コナミスポーツクラブ 北上尾 上尾市緑丘3-4-61　P･A･P･A上尾ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｱｳﾞｪﾆｭｰ内

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,780 2,974

前 年 度 比 （ ％ ） － 7.0

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 6,929 5,566 5,953

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 19.7 14.1

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 5,566 5,953

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0909 0.0995

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － 9.5

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

61,235.00 59,816.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218500

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・非常事態宣言による施設の休館や営業時間短縮

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・非常事態宣言緩和による施設の休館や営業時間短縮の減少（前年度比較）

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 218500

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

営業所入力のメーター数値・使用量から事
業所からのアドバイス・改善指示

R1以前 R1以前 1.0

1 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

社内WEB上での日々のメーター入力及び
確認
＜第3計画期間も継続＞

R1以前

R1以前

4 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

既存照明器具交換時に高効率照明器具
（LED等）への交換

R1以前 R1以前 20.0

3 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理
貯湯槽設定温度管理・館内居室別温度設
定の標準化＜第３計画期間も継続＞

R1以前

R1以前 1.0

6 170200 負荷平準化
17_コージェネレー
ション

コージェネシステム導入・運用管理 R1以前 R1以前

5 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

待機電源OFF等の徹底、高効率複合機へ
の変更

R1以前

R1以前 50.0

8 120100
熱源設備・熱
搬送設備

12_燃焼設備の管理 高効率ボイラーへ交換 R1以前 R1以前 10.0

7 120500
熱源設備・熱
搬送設備

12_熱搬送設備の運
転管理

プール・浴室・気泡プール循環ポンプのイ
ンバーター機器導入

R1以前

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 218500











































地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

設立：1960年4月
従業員数：5，000名（2022年4月現在）
事業内容
パソコン・ＯＡ機器・カメラ・デジタルカメラ、オーディオ・
ビデオ機器、家電、時計、携帯電話、ゲーム機およびソフト、
CD/DVDソフト、書籍/電子書籍、スポーツ/アウトドア用品、日
用品などの販売。　事業所・店舗：24店舗

区 分 企業

30 百万円

5,000従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

56 各種商品小売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

56

所 在 地 東京都新宿区新宿五丁目3番1号

事 業 者 番 号 2190

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,272 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社　ヨドバシカメラ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

19,674 ㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 株式会社ヨドバシ建物　管理部 03-6380-1542

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 株式会社ヨドバシカメラ 

所 在 地 １ 東京都新宿区新宿五丁目3番1号

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日　10:00～16:00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,272

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219000 マルチメディアさいたま新都心駅前店　 1,272

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,484 2,495

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 2,484 2,495

省エネルギー、施設の長寿命化、廃棄物の削減などで地球環境との共生を目指す。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

株式会社ヨドバシカメラ
代表取締役

株式会社ヨドバシカメラ
総務管理部 副部長

マルチメディアさいたま新都心駅前店
事務所長

株式会社ヨドバシ建物
管理部

（地球温暖化対策推進者）

（本 社）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

19,674.0000 t-CO2/m2

基準排出量に対し、削減計画期間の削減義務率を上回る削減を目標
とする。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,313 t-CO2

基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

19,674.0000 t-CO2/m2

基準排出量に対し、削減計画期間の平均削減率を22％とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,313 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 1

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

ﾊﾟｿｺﾝ・OA機器・ｶﾒﾗ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ､ｵｰﾃﾞｨｵ・ﾋﾞﾃﾞｵ機器､家電､時計､携
帯電話､ｹﾞｰﾑ機及びｿﾌﾄ､CD/DVDｿﾌﾄ､書籍/電子書籍､ｽﾎﾟｰﾂ/ｱｳﾄﾄﾞｱ用
品､日用品などの販売。　　従業員数は約330名(派遣社員含む)。

4 事業者番号 2190 事業所番号 219000

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市大宮区吉敷町

字 ・ 地 番 四丁目263番地6

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 マルチメディアさいたま新都心駅前店　



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2

3

番号 事業所名 所 在 地

1 マルチメディアさいたま新都心駅前店　 さいたま市大宮区吉敷町四丁目263番地6

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 m2
活 動 規 模 の 指 標 単 位

19,674.00 19,674.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 100.0 100.0

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.4

エネルギー起源CO2排出量原単位 19,674.0000 0.1263 0.1268

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,484 2,495

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -7.4 -7.9

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 0.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 2,313 2,484 2,495

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,267 1,272

事業所番号 219000

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナ感染症対策として、換気をすることで空調設備の冷暖房負荷が増大しエネル
ギー消費量の増加となった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年度に引き続き、新型コロナ対策として換気量を増やしたことに加え、感染状況の改善
にともなって営業時間を回復させたことによりエネルギー消費量が増加し、前年度比で
CO2排出量が増加した。
21年10月と12月にテナントフロアのリニューアルを実施。
従前のスポーツ用品店1フロアから、スポーツキャンプ用品、
ベビー用品、100円ショップ、ホームファッション専門店
へ変更したことで、来客数も増加してCO2排出量が増加した。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 219000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

R2 28.5

10

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明の更新　4，206台 R2

R1以前

8 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

事務用機器を省エネモードに設定
(2021年度も継続実施)

R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

営業前後の不要照明の停止
(2021年度も継続実施)

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

バックヤードの空室・不在時の消灯
(2021年度も継続実施)

R1以前 R1以前

5 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

バックヤードの空室・不在時の空調停止
(2021年度も継続実施)

R1以前

R1以前

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

エアコンフィルターの定期清掃
(2021年度も継続実施)

R1以前 R1以前

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

エネルギー使用量の前年同期と比較し、要
因を分析(2021年度も継続実施)

R1以前

R1以前

2 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

エネルギーの毎月の使用量把握に努める
(2021年度も継続実施)

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
エネルギー管理の体制構築を図る
(2021年度も継続実施)

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 219000



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219000



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 株式会社Olympicグループ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

17,218 ㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

69 不動産賃貸業・管理業（テナントビルを含む）

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

69

所 在 地 東京都国分寺市本町4-12-1

事 業 者 番 号 2191

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,297 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

9,946 百万円

4,355従 業 員 数

●主な業務内容：百貨小売業

＜ＳＣ関連事業部＞
●テナントリーシングおよびテナント管理業務
●イベント・展示会等の企画・運営
●情報通信網を利用した情報の提供ならびにインター
  ネット上のショッピングモールの運営

企業



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219100 ＯＳＣデオシティ新座 1,297

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,297

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ OSCデオシティ新座　SC関連事業部新座事業所

所 在 地 １ 埼玉県新座市中野2-1-38

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00～17：00

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 新座管理事務所 048-489-5521

県による報告書の公表を希望 する



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 2,586 2,557

環境保全活動については、省電力設備の導入や省資源化、再資源化の取り組み等を通じて、地域
社会及び行政機関と連携し、活動を実践していきます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 2,586 2,557

そ の 他 ガ ス

代表取締役

ＯＳＣデオシティ新座
防災センター

ＯＳＣデオシティ新座
管理事務所

ＳＣ関連事業部



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2191 事業所番号 219100

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 新座市

字 ・ 地 番 中野2-1-38

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ＯＳＣデオシティ新座
前年度にお

ける事業所数 4

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

ＳＣ（ショッピングセンター）の運用・管理
主業種：物販、映画館、動物病院など

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/㎡

令和2年度～令和6年度の平均排出量（3034ｔ-CO2)に対し、毎年
1％、令和6年度迄に5％削減する

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,034 t-CO2

基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 ＯＳＣデオシティ新座（Ａ棟）新座動物総合医療センター 新座市中野2-1-28

3 ＯＳＣデオシティ新座（Ｃ棟）オリンピック新座店 新座市中野2-1-38

番号 事業所名 所 在 地

1 ＯＳＣデオシティ新座 新座市中野2-1-38

6

7

4 ＯＳＣデオシティ新座（Ｄ棟）オリンピック新座店　食品館 新座市中野2-2-61

5

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219100

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,311 1,297

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.1

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,034 2,586 2,557

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 14.8 15.7

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 2,586 2,557

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0491 0.0486

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -1.1

延床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

52,632.93 52,632.93



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219100

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナの影響に伴い営業時間の短縮等にて自粛が要因

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

本社より経費削減に伴い間引きなどの節電に取り組んだ

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219100

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

Ｂ棟駐車場間引き R3

4

3

6

5

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219100



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 地方行政事務

区 分 その他

百万円

従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

98 地方公務

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

98

所 在 地 埼玉県富士見市大字鶴馬1873番地1

事 業 者 番 号 2192

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,409 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅳ類

事 業 者 名 富士見市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

（６）（Ⅳ類（任意事業者）のみ記入）県による公表の可否

日本産業規格Ａ列４番

県による報告書の公表を希望 する

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 富士見市教育委員会 049-251-2711 kyouiku@city.fujimi.saitama.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 富士見市教育委員会教育部教育政策課

所 在 地 １ 埼玉県富士見市大字鶴馬1873番地1

閲 覧 可 能
時 間 １ 8:30から17:15（土日祝日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,409

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219200 富士見市教育委員会 1,409

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,325 2,832

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源 CO2 3,325 2,832

別添：富士見市地球温暖化対策実行計画
【第4次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）】による。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

教育長
教育部長

地球温暖化対策推進者

指示・意見

報告

決定事項の

周知改善勧告

記録の提出

問題提起

教育政策課

報告・提案

指示・意見



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

148,961.3100 t-CO2/㎡

【第4次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）】
令和7年度～令和11年度：平成25年の排出量（2,889ｔ－ＣＯ₂）を
基準とし、令和11年度までに削減率を42.2％以上とする。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 2,889 t-CO2

基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

148,961.3100 t-CO2/㎡

【第3次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）】令和4年度：平成27年
の排出量(3,145ｔ－ＣＯ₂)を基準とし、削減率を9.22％以上とする。
【第4次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）】
令和4年度～令和6年度：平成25年の排出量（2,889ｔ－ＣＯ₂）を基準とし、令和6
年度までに削減率を23.6％以上とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,145 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 27

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 98 地方公務

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 98

事 業 活 動 の 概 要

地方行政事務

4 事業者番号 2192 事業所番号 219200

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 富士見市

字 ・ 地 番 大字鶴馬1873番地1

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 富士見市教育委員会



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 富士見市教育委員会 富士見市大字鶴馬1873番地1

事業所リスト



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

延べ床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

148,961.31 138,871.81

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 100.0 100.0

前 年 度 比 （ ％ ） － -8.6

エネルギー起源CO2排出量原単位 148,961.3100 0.0223 0.0204

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,325 2,832

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -5.7 10.0

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -14.8

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,145 3,325 2,832

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,637 1,409

事業所番号 219200

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナウィルスの影響で、換気しながらの空調使用等、例年とは違う空調の使用が影響
していると考える。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

組織改正による総合体育館所管部署の異動による排出量減少

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 219200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

R315 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

本庁舎等における壁面緑化（夏季） R3

R3

14 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

計画的に市内施設の空調設備を高効率の
ものに更新した

R3 R3

13 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

計画的に市内施設をLED電球等の省エネ
ルギー照明に切り替えた

R3

R2

12 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

本庁舎等における壁面緑化（夏季） R2 R2

11 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

計画的に市内施設の空調設備を高効率の
ものに更新した

R2

R1以前

10 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

計画的に市内施設をLED電球等の省エネ
ルギー照明に切り替えた

R2 R2

9 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

計画的に市内施設の空調設備を高効率の
ものに更新した

R1以前

R1以前

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

計画的に市内施設をLED電球等の省エネ
ルギー照明に切り替えた

R1以前 R1以前

7 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理
電気ポット、冷蔵庫等の更新にあたり、省エ
ネタイプの製品を選択

R1以前

R1以前

6 170300 負荷平準化 17_新エネルギー 太陽光発電システムの設置　４施設　55kw R1以前 R1以前

5 160200 昇降機、建物
16_建物の省エネル
ギー

本庁舎等における壁面緑化（夏季） R1以前

R1以前

4 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

待機電力削減 R1以前 R1以前

3 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

昼休み時間の消灯による電気使用量の削
減（窓口業務を除く）

R1以前

R1以前

2 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

クールビス・ウォームビスによる冷暖房時の
エネルギー削減

R1以前 R1以前

1 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

富士見市地球温暖化対策実行計画に基づ
く燃料等使用料の把握

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 219200



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219200



事業所名 所在地
1鶴瀬小学校 富士見市羽沢2-1-1
2水谷小学校 富士見市水谷1-13-3
3南畑小学校 富士見市上南畑1280
4関沢小学校 富士見市関沢3-24-1
5勝瀬小学校 富士見市勝瀬674
6水谷東小学校 富士見市水子3614
7諏訪小学校 富士見市鶴馬1932-1
8みずほ台小学校 富士見市東みずほ台3-21
9針ケ谷小学校 富士見市針ケ谷2-38-1
10ふじみ野小学校 富士見市ふじみ野東4-4-1
11つるせ台小学校 富士見市鶴瀬西2-9-1
12富士見台中学校 富士見市諏訪2-8-1
13本郷中学校 富士見市水子539
14東中学校 富士見市上南畑980
15西中学校 富士見市西みずほ台3-14-6
16勝瀬中学校 富士見市勝瀬400-1
17水谷中学校 富士見市水子3117
18富士見特別支援学校 富士見市上南畑1317
19鶴瀬公民館 富士見市羽沢3-23-10
20南畑公民館 富士見市南畑306-1
21水谷公民館 富士見市水谷1-13-6
22水谷東公民館 富士見市水谷東2-12-10
23図書館 富士見市鶴馬1873-1
24水子貝塚資料館 富士見市水子2003-1
25難波田城資料館 富士見市下南畑568-1
26学校給食センター 富士見市勝瀬506-1



 

 

第４次富士見市地球温暖化対策実行計画 

（事務事業編） 

～ストップ温暖化・富士見市エコプラン～ 

２０２２(令和４)年度～２０３０(令和１２)年度 

 

 
令和２年度環境問題啓発ポスター最優秀作品 

 

２０２２(令和４)年３月 



 

 

 

環境にやさしい都市宣言 

 

 

富士見市は、武蔵野台地と荒川低地が出会う、豊かな自然のなかで、幾世代も

の人の営みと自然が調和した文化と歴史を育んできました。 

しかし、近年の生活様式の変化に伴い、自然環境に深刻な影響を与えていま

す。 

私たちは、かけがえのない地球環境を守り、人と自然とが共生できる豊かな

生活の創造をめざし、ここに、環境にやさしい都市を宣言します。 

 

 

 

私たちは、自然環境との共存を大切にし、緑豊かなまちづくりに努めます。 

 

 

 

私たちは、地球の限りある資源を大切にし、循環型のまちづくりに努めます。 

 

 

 

私たちは、生活環境を大切にし、住みよい、きれいなまちづくりに努めます。 

 

 

 

私たちは、快適な環境を大切にし、うるおいのあるまちづくりに努めます。 

 

 

 

私たちは、次世代へ引き継いでいく心豊かな活力あるまちづくりに努めます。 

 

 

 

 

平成 12年 4月 10 日 

（平成 12 年度市制記念日式典にて宣言） 
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第１章 基本事項 
 

１ 計画策定の背景 

地球温暖化の問題が深刻化し、異常気象の頻発や生態系の変化など、私たちの

生活に様々な影響を与えていることが国内外で報告されています。２０１５年

１２月に採択されたパリ協定では、世界共通の長期目標として産業革命前から

の地球平均気温の上昇を２℃未満に抑え、更に１．５℃未満に抑える努力が必要

であることが指摘され、２０１８年のＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）

特別報告書では、気温上昇を１．５℃未満に抑えるには、２０５０年までに温室

効果ガスの排出を正味ゼロとすることが必要であると明示されました。日本に

おいては、国内における温室効果ガス排出削減と温室効果ガスの吸収量の確保

により、２０３０年度における温室効果ガス排出量を２０１３(平成２５)年度

比で４６％減の水準とし、さらに２０５０年までにカーボンニュートラルを実

現することを目標に、再生可能エネルギーや省エネルギーの推進を図ることと

しています。 

本市では、平成２９年４月に策定した「第３次富士見市地球温暖化対策実行計

画（事務事業編）」に基づき、令和３年度の温室効果ガスの排出量を平成２７年

度（基準年度）と比べ９．２２％（７５１ｔ-CO₂）削減することを目標に、省エ

ネルギー・省資源の推進、環境に配慮した物品等の購入、廃棄物の減量とリサイ

クルの促進及び環境に配慮した建築工事の推進に取り組んできました。 

また、平成３０年３月には、「第２次富士見市環境基本計画」の中間見直しに

おいて「富士見市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の進捗状況の確認を

行い、市民、事業者、行政が一体となり温暖化対策を推進するための行動を整理

しました。 

上記の背景を踏まえて、「第４次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業

編）」（以下、「本計画」）では、次年度策定する「第３次富士見市環境基本計画」

及び「富士見市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」との整合を踏まえ、脱

炭素社会の構築に向け国が掲げた中間目標年度である２０３０(令和１２)年度

までの計画期間における富士見市の事務及び事業等から排出される温室効果ガ

スの削減に向けた具体的な取組を定めます。 

 

 

２ 計画の目的 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条に基づき、地方公共団

体に策定が義務づけられた「地方公共団体実行計画」であり、富士見市の事務及

び事業等から排出される温室効果ガスの排出実態と特性を把握し、具体的な削

減目標や温室効果ガスの排出抑制への取組を定め、環境負荷の軽減と温室効果



 

 

ガスの排出量削減へと導くことを目的とします。 

 

 

３ 基準年度と計画期間 

 本計画は、２０１３(平成２５)年度を基準年度とし、計画期間は２０２２(令

和４)年度から２０３０(令和１２)年度までの９年間とします。また、５年目に

中間見直しを行います。 

 

 

４ 計画の対象範囲 

富士見市が行う事務及び事業全般を対象とし、本庁舎、教育委員会事務局、公

民館、交流センター、コミュニティセンター、市立学校、水道事業、他公共施設

等を範囲とします。 

また、指定管理者制度により管理する施設についても含めるものとします。 

 

 

５ 対象となる温室効果ガス 

本計画では、地球温暖化対策の推進に関する法律第２条第３項に規定された

７種類の温室効果ガスのうち、「二酸化炭素（CO₂）」、「メタン（CH₄）」、「一酸化

二窒素（N₂O）」及び「ハイドロフルオロカーボン類（HFC）」の４種類を対象とし

ます。 

なお、「パーフルオロカーボン（PFC）」、「六ふっ化硫黄（SF₆）」及び「三ふっ

化窒素（NF₃）」は、本市の事務及び事業に伴う排出量の把握が困難なため対象外

とします。 

 

温室効果ガスの種類 排出される活動 

二酸化炭素（CO₂） 
電気、ガソリン、灯油、軽油、Ａ重油、   

ＬＰガス、都市ガス等の使用 

メタン（CH₄） 公用車の走行等 

一酸化二窒素（N₂O） 公用車の走行等 

ハイドロフルオロカーボン類（HFC） カーエアコンの使用等 

 

 



 

 

６ 計画の位置付け 

 「富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」は、地球温暖化対策の推

進に関する法律第２１条に基づき、地方公共団体に策定が義務づけられた「地方

公共団体実行計画」です。 

また、「富士見市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」は、市民、事業者、

行政とともに市内全域での温室効果ガスの削減目標と方針を定めた計画です。

なお、「富士見市環境基本計画」は、両計画の上位計画となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 各計画の期間 

各計画の期間は、以下のとおりです。 

 

2022
(令和4)年度

2023
(令和5)年度

2024
(令和6)年度

2025
(令和7)年度

2026
(令和8)年度

2027
(令和9)年度

2028
(令和10)年度

2029
(令和11)年度

2030
(令和12)年度

～

第４次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

2022(令和4)年度～2030(令和12)年度

中間

見直し

改定版 2027(令和9)年度～

2030（令和12)年度

予定：第３次富士見市環境基本計画（富士見市地球温暖化対策実行計画 区域施策編 収録）

2023(令和5)年度～2032(令和14)年度

現行：

第2次

計画

地球温暖化対策の推進に関する法律 

富士見市環境基本条例 

富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

環境基本法 

富士見市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

富士見市環境基本計画 

富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 



 

 

８ 本計画におけるＳＤＧｓ 

ＳＤＧｓは、２０３０年までに「持続可能で多様性と包摂性のある社会」を実

現することを目指し、２０１５年に国連サミットで採択された国際目標です。１

７項目の目標があり、それを具体化した１６９のターゲット、２３２の指標が定

められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画における取り組みと、特に関わりの深いＳＤＧｓの目標を以下に示し

ます 

 
 

「エネルギーをみんなに そしてクリーンに」 

すべての人に手ごろで信頼でき、持続可能かつ近代的なエネ

ルギーへのアクセスを確保する。 
 

 

   「産業と技術革新の基盤をつくろう」 

強靭なインフラを整備し、包摂的で持続可能な産業化を推進 

       するとともに、技術革新の拡大を図る。 
 
 

「住み続けられるまちづくりを」 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ持続可能にす 

る。 
 



 

 

 

「つくる責任 つかう責任」 

持続可能な消費と生産パターンを確保する。 

 

 

「気候変動に具体的な対策を」 

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る。 

 

 
 
「海の豊かさを守ろう」 

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能 

な形で利用する。 

 
        

「陸の豊かさも守ろう」 

陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の推進、森林 

       の持続可能な管理、砂漠化への対処、土地劣化の阻止および逆 

転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２章 第３次計画の達成状況 

 

１ 温室効果ガス排出状況 

第３次計画では、平成２７年度を基準年度とし、前年度比１．６％の削減に努

め、令和３年度における温室効果ガスの排出量を基準年度と比べ９．２２％   

(７５１ｔ‐ＣＯ₂）の削減を目標に取組を推進しました。 

基準年度 目標 削減目標（令和 3年度） 

平成２７年度 基準年度と比べ９．２２％削減 ７，３９４ｔ-CO₂ 

（現況 令和２年度 基準年度と比べ８．６１％削減 ７，４４３ｔ-CO₂） 

 

排出状況                                  （単位：t-CO₂） 

 
Ｈ27 

（基準年度） 
Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 

Ｒ2年度 

と基準年度 

との比較 

燃 

料 

使 

用 

に 

伴 

う 

も 
の 

ガソリン 85 77 78 76 61 ▲28.30％ 

灯油 24 16 22 13 21 ▲12.53％ 

軽油 30 27 19 19 16 ▲45.30％ 

Ａ重油 564 80 24 33 16 ▲97.12％ 

ＬＰガス 262 406 390 389 617 136.06％ 

都市ガス 524 916 1,034 974 965 84.21% 

電気の使用に伴うもの 6,648 6,288 6,298 6,274 5,739 ▲13.68％ 

自動車の走行に伴うもの 

（メタン、一酸化二窒素、ＨＦＣ） 

5 5 5 5 4 ▲22.95％ 

一般廃棄物の燃焼に伴うもの 3 4 4 4 4 8.38％ 

温室効果ガス総排出量 8,145 7,818 7,876 7,787 7,443 

 
基準年と比較した 

各年度の増減 

 

 
▲4.01％ ▲3.30％ ▲4.40％ ▲8.61％ 

※小数点以下を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。 

※基準年度との比較については、四捨五入する前の数値により算定しています。 

※燃料使用量や電気使用量については、気象状況による影響があります。 

 



 

 

２ 各燃料等の詳細 

（１）燃料の使用に伴うもの 

①ガソリンの使用に伴うもの 

公用車や作業機械（草刈機等）の燃料として使用していますが、公用車の台

数管理や低燃費車への入れ替え等により、ガソリンの使用量の削減に努めまし

た。 

年度 使用量（ℓ） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
３６，５１９．６ ８４．７９ － 

H29 ３２，９６６．１ ７６．５４ ▲９．７３ 

H30 ３３，７６０．３ ７８．３８ ▲７．５６ 

R1 ３２，５６５.４ ７５．６１ ▲１０．８３ 

R2 ２６,１８６.１ ６０．８０ ▲２８．２９ 

 

 

②灯油の使用に伴うもの 

 小中学校や一部の施設の暖房器具の燃料として使用しています。学校施設の

空調設備の改修等によって、灯油の使用量は基準年に比べ減少傾向となってい

ますが、年度毎の気象状況による増減が見られました。 

年度 使用量（ℓ） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
９，６５０.０ ２４．０２ － 

H29 ６，３４５.０ １５．８０ ▲３４．２２ 

H30 ８，９６６.０ ２２．３２ ▲７．０８ 

R1 ５，１６６.０ １２．８６ ▲４６．４６ 

R2 ８，４４０.７ ２１．０１ ▲１２．５３ 

 

 



 

 

③軽油の使用に伴うもの 

  公用車の燃料や施設によっては非常用自家発電機の燃料として使用してい

ます。また、自家発電機の燃料は、補充する年と補充しない年による増減が考

えられます。 

年度 使用量（ℓ） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
１１，３５５.０ ２９．７４ － 

H29 １０，３４０.４ ２７．０８ ▲８．９４ 

H30  ７，３８４.１ １９．３４ ▲３４．９７ 

R1  ７，０７８.１ １８．５４ ▲３７．６６ 

R2  ６，２１１.０ １６．２７ ▲４５．２９ 

 

 

④Ａ重油の使用に伴うもの 

学校給食センター・老人福祉センターのボイラー及び非常用自家発電機の燃

料として使用していましたが、平成２９年度に実施した学校給食センターのボ

イラー更新の際に、Ａ重油使用機器から都市ガス使用機器へ変更したため、Ａ

重油の使用量が減少しています。 

年度 使用量（ℓ） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
２０８，０００.０ ５６３．６０ － 

H29  ２９，５００.０  ７９．９３ ▲８５．８２ 

H30  ９，０００.０  ２４．３９ ▲９５．６７ 

R1 １２，０００.０  ３２．５２ ▲９４．２３ 

R2  ６，０００.０  １６．２６ ▲９７．１１ 

 

 

 



 

 

⑤ＬＰガスの使用に伴うもの 

都市ガス使用地域外の公共施設における給湯器や、学校施設の空調設備等の

ガス機器の燃料として使用しました。基準年度と比較し大幅に増加しており、

気象状況による空調機器の稼働日数の変化による負荷が要因と考えられます。 

年度 使用量（㎥） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
４３，５８２.３ ２６１．５２ － 

H29 ６７，６６８.８ ４０６．０５ ５５．２７ 

H30 ６５，０３１.０ ３９０．２２ ４９．２１ 

R1 ６４，８６９.５ ３８９．２５ ４８．８４ 

R2 １０２，８７９.４ ６１７．３４ １３６．０６ 

 

 

⑥都市ガスの使用に伴うもの 

給湯器や空調機、天然ガス自動車の燃料として使用しており、平成２９年度

に学校給食センターのボイラーをＡ重油使用機器から都市ガス使用機器へ変

更したため、都市ガスの使用量が増加しています。各施設においてガス機器の

使用や空調機の温度設定の管理などにより使用量の削減を行いましたが、各年

度の気象状況の変化により空調機の稼働が増減し、使用量が変化したものと考

えられます。 

年度 使用量（㎥） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
２５１，８８７.３ ５２３．８４ － 

H29 ４４０，４９２.６ ９１６．０７ ７４．８８ 

H30 ４９７，３６９.７ １，０３４．３６ ９７．４６ 

R1 ４６８，５４４.７ ９７４．４１ ８６．０１ 

R2 ４６４，０１３.６ ９６４．９９ ８４．２１ 

 



 

 

（２）電気の使用に伴うもの 

市の事務事業における温室効果ガス排出の約７７％（令和２年度時点）が電

気の使用に伴うものとなっています。各施設で照明のＬＥＤ化を推進し、昼休

みの消灯や節電対策に取り組みました。また、令和２年度は新型コロナウイル

ス感染症対策における施設の利用停止により、電気の使用量が減少しました。 

年度 使用量（kwh） 
二酸化炭素 

排出量（t-CO₂） 
増減率（%） 

H27 

（基準年度） 
１１，９７９，１７８.８ ６，６４８．４４ － 

H29 １１，３２９，７４７.０ ６，２８８．０１ ▲５．４２ 

H30 １１，３４８，１７７.０ ６，２９８．２４ ▲５．２７ 

R1 １１，３０５，２１８.０ ６，２７４．４０ ▲５．６３ 

R2 １０，３４０，１４２.０ ５，７３８．７８ ▲１３．６８ 

 

 

（３）その他 

①自動車の走行に伴うもの 

 自動車の走行に伴い、メタン、一酸化二窒素及びハイドロフルオロカーボン

類（ＨＦＣ）が排出され、それぞれを二酸化炭素に換算すると下表のとおりと

なります。 

低燃費・低公害車への入れ替えや台数の削減、使用の抑制によって排出量を

削減しており、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症対策による

会議・研修のオンライン化などにより、自動車の使用量が少なくなりました。 

年度 
走行距離 

（㎞） 

メタン 

（㎏-CO₂） 

一酸化二窒素

（㎏-CO₂） 

ＨＦＣ 

（㎏-CO₂） 

計 

（㎏-CO₂） 

増減率 

（％） 

H27 

（基準年度） 

４０６，３５７.７ １１８．０２ ３，１４０.３ ２，００２ ５，２６０.３２ - 

H29 ３８２，６５０．5 １０６．０５ ２,８６４．４ １，９７６ ４，９４６.４５ ▲５．９７ 

H30 ３７２，１０５．３ １０１．２２ ２,７４６．６ １，９６３ ４，８１０.８２ ▲８．５５ 

R1 ３５７，４４５.0  ９３．４５ ２，６４７.４ １，９２４ ４，６６４.８５ ▲１１．３２ 

R2 ２８６，８８３.３  ７５．１８ ２，０８０.１ １，８９８ ４，０５３.２８ ▲２２．９５ 



 

 

 

②一般廃棄物の燃焼に伴うもの 

公共施設から排出された可燃ごみの焼却により、メタンと一酸化二窒素が排

出され、それぞれを二酸化炭素に換算すると下表のとおりとなります。可燃ご

みの排出量は基準年度を上回る傾向にあり、更なる分別と資源化の推進に努め

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

年度 
可燃ごみ 

排出量（ｔ） 

メタン 

（㎏-CO₂） 

一酸化二窒素 

（㎏-CO₂） 

計 

（㎏-CO₂） 

増減率

（％） 

H27 

（基準年度） 
１９８．５ ０．４２ ３,４７５．１ ３,４７５．５２ － 

H29 ２３１．５ ０．４２ ４,０５４．８ ４,０５５．２２ １６．６８ 

H30 ２４５．８ ０．４２ ４,３０５．９ ４,３０６．３２ ２３．９０ 

R1 ２５１．４ ０．４２ ４,４０２．０ ４,４０２．４２ ２６．６７ 

R2 ２１５．０ ０．４２ ３,７６６．５ ３,７６６．９２  ８．３８ 



 

 

３ 第３次計画の評価と課題 

 

(１) 評価 

 令和２年度における温室効果ガスの削減量は、平成２７年度（基準年度）との

比較では、マイナス８．６１％（７０２ｔ‐ＣＯ₂）となり令和３年度の目標値

であるマイナス９．２２％（７５１ｔ‐ＣＯ₂）の目標達成に向け、前年度比１．

６％削減の水準は維持しています。しかしながら、令和２年度は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により施設の利用停止が相次いだため、エネルギー使用量

の減少が生じた影響が見られます。 

計画期間内の事務事業の変化としては、公共施設や防犯灯等におけるＬＥＤ

化の推進が図られましたが、気象状況の変化、既存施設の老朽化、学校施設の機

能強化により、温室効果ガス排出量の増加の負荷となったものと考えられます。

また、地球温暖化対策の推進については、職員一人ひとりの省エネ意識の向上を

図る必要があるため、継続的に職員研修を実施する必要があります。 

 

  

(２) 課題 

第３次計画については、令和２年度実績において目標達成ペースの削減を維

持していますが、令和２年度に温室効果ガス削減の新たな政府目標が掲げられ、

２０３０（令和１２）年度までに２０１３（平成２５）年度比４６％削減を目指

しています。 

温室効果ガス排出量の４６％削減を行うには、市の公共施設におけるエネル

ギー使用のあり方を見直すことが必要となり、特に排出量の約７７％を占めて

いる電気の使用に伴う排出量を削減する必要があります。これまでも取り組み

を推進しているＬＥＤ照明への切り替えや、再生可能エネルギー電力（以下、「再

エネ電力」）の活用に併せ、公共施設や設備の老朽化に伴う更新時に、温室効果

ガスの削減を意識した省エネ設備、ＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システム）

（※）の導入を図り、再生可能エネルギー設備導入等の創エネの取り組みも必要

となってきます。 

 また、待機電力の削減やエコドライブなどの省エネ行動についても、職員の意

識改革と計画への参画を促すための仕組みづくりや計画に定める温室効果ガス

の排出抑制への理解を深めるとともに、市の事業に伴い発生する廃棄物につい

ては、更なる分別の徹底と４Ｒ（リフューズ・リデュース・リユース・リサイク

ル）の推進を図る必要があります。 

 

※ＢＥＭＳ（ビルエネルギー管理システム）とは、「Building Energy Management System」の略

で、ビル内の機器等を管理し、エネルギー消費量を削減するためのシステムのこと。



 

 

第３章 第４次計画の目標 

 

１ 温室効果ガス排出削減目標 

第４次富士見市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）における温室効果ガス

の削減目標は、国の掲げる目標に合わせ、２０３０（令和１２）年度までに２０

１３（平成２５）年度比４６％削減（３，７１４ｔ‐ＣＯ₂）を目標とし、２０

５０（令和３２）年度の排出ゼロを目指します。目標とする４６％削減の達成に

は、第３次計画目標達成に加え、さらなる削減が必要となります。これまでの計

画と比較し高い削減目標の設定となりますが、第４章に定める「温室効果ガス削

減への取組」の推進により目標達成を目指します。 
 

 

 

 

 

 

 

※令和３年度数値（令和４年度中に算定）については、第３次計画の目標数値７，

３９４ｔ‐ＣＯ₂を排出量として仮定し、上記の削減目標を定めています。

 

 

8,061 
7,443 7,394 

6,282 6,219 6,157 6,095 
5,419 5,276 4,966 4,657 4,347 

618 667 
1,779 1,842 1,904 1,966 

2,642 2,785 3,095 3,404 3,714 

2013

（H25）

【基準年】

2020

（R2）

【実績値】

2021

（R3）

2022

（R4）

2023

（R5）

2024

（R6）

2025

（R7）

2026

（R8）

2027

（R9）

2028

（R10）

2029

（R11）

2030

（R12）

温室効果ガス削減目標

温室効果ガス（ｔ‐ＣＯ₂） 削減量（ｔ‐ＣＯ₂）

【第 3 次計画 
目標値】 



 

 

２ 個別削減目標 

 燃料使用に伴うものや電気の使用に伴うもの等の温室効果ガスの削減につい

ては、第３次地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の評価と課題及び行政計画

に則り、以下の数値を削減の目標とします。 

 （単位：t-CO₂） 

 2013 

(Ｈ25) 

【基準年度】 

2020 

(Ｒ2) 

【実績】 

2026 

(Ｒ8) 

【中間年度】 

2030 

(Ｒ12) 

【最終年度】 

目標年度の 

温室効果ガス

削減量 

燃
料
使
用
に
伴
う
も
の 

ガソリン 92 61 58 56 36 

灯油 27 21 20 19 8 

軽油 33 16 15 15 18 

Ａ重油 554 16 15 15 539 

ＬＰガス 402 617 583 546 △144 

都市ガス 517 965 912 855 △338 

電気の使用に伴うもの 6,428 5,739 3,808 2,834 3,594 

自動車の走行に伴うもの 

（メタン、一酸化二窒素、ＨＦＣ） 

5 4 4 4 1 

一般廃棄物の燃焼に伴う

もの 
3 4 4 3 0 

温室効果ガス 

総排出量 
8,061 7,443 5,419 4,347  

※小数点以下を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。 

※実績値に基づき、将来予測と目標年度の温室効果ガス削減量の検証を行いました。 

※ボイラーなど一部の機器において、A 重油機器から都市ガス機器に変更したことなど 

により、エネルギー毎の目標値が基準年の実績より大幅に減少、増加しているものが 

あります。  

 

 

 



 

 

３ 温室効果ガス削減量の換算 

 

（１）温室効果ガスの削減目標に基づく燃料等の削減量 

 ２０３０（令和１２）年度における削減目標（３，７１４t‐CO₂）を各燃料の

使用量や電気使用量に換算した場合については、以下のとおりとなります。 

 計画の削減目標 各燃料等の削減量 

ガソリン 36t‐CO₂ 15,506ℓ 

灯油 8t‐CO₂     3,214ℓ 

軽油 18t‐CO₂ 6,872ℓ 

Ａ重油 539t‐CO₂ 198,920ℓ 

電気 3,594 t‐CO₂ 6,475,676kwh 

※令和 2年度時点の排出係数により算定しています。 

 

（２）ブナの木の換算 

 目標が達成できると樹齢１００年のブナの森林の面積およそ６．７３km²の温

室効果ガスの吸収量と同程度の削減量となります。 

  2026(令和 8)年度 2030(令和 12)年度 

温室効果ガス削減量 2,642t-CO₂ 3,714t-CO₂ 

ブナの木の換算本数 241,279 本 339,178 本 

森林の面積（ｋｍ²） 4.79 ㎢ 6.73 ㎢ 

※ブナの木１本の 1年間当たりの温室効果ガス吸収量を約 10,950ｇで 

計算しています。 

 

（３）体積による換算 

 目標が達成できると温室効果ガスの体積は、およそ２,０２７，８４４ｍ³（東

京ドーム約１．６個分）となります。 

  2026(令和 8）年度 2030(令和 12)年度 

温室効果ガス削減量 2,642t-CO₂ 3,714t-CO₂ 

体積（ｍ³） 1,442,532ｍ³ 2,027,844m³ 

※１ｔ-ＣＯ₂の体積はおよそ５４６㎥です。 

  



 

 

第４章 温室効果ガス削減への取組 
 

１ 目標達成のための３つの柱 

 市が目標とする、「２０３０（令和１２）年度までに温室効果ガス排出量を２

０１３（平成２５）年度比４６％削減」の達成のためには、これまでも取り組み

を続けてきた省エネ行動以外にも、温室効果ガス削減に大きく寄与する施策が

必要です。 

 そこで市では、下記の３つの柱を中心に、温室効果ガス削減に全庁一丸となっ

て取り組みます。 

 

 

富士見市の事務事業における 

温室効果ガス削減の３つの柱 

柱１ 創エネ・省エネ設備の導入 

柱２ 移動の低炭素化 

柱３ 省エネ行動の徹底 
 

柱１ 創エネ・省エネ設備の導入 

・２０１３(平成２５)年比４６％の温室効果ガスを削減するためには、公 

共施設におけるハード面の改善が必須となります。 

  ・市の公共施設における創エネ・省エネのポテンシャル調査等を検討しま 

す。 

・創エネ・省エネ設備の設置計画の策定など、２０３０（令和１２）年度ま 

での目標達成、２０５０（令和３２）年度までのカーボンニュートラル実 

現に向けた効果的な設備の導入を検討します。 

 

柱２ 移動の低炭素化 

・市の公用車について、車両の用途や使用年数に合わせて、次世代自動車 

 等の環境負荷の少ない車両への転換を行います。 

・出張・訪問などの移動目的に合わせ、公共交通機関や自転車（シェアサ 

イクル等）を活用し、移動に係る温室効果ガスを削減します。 

 



 

 

柱３ 省エネ行動の徹底 

・再エネ電力の導入など、使用電力における温室効果ガスの削減を行いま 

す。 

・職員一人ひとりが省エネを心がけた行動を意識し、日々の業務において実 

践します。 

 

職員一人ひとりが実践する省エネ行動 

項  目 具体的な取組 取組主体 

照明の 

適正管理 

① トイレ・給湯室及び印刷室などは、使用時以外は消

灯する。 

② 始業前及び残業時は、不要なエリアを消灯する。 

③ 業務に支障のない限り昼休みは消灯する。 

全職員 

④ ＬＥＤ電球等の省エネルギー照明へ切り替える。 
施  設 

管理部署 

ＯＡ機器

等電気製

品の適正

使用 

① 業務終了後は、ＯＡ機器や電気製品の電源を切る。 

② 電気製品等の待機電力の削減に努める。 
全職員 

③ ＯＡ機器等は、省電力モードの設定を行う。 

④ 機器の購入、更新時には、省エネルギータイプの 

機器を導入する。 

機  器 

管理部署 

空調機器

の適正使

用 

① 市が主催する会議は、クールビズ、ウォームビズ 

で参加し、冷暖房の適正運転を行う。 

② 会議室利用後は、空調のスイッチを必ず切る。 

全職員 

③ 室温を夏期は２８℃、冬期は２０℃を目安とし冷 

暖房機器の適正運転を行う。 

④ 建物の保温特性により上記の室温であれば、空 

調を使用せず、又は、調整の断続運転等も実施する。 

⑤ 空調機器の運転終了時間の繰上げを心がける(余 

熱活用)。 

⑥ 自然光や自然風を積極的に取り入れるとともに、 

冷房時はブラインド等により日射を遮る。可能な限

り、緑のカーテン・遮光ネットの設置を行う。 

⑦ 空調機器のフィルターの定期的な清掃を行う。 

⑧ 空調機器の導入・更新時には、エネルギー効率の 

高い機器を選択する。 

施  設 

管理部署 

 
給湯設備

等の適正

使用 

 

① 電気ポットやコーヒーメーカーは、省エネタイプ 

の製品を選択する。 

 

全職員 

 
 

 



 

 

  
給湯設備

等の適正

使用 

② 冷蔵庫は、省エネに設定し、また、複数の課で使 

用するなど、業務上必要最小限とする。 

 

全職員 

③ 給湯器の温度設定は、低温に設定する。 
施  設 

管理部署 

業務の効

率化、労

働時間の

短縮化 

① 事務の効率化を図り、時間外勤務の削減に努める。 

② 毎週水曜日及び金曜日は「リフレッシュデー」と 

し、残業を控える｡また、業務終了後の早期退庁を推奨

する。 

管理職 

③ ワーク・ライフ・バランスの取り組みを推進する。 
職  員 

管理部署 

公用車の

効率運用

と適正 

運転 

① 出張にはできる限り公共交通機関を利用する。 

② 近距離（概ね２ｋｍ以内）の出張にはできる限り、 

徒歩、自転車を利用する。 

③ エコドライブ及びアイドリングストップの推進。 

④ タイヤの空気圧調整を定期的に実施する。 

⑤ 毎週金曜日の「ノーカーデー」を推進する（公用 

車、マイカーの使用を控える）。 

全職員 

用紙類等

の使用量

の削減 

① 原則として両面印刷(コピー・印刷)する。 

② 使用済みのコピー用紙や封筒の再利用に努める。 

③ 資料･刊行物は、ホームページの活用などにより、

発注部数を見直し、必要最小限の部数とする。 

④ 供覧・回覧で済む文書はコピーや配布をしない。 

全職員 

⑤ 庁内ＬＡＮを活用した共用文書・資料の電子情報

化を推進する。 

⑥ タブレット端末や ZOOM会議の活用、（仮称）文書管

理・電子決裁システムを導入し、ペーパーレス化を推

進する。 

機  器 

管理部署 

リサイク

ルの促進 

① 紙類は、正しく分別し資源化を徹底する。 

（廃棄物の分別基準は２８ページを参照）  

② 備品類、その他事務用消耗品類は修理・補修を心  

掛け、長期間繰り返し使用する。 

③スターオフィスの掲示板などを活用し、不用とな 

った物品は、他課での再利用を確認する。 

全職員 

廃棄物 

の減量 

① ４Ｒ（ﾘﾌｭｰｽﾞ･ﾘﾃﾞｭｰｽ･ﾘﾕｰｽ･ﾘｻｲｸﾙ）を推進する。 

・マイ箸やマイボトルを持参する。 

・プラスチック容器や紙コップ等の使い捨て製品を 

使用しない。 

全職員 



 

 

廃棄物 

の減量 

・過剰包装された商品は購入しない。ノーレジ袋、 

マイバッグ運動を推進する。 

・持ち込んだごみは､各自持ち帰り､ごみの減量化を 

推進する。 

・ごみの分別を徹底し、ごみの排出抑制に努める。 

全職員 

②食品残さのバイオガス化を推進する。 
施  設 

管理部署 

環境に 

配慮した

物品等 

の購入 

① 物品・用紙類等は可能な限り、エコマーク製品等 

グリーン購入法（※）に適合した環境にやさしい製品

を購入する。 

②調達時は、廃棄処理や処分が容易な物品を選択す

る。 

③過剰包装や使い捨て製品の購入を控え、簡易包装や

詰め替え可能な製品を選択する。 

全職員 

環境に配

慮した建

設工事の

推進 

① 雨水の有効活用を促進する。 

② リサイクル資材の利用を促進する。 

③ 公共施設の太陽光等再生可能エネルギーの利用促 

進を図り、省エネルギー化の推進に努める。 

④ 建設廃棄物の少ない施工技術･施工方法の採用に 

努める。 

⑤ リサイクル可能な建設副産物は、積極的な再利用 

化に努める。 

建設工事
担当部署 

その他 

①「エコライフＤＡＹ」や「地球温暖化対策」への取

組に自ら参加する。 

②エレベータの利用を最小限にし、積極的に階段を利

用する。 

③市内公共施設利用者等へ「地球温暖化対策」の周知

を行い、取り組みを広げる。 

全職員 

④自動販売機は消費電力の少ない機器とし、過剰な 

設置をしない。 

施  設 

管理部署 

 

※グリーン購入法とは、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」。

国等が、環境に配慮した製品を優先的に購入し、情報提供することによって、環

境物品の需要拡大を図ることを目的としている。国等は環境物品調達の基本方

針を定め、環境物品の調達方針を作成しその実績を報告しなければならないと

し、地方自治体おいては努力義務が規定されている。当市でも令和４年３月に

「富士見市グリーン購入基本方針」を策定した。 



 

 

第５章 計画の推進体制及び管理体制 

 

１ 体系 

 本計画は「ＰＤＣＡサイクル」を用いて継続的に改善します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

２ 推進組織 

推進組織は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

   

        

 

              

 

               

 

                

              

             

 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告 

総合的な対策
に対する指示 

点検・評価の
報告 

見直し・改善に対する指示 

Ｐ（計画） 

計画内容の周知・進捗管理 

報告 

点検・評価
内容の公表 



 

 

３ 計画の推進体制 
 

本計画に係る温室効果ガスの排出量を削減していくためには、職員全員で「地

球温暖化問題」に関する認識をより深め、主体的かつ積極的に計画に定めた取組

を推進することが重要です。 

そのために庁内に設置されている「富士見市環境にやさしい都市づくり検討

委員会（以下「検討委員会」という。）が主導となり、計画を推進していきます。 

また、各所属等単位で推進員を１名任命し、計画の推進、管理を行います。更に

点検表を使用し、進捗状況をチェックします。 

 

 

４ 推進組織の役割と管理体制 
 

（１）市長・各部局長 

事務局から地球温暖化対策の進捗状況についての点検・評価の報告を受け、本

計画の推進に関し、総合的な指示を行う。 

 

（２）環境にやさしい都市づくり検討委員会 

事務局からの報告を受け、検討委員会としての点検・評価を行い、具体的な見

直し・改善内容の指示を行う。 

 

（３）温暖化対策実行計画推進員 

各所属ごとに計画の推進を図るために推進員を置く。（推進員の任命は所属長

が行ない、任期は１年間とし、再任は妨げない。）推進員は、本計画の具体的な

取り組み、見直しや改善内容について、各課員に周知するとともに取り組みの中

心的な役割を担う。また、進捗状況の確認と併せて点検記録表を事務局に提出す

る。 

 

（４）事務局 

推進員から提出された点検記録表等を集計し温室効果ガスの排出量の増減に

関する分析を行い、検討委員会に報告する。 

なお、市長、各部局長、環境にやさしい都市づくり検討委員会からの指示を受

け、計画内容の見直しを継続的に実施する。  

 

 

５ 職員研修 
 

決定した計画内容について、職員一丸となって推進するため、実施内容、実施

方法、点検・見直し方法等について説明会（研修会）を実施する。 



 

 

 

◇研修内容 

種  別 対 象 者 目  的 内  容 回数 

研

修 

管 理 職 

研修 

管理職員及

び都市づく

り検討委員 

実行計画の重要性

とそれぞれの役割

と認識等 

・計画の目的と内容 

・推進、点検体制と役割 

・職員への指導、育成 

年１回 

推 進 員 

研修 

各 課 等 の 

推 進 員 

実行計画の重要性

とそれぞれの役割

と認識等 

・計画の目的と内容 

・推進、点検体制と役割 

・点検の手順と方法 

・一般職員への呼びか

け 

年１回 

新入職員 

研修 

新 規 採 用 

職 員 等 

環境に対する自覚

と取組への理解 

・地球温暖化関連情報 

・計画の目的と内容 

・取組の内容と方法 

 

年１回 

 

 

 

６ 点検管理マニュアル 

計画達成のために決定した行動内容のうち、特に重要と思われる項目につい 

て確認をするため、「点検管理マニュアル」を策定し、マニュアルに基づき運用

を行う。 

点検管理マニュアルは、検討委員会で検討し、見直しを行いながら運用する。 

 

 

７ 公表 

本市の事務・事業における温室効果ガスの総排出量等を年度ごとに集計・解析 

し、基準年度との比較増減量及び増減率をホームページ及び『富士見市の環境』

の中で公表する。 

 

 

 

 

 



 

 

  



 

 

 

 

資料編 

 

目  次 

 

１ 富士見市環境にやさしい都市づくり検討委員会 
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１ 富士見市環境にやさしい都市づくり検討委員会 

 

富士見市環境にやさしい都市づくり検討委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 環境にやさしい都市づくりのために総合的な施策に対し、庁内調整を

図るため、富士見市環境にやさしい都市づくり検討委員会（以下「委員会」と

いう。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 環境基本計画の検討及び調整に関すること。 

(２) 環境に関する年次報告書に関すること。 

(３) その他環境施策の推進に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、別表に掲げるものをもって組織する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 市長は、委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、環境課長をもって充て、副委員長は、政策企画課長をもって充て 

る。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理す 

る。 

（平２３年３月３１日・一部改正） 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長は、その議長となる。 

（関係者の出席） 

第６条 委員長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見又は 

説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、経済環境部環境課において処理する。 

（平成２３年３月３１日・令和３年３月３１日・一部改正） 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成１６年５月１３日から施行する。 

附 則（平成１９年４月１日） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日） 



 

 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

（令和３年３月３１日・全改） 

委員会の構成 

委員長 経済環境部 環境課長 

副委員長 政策財務部 政策企画課長 

委員 危機管理課長 

委員 総務部 総務課長 

委員 総務部 公共施設マネジメント課長 

委員 協働推進部 協働推進課長 

委員 市民部 市民課長 

委員 子ども未来部 子育て支援課長 

委員 健康福祉部 福祉政策課長 

委員 経済環境部 産業経済課長 

委員 都市整備部 都市計画課長 

委員 建設部 道路治水課長 

委員 建設部 建築指導課長 

委員 建設部 水道課長 

委員 教育部 教育政策課長 

委員 教育部 生涯学習課長 

委員 教育部 学校教育課長 

委員 教育部 学校給食センター所長 

 

  



 

 

２ 廃棄物の分別基準 

 

【可燃ごみ】 

分別を徹底し、可能な限りの減量化に努める。 

■紙類        

■プラスチック類   

■生ごみ 

 

 

【紙類】 

以下のように分別し、資源化を推進する。 

１ 新聞、チラシ 

２ 段ボール 

３ 白い紙（印刷用紙、コピー用紙など） 

４ シュレッド処理された紙 

５ 牛乳パック（紙パック） 

６ 雑がみ（端紙、封筒、はがき、ティシュー箱、包装紙、付箋など） 

７ 感熱紙 

 

 

【プラスチック類】 

可燃ごみへの混入を減らし、可能な限り資源化を推進する。 

■事務所での飲食程度の容器包装プラスチック 

■上記以外のプラスチック（産業廃棄物） 

 ※職員が持ち込んだものは、持ち帰る。 

 

 

【生ごみ】 

以下の施設から排出される食品残さをバイオガス化する。 

■市役所本庁舎 

■第１．２．３．４．５．６保育所 

■みずほ学園 

■教育委員会事務局 

■学校給食センター 

■特別支援学校 

 

 

 

資源化 

バイオガス化 



 

 

 

 

 

【不燃ごみ】 

分別を徹底し、資源化を推進する。 

 

 

【ビン】 

【カン】   ※職員が持ち込んだものは、持ち帰る。 

【ペットボトル】 

 

 

【粗大ごみ】 

事業者が排出するものは、志木地区衛生組合富士見環境センターへの搬入がで

きないため、各所属で再利用などを十分に検討し、可能な限り処分を行わないよ

う努める。 

どうしても処分しなければならないものは、廃棄物処理業者へ委託するなどし、

法律の定める適正な処理に努める。 

 

 

【電球、蛍光灯、電池類】 

志木地区衛生組合富士見環境センターへの搬入ができないため、購入業者等に

引き取りを依頼するなどし、法律の定める適正な処理に努める。 
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地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容 学校教育

区 分 その他

百万円

657従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

81 学校教育

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

81

所 在 地 埼玉県鴻巣市中央１番１号

事 業 者 番 号 2194

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

2,322 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 鴻巣市教育委員会

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 教育部教育総務課 048-544-1210 kyoiku@city.kounosu.lg.jp

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 鴻巣市教育委員会教育部教育総務課

所 在 地 １ 鴻巣市役所本庁舎

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日　8：30～17：15

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 2,322

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219400 鴻巣市教育委員会 2,322

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

mailto:048-544-1210kyoiku@city.kounosu.lg.jp


地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,486 4,570

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,486 4,570

「鴻巣市環境基本計画」と連携した「鴻巣市地球温暖化対策実行計画（第四期：令和元年度～令
和4年度）」の目標達成に向けた基本方針にて、以下の３つの方針を決定した。
①職員一人ひとりが主体的に行動を実践・継続していく
②長期的な視野に立って、戦略的な対策を検討・推進していく
③率先行動を通じて、市民・事業者等の行動を促していく

鴻巣市教育委員会は市長部局と連携して次のとおり地球温暖化対策をしている。
計画の推進にあたってはエコ管理統括者を市長、エコ管理責任者を環境経済部長が務め、教育委
員会の地球温暖化対策推進者に教育部長を選任し「庁舎内環境配慮事業」の推進により、庁舎的
な取組の進歩状況や目標達成状況を点検し、必要な調整及び計画の見直しを行うこととしてい
る。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

エコ管理統括者
（市長）

エコ管理副統括者
エコ管理責任者

地球温暖化対策推進者
（教育部長）

実行部門の長
（部長）

各部署
エコ管理統括者

（市長）
エコ管理副統括者

エコ管理責任者
地球温暖化対策推進者

（教育部長）

実行部門の長
（部長）

各部署



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0163 t-CO2/㎡

平成２８年度の原単位を基準として、令和６年度末までに、原単
位を毎年1.2％（計6％）削減を目標とする。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 3,087 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 60

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 81 学校教育

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 81

事 業 活 動 の 概 要

その他

4 事業者番号 2194 事業所番号 219400

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 鴻巣市

字 ・ 地 番 中央１番１号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 鴻巣市教育委員会



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24 赤見台第二小学校 赤見台２丁目６番１号

25 鴻巣中央小学校 中央３０番１号

22 松原小学校 原馬室２４２５番地

23 赤見台第一小学校 赤見台４丁目１９番１号

20 常光小学校 下谷３６９番地

21 鴻巣北小学校 神明３丁目１８番１０号

18 田間宮小学校 糠田２９８５番地

19 箕田小学校 箕田４０８番地

16 鴻巣南小学校 本町８丁目７番２３号

17 馬室小学校 滝馬室５５５番地

14 中学校給食センター 滝馬室６８２－１

15 鴻巣東小学校 本町６丁目４番５６号

12 川里図書館 関新田１２８１－１

13 教育支援センター 関新田１２８１－１

10 鴻巣中央図書館 本町１－２－１　エルミこうのすアネックス１階

11 吹上図書館 吹上富士見１－１－１

8 吹上生涯学習センター 吹上富士見1丁目1番1号

9 川里生涯学習センター 広田3141番地1

6 常光公民館 下谷３６９番地196番地1

7 あたご公民館 原馬室3460番地1

4 箕田公民館 稲荷町26番32号

5 笠原公民館 笠原791番地1

2 中央公民館 本町3丁目12番18号

3 田間宮生涯学習センター 登戸149番地

番号 事業所名 所 在 地

1 鴻巣市教育委員会 鴻巣市中央１番１号

事業所リスト



41

38
39

44
45

42
43

48
49

46
47

36
37

34
35

鴻巣北中学校 箕田４２８０番地
鴻巣西中学校 大間１１６１番地

40

吹上中学校 吹上富士見1丁目6番1号
吹上北中学校 鎌塚５５０番地

鴻巣南中学校 原馬室３６８５番地
赤見台中学校 赤見台４丁目２５番１号

54
55
56 かわさとグラウンドゴルフ場 関新田１２７７番地２付近

51
52
53

事業所リスト

番号 事業所名 所在地
25

50

28
29

26
27

32
33

30
31

広田小学校 広田３１５６番地５

57
58
59 あかぎテニスコート 赤城１７７番地１付近

赤見台近隣公園体育施設 赤見台３丁目３７番地内
上谷総合公園（スポーツ施設） 上谷７０７番地

60
61
62

北新宿生涯学習センター 北新宿９４３番地

63
64
65
66
67
68

72

69
70
71

下忍小学校 鎌塚１０番地
大芦小学校 大芦９２３番地１

吹上小学校 南１丁目１０番５号
小谷小学校 小谷１８９０番地１

79

76
77
78

73
74
75

屈巣小学校 屈巣４５１５番地１
共和小学校 新井１９４番地２

鴻巣中学校 東２丁目４番６２号

映画館 本町１丁目２番１号

吹上ふれあいセンター 下忍３９３９番地２
川里ふれあいセンター 広田３５１７番地３

川里中学校 関新田１５６０番地１
鴻巣集会所 箕田４１７３番地４

鴻巣中央小学校 中央３０番１号

天神テニスコート 天神２丁目３番地内
常光テニスコート 下谷１９６番地１

吹上荒川総合運動公園 大芦地内（河川敷）

吹上パークゴルフ場 大芦地内（河川敷）

吹上富士見テニスコート 吹上富士見４丁目１６番地内
吹上富士見ゲートボール場 吹上富士見２丁目３番地内

陸上競技場 鴻巣６３４番地２
吹上総合運動場 明用６３６番地１

総合体育館 鴻巣８６４番地１
コスモスアリーナふきあげ 明用６３６番地１

文化センター 中央２９番１号



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

250,706.00 244,961.48

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -9.8 -14.5

前 年 度 比 （ ％ ） － 4.3

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0163 0.0179 0.0187

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,486 4,570

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） -45.3 -48.0

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － 1.9

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,087 4,486 4,570

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,242 2,322

事業所番号 219400

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス感染症に伴う緊急事態宣言の発令により、公民館、映画館等の営業
時間が短縮されたため。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

中学校給食センターの改築により主たるエネルギーが重油から電気に変わり、電気使用
量が増大したため。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 219400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

箕田・あたご公民館、田間宮生涯学習セン
ター体育室LED照明設置

R6

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

コスモスアリーナふきあげLED照明の設置 R4

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

鴻巣中学校体育館のLED照明の設置 R4

R2

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

鴻巣中央小学校体育館のLED照明の設置 R2 R2

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

赤見台第二小学校給食室・体育館のLED
照明の設置

R2

R1以前

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

鴻巣南中学校の空調機器の更新1台 R1以前 R1以前

3 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

鴻巣北中学校の空調機器の更新1台 R1以前

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
平成29年度より、鴻巣市教育委員会の地球
温暖化対策推進者に教育部長を選任し
た。

R1以前 R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
鴻巣市教育委員会では、市長部局と連携
し、鴻巣市地球温暖化対策を推進してい
る。

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 219400



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219400



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：国内外食事業、宅食事業
従業員数：1,728人(グループ計)(2022年3月期)

区 分 企業

4,410 百万円

1,902従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 東京都大田区羽田1-1-3

事 業 者 番 号 2195

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,246 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 ワタミ株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 SDGs推進本部 03-5737-2288

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

○ その他 ワタミグループとしての使用量を環境レポートに記載

閲 覧 場 所 １

所 在 地 １

閲 覧 可 能
時 間 １

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 1,246

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219500 焼肉の和民　川越東口クレアモール 1,246

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 4,364 2,552

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 4,364 2,552

■環境基本方針

１．地球で事業活動を営む企業の責任として、その存在ゆえに生じる環境負荷を
　　少しでも小さくする。～地球の邪魔をしない存在となる～
２．環境活動が経済活動であることを証明して、他の企業を啓発する。
３．グループの成長に伴い増え続ける国内外の従業員を介して「環境」に働き
　　かける。
　　その一人ひとりが生活の中で、常に「環境」を意識し、実質的に明日の
　　地球の現実を変えていくための行動をとる。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

ワタミ（株）

外

食

部

宅

食

部

生

産

部

農

業

・

地球温暖化対策推進者



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.4315 t-CO2/㎡

平成28年度から平成31年度の排出原単位の平均0.4315t-CO2/㎡を
基準として、2024（令和6）年度末までに年1％、累計5％削減しま
す。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 37

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

事業内容：外食事業、宅配弁当事業、弁当製造工場
従業員数：65名（正社員のみ）

4 事業者番号 2195 事業所番号 219500

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 川越市

字 ・ 地 番 脇田町４－３

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 焼肉の和民　川越東口クレアモール



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 焼肉の和民　川越東口クレアモール 川越市脇田町４－３

事業所リスト



番号 事業所名 所在地

2 ワタミ(株)（手づくり厨房東松山センター） 埼玉県比企郡滑川町福田342番地

3 焼肉の和民朝霞台駅前店 埼玉県朝霞市浜崎１－２－８

4 焼肉の和民坂戸北口駅前店 埼玉県坂戸市日の出町20－5

5 ミライザカ久喜駅前店 埼玉県久喜市中央１－１－８

6 ミライザカ小手指北口店 埼玉県所沢市小手指町１－１５－１

7 bb.q OLIVE CHICKEN caf'e 上尾店 埼玉県上尾市上町２－５－３

8 鳥メロ川越クレアモール店 埼玉県川越市脇田町７－４

9 から揚げの天才上尾店 埼玉県上尾市上町２－５－３

10 かみむら牧場上尾店 埼玉県上尾市春日１－１６－８

11 さいたま北 埼玉県さいたま市見沼区東大宮6-13-7

12 さいたま南 埼玉県さいたま市中央区上峰1-3-9

13 埼玉川口前川 埼玉県川口市前川4-24-7

14 埼玉加須 埼玉県加須市岡古井174-1

15 埼玉熊谷 埼玉県熊谷市箱田5-17-5

16 埼玉川越 埼玉県川越市下小坂601-10-6

17 埼玉所沢 埼玉県所沢市中富1141-2

18 埼玉朝霞 埼玉県朝霞市栄町2-10-38

19 埼玉伊奈 埼玉県北足立郡伊奈町寿1-84-3

20 埼玉入間 埼玉県入間市下藤沢1292-7

21 埼玉ふじみ 埼玉県入間郡三芳町竹間沢167-1

22 埼玉春日部 埼玉県春日部市梅田本町2-26-1

23 埼玉東松山 埼玉県東松山市小松原町20-10

24 埼玉川口中央 埼玉県川口市末広3-10-12

25 さいたま西 埼玉県さいたま市北区宮原町3-147-5　島村倉庫1階

26 埼玉鶴ヶ島 埼玉県鶴ヶ島市羽折町12-3

27 埼玉北越谷 埼玉県越谷市東大沢3-266-1

28 埼玉川越中央 埼玉県川越市小仙波895-1

29 さいたま東 埼玉県さいたま市南区鹿手袋4-6-22　エクレール1階

30 埼玉久喜 埼玉県久喜市葛梅3-11-9

31 さいたま岩槻 埼玉県さいたま市岩槻区東町2-3-20

32 埼玉草加 埼玉県草加市北谷2-9-15

33 埼玉飯能 埼玉県飯能市本町21-20　野田倉庫102号

34 埼玉鴻巣南 埼玉県鴻巣市鴻巣1282-4

事業所リスト（追加）



35 埼玉本庄 埼玉県本庄市児玉町大字蛭川926-1

36 埼玉吉川 埼玉県吉川市きよみ野5-1-1

37 さいたま緑 埼玉県さいたま市緑区東浦和2丁目69番地2-102



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

10,478.00 8,532.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 3.5 30.7

前 年 度 比 （ ％ ） － -28.2

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.4315 0.4165 0.2991

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 4,364 2,552

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -41.5

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 4,364 2,552

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

2,112 1,246

事業所番号 219500

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナ禍による自治体からの飲食店への営業時間短縮や休業要請を受けたため、電気使
用量に関しては減少したが、店舗の撤退等により延べ床面積が減少し、原単位あたりで
の発生量がふえている。
一拠点ずつ必要のない箇所の電気のスイッチングオフ等、営業に差しさわりのない節電
活動を推進します。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

排出量が2020年度に比べ2021年度が減少した要因としては、エネルギー使用量
が大きい食品製造工場が2か所から1か所に減少したことが大きな要因です。ま
た外食の店舗も14店舗から8店舗に減少しています。
宅食の営業所は事務所使用としているので、外食の店舗に比べエネルギー使用
量が低い傾向にあります。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 219500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15 170300 負荷平準化 17_新エネルギー
2040年までにRE100を目標に、生産工場か
ら順次切り替え予定

R5

R1以前

14 120300
熱源設備・熱
搬送設備

12_運転管理及び効
率管理

デマンド管理メールにてデマンドが超えな
いように注意喚起

R1以前 R1以前

13 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

店舗にBEMS（ビルエネルギーマネジメント
システム）を設置導入

R1以前

R1以前

12 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店内照明及び看板照明の省エネタイプへ
の変更

R1以前 R1以前

11 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷機器のフィルター、月1回清掃 R1以前

R1以前

10 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理 給湯器の温度(冬場：38度、夏場：36度） R1以前 R1以前

9 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷蔵庫内の整理、使用頻度の低い冷蔵庫
OFF

R1以前

R1以前

8 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

営業時間外、ｼﾞｮｯｷｸｰﾗｰOFF（朝3時～15
時）

R1以前 R1以前

7 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

プライベートルームの不使用時の消灯 R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

営業時間外、作業エリア以外の消灯 R1以前 R1以前

5 130300
空気調和設
備・換気設備

13_換気設備の運転
管理

厨房給気ﾌｨﾙﾀｰ・排気口（ダクト)、月1回清
掃

R1以前

R1以前

4 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

営業時間中、エアコンはお客様適性温度 R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

営業時間外、エアコンOFF R1以前

R1以前

2 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

洗面所や手洗い場などに節水コマを設置し
ている。または自動洗浄装置を設置してい
る。

R1以前 R1以前

1 140100

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給湯設備の管理
給湯温度の設定は衛生上可能な範囲で低
く設定するとともに、冬季以外の洗面所系
統においては、停止することを検討する。

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 219500



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219500



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社日立物流関東

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

44 道路貨物運送業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

44

所 在 地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目12番地7

事 業 者 番 号 2196

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,644 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

1.創業年月日：1989年8月16日

2.事業内容：一般貨物自動車運送事業（特別積み合
　　　　　　せ貨物運送業を除く）、倉庫業

区 分 企業

100 百万円

2,901従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219600 株式会社日立物流関東　本社 1,644

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,644

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ 本社事務所

所 在 地 １ 埼玉県さいたま市大宮区桜木町一丁目12番地7

閲 覧 可 能
時 間 １

月～金、9:00～18:00（土日、祭日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 営業技術部環境課 048-658-5131



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,431 3,168

環境方針
 下記4項目の方針に基づき、「環境に配慮した事業運営による社会貢献」を推進します。

①　事業所で発生する環境負荷の削減
　　・電気、ガソリン、LPガス等の消費削減、廃棄物の再資源化等
②　環境負荷の小さい物流・サービスの提供
　　・CO₂削減、資源循環による顧客への貢献
③　環境意識と環境管理のレベル向上
　　・グローバルな環境意識向上と関連法規、会社規則の遵守
④　自然との共生と環境コミュニケーション促進
　　・生物多様性・生態系保全と顧客・地域との環境協調

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,431 3,168

そ の 他 ガ ス

代表取締役

（社長）

営業技術部環境課

（地球温暖化対策推進者）

該当営業部

（業務課長）

該当事業所

（所長または拠点長）

営業技術部

[投資計画・まとめ]

営業技術部

管掌役員



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2196 事業所番号 219600

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市大宮区

字 ・ 地 番 桜木町一丁目12番地7

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 株式会社日立物流関東　本社
前年度にお

ける事業所数 7

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 44 道路貨物運送業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 44

事 業 活 動 の 概 要

一般貨物自動車運送業（特別積み合せ貨物運送業を
除く）、倉庫業

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0340 t-CO2/㎡

平成29年度（ 0.0340t-CO₂/㎡）を基準として原単位を毎年1％ず
つ改善していく。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

0.0340 t-CO2/㎡

平成29年度（ 0.0340t-CO₂/㎡）を基準として原単位を毎年1％ず
つ改善していく。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 関越営業部三芳営業所川越出張所 埼玉県川越市芳野台2-8-55

3 関越営業部三芳営業所サテライト川越 埼玉県川越市芳野台3-5-1

番号 事業所名 所 在 地

1 株式会社日立物流関東　本社 さいたま市大宮区桜木町一丁目12番地7

6 北関東営業部埼玉北営業所　１期 埼玉県加須市南篠崎1-1-2

7 北関東営業部埼玉北営業所　Ⅱ期 埼玉県加須市南篠崎1-5-1

4 関越営業部三芳営業所 埼玉県入間郡三芳町上富247

5 北関東営業部埼玉北営業所　MFLP 埼玉県久喜市清久町1-10

10

11

8

9

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219600

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,744 1,644

前 年 度 比 （ ％ ） － -7.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,431 3,168

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,431 3,168

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0340 0.0324 0.0294

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 4.7 13.4

前 年 度 比 （ ％ ） － -9.1

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

105,921.00 107,579.01



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219600

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・令和2年の対計画原単位（ 0.0330t-CO₂/㎡）対し、実績はさらに1.8%削減となった。
コロナの関係で作業量が減った営業所は不要な照明の消灯など積極的に取り組み、原単
位の削減につながった。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・令和3年の対計画原単位（ 0.0327t-CO₂/㎡）対し、実績はさらに11%削減となった。
コロナの関係で作業量が減った営業所は不要な照明の消灯など積極的に取り組み、原単
位の削減につながった。また1拠店で大口顧客が減った為、前年比原単位が62%となって
おり、大幅削減となったと思われる。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219600

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R3

2 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

月次エネルギー使用量の把握
(第3計画期間も継続）

R3 R3

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
環境研修の定期開催（2回/年）
・従業員対象・温暖化対策等
(第3計画期間も継続）

R3

R3

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室温の規定値遵守(第3計画期間も継続） R3 R3

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

営業所別にエネルギー使用量を把握し、期
ごとに過不足の要因分析及び改善

R3

R3

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

照明設備の一部ＬＥＤ化 R3 R3

5 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

過剰照明等の取り外しまたは消灯による過
剰照度の適正化(第3計画期間も継続）

R3

8

7

10

9

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219600



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 三菱食品株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

52 飲食料品卸売業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

52

所 在 地 東京都文京区小石川１－１－１

事 業 者 番 号 2197

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

1,688 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

事業内容：国内外の加工食品、低温食品、酒類及び菓子の卸
売を主な事業内容とし、更に物流事業及びその他サービス等
の事業活動を展開

区 分 企業

10,630 百万円

4,392従 業 員 数



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219700 物流オペレーション本部　関東ＲＤＣ 1,688

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 1,688

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２ 埼玉県白岡市下野田699番地1

閲 覧 可 能
時 間 ２ 平日　9:00　～　17:30

その他

○

閲 覧 場 所 １ ＳＣＭ統括　統括オフィス

所 在 地 １ 東京都文京区小石川１－１－１

閲 覧 可 能
時 間 １ 平日　9:00　～　17:30

閲 覧 場 所 ２ 物流オペレーション本部　関東ＲＤＣ

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2 物流オペレーション本部　関東ＲＤＣ 0480-90-5135

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 ＳＣＭ統括　統括オフィス 03-4553-5111



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源CO2 3,333 3,324

「弊社は、弊社関係会社とともに暮らしの確かさと社会の豊かさを守り、未来に手渡すために、
食流通の最適化に取り組み、環境の保全に努めるとともに、持続可能社会の実現を目指す」とい
う環境基本方針に則り、また、弊社の基本理念である「三綱領」の考えの下、「全員がCSR」の
心をもって、食と暮らしのサステナビリティ実現に取り組む。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 3,333 3,324

そ の 他 ガ ス

地球温暖化対策推進者詳細

※項番5、項番6は同一敷地内



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2197 事業所番号 219700

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 白岡市

字 ・ 地 番 下野田699番地1

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 物流オペレーション本部　関東ＲＤＣ
前年度にお

ける事業所数 11

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 52 飲食料品卸売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 52

事 業 活 動 の 概 要

小売業に飲食料品を配送する卸売業の物流センター。
従業員はわが社11名、業務委託会社はパート社員を含み300名。
（パート社員は登録数）

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0386 t-CO2/㎡

令和2年度のエネルギー起源ＣＯ2排出量原単位0.0386t-CO2/m2を
基準値とし、令和6年度までに同値を年平均１％の改善を行う。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 物流オペレーション本部　埼玉菓子ＤＣ 埼玉県北足立郡伊奈町西小針7-7

3 物流オペレーション本部　埼玉杉戸酒類ＤＣ 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字深輪391-23

番号 事業所名 所 在 地

1 物流オペレーション本部　関東ＲＤＣ 白岡市下野田699番地1

6 ＣＶＳ本部　西関東ＳＤＣ 埼玉県川越市芳野台3丁目2番3号

7 ＣＶＳ本部　三芳チルドＳＤＣ 埼玉県入間郡三芳町北永井636-2

4 物流オペレーション本部　埼玉杉戸菓子ＤＣ 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字深輪391-23

5 物流オペレーション本部　埼玉坂戸酒類ＤＣ 埼玉県坂戸市千代田5-7-7

10 ＣＶＳ本部　越谷低温ＳＤＣ 埼玉県越谷市谷中町4-8-2

11 ＣＶＳ本部　南越谷低温ＳＤＣ 埼玉県越谷市西方3119-1

8 ＣＶＳ本部　北埼玉ＳＤＣ 埼玉県北葛飾郡杉戸町大字深輪398-2

9 ＣＶＳ本部　川越チルドＳＤＣ 埼玉県川越市南台1-10-12

14

15

12

13

18

19

16

17

22

23
※項番３,４は同一敷地内にあり、
数値を按分して分割管理とした。

20

21

24

25



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219700

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

1,692 1,688

前 年 度 比 （ ％ ） － -0.3

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 3,333 3,324

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ）

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 3,333 3,324

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0386 0.0372 0.0592

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） 3.7 -53.5

前 年 度 比 （ ％ ） － 59.4

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

89,673.00 56,117.00



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219700

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

・事務所、倉庫内の照明のLED化への転換を進めることによりエネルギー使用効率の向
上を図ることができた。また、日頃より事務所内の未使用空間の消灯や機器未使用時の
電源オフを励行し電力削減に努めた。
・遮熱塗装や、様々な断熱、遮熱、温度調節の工夫を行うことで、空調、温度の効率を
よくすることができた。
・小売業への流通にあたり、拠点見直しや与件の変化による対象拠点の変更、統廃合が
継続で起こり、使用エネルギー（照明やマテハン機器稼働の為の主に電力使用）の変化
が生じた。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

・2021年度において拠点配置の再編を実施し拠点の追加・閉鎖をそれぞれ実施した影響
で「床面積」が大幅に低下。一方でCO2排出量は微減となっており、基準となる原単位
に対する削減率が大幅に悪化となる。
これは、昨年の報告で閉鎖とした拠点の床面積を期中の閉鎖であったため全て計上。一
方でCO2排出量は既に閉鎖を織込んで稼働を大幅に減少していたため、そのため2021年
度は基準となる原単位に対する削減率が大幅に悪化してしまった。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219700

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
ISO14001認証保有拠点については、委託
業者職員も含めて環境教育訓練を実施し
ている。

R1以前

1 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
拠点責任者を頂点とした運用体制を整えて
いる。

R1以前

4 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

室内温度を夏季28℃、冬季20℃に設定 R1以前

3 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

月別使用量を把握し月報を作成、本社へ
報告の実施。

R1以前

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

冷凍冷蔵空調機器のシステム管理、および
定期点検を実施。

R1以前

5 130200
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和設備の
効率管理

事務所の屋根に遮熱塗料を塗布。

R1以前

8 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

LED照明機器の採用、蛍光灯からの転換 R1以前

7 150100
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_受変電設備の管
理

電力のデマンド管理を行っている

R1以前

10 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

未使用空間の消灯や機器未使用時間の電
源オフを励行し電力削減に努めた。

R2

9 150300
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_事務用機器等の
管理

機器未使用時の電源OFF

13

12

11

15

14



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

１．サステナビリティ重点課題に環境課題を定め2030年目標としてSCOPE1、2に関し
　　2016年度対比60％削減を目指す。
　
２．ISO14001認証の取得
　　埼玉県内の弊社11拠点のうち、4拠点で認証を取得。地球温暖化対応、廃棄物排出量削減、
　　食品再生利用率向上に取り組んでいる。

事業所番号 219700



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容
事業内容：フードサービス事業全般（ガスト・バーミヤン・
藍屋・夢庵・ジョナサン等のファミリーレストランの運営
等）　従業員数：全社5,984人　資本金25,134百万円

区 分 企業

3,634 百万円

6,227従 業 員 数

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

76 飲食店

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

76

所 在 地 東京都武蔵野市西久保一丁目25番8号

事 業 者 番 号 2198

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

13,040 kL／年

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 株式会社すかいらーくレストランツ

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m
2
以 上 の 事 業 所 ）

㎡



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 営業サポートグループ 0422-37-5805

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ （株）すかいらーくレストランツ　本部第３オフィス

所 在 地 １ 東京都武蔵野市西久保一丁目25番8号

閲 覧 可 能
時 間 １ 13時～17時

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

合　　計 13,040

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

Ｂ、Ｃ事業所

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219800 ガスト大宮大成店 13,040

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 27,732 26,240

そ の 他 ガ ス

エネルギー起源CO2 27,732 26,240

（環境方針から抜粋)
すかいらーくグループは気候変動への影響を最小化すべく、環境問題への取り組みを自主的、積
極的に行います。
1.法令を遵守します。
2.サプライチェーン全体で、省エネ、節水、食品ロス・廃棄物削減に努めます。
3.環境目標を設定し、一人ひとりが環境保全に対する自覚を持ち、環境負荷低減を目指します。
4.情報は積極的に開示し、透明性のある環境保全活動に努めます。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

　省エネ・環境　推進体制

代表者 （株）すかいらーくレストランツ
  代表取締役社長

計画管理責任者 営業サポートグループ
  ディレクター

地球温暖化対策推進者 営業サポートグループ 　　　エネルギー企画推進委員

  スタッフ 主幹部署 担当者
技術管理者 生産部 技術開発
推進責任者 営業推進 各リーダー
推進責任者 購買部 間接材
協力会社

営業管理 営業政策 各営業推進 マニュアル制作

埼玉県内　店舗

すかいらーくＤ＆Ｍ



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量

t-CO2
基準となる
原 単 位

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

t-CO2/百万円/年

【第3計画期間】H31年度の排出量33,288ｔ-co2に対して、５%の削
減を目指します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 33,288 t-CO2

基準となる
原 単 位

前年度にお
ける事業所数 275

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 76 飲食店

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 76

事 業 活 動 の 概 要

ガスト・バーミヤン・ジョナサン・夢庵などのファミリーレスト
ランを展開している。

4 事業者番号 2198 事業所番号 219800

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 さいたま市大宮区

字 ・ 地 番 大成町三丁目516番1号

当該事業所を含む事業所の名称
（※Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 ガスト大宮大成店



※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

24

25

22

23

20

21

18

19

16

17

14

15

12

13

10

11

8

9

6

7

4

5

2 他、別紙参照

3

番号 事業所名 所 在 地

1 ガスト大宮大成店 さいたま市大宮区大成町三丁目516番1号

事業所リスト



NO. 店舗名 住所名

1 魚屋路新所沢 埼玉県所沢市緑町３丁目８－１５
2 魚屋路三郷戸ヶ崎 埼玉県三郷市戸ヶ崎３丁目２－２
3 ガスト西川口 埼玉県川口市宮町１８－５
4 ガスト志木 埼玉県志木市中宗岡１丁目５－６２
5 ガスト行田 埼玉県行田市旭町１１－２４
6 ガスト入間川 埼玉県狭山市入間川４丁目８－５
7 ガスト大宮本郷 埼玉県さいたま市北区本郷町１３８６
8 ガスト与野上峰 埼玉県さいたま市中央区上峰２丁目１－１
9 ガスト吉川 埼玉県吉川市栄町８６４
10 ガスト戸田 埼玉県戸田市大字新曽１８２５－１
11 ガスト川口青木橋 埼玉県川口市青木２丁目１２－３５
12 ガスト川越駅前 埼玉県川越市脇田本町２－６
13 ガスト上尾柏座 埼玉県上尾市柏座４丁目６－１７
14 ガストバーミヤン籠原 埼玉県熊谷市新堀３２１－１
15 ガスト西白岡 埼玉県白岡市西３丁目１－１
16 ガスト東岩槻 埼玉県さいたま市岩槻区東岩槻２丁目７－１
17 ガスト東所沢駅前 埼玉県所沢市大字本郷１０９２－４
18 ガスト浦和文蔵 埼玉県さいたま市南区文蔵２丁目１３－２１
19 ガスト草加松江 埼玉県草加市松江６丁目１４－２７
20 ガスト鶴ヶ島三ツ木 埼玉県鶴ヶ島市大字三ツ木１８６－１
21 ガスト川口朝日 埼玉県川口市朝日６丁目１５－１７
22 ガスト南越谷 埼玉県越谷市蒲生１丁目７－２２
23 ガスト武蔵高萩 埼玉県日高市大字高萩２３１５－１
24 ガスト草加松原 埼玉県草加市栄町２丁目７－３１
25 ガスト大宮南中野 埼玉県さいたま市見沼区大字南中野字高木８３８－１
26 ガスト長瀞 埼玉県秩父郡皆野町大字皆野３２３６－１４
27 ガスト越谷大袋 埼玉県越谷市大字上間久里築堤４９－１
28 ガスト志木ニュータウン 埼玉県新座市新座１丁目１２
29 ガスト鳩ケ谷 埼玉県川口市三ツ和１丁目１３－１
30 ガスト川越霞ケ関 埼玉県川越市大字的場２２４３－１
31 ガスト越谷赤山町 埼玉県越谷市赤山町５丁目７－５２
32 ガスト和光インター 埼玉県和光市広沢２－８
33 ガスト東松山高坂 埼玉県東松山市大字西本宿３４５－２
34 ガスト騎西 埼玉県加須市騎西１８７－６
35 ガスト浦和沼影 埼玉県さいたま市南区沼影１丁目１－１８
36 ガスト武蔵嵐山 埼玉県比企郡嵐山町大字平澤字京枝４１２
37 ガスト久喜 埼玉県久喜市大字吉羽２－２９－４
38 ガスト寄居 埼玉県大里郡寄居町大字桜沢漆原１１８５
39 ガスト和光 埼玉県和光市白子３丁目１７－４７
40 ガスト草加西町 埼玉県草加市西町６３－６
41 ガスト三郷高州 埼玉県三郷市高州１丁目１８３－１
42 ガスト新座 埼玉県新座市野火止１丁目１０－２７
43 グラッチェガーデンズせんげん台 埼玉県越谷市千間台西１丁目９－２
44 ガスト東川口 埼玉県さいたま市緑区東大門３丁目１－１
45 ガスト所沢北原 埼玉県所沢市北原町１４２０－１



46 ガスト浦和駒形 埼玉県さいたま市緑区大字中尾駒形１６２８
47 ガスト武蔵藤沢 埼玉県入間市東藤沢２丁目１０－２９
48 ガスト浦和中島 埼玉県さいたま市桜区中島４丁目２－１５
49 ガスト川口中央 埼玉県川口市中青木３丁目８－２２
50 ガスト大宮北袋 埼玉県さいたま市大宮区北袋町２丁目１９０
51 ガスト入間市駅前 埼玉県入間市豊岡１丁目２－２８
52 ガスト児玉 埼玉県本庄市児玉町吉田林３９１－１
53 ガスト坂戸 埼玉県坂戸市薬師町３２－５
54 ガスト鷲宮 埼玉県久喜市西大輪４丁目１－６
55 ガスト日高 埼玉県日高市大字鹿山ハヤシ２８４－１
56 ガスト羽生 埼玉県羽生市南６丁目２１－１
57 とんから亭草加柳島 埼玉県草加市柳島町字道通９０４番地１
58 から好し北所沢 埼玉県所沢市北所沢町２０５７－１
59 とんから亭三郷彦成 埼玉県三郷市彦成２丁目２４６－１
60 とんから亭川口道合 埼玉県川口市大字道合放山８４番の１
61 から好し越谷蒲生 埼玉県越谷市蒲生西町１丁目５－１６
62 から好しさいたま道祖土 埼玉県さいたま市緑区道祖土３丁目５－１８
63 ガスト熊谷ニットーモール 埼玉県熊谷市銀座２丁目２４５番地２４６番地熊谷ニットーモール１階
64 ガスト北本 埼玉県北本市東間４丁目３８－１
65 ガストふじみ野東 埼玉県ふじみ野市駒林元町３－１－１８
66 ガスト志木駅前 埼玉県新座市東北２丁目３０－１６高橋ビル１階
67 ガスト和光市駅前 埼玉県和光市本町３－１３タウンコートエクセル１階
68 ガスト所沢 埼玉県所沢市日吉町８－４
69 ガスト川口 埼玉県川口市栄町３丁目１４－３
70 ガスト西川口駅前 埼玉県川口市並木２丁目１８－１オーベルジュ並木　２Ｆ
71 ガスト川越クレアモール 埼玉県川越市脇田町８－３
72 ガスト上福岡 埼玉県ふじみ野市上福岡１丁目８－２
73 ステーキガスト熊谷太井 埼玉県熊谷市太井４９０
74 ステーキガスト鶴ヶ島 埼玉県鶴ヶ島市脚折町４丁目２２－６
75 ステーキガスト狭山 埼玉県狭山市富士見１丁目２９－３
76 ステーキガスト入間 埼玉県入間市小谷田字中原８７２－４
77 ステーキガスト伊奈 埼玉県北足立郡伊奈町栄１－６７
78 ステーキガスト岩槻インター 埼玉県さいたま市岩槻区加倉４丁目２３－２２
79 ステーキガスト三郷谷口 埼玉県三郷市谷口６２４
80 ステーキガスト与野 埼玉県さいたま市中央区下落合２丁目６－９
81 ステーキガスト上戸田 埼玉県戸田市上戸田３丁目１３－４
82 ステーキガスト籠原 埼玉県熊谷市拾六間７６３－１フェスティバルガーデン籠原内
83 ステーキガスト川越岸町 埼玉県川越市岸町２丁目６－３
84 ステーキガスト南荻島 埼玉県越谷市大字南荻島２７７－１
85 ステーキガスト鶴瀬 埼玉県富士見市羽沢２丁目１－４１
86 ステーキガスト東越谷 埼玉県越谷市東越谷１０丁目３３番地４
87 ステーキガスト飯能 埼玉県飯能市柳町１４－８
88 ステーキガスト百穴 埼玉県東松山市新宿町１５－１
89 ステーキガスト春日部緑町 埼玉県春日部市緑町６丁目３－１７
90 から好し東松山高坂 埼玉県東松山市あずま町３丁目１番１号
91 から好し越谷南荻島 埼玉県越谷市大字南荻島１５７－１



92 から好し上福岡 埼玉県ふじみ野市亀久保２丁目１５
93 から好し上尾久保 埼玉県上尾市大字久保６５－１０
94 から好し久喜駅 埼玉県久喜市中央２丁目１－１
95 から好し川口駅東口 埼玉県川口市川口１丁目１－１キュポ・ラ川口１Ｆ
96 ガスト小川町 埼玉県比企郡小川町みどりが丘２－８－１
97 ガスト幸手 埼玉県幸手市中２丁目１０－２０
98 ガスト東松山 埼玉県東松山市大字石橋１５３３
99 ガスト大宮三橋 埼玉県さいたま市西区三橋５丁目９２３
100 ガスト大宮大成 埼玉県さいたま市大宮区大成町３丁目５１６－１
101 ガスト川越インター 埼玉県川越市豊田町３丁目１１－１０
102 ガスト杉戸 埼玉県北葛飾郡杉戸町清地１丁目４－１９
103 ガスト所沢小手指 埼玉県所沢市小手指町４丁目１０－５
104 ガスト栗橋 埼玉県久喜市栗橋東４丁目２１－１２
105 ガスト吹上 埼玉県鴻巣市北新宿道下通６２
106 ガスト朝霞城山 埼玉県朝霞市岡３丁目１１－１
107 ガスト川越東洋大学前 埼玉県川越市大字天沼新田３１７－３
108 ガスト毛呂山 埼玉県入間郡毛呂山町大字毛呂本郷５－１
109 ガスト新所沢 埼玉県所沢市緑町４丁目３２－１
110 ガスト本庄上里町 埼玉県児玉郡上里町大字七本木２５５８－１
111 ガスト熊谷肥塚 埼玉県熊谷市肥塚４－１２８
112 ガスト上尾上町 埼玉県上尾市上町２丁目１－２３
113 ガスト深谷 埼玉県深谷市西島町１丁目４－１４
114 ガスト川口石神 埼玉県川口市大字石神海道西６４９－５
115 ガスト大宮深作 埼玉県さいたま市見沼区深作１丁目７－６
116 ガスト川口新郷 埼玉県川口市榛松２３８－１
117 ガスト富士見関沢 埼玉県富士見市関沢１丁目４－１５
118 ガストふじみ野 埼玉県富士見市ふじみ野西１丁目２０－２
119 ガスト新座片山 埼玉県新座市片山１丁目２０－３２
120 ガスト秩父駅前 埼玉県秩父市野坂町１丁目５４４－１
121 ガスト浦和駅西口 埼玉県さいたま市浦和区高砂１丁目１３－１２ミリスクエアー２Ｆ
122 ガスト春日部小渕 埼玉県春日部市小渕８５－２
123 ガスト越谷駅東口 埼玉県越谷市弥生町１７番地１号越谷ツインシティＡシティ２階
124 ガスト大宮西口 埼玉県さいたま市大宮区桜木町１丁目１－８ＯＺ　ＳＡＫＵＲＡビル２Ｆ
125 ガスト蕨駅前 埼玉県蕨市塚越１丁目２－１４花見屋第３ビル２Ｆ
126 ガストさいたま山崎 埼玉県さいたま市緑区山崎１丁目１９番１７号
127 ガスト飯能 埼玉県飯能市仲町５－１７
128 ガスト大宮ラクーン 埼玉県さいたま市大宮区宮町１丁目６０
129 ガスト草加駅西口 埼玉県草加市氷川町２１２１番地３号フレアーコート２Ｆ
130 ｃｈａｗａｎイオンモール浦和美園 埼玉県さいたま市緑区美園５丁目５０番地１イオンモール浦和美園１Ｆ
131 ジョナサン川口駅前 埼玉県川口市本町４丁目５－３２
132 ジョナサン三郷戸ヶ崎 埼玉県三郷市戸ヶ崎３丁目６１９
133 ジョナサン浦和田島 埼玉県さいたま市桜区田島１丁目１３－３
134 ジョナサン草加谷塚 埼玉県草加市瀬崎４丁目２－１４
135 ジョナサン新所沢 埼玉県所沢市泉町８９２－１
136 ジョナサン入間 埼玉県入間市豊岡４丁目４－５
137 ジョナサン上尾 埼玉県上尾市柏座２丁目７－７
138 ジョナサン大宮東町(閉店) 埼玉県さいたま市大宮区東町２丁目－２０



139 ジョナサン吉川 埼玉県吉川市高富２丁目１－５
140 ジョナサン浦和太田窪 埼玉県さいたま市南区太田窪２８４３
141 ジョナサン大宮砂町 埼玉県さいたま市見沼区東大宮３丁目２－１
142 ジョナサン川越笠幡 埼玉県川越市大字笠幡字山伝１５６－２１
143 ジョナサン新座東 埼玉県新座市東２丁目３－１４
144 ジョナサン和光新倉 埼玉県和光市新倉１丁目９－１０
145 ジョナサン岩槻 埼玉県さいたま市岩槻区東町２丁目７－１６
146 ジョナサンふじみ野 埼玉県ふじみ野市大井１丁目１－２
147 ジョナサン東川口(閉店) 埼玉県川口市戸塚５丁目１－３７
148 ジョナサン川越新河岸 埼玉県川越市大字扇河岸１０２－１
149 ジョナサン川口青木町公園 埼玉県川口市上青木西１丁目１１－３
150 ジョナサン北朝霞駅前 埼玉県朝霞市西原１丁目５－３
151 ジョナサン秩父 埼玉県秩父市宮側町１７－５
152 ジョナサン新座駅前 埼玉県新座市野火止５丁目２－４０パークス新座１Ｆ
153 ジョナサン蓮田 埼玉県蓮田市山ノ内７－１
154 ジョナサン志木本町 埼玉県志木市本町５丁目８－１４
155 ジョナサン東浦和 埼玉県さいたま市緑区大字大間木１６３３－７
156 ジョナサン北与野 埼玉県さいたま市中央区上落合１丁目１１－３
157 ジョナサン鳩ヶ谷 埼玉県川口市南鳩ヶ谷４丁目２６－４
158 ジョナサンみずほ台駅前 埼玉県富士見市西みずほ台２丁目２－１
159 ジョナサン若葉 埼玉県鶴ヶ島市富士見２丁目５－７
160 ジョナサン八潮西袋 埼玉県八潮市大字西袋１３３０－１
161 ジョナサン上福岡 埼玉県ふじみ野市上野台１丁目２－３
162 ジョナサン春日部中央 埼玉県春日部市中央４丁目４－５
163 藍屋与野バイパス 埼玉県さいたま市中央区桜丘２丁目８－２３
164 藍屋熊谷 埼玉県熊谷市筑波１丁目１１２
165 藍屋東松山 埼玉県東松山市大字石橋１５３４－１
166 藍屋新所沢 埼玉県所沢市泉町８９３－１
167 夢庵本庄 埼玉県本庄市若泉１丁目７－１５
168 藍屋大宮公園 埼玉県さいたま市大宮区寿能町１丁目８１－２
169 藍屋春日部 埼玉県春日部市中央１丁目５９－５
170 藍屋蕨中央 埼玉県蕨市中央２丁目１５－２
171 藍屋三郷 埼玉県三郷市三郷３丁目１２－１
172 夢庵加須 埼玉県加須市浜町３－２６
173 夢庵北本 埼玉県北本市東間２丁目２８－２
174 夢庵上尾西 埼玉県上尾市西宮下２丁目３５８
175 夢庵越谷大里 埼玉県越谷市大字大里５５４
176 夢庵川口赤井 埼玉県川口市赤井１丁目２５－６
177 夢庵寄居 埼玉県大里郡寄居町大字桜沢８８８－１
178 夢庵入間藤沢 埼玉県入間市大字下藤沢１２９９－３
179 夢庵新座片山 埼玉県新座市片山３丁目１３－４
180 夢庵大宮新堤 埼玉県さいたま市見沼区大字新堤２７９
181 夢庵八潮 埼玉県八潮市緑町５丁目１４－１９
182 夢庵春日部栄町 埼玉県春日部市栄町２丁目６２
183 夢庵秩父駅前 埼玉県秩父市野坂町１丁目２０－１３
184 夢庵吉川 埼玉県吉川市高富２丁目８－１
185 夢庵埼玉伊奈町 埼玉県北足立郡伊奈町寿３－２７６
186 夢庵入間野田 埼玉県入間市大字野田１４４４



187 夢庵毛呂山 埼玉県入間郡毛呂山町大字川角１－１
188 夢庵朝霞本町 埼玉県朝霞市本町１丁目３４－１５
189 夢庵桶川 埼玉県桶川市泉１丁目８－２６
190 夢庵鴻巣 埼玉県鴻巣市東３丁目７－４
191 夢庵東川口 埼玉県川口市戸塚２丁目１６－１
192 夢庵日高 埼玉県日高市高麗川２丁目２２－２
193 夢庵羽生 埼玉県羽生市西３丁目２１－５
194 夢庵さいたま三橋 埼玉県さいたま市西区三橋５丁目１６６０番１
195 夢庵蕨中央 埼玉県蕨市中央６丁目１６－２０
196 ＳＲ新規開発業態ららぽーと富士見 埼玉県富士見市山室１丁目１３１３
197 夢庵埼玉ふじみ野 埼玉県ふじみ野市亀久保２丁目１－２２
198 夢庵東松山東平 埼玉県東松山市大字東平１４３２－７
199 バーミヤン久喜 埼玉県久喜市吉羽２丁目２９－３
200 バーミヤン武蔵藤沢 埼玉県入間市東藤沢２丁目１５－１
201 バーミヤン富士見関沢 埼玉県富士見市関沢１丁目５－１０
202 バーミヤン北本 埼玉県北本市中丸１丁目２９９
203 バーミヤン若葉 埼玉県坂戸市千代田３丁目２１－１７
204 バーミヤン川口東本郷 埼玉県川口市東本郷１丁目６－３
205 バーミヤン川口伊刈 埼玉県川口市芝高木１丁目２１－３４
206 バーミヤン大宮宮原 埼玉県さいたま市北区宮原町２丁目８７－７
207 バーミヤン越谷花田 埼玉県越谷市花田２丁目１４－９
208 バーミヤン朝霞本町 埼玉県朝霞市青葉台１丁目１－６
209 バーミヤン中浦和駅前 埼玉県さいたま市南区鹿手袋１丁目１－１プラザホテル２Ｆ
210 バーミヤン東所沢 埼玉県所沢市東所沢２丁目６番２
211 バーミヤン川越駅東口 埼玉県川越市脇田町１０３川越マインビル３Ｆ
212 バーミヤン狭山下広瀬 埼玉県狭山市広瀬１－８－３１
213 バーミヤン東大宮 埼玉県さいたま市見沼区東大宮７丁目２－１
214 バーミヤン・ステーキガスト白岡 埼玉県白岡市野牛１－１
215 バーミヤン新座東 埼玉県新座市東２丁目３－２０
216 バーミヤンふじみ野 埼玉県ふじみ野市大井１丁目１－３
217 バーミヤン大宮櫛引 埼玉県さいたま市北区櫛引町２丁目１５１－１
218 バーミヤン児玉 埼玉県本庄市児玉町吉田林３８２－１
219 バーミヤン入間仏子 埼玉県入間市大字仏子下ケ谷戸１１５２－１
220 バーミヤン本庄 埼玉県本庄市けや木２丁目２－１４
221 バーミヤン羽生 埼玉県羽生市南６丁目１７－１６
222 バーミヤン春日部豊町 埼玉県春日部市豊町５丁目７－２
223 バーミヤン小川町 埼玉県比企郡小川町大字小川３５６－２
224 バーミヤン上戸田 埼玉県戸田市上戸田２丁目３－５
225 バーミヤン川越山田 埼玉県川越市大字山田１９５４－１
226 バーミヤン栗橋 埼玉県久喜市栗橋１３０１－１
227 バーミヤン鶴ヶ島 埼玉県川越市大字天沼新田１０３－１
228 バーミヤン所沢山口 埼玉県所沢市大字山口字児泉１５０８－１
229 バーミヤン浦和道祖土 埼玉県さいたま市緑区道祖土３丁目４－１３
230 バーミヤン新座片山 埼玉県新座市片山３丁目９－５
231 バーミヤン坂戸泉町 埼玉県坂戸市泉町３丁目６－１
232 バーミヤン与野本町 埼玉県さいたま市中央区本町西４丁目１０－３
233 バーミヤン和光南 埼玉県和光市南１丁目８－６６
234 バーミヤン越谷神明 埼玉県越谷市神明町２丁目２２８－３



235 バーミヤン三郷戸ケ崎 埼玉県三郷市戸ヶ崎２丁目７７２－１
236 バーミヤン川口青木 埼玉県川口市中青木４丁目１０－５
237 しゃぶ葉西川口 埼玉県川口市西青木２丁目４－１
238 しゃぶ葉鶴ヶ島 埼玉県鶴ヶ島市大字脚折１５１９－１
239 しゃぶ葉東岩槻 埼玉県さいたま市岩槻区南平野３丁目２番地１０
240 しゃぶ葉東川口 埼玉県さいたま市緑区東大門３丁目１－１２
241 しゃぶ葉加須 埼玉県加須市三俣２丁目１９番地１
242 しゃぶ葉新座野火止 埼玉県新座市野火止７丁目６番２５号
243 しゃぶ葉伊奈 埼玉県北足立郡伊奈町栄３－８０
244 しゃぶ葉草加清門町 埼玉県草加市清門２丁目１番地４８
245 しゃぶ葉東大宮 埼玉県さいたま市見沼区東大宮７丁目４７－３
246 しゃぶ葉南与野 埼玉県さいたま市中央区大戸６丁目１７－６
247 しゃぶ葉志木駅前 埼玉県新座市東北２丁目３０－２１エコスＴＡＩＲＡＹＡ２階
248 しゃぶ葉西大宮 埼玉県さいたま市西区宮前町１４３－１
249 しゃぶ葉入間インター 埼玉県入間市大字小谷田１２５８－４
250 むさしの森珈琲蕨 埼玉県蕨市中央２丁目１６
251 むさしの森珈琲所沢住吉 埼玉県所沢市南住吉２１－４０
252 むさしの森珈琲川口元郷 埼玉県川口市元郷５丁目２７
253 むさしの森珈琲朝霞本町 埼玉県朝霞市青葉台１丁目１－５
254 むさしの森珈琲浦和太田窪 埼玉県さいたま市南区太田窪１２８０
255 むさしの森珈琲北本 埼玉県北本市本宿２丁目７０－３
256 しゃぶ葉川口駅東口 埼玉県川口市栄町３丁目５－１そごう川口店２Ｆ
257 しゃぶ葉高坂駅前 埼玉県東松山市元宿２丁目２６－２０
258 むさしの森珈琲三芳藤久保 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保５２４１
259 むさしの森珈琲南越谷駅前 埼玉県越谷市南越谷２丁目２－１２コアーズビル
260 しゃぶ葉幸手 埼玉県幸手市東２丁目２０－１７
261 しゃぶ葉熊谷銀座 埼玉県熊谷市銀座３丁目３１－１
262 しゃぶ葉上福岡 埼玉県ふじみ野市鶴ケ舞３丁目５－６
263 しゃぶ葉所沢 埼玉県所沢市上新井５丁目１６－１
264 しゃぶ葉大宮ラクーン 埼玉県さいたま市大宮区宮町１丁目６０番地４階　４０１区画
265 しゃぶ葉三郷彦糸 埼玉県三郷市彦糸２丁目２０２－１
266 しゃぶ葉本庄 埼玉県本庄市本庄４丁目３－１４
267 しゃぶ葉深谷 埼玉県深谷市上柴町東４丁目１９－８
268 しゃぶ葉北本二ツ家 埼玉県北本市二ツ家１丁目１５２－２
269 しゃぶ葉川越神明 埼玉県川越市神明町１１－１
270 むさしの森珈琲春日部 埼玉県春日部市大沼１丁目５
271 ガストフレスポ八潮 埼玉県八潮市大瀬１丁目１－３フレスポ八潮２Ｆ
272 ジョナサン狭山上広瀬 埼玉県狭山市広瀬東３丁目５－２８
273 ジョナサン浦和西口 埼玉県さいたま市浦和区仲町１丁目６－１３
274 魚屋路大宮東町(改装オープン) 埼玉県さいたま市大宮区東町２丁目－２０
275 Ｌａ　Ｏｈａｎａ東川口(改装オープン) 埼玉県川口市戸塚５丁目１－３７



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

売上高 百万円/年

活 動 規 模 の 指 標 単 位
23,997.00 23,475.00

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ）

前 年 度 比 （ ％ ） － -3.3

エネルギー起源CO2排出量原単位 1.1556 1.1178

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 27,732 26,240

三 ふ っ 化 窒 素

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 16.7 21.2

ハイドロフルオロカーボン

前 年 度 比 （ ％ ） － -5.4

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 33,288 27,732 26,240

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

13,768 13,040

事業所番号 219800

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

コロナ禍による売上減に伴い、エネルギー量も減少したため、基準年度比－１２．５％
となった。店舗でもエネルギーの無駄使いがないよう、チェック表などを用いて削減に
取り組んだ。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

前年に引き続き、コロナ禍による影響で売上微減等により、基準年度比－８．９％と
なった。店舗でも高効率機器の入替（冷凍冷蔵庫８８台、空調機器２０台）を行ってお
り、削減に取り組んだ。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）

事業所番号 219800



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

15

14

13

12

11

10

9

R3

8

7 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

高効率機器の入替（空調機器）

R1以前 50.0

6 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

高効率機器の入替（冷凍冷蔵庫） R3

5 110200
一般管理事
項

11_主要設備等の保
全管理

設備等における性能維持や効率改善を目
的とした保全計画、設備維持管理を実施す
る。継続。

R1以前

R1以前 20.0

4 110300
一般管理事
項

11_計測及び記録の
管理

計測を毎日行い、毎月１回実績をもとに改
善行動計画を立てる。継続。

R1以前 R1以前 15.0

3 170100 負荷平準化 17_負荷平準化対策 空調を中心にデマンド対策を行う。継続。 R1以前

R1以前 15.0

2 140200

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_給排水設備の管
理

節水コマの設置。 R1以前 R1以前 3.0

1 140300

給湯設備、給
排水設備、
冷凍冷蔵設
備、厨房設備

14_冷凍冷蔵設備及
びちゅう房設備の管
理

簡易点検を毎日行う。また、週間ごとにテー
マを決め、定期的な清掃・メンテナンスを実
施。継続。

R1以前

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

事業所番号 219800



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219800



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（１）

令和 年度

１　地球温暖化対策事業者の概要

（１）事業者の類別

（２）地球温暖化対策事業者

日本産業規格Ａ列４番

4

地球温暖化対策計画・実施状況報告

類別 （類別の説明）
Ⅰ類　A事業所のみを有する特定事業者
Ⅱ類　B事業所を有する特定事業者(Ⅲ類の事業者を除く)
Ⅲ類　C事業所を有する特定事業者
Ⅳ類　任意事業者

Ⅰ類

事 業 者 名 大和ハウス工業株式会社

大 規 模 小 売 店 舗 面 積
（ 単 独 で 1,500KL 未 満 で 延 床

面 積 10,000m2 以 上 の 事 業 所 ）

12,580 ㎡

産 業 分 類 名
（ 中 分 類 ）

06 総合工事業

分 類 番 号
（ 中 分 類 ）

06

所 在 地 大阪市北区梅田三丁目３番５号

事 業 者 番 号 2199

燃 料 等 使 用 量 の
原 油 換 算 の 合 計 量
（ 前 年 度 ）

968 kL／年

前
年
度

資 本 金

人

商 標 又 は 商 号
（ 連 鎖 化 事 業 者 の み ）

事業活動の
概 要

事 業 内 容

区 分

161,699 百万円

16,535従 業 員 数

事業の内容：土木・建築一式工事、土地建物売買管理他。

#Confidential



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（２）

（３）県内に設置している事業所

（自動転記)

（４）公表方法

（５）公表の担当部署

※　事業者のアドレスとする(個人が特定できるアドレスは記入しないこと)

日本産業規格Ａ列４番

事業所
種別

事業所
番号

事 業 所 名
前年度の原油換算
エネルギー使用量

(ｋL)

Ａ、Ｂテナント等事業所

Ａ 219900 イール妻沼 968

Ｂ、Ｃ事業所

合　　計 968

インターネット利用による公表 ア ド レ ス

所 在 地 ２

閲 覧 可 能
時 間 ２

その他

○

閲 覧 場 所 １ イール妻沼管理事務所

所 在 地 １ 埼玉県熊谷市弥藤吾1120－1

閲 覧 可 能
時 間 １ 10:00～16:00（土日祝祭日を除く）

閲 覧 場 所 ２

事業所での備え置き
（複数可。書ききれない場合
　は別様としてください）

2

3

名 称
（複数可）

連 絡 先

電話番号 E-mailアドレス※

1 大和ハウス工業　東京本社 03-5214-2498

#Confidential



地球温暖化対策計画・実施状況報告（事業者用） 事業者（３）

２　地球温暖化対策推進における事業者の基本方針

３　地球温暖化対策における事業者の推進体制

４　計画期間中における事業者の温室効果ガス排出量（事業所合算）の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

５　各事業所の計画

別紙　事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告　のとおり

日本産業規格Ａ列４番

エネルギー起源 CO2 1,961 1,908

弊社は気候変動に対応したRE100及びEP100に参画しているとともに、SBTで認定を受けた長期目
標を制定しており、環境問題には率先して取り組んでおります。また新規自社施設については原
則ZEB化を推進しています。
　埼玉県が直面する地球温暖化とヒートアイランド現象の2つの温暖化に対処するため、弊社の
商業施設・事業所においては省エネ・再エネを更に促進し地球温暖化に対策に取り組み、自然環
境との調和・資源保護も含めて環境問題に取り組んで参ります。
つきましては、下記を重視して地球温暖化対策に取組む方針である。
１．商業施設及び事業場での省エネ対策
　責任者が省エネ対策を率先して行うと共に、設備的な改善も含めて対策を検討実施すること。
２．働き方改革及び自主的な環境問題の啓蒙
　全社を挙げてワークライフバランス等を推進し社員及び従業員働き方改革を進めCO2排出量の
削減を行うと共に、環境に関する意識の向上を図ること。

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

温 室 効 果 ガ ス の
合 計 1,961 1,908

そ の 他 ガ ス

大和ハウス工業

本社 PM室 担当者

大和ハウス工業

各事業所 責任者

推進者

大和ハウス工業 本社

環境部 担当

大和ハウス工業

東京本社 SC事業部 担当者

イール妻沼

ビル管理現場 責任者

大和ハウス工業 社長
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（１）

令和 年度

１　事業所の概要

（１）事業所種別

（２）事業所及び事業内容

２　事業所の温室効果ガス排出量の削減目標

(１)第３計画期間の削減目標

日本産業規格Ａ列４番

4 事業者番号 2199 事業所番号 219900

事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告

代 表 事 業 所 所 在 地
市 区 町 村 熊谷市

字 ・ 地 番 弥藤吾1120-1

当該事業所を含む事業所の名称
（※ Bテナント等の場合のみ記入）

事業所種別

A … 原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL未満の事業所（合算）
A

代 表 事 業 所 名 イール妻沼
前年度にお

ける事業所数 16

計 画 期 間 2 年 度 ～ 6 年 度

産 業 分 類 名 （ 中 分 類 ） 56 各種商品小売業

分 類 番 号 （ 中 分 類 ） 56

事 業 活 動 の 概 要

複合商業施設
敷地面積：30,860㎡　延床面積：16,441.46㎡

計 画 期 間 7 年 度 ～ 11 年 度

0.0566 t-CO2/㎡

令和2年度二酸化炭素排出量1,961ｔ－CO2に対して令和6年度まで
に5％の削減を実施致します。

その他ガス

（２）第４計画期間の削減目標

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 1,961 t-CO2

基準となる
原 単 位

0.0566 t-CO2/㎡

令和2年度の二酸化炭素排出量1,961ｔ－CO2に対して令和11年度ま
でに10％の削減を実施致します。

その他ガス

削
減
目
標

エネルギー起源CO2
（必須）

基準となる
排 出 量 1,961 t-CO2

基準となる
原 単 位
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※　入力欄が足りない場合は、シートの様式を変更せずに、同様式の別ファイルを作成して提出してください。

日本産業規格Ａ列４番

事業所リスト

2 フォレオ菖蒲 久喜市菖蒲町菖蒲字寺田6006番地1

3 埼玉支社 さいたま市中央区新都心11番地　JRさいたま新都心ビル

番号 事業所名 所 在 地

1 イール妻沼 熊谷市弥藤吾1120-1

6 浦和営業所 さいたま市浦和区東仲町20番2

7 埼玉北営業所 熊谷市肥塚4丁目36番地1

4 大宮東出張所 さいたま市北区土呂町2－9－10

5 戸田出張所 戸田市笹目4丁目30－1

10 埼玉西支社 川越市新宿町1丁目8番地8

11 新座志木営業所 志木市幸町3丁目1番10号

8 上尾営業所 上尾市上平中央1丁目12番地1

9 埼玉南営業所 川口市上青木1丁目8番地8

14 春日部出張所 春日部市中央1丁目2番地2

15 草加営業所 草加市氷川町2133－3

12 所沢営業所 入間市東藤沢3－3－33

13 埼玉東支社 越谷市新越谷2丁目17番地10

18

19

16 八潮営業所 八潮市大瀬6丁目8番地5

17

22

23

20

21

24

25
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（２）

３　事業所の温室効果ガス排出量

（１）原油換算エネルギー使用量の推移

（２）計画期間の温室効果ガス排出量の推移

CO2換算（ｔ-CO2）

（３）計画期間の温室効果ガス排出量原単位の状況（エネルギー起源CO2）

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219900

原油換算エネルギー
使用量(kL)

計 画 期 間

令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

997 968

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.7

エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 1,961 1,961 1,908

そ
の
他
ガ
ス

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2

メ タ ン

基準となる排出量に対する
削 減 率 （ ％ ） 0.0 2.7

ハイドロフルオロカーボン

一 酸 化 二 窒 素

六 ふ っ 化 い お う

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

温 室 効 果 ガ ス の 合 計 1,961 1,908

三 ふ っ 化 窒 素

CO2換算（ｔ-CO2/指標）

計 画 期 間

基準
令 和 ２ 年 度
（2020年度）

令 和 ３ 年 度
（2021年度）

令 和 ４ 年 度
（2022年度）

令 和 ５ 年 度
（2023年度）

令 和 ６ 年 度
（2024年度）

エネルギー起源CO2排出量原単位 0.0566 0.0566 0.0551

基準となる原単位に対する削減率
（ ％ ） -0.1 2.6

前 年 度 比 （ ％ ） － -2.7

床面積 ㎡
活 動 規 模 の 指 標 単 位

34,624.00 34,624.00

#Confidential



事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 Ａ事業所（３）

（４）エネルギー起源ＣＯ２排出量の増減に影響を及ぼす要因の分析

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219900

令 和 ５ 年 度
（ 2023 年 度 ）

令 和 ６ 年 度
（ 2024 年 度 ）

令 和 ２ 年 度
（ 2020 年 度 ）

新型コロナウイルス蔓延により商業施設の来館者減少及びテナントの時間短縮営業にり
電気使用量の減少が起因している。また、2020年12月より非化石証書を主取得しており
従業員の節電意識が高まったことも要因と考えています。

令 和 ３ 年 度
（ 2021 年 度 ）

新型コロナウイルス蔓延の影響で来館客数は減少していること、テナント退店により排
出量の減少よりCO2排出量は減少している。既存のテナントも節電意識及び共用部の節
電も排出量減少に影響していると考えています。

令 和 ４ 年 度
（ 2022 年 度 ）
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（B,C事業所用）　 A事業所（４）

４　温室効果ガスの排出の抑制等に関する措置の計画及び実施状況

日本産業規格Ａ列４番

事業所番号 219900

実施
した
年度

推計
削減量(t)

 (１年度
  当たり）

区分
番号

区 分 名 称

大 区 分 中 区 分

Ｎｏ

対 策 の 区 分

対 策 概 要
実施
予定
年度

R1以前

2 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

タイマーの季節に応じた時間設定変更
（テナント資産のタイマーの設定変更喚起、
毎年度継続実施）

R1以前 R1以前

1 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

①自然光による照度確保ができる部分（軒
下通路）の部分点灯　②間引き点灯（バック
ヤード、ショーケース）の呼びかけ（毎年度
継続実施）

R1以前

R1以前

4 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
月例テナント会におけるテナント各社の取り
組みの紹介などの啓蒙活動（毎年度継続
実施）

R1以前 R1以前

3 130100
空気調和設
備・換気設備

13_空気調和の運転
管理

設定温度の見直し、従業員のクールビズ採
用等の徹底（毎年度継続実施）

R1以前

R1以前

6 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

店舗内の照明の一部（１５台）をＬＥＤ電球
に変更

R1以前 R1以前

5 110100
一般管理事
項

11_推進体制の整備
電力デマンド上昇時の節電体制構築（連絡
体制）

R1以前

R1以前

8 180200 その他 18_その他
電気の供給先を変更しRE100の非化石証
書を購入し、施設全体の電気を再エネル
ギーとする。

R2 R2

7 110400
一般管理事
項

11_エネルギー使用
量の管理

事務所用省エネセルフチェックシートを用
いて、事務所内の照明・空調等におけるエ
ネルギー管理状況を確認し、運用改善を実
施する

R1以前

R3

10

9 150200
受変電設備、
照明設備、
電気設備

15_照明設備の運用
管理

駐車場照明の一部LED化推進 R3

13

12

11

15

14
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事業所の地球温暖化対策計画・実施状況報告（Ａ、Ｂテナント等事業所用）　 A事業所（５）

５　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価
Ａ事業所

自由記述欄

日本産業規格Ａ列４番

（※希望者のみ記載）

事業所番号 219900
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